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第１章 背景と目的及び検討体制 

 

１．１ 背景と目的 

 

我が国においては年間約 333 万台(平成 26 年度)の使用済自動車が発生しているが、

平成 17 年 1 月に発足した自動車リサイクルシステムのもと、自動車ユーザー（以下、「ユ

ーザー」という。）や自動車製造業者等の関連事業者が、国内実情に配慮し循環型社会

の構築を目標に取組を進めた結果、車両重量ベースで約 99％のリサイクル率を達成す

るなど、市場を活用した自動車リサイクルシステムは、概ね順調に機能している。 

このように、約 10 年にわたり自動車リサイクルシステムが円滑に運用されてきたところ

であるが、ユーザー、自動車製造業者等の関連事業者、都道府県・保健所設置都市（以

下、「自治体」という。）等の関係主体（以下、「関係主体」という。）による、情報発信・共有

を基礎とした積極的な相互連携なしには実現し得なかったことは言うまでもない。 

 

このような状況の下、産業構造審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル小委

員会及び中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員会合同会

議（以下、「合同会議」という。）における自動車リサイクル法施行後 10 年に伴う見直しの

議論が行われた。自動車における３R（リデュース、リユース、リサイクル）の推進・質の向

上、自動車リサイクルシステムの安定的かつ効率的な運用、そして今後の制度のあるべ

き姿等の論点を中心に議論が行われ、平成 27 年 9 月に『自動車リサイクル制度の施行

状況の評価・検討に関する報告書』（以下、「合同会議報告書」という。）として取りまとめ

られた。 

 

当該合同会議報告書においては、「法施行から 10 年を経てもなお、市場を活用したリ

サイクルシステムは、制定時の目的どおり経済状況に左右されず、概ね順調に機能して

いる」としながらも、自動車リサイクルシステムの更なる発展に向けた課題が示された。 

この中には、自動車リサイクルシステムの円滑な運営を確保しながら、関係主体が果

たすべき役割を実効的かつ効率的に実施するうえで、情報発信・共有の取組について多

くの課題が盛り込まれている。 

 

これら課題に対応するため、国の要請の基で公益財団法人自動車リサイクル促進セン

ター（以下、「JARC」という。）が主催する『情報発信の在り方等に関する検討会』（以下、

「検討会」という。）において、自動車リサイクルシステムの更なる発展に向けた情報発

信・共有の在り方について 6回に亘り検討を行った。 

検討会報告書は、これらの検討を踏まえ、その成果をまとめたものである。 
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１．２ 合同会議で示された検討テーマ 

 

検討会では合同会議で示された次のテーマ（参考1参照）を出発点とし、今後の情報発

信・共有の在り方に関する取組の方向性についての検討を行った。 

 

（１）引取業者によるユーザーへの情報発信  

・引取業者による情報提供の在り方、国による伝達及び引取業者による対応  

・使用済自動車の相場観に関するユーザーへの情報発信     

（２）環境配慮設計・再生資源利用の進んだ自動車へのユーザー選択の促進     

（３）リユース・リビルト部品のユーザー選択の促進     

（４）JARC情報発信機能の一層の発揮  

・システム改善ニーズの把握、JARCによるユーザーへの情報発信  

・JARCが管理する使用済自動車の再資源化状況等データの活用     

 

１．３ 検討会のメンバー構成 

 

 平成 27 年 11 月から以下のメンバー構成の基で検討会を開催し、合計 6 回に亘り自動

車リサイクルに関する情報発信・共有の在り方について検討を行った。 

 

＜敬称略＞ 

【座長】 永田勝也（早稲田大学名誉教授） 

織朱實（上智大学大学院地球環境学研究科教授） 

大石美奈子（公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員

協会理事・環境委員長） 

一般社団法人日本自動車連盟 

一般社団法人日本自動車工業会 

日本自動車輸入組合 

一般社団法人日本自動車販売協会連合会 

一般社団法人全国軽自動車協会連合会 

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 

一般社団法人日本 ELV リサイクル機構 

愛知県環境部 

 

（事務局） 

公益財団法人自動車リサイクル促進センター 

経済産業省製造産業局自動車課 

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 
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１．４ 検討会の開催経緯 

 

6回の検討会における各回の主な検討内容は、以下のとおりである。 毎回以下の内

容の説明・発表が行われたのち、これを基にした議論が展開された。 

 

第 1 回検討会 平成 27 年 11 月 24 日 13：30～16：00 

・検討会事務局：「情報発信の在り方等に関する検討の進め方」 

・各関係団体 9 団体：「これまで関係主体が実施してきた情報発信・共有の取組及び

課題等」 

 

第 2 回検討会 平成 28 年 1 月 26 日 9：30～12：00 

・検討会事務局：「第 1 回情報発信の在り方等に関する検討会のまとめ」  

・JARC：「JARC の情報発信の現状と課題及び今後の対応」 

 

第 3 回検討会 平成 28 年 3 月 29 日 13：30～16：00 

・検討会事務局：引取業者へのヒアリングを通じて確認した「引取業者におけるユー

ザーへの情報発信の現況」 

・検討会事務局：ユーザーアンケート調査結果を整理した「引取業者との取引におけ

るユーザーの認識状況」 

・検討会事務局：インターネット Web サイトなどから調査した「使用済自動車の相場観

の開示の状況」 

・JARC：「JARC における情報公開の考え方」 

 

第 4 回検討会 平成 28 年 5 月 31 日 13：30～16：00 

・JARC：「JARC における情報公開の考え方」の整理・検討状況 

・（一社）日本自動車工業会並びに日本自動車輸入組合：「環境配慮設計・再生資源

利用の進んだ自動車に関する情報発信・共有の取組」 

・検討会事務局：整備事業者へのヒアリングを通じて確認した「整備事業者における

ユーザーへの情報発信の現況」 

・（一社）日本自動車整備振興会連合会、（一社）日本 ELV リサイクル機構並びに（一

社）日本自動車リサイクル部品協議会：「リユース・リビルト部品に関する情報発信・

共有」の取組 

 

第 5 回検討会平成 28 年 6 月 23 日 9：30～12：00 

・愛知県：「ユーザー及び関連事業者向けの情報発信・共有の取組状況」 

・検討会事務局：「情報発信の在り方等に関する検討会報告書ドラフト」 

 

第 6 回検討会平成 28 年 7 月 22 日 13：30～16：00 

・検討会事務局：「情報発信の在り方等に関する検討会報告書案」 
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第２章 自動車リサイクルに関する情報発信・共有の取組の現状 

 

２．１ 関係主体における情報発信・共有の取組の整理 

 

（１）関係主体における情報発信・共有の取組 

 

ⅰ）関係主体における情報発信・共有の取組の状況 

検討会では、関係主体より『これまで実施してきた情報発信・共有の取組及び課題』を

テーマとして、プレゼンテーションを受けた。主な内容は以下のとおりである。 

 
関係主体 主な説明内容（概要） 参考資料 

(公社)日本消費生

活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・ｺﾝｻﾙ

ﾀﾝﾄ・相談員協会 

【消費者視点で検討を必要とする情報発信の課題】 

・自動車ﾘｻｲｸﾙの更なる取組を進めるための情報提供のあり方に関する意見 

・自動車ﾘｻｲｸﾙの更なる取組を進めるための情報提供のあり方についての検

討の必要性 

参考 2-1 

(一社)日本自動車

連盟 

【自動車ﾕｰｻﾞｰを会員として抱える全国組織としての情報発信の取組】 

・JAFMate を活用したﾕｰｻﾞｰへの情報発信の取組 

・情報発信力強化などの情報発信の在り方に係る課題 

参考 2-2 

(一社)日本自動車

工業会 

【自動車製造業者等としての情報発信・共有の取組】 

・業界団体並びに所属会員である自動車製造業者から国民・ﾕｰｻﾞｰへの環境

配慮設計・再生資源利用の取組に関する情報発信、関連事業者との情報共有 

・自動車ﾘｻｲｸﾙに関する目標・実績の公表、今後の情報公開の考え方 

参考 2-3 

参考 2-5 

日本自動車輸入組

合 

【自動車製造業者等としての情報発信・共有の取組】 

・業界団体並びに所属会員である輸入事業者から国民・ﾕｰｻﾞｰへの環境配慮

設計・再生資源利用の取組の情報発信、関連事業者との情報共有 

・自動車ﾘｻｲｸﾙに関する目標・実績の公表、今後の課題 

参考 2-4 

参考 2-5 

(一社)日本自動車

販売協会連合会 

【引取業者としての情報発信・共有の取組】 

・ﾕｰｻﾞｰ、会員ﾃﾞｨｰﾗｰへの情報提供 

・使用済自動車の判別、使用済自動車の流れ 

参考 2-6 

(一社)全国軽自動

車協会連合会 

【引取業者としての情報発信・共有の取組】 

・会員ﾃﾞｨｰﾗｰへの周知、会員ﾃﾞｨｰﾗｰの活動状況 
参考 2-7 

(一社)日本中古自

動車販売協会連合

会 

【引取業者としての情報発信・共有の取み】 

・産構審中環審合同会議での報告、中古自動車販売業者の取引の現状 

・中古自動車販販売協会連合会としての情報発信・情報共有 

・情報発信・情報共有の課題 

参考 2-8 

(一社)日本自動車

整備振興会連合会 

【ﾘｻｲｸﾙ部品利用促進に向けた取組】 

・ﾘｻｲｸﾙ部品利用促進に向けた取組、ﾘｻｲｸﾙ部品の活用状況等 
参考 2-9 

(一社)日本ELV ﾘｻｲ

ｸﾙ機構 

【ﾘｻｲｸﾙ部品利用促進に向けた取組】 

【３R 促進に向けた関係者との情報共有・連携】 

・ﾕｰｻﾞｰへの情報発信、関係者との情報共有の取組、ﾕｰｻﾞｰとの意見交換 

・ﾘｻｲｸﾙ部品のﾗﾍﾞﾘﾝｸﾞ規格等、情報発信・情報共有における課題 

参考 2-10 

参考 2-11 

参考 2-12 

（一社）日本自動車

ﾘｻｲｸﾙ部品協議会 

【ﾘｻｲｸﾙ部品利用促進に向けた取組】 

・ﾘｻｲｸﾙ部品の利用普及と「保証基準」「品質基準」の共通化 

・ﾘｻｲｸﾙ部品活用推進に向けた検討会開催、ﾘｻｲｸﾙ部品普及に向けた DVD 

・「品質・保証」認証ｼｰﾙを導入、ｸﾞﾘｰﾝﾎﾟｲﾝﾄﾊﾟｰﾂ(GPP)認証ｼｰﾙ導入 等 

参考 2-13 

愛知県 
【愛知県の情報発信・共有の取組】 

・ﾕｰｻﾞｰへの情報発信、解体事業者等への情報発信 
参考 2-14 

(公財)自動車ﾘｻｲｸ

ﾙ促進ｾﾝﾀｰ(JARC) 

【JARC 情報発信・共有の取組】 

・国民・ﾕｰｻﾞｰ、関連事業者等、自治体向けの情報発信等の取組 

・現時点での課題認識と将来に向けた課題 

参考 2-15 

参考 2-16 
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ⅱ）関係主体における情報発信・共有の取組内容の要点 

 

関係主体における情報発信・共有の取組内容の要点は次のとおりである。 

 

（一社）日本自動車連盟の情報発信の取組 

 

（一社）日本自動車連盟は、約 1850 万人のユーザー等が所属する全国組織として、ユ

ーザーを始め幅広く国民に対して、主に以下の情報発信を行っている。 

 

・ 自動車のリサイクルにおいてはユーザーも制度に対して責任を負っていること 

・ 不法投棄の防止策としての自動車リサイクル法の意義 

・ リサイクル料金の使途及び預託時期 

・ 中古車売買時のリサイクル料金の取扱い 

・ 使用済自動車のリサイクル処理の状況の確認方法                                        

 

 

（一社）日本自動車工業会の情報発信・共有の取組 

 

（一社）日本自動車工業会と所属会員である自動車製造業者は、ユーザーを始め幅広

く国民に対して、主に以下の情報発信を行っている。 

 

・ 企業の社会的責任に基づいた環境に対する取組状況 

・ 製品における環境負荷低減への取組状況 

・ 自ら製造した自動車の環境配慮設計・再生資源利用の取組状況 

・ 環境負荷の発生防止に関する取組状況 

・ 自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

・ 自動車リサイクル法関連への対応状況（関連事業者支払料金、引取基準提示） 

・ 自動車リサイクルに関する義務履行の状況                      

 

また、解体業者を始めとした関連事業者に対して、エアバッグの取り外し方法、安全に

作業を行ううえでの注意事項、業界としての自主取組の状況、レアメタル使用部品一覧等

を幅広く情報を共有を行っている。 
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日本自動車輸入組合の情報発信・共有の取組 

 

日本自動車輸入組合と所属会員である正規輸入事業者は、ユーザーを始め幅広く国

民に対して、主に以下の情報発信を行っている。 

 

・ 自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

・ 車種別環境情報 

・ 環境配慮設計の取組状況 

・ 自動車リサイクル法関連への対応状況（関連事業者支払料金、引取基準提示） 

・ 再生資源の利用拡大に関する取組状況 

・ 自動車リサイクル法に基づく回収義務のないフロン類冷媒への転換の推進状況 

・ 自動車リサイクルに関する義務履行状況                        

 

また、解体業者を始めとした関連事業者に対して、輸入車の再生原料の使用状況、ハ

イブリッド車等のバッテリー取り外し・回収マニュアル、レスキューマニュアル、解体時の

作業時間短縮に向けた ISO対応エアバッグの搭載状況等の情報共有を行っている。 

 

 

（一社）日本自動車販売協会連合会の情報発信・共有の取組 

 

（一社）日本自動車販売協会連合会は、主として全国約 1,640 社の新車販売事業者が

所属する全国組織として、ユーザーを始め幅広く国民に対して、自動車リサイクルシステ

ムに関する情報発信を行っている。 

 

また、所属会員ディーラーに対しては、次の情報提供・共有を行っている。 

 

・ 自動車リサイクルシステムのマニュアル閲覧方法及び取得の方法 

・ 自動車リサイクルシステムに関する FAQ  

・ 使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書 

・ 車両引渡し時における預託金相当額及び自動車諸税等の還付例 

・ 自動車リサイクルの施行状況の評価・検討に関する報告書          
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（一社）全国軽自動車協会連合会の情報発信・共有の取組 

 

（一社）全国軽自動車協会連合会は、主として銘柄別販売店協会12団体、都道府県地

区軽自動車協会53団体、軽自動車製造業者及び二輪車製造業者10社が所属する全国

組織として、ユーザーを始め幅広く国民に対して、主に以下の情報発信を行っている。 

 

・ 自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

・ ユーザーとの接点において、説明している情報例 

自動車リサイクル法の趣旨、リサイクル料金の内容及び使われ方、車両本体の経

済的価値、自動車諸税還付や自賠責返戻金額等、中古自動車下取りか使用済自

動車引取かを判断できる情報           

 

また、所属会員に対しては、使用済自動車判別ガイドライン等の情報提供を行ってい

る。 

 

 

（一社）日本中古自動車販売協会連合会の情報発信・共有の取組 

 

（一社）日本中古自動車販売協会連合会は、主として全国約10,000社の中古車販売事

業者が所属する全国組織として、ユーザーを始め幅広く国民に対して、主に以下の情報

発信を行っている。 

 

・ 自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

・ リサイクル部品の利用促進に関する情報                        

 

また、所属会員に対して次の情報提供に取組んでいる。 

 

・ 自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

・ 自動車リサイクル法 Q&A 

・ リサイクル料金の確認方法 

・ 引取報告の間違い事例 

・ リサイクル料金の使途、マニフェスト誤発行の防止法 

・ フロン年次報告義務に関する注意喚起 

・ 使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書 

・ リサイクル部品の活用推進状況 

・ 自動車リサイクルシステムの停止日                           
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（一社）日本自動車整備振興会連合会の情報発信・共有の取組 

 

（一社）日本自動車整備振興会連合会は、主として各都道府県自動車整備振興会 53

団体、自動車製造業者等 24 社が所属する全国組織として、ユーザーを始め幅広く国民

に対して、主に以下の情報発信を行っている。 

 

・ 自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

・ リサイクル部品の利用促進に関する情報                        

 

また、所属会員に対して、主に以下の情報提供を行っている。 

 

・ 使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書 

・ 自動車リサイクル部品活用推進会議での活動状況 

・ 自動車補修用リサイクル部品の規格策定に関する研究会での活動状況 

・ 自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格に関するＪＩＳ開発原案作成委員会 

での活動状況                                                                      

 

 

（一社）日本 ELV リサイクル機構の情報発信・共有の取組 

 

（一社）日本 ELV リサイクル機構は、主として全国地域団体 39 団体と解体事業者を中

心とした 565 社が所属する全国組織として、ユーザーを始め幅広く国民に対して、主に以

下の情報発信を行っている。 

 

・ 自動車リサイクシステムに関する基本情報 

・ リサイクル部品の利用促進に関する活動状況                    

 

また、所属会員に対して、主に以下の情報提供を行っている。 

 

・ 使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書 

・ 自動車リサイクル士制度に関する情報 

・ 自動車補修用リサイクル部品の規格策定に関する研究会での活動状況 

・ 自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格に関する JIS の開発に向けた取組

状況 

・ 資源環境への取組状況 

⇒メーカー新技術情報の共有 

⇒レアメタル含有部品情報の共有                            
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（一社）日本自動車リサイクル部品協議会の情報発信・共有の取組 

 

（一社）日本自動車リサイクル部品協議会は、リサイクル部品供給事業者として、ユー

ザーを始め整備事業者に対して、主に以下の情報発信を行っている。 

 

・ リサイクル部品の利用普及と「保証基準」「品質基準」の共通化に向けた取組状況 

・ リサイクル部品活用推進に向けた検討会での活動状況 

「自動車リサイクル部品活用推進会議」（国土交通省、経済産業省、環境省、日本自

動車リサイクル部品協議会、日本損害保険協会、日本中古自動車販売協会連合会、

日本自動車車体整備協同組合連合会、日本自動車整備振興会連合会）などで関係

者と情報共有・連携 

・ リサイクル部品普及に向けた取組状況（ポスター、DVD など） 

・ リ協会員社市場規模アンケート調査結果状況 

・ 「品質・保証」認証シールを導入 

・ グリーンポイントパーツ(GPP)認証シール導入                   

 

 

愛知県の情報発信・共有の取組 

 

愛知県は、関連事業者への指導権限を有する自治体として、ユーザー並びに関連事

業者に対して、主に以下の情報発信を行っている。 

 

・ 自動車リサイクルシステムの概要（関係主体の役割、対象自動車、リサイクル料金

等） 

・ 環境学習施設を利用した環境教育活動（ポスター掲示、映像放映 等） 

・ 関連事業者の登録要件、登録様式、実施義務の内容 

・ 電子マニフェスト制度、作業時の注意点、指導事例紹介による注意喚起 

・ 関連事業者の情報（引取業者、フロン類回収業者、解体業者、破砕業者） 

・ 情報管理センターを活用した取組（遅延報告の受信、出先機関との情報共有、事業

者の処理状況の確認・指導 等） 
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JARC の情報発信・共有の取組 

 

JARCは、自動車リサイクル法に基づく資金管理法人・指定再資源化機関・情報管理セ

ンターの三指定法人の業務を担うという役割のもと、自動車リサイクルシステムの円滑な

運営を補完する立場として、ユーザーを始め幅広く国民に対して、主に以下の情報発信

を行っている。 

 

・ 自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

・ リサイクル料金の使途、自動車リサイクルへのユーザーの関り方などの訴求点 

・ 消費者懇談会、定点観測によるユーザーの認知度の状況 

・ 指定法人業務の活動実績情報（預託・払渡等実績、移動報告等実績、不法投棄・

離島対策支援事業実績 等々） 

・ 車両別リサイクル料金額、使用済自動車のリサイクル処理の状況 

・ 関連事業者の情報                                     

 

また、関連事業者に対して、主に以下の情報提供を行っている。 

 

・ 問合せ対応などを通じて関連事業者の円滑な業務運用に必要な情報 

・ 関連事業者からのよくある質問集、マニフェスト誤発行防止法 

・ 自動車リサイクル情報システムの操作法、実務マニュアル 

・ 自動車製造業者等と連携による、関連事業者向け次世代自動車レアメタル含有部

品の効率的な回収・リサイクルに関するマニュアル                  

 

更に、自治体に対して、主に以下の情報提供を行っている。 

 

・ 「遅延報告」など電子マニフェスト制度の安定運用に資する情報 

・ 不法投棄等対策事案、不法投棄等対策支援事業の手引書 

・ 離島対策支援事業の利用促進に関する情報 

・ 自治体業務の参考になる様々なモニタリング例      
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ⅲ）関係主体における情報発信・共有の取組内容の整理 

 

関係主体における情報発信・共有の取組とそれを基にした検討会での議論を、表 1 に

整理した。 

表１では、それぞれの関係主体によるプレゼンテーションの内容を、以下の①～④の

観点で分類整理するとともに、議論の要点をまとめた。 

①自動車リサイクルシステムの基本情報  

②自動車ユーザーの自動車リサイクルへの関わり方についての情報 

③自動車リサイクルの実績・成果の情報  

④関連事業者等との情報共有 

 

関係団体別の主な特徴は次のとおりである。 

 

 （一社）日本自動車連盟の内容は、主に①②の内容であり、③④の内容はなかっ

た。 

 （一社）日本自動車工業会及び日本自動車輸入組合の内容は、主に③④の内容で

あり、①②の内容は少ない。 

 （一社）日本ELVリサイクル機構及び（一社）日本自動車リサイクル部品協議会の内

容は、主に②③④の内容であり、①の内容が少ない。 

 （一社）日本自動車販売協会連合会、（一社）全国軽自動車協会連合会、（一社）日

本中古自動車販売協会連合会、（一社）日本自動車整備振興会連合会の内容は、

主に①②④の内容であり、③の内容はなかった。 

 愛知県の内容は、主に①②④の内容であり、③の内容はなかった。 

 JARC の内容は、①②③④の内容があった。 

 

全体の傾向としては、以下の情報共有が少ないことがわかった。 

(ア) 「自動車リサイクルシステムの基本情報」 

(イ) 「自動車ユーザーの自動車リサイクルへの関り方についての情報」 

(ウ) 「自動車リサイクルの実績・成果の情報」 

 

また、検討会の議論を踏まえて課題を上記①～④の観点で分類・整理した。 

  

①自動車リサイクルシステムの基本情報  

・３R に関する情報提供、消費者への環境意識の浸透 

・自動車リサイクル制度のコンセプト等の情報提供 

・リサイクル料金の使途の情報提供 

・用語の最低限のルール化 

・分かりやすく、誤解を与えない情報提供 
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・大人向けなのか、子供向けなのか、誰向けの情報なのか意識した情報提供 

・自治体による事業者指導の意義の考え方等の公開に向けた取組 

②自動車ユーザーの自動車リサイクルへの関り方についての情報 

・消費者のグリーン購入（環境配慮設計や再生資源の活用が進んだ自動車の選択）の

促進のための情報提供の在り方 

・消費者のグリーン購入（リユース部品やリビルト部品の選択）の促進のための情報提

供の在り方 

・リサイクル料金の表示に関するルール 

・使用済自動車の価値に関する情報提供の在り方 

・自動車の長期使用による使用済自動車の排出の抑制に資する情報提供の在り方 

③自動車リサイクルの実績・成果の情報  

④関連事業者等との情報共有 

・ベストプラクティス（好事例）や有用な情報の共有 

・JARC 情報発信の内容や方策等の抜本的改善と情報発信等の効果検証 

・自動車リサイクルに関する動画・パンフレットやパネルなどの製作物、様々な共通利

用できる情報の相互利用・共有化 

・自動車リサイクル情報システムの利用者ニーズの把握 

・自動車リサイクル情報システムのユーザービリティの改善 

・自動車リサイクル情報システムのフレキシビリティの拡充に向けて要件の整理 

・JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況のデータを活用した発信等 

 

検討会において関係団体によるプレゼンテーションの内容以外にも発信されている情

報があるのではないかとの指摘がされた。このことから各関係団体の Web ページを調査

し、そこで得られた結果も踏まえて、あらためて関係主体等における情報発信・共有の取

組の現況を整理したのが表 2 である。 

整理項目は上記表1の①～④の分類に従って取組状況を整理するとともに、その詳細

についても加えている。 

また、表 1 で分類した課題との関係についても触れた。 

 

 

全体の傾向としては、関係主体等の情報発信・共有について次のことがいえる。 

 

①『自動車リサイクルシステムの基本情報』については、全ての関係団体が情報発信

を行っている。 

②『自動車ユーザーの自動車リサイクルへの関わり方についての情報』のうち、『(1)リ

サイクル料金を支払う・受取る』や『(2)使用済自動車を引取業者に引渡す』といった

情報については全ての関係団体が情報発信を行っているが、『(3)使用済自動車の
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価値を認識する』、『(4)自動車の長期使用に努める』、『(5)自動車の購入に当たり再

資源化等の実施に配慮して製造された自動車を選択する』、『(6)リサイクル部品の

使用に努める』については差があった。 

③『自動車リサイクルの実績・成果の情報』について、各関係団体に差があった。 

④『関連事業者との情報共有』については、全ての関係団体等が情報発信を行ってい

る。 
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<表 1 これまでの関係主体等における情報発信・共有とそれに基づく議論のまとめ  （その 1）> 

 

 

情報発信の取組 左記情報発信の取組を次の 4つに分類 検討会で議論された関係主体等の課題・意見 

 

 

 

以下、関係団体の説明資料から要点を抜粋 

1 2 3 4 

課 

題 

等 

番 

号 

(凡例) 

○：関係団体の資料から抜粋した課題等 

●：他出席者からの意見等 

◎：団体自らの意見等 

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙｼｽﾃﾑ

の基本情

報  

 

 

自動車ﾕｰ

ｻﾞｰが自動

車ﾘｻｲｸﾙに

どう関るの

かについて

の情報  

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙの実

績・成果の

情報  

 

 

関連事業

者等との

情報共有  

 

 

日本消

費者生

活ｱﾄﾞﾊﾞ

ｲｻﾞｰ・ｺ

ﾝｻﾙﾀﾝ

ﾄ ・相談

員協会 

     

① 

 

② 

③ 

 

④ 

○環境配慮設計または再生資源の活用が進んだ自動車を、消費者が選択できるような情報提供の

あり方の検討が必要である 

○リユース・リビルド部品等を消費者が選ぶようになるための情報提供の方法の検討が必要である 

○リサイクル料金、使用済自動車の価値を消費者が正しく理解し、適正処理がさらに進むための情

報提供のあり方の検討が必要である 

○JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況のデータを活用した発信等が必要である 

日本自

動車連

盟 

１．自動車ユーザーへの情報発信 

２．発信内容の具体例 

・不法投棄の防止策としての自動車リサイクル法の意義      

 

 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

 

○情報発信力強化による消費者への環境意識の浸透が求められる 

○環境配慮設計に対するインセンティブの付与が必要である 

○特預金の有効活用の検討が必要である 

・自動車のリサイクルにおいてはユーザーも責任を負っていること ✓    

・リサイクル料金の使途及び預託時期  

 

✓  

 

 

・中古車売買時のリサイクル料金の取扱い  ✓   

     

・使用済自動車のリサイクル処理の状況の確認方法  ✓   

     

日本自

動車工

業会 

 

１．自動車メーカーがこれまで取り組んできた自動車リサイクルに関する情報公開 

（１）企業の社会的責任(CSR)において、環境に対する取組の情報公開を行い、自動車ユーザーや自動車リサ

イクル関係業者、投資家等へ広く周知。(自社 HP、環境報告書(CSR レポート)等) 

①製品における環境負荷低減の取組（解体容易化設計事例、リサイクル材使用部位の事例、植物由来樹脂

の開発・採用、自主取組の状況） 

  

 

 

✓ 

 

⑧ 

⑨ 

 

 

⑩ 

 

⑪ 

 

 

 

⑫ 

 

⑬ 

 

 

⑭ 

○市場のニーズの下で情報提供を行った結果、一定の効果はあった 

○ISO26000 や GRI ガイドライン(G4)等で情報公開の基準が提示されており、これらを参考にしなが

ら、今後もニーズに合わせながら情報公開に努めていく 

 

●リサイクル料金が、3 品目の再資源化等のための料金であることを、消費者が正しく理解していくた

めには、さらなる情報提供が必要 

●リユース部品を単に使うということだけでなく、例えばリサイクルプラスチックを原料として活用する

観点や、負担いただくリサイクル料金の使途の観点でも情報提供が必要であると考える 

 

 

●東京モーターショーを視察して気になったが、燃費とか次世代車の情報はあったが、3Rに関する情

報がなかったというのは勿体無いと思った 

◎東京モーターショーに出展する自動車メーカー各社には様々な社内事情があり、また各種ニーズ

に優先付けを行いながら対応している状況にある。少しでも優先順位を上げて展示アイテムにするこ

とが、これからの課題と認識している 

●基本的に燃費も環境配慮設計も環境情報の一つとして、関連づけを行って情報提供を活発化して

ほしいと思う。難しい事情があるかもしれないが、環境問題の扱いで、トピックス的な部分を中心に対

応しているために、その周辺が抜け落ちてしまっているという感じがする。もう一度その辺りを振返り、

「環境」への対応の考え方を整理して議論したい 

 

 

 

②個別車種毎の達成状況（車種別環境情報）   ✓  

③自動車リサイクル法関連の対応状況 

・車種別リサイクル料金や関連業者への支払料金、引取基準の提示 
  ✓ ✓ 

・自動車リサイクル法の義務履行状況   ✓  

・使用済みのリチウムイオン・ニッケル水素バッテリーや水素・CNGタンクなど通常の使用済自動車処理工程で

は処理困難物を安全に取外す工法の提供 
  ✓ ✓ 

（２）関連団体と連携した取り組み 

・エアバッグ取外し方法の周知や安全作業の注意喚起(JARS、自再協 HP) 
   ✓ 

・業界自主取組の公表(定例審議会・各社 HP(車種別環境情報内))   ✓  

・レアメタル使用部品一覧を公開(JARS)    ✓ 

２．自動車製造業者の取組例、自工会の取組例 

三菱自動車、トヨタ自動車、本田技研工業、日産自動車、いすゞ自動車、スズキ、ダイハツ工業、日野自動車、

富士重工業、マツダ、三菱ふそうトラック・バス、UD トラックス、日本自動車工業会 
  ✓ ✓ 

３．解体事業者向け情報 

（１）電気自動車・ハイブリッド自動車等は高電圧部位があるため、取り扱いに注意が必要となる。特に、災害

等で損傷した車両の取扱いは、迅速かつ、慎重な対応が必要であるため、これらの車両に対する作業安全上

等に関する主な注意事項について周知を図る。 

  
 

 
✓ 

（２）次世代自動車のレアメタル含有部品の効率的な回収・リサイクルに資するため、レアメタルを含有する代

表的な部品を使用したモデル名、取外しマニュアルを JARS HP を通じて解体事業者へ情報を提供している。 

   ✓ 
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<表 1 これまでの関係主体等における情報発信・共有とそれに基づく議論のまとめ  （その 2）> 

 
 情報発信の取組 左記情報発信の取組を次の 4つに分類 検討会で議論された関係主体等の課題・意見 

 

 

 

以下、関係団体の説明資料から要点を抜粋 

1 2 3 4 

課

題 

等 

番

号 

(凡例) 

○：関係団体の資料から抜粋した課題等 

●：他出席者からの意見等 

◎：団体自らの意見等 

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙｼｽﾃﾑ

の基本情

報  

 

 

自動車ﾕｰ

ｻﾞｰが自動

車ﾘｻｲｸﾙに

どう関るの

かについて

の情報  

自動車ﾘｻｲ

ｸﾙの実績・

成果の情

報  

 

 

関連事業

者等との

情報共有  

 

 

日本自

動車輸

入組合 

１．JAIA から関係者への情報発信 

（１）業界団体としての取組 

 

✓ 

 

✓ 

 

 

 

✓ 

⑮ 

 

 

⑯ 

 

 

 

 

 

⑩ 

 

⑪ 

 

⑫ 

 

⑭ 

○輸入車のインポーターの組織は、販売、マーケティング、アフターセールスの機能は有するが、開

発機能は有していないことから、環境配慮設計に係る情報の入手が難しい。従って、環境配慮設計

の定義の議論や出される結論の検証も困難になると思われる。 

○環境配慮設計の定義及びそれに基づくリサイクル料金の低減等の施策については、検討の段階

から JAIA としても積極的に参画・貢献する所存である。なお、環境配慮設計の定義作りに際しては、

国際動向も踏まえ、シンプルなものを望む。 

 

 

 

●リサイクル料金が、３品目の再資源化等のための料金であることを、消費者が正しく理解していくた

めには、さらなる情報提供が必要。 

●リユース部品を単に使うということだけでなく、例えばリサイクルプラスチックを原料として活用する

観点や、負担いただくリサイクル料金の使途の観点でも情報提供が必要であると考える。 

●東京モーターショーを視察して気になったが、燃費とか次世代車の情報はあったが、3Rに関する情

報がなかったというのは勿体無いと思った。 

●基本的に燃費も環境配慮設計も環境情報の一つとして、関連づけを行って情報提供を活発化して

ほしいと思う。難しい事情があるかもしれないが、環境問題の扱いで、トピックス的な部分を中心に対

応しているために、その周辺が抜け落ちてしまっているという感じがする。もう一度その辺りを振返り、

「環境」への対応の考え方を整理して議論したい。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）JAIA HP でユーザーへ自動車リサイクル法・制度、リサイクル料金に関する情報を提供 ✓ ✓  ✓ 

（３）JAIA HP 上に輸入車のリサイクル料金及びリサイクル実績のポータルサイトを設置し、輸入車各社の掲

載ページを案内 

✓ ✓  

 

✓ 

２．環境配慮設計の取組の公表 

（１）ボルボ・カー・ジャパンの取組  

排出ガスレベルの規制値、燃料消費率、CO 排出量、騒音性能、冷媒の種類・量やリサイクル設定の有無等を

記載した冊子を作成し、ユーザーへ提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

 

 

（２）メルセデス・ベンツ日本の取組    

自社 HP の中で各モデルのリサイクル配慮設計等の環境データを公開 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

（参考）BMWは、本社解体工場にて開発段階の車両の解体性試験を行い開発段階で、自社基準において一定

の解体性を担保するようにしている。 

 

 

 

 

✓  

 

３．ELV 指令に基づく再生資源の利用拡大 

（１）Daimler の取組 

・本国サイトで主力モデルの再生原料の使用状況等を公開。 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

✓ 

・再生原料はホイールアーチライニング、アンダーボディパネルなど、主に PP 材（ポリプロピレン）からなる部品

に使用される。 

  ✓ ✓ 

（２）BMW の取組 

・熱可塑性樹脂の 20%程度が再生材を使用し、日常で直接手に触れる部品への採用も始めている。 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

４．参考情報（リサイクル料金の低減） 

（１）ISO 対応エアバッグ 

・解体段階における作業時間の短縮のため、ISO 規格一括作動処理ツールに対応したエアバッグの搭載を進

めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

 

✓ 

・インポーターによっては、2015 年の新車販売台数の 8 割以上が当該エアバッグ搭載車となっている。   ✓  

（２）フロン類の冷媒転換 

・自動車リサイクル法に基づく回収義務のない、HFO-1234yf への転換を始めている。 

   

✓ 

 

日本自

動車販

売協会

連合会 

１．情報提供について 

（１）ユーザーへの情報提供 

一般ユーザー向けに、自販連ホームページの「事業活動『自動車リサイクル』」で自動車リサイクルの概要につ

いて説明 

 

 

✓ 

 

 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑰ 

 

⑱ 

 

⑲ 

 

●リサイクル料金の表示ルールは一般社団法人自動車公正取引協議会において定められている

が、消費者の誤解を招くことのない情報提供が求められる。 

●引取業者の役割としてユーザーに対して、自動車を長期使用し使用済自動車の排出を抑制するこ

とに努めるための十分な判断材料を情報提供してくことが求められる。 

●経済産業省などの調査によると、使用済自動車の引渡価格の表示について、いくつか問題が示さ

れていたと記憶している。例えば、「逆有償」という表現は、本当に逆有償の場合もあるのかもしれな

いが、切り分けずに運賃などを含めて逆有償と示されると、誤解を与えることに繋がる可能性がある

ということを共通認識としていただきたい。こうした用語についても、最低限のルール化が必要である 

 

（２）会員ディーラーへの情報提供 

自販連ホームページの会員専用ページ、「自販連の取り組み『自動車リサイクル』」で自動車リサイクルシステ

ムのマニュアル閲覧・取得方法などを案内 

    

✓ 

２．使用済自動車の判別について 

使用済自動車の判別基準については、会員毎に独自の基準があり、自販連はその基準の参考となる資料等

の展開を行っている。また、会員から一般ユーザーに情報提供を行う際に用いる資料を作成し、展開してい

る。 

    

✓ 

３．使用済自動車の流れについて 

（１）引取時の「有償」、「無償」、「逆有償」の割合 

  

✓ 

  

（２）引取自動車の業務の流れについて 

《東京トヨペット株式会社の事例》 

⓵自動車リサイクル法に対するお客様への周知及び認知状況 ⓶引取業者としての業務 

 

 

 

✓ 

 

 

✓ 

  

 

 

 

 

 

出席者 
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<表 1 これまでの関係主体等における情報発信・共有とそれに基づく議論のまとめ  （その 3）> 
 情報発信の取組 左記情報発信の取組を次の 4つに分類 検討会で議論された関係主体等の課題・意見 

 

 

 

以下、関係団体の説明資料から要点を抜粋 

1 2 3 4 

課

題 

等 

番

号 

(凡例) 

○：関係団体の資料から抜粋した課題等 

●：他出席者からの意見等 

◎：団体自らの意見等 

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙｼｽﾃﾑ

の基本情

報  

 

 

自動車ﾕｰ

ｻﾞｰが自動

車ﾘｻｲｸﾙに

どう関るの

かについて

の情報  

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙの実

績・成果の

情報  

 

 

関連事業

者等との

情報共有  

 

 

全国軽

自動車

協会連

合会 

１．各都道府県軽自動車協会会員ディーラーへの周知 

（１）自動車リサイクル制度の周知  （２）「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」の周知 

 

✓ 

 

 

 

 

 

✓ 

⑰ 

 

⑱ 

 

⑲ 

 

●リサイクル料金の表示ルールは一般社団法人自動車公正取引協議会において定められている

が、消費者の誤解を招くことのない情報提供が求められる 

●引取業者の役割としてユーザーに対して、自動車を長期使用し使用済自動車の排出を抑制するこ

とに努めるための十分な判断材料を情報提供してくことが求められる 

●経済産業省などの調査によると、使用済自動車の引渡価格の表示について、いくつか問題が示さ

れていたと記憶している。例えば、「逆有償」という表現は、本当に逆有償の場合もあるのかもしれな

いが、切り分けずに運賃などを含めて逆有償と示されると、誤解を与えることに繋がる可能性がある

ということを共通認識としていただきたい。こうした用語についても、最低限のルール化が必要である 

 

 

２．軽自動車協会会員ディーラーの活動状況 

（１）各軽自動車協会会員ディーラーは、新車販売時に JARC 資料等により自動車リサイクル法の趣旨をユー

ザーに説明するとともに、JARC からの委託にもとづき、リサイクル料金の収受及びリサイクル券の発行を実施

している。 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

 

 

 

 

✓ 

 

（２）使用済自動車引取時には、使用済自動車の引取時には、上記１．⑵により、車両本体の経済的価値・預

託金・自動車諸税等の還付・返戻について、自動車所有者に対し、下記の説明等が行われている。    

①車の査定価格等を説明し、使用済自動車として処分する場合と下取車（中古車）として扱う場合との価格、

費用等どちらが得かを選択していただくようにしている。 

②リサイクル料金の内容、使われ方について、リーフレット等を用いて説明し、最終所有者の負担である旨等

を良く理解していただくようにしている。 

③自動車諸税、自賠責についても還付、返戻等に関し、なるべく詳細な金額を案内できるように商談時に説明

し、下取りか使用済自動車かを判断できるようにしている。 

④車両を使用済自動車として引取る場合には、引取書類（使用済自動車引取証明書等）に本人の確認のサイ

ン及び捺印をもらっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本中

古自動

車販売

協会連

合会 

１．産構審中環審合同会議でのこれまでの報告について 

①平成20年 12月 25日、合同会議にて自動車リサイクル制度における中古自動車販売業者（引取業者）の当

時の現況を説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

⑳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑰ 

 

⑱ 

 

⑲ 

 

 

 

 

○自動車リサイクル法の第５条（自動車をなるべく長期間使用することにより、自動車が使用済自動

車となることを抑制するよう努める）にある通り、中古自動車販売事業者かつ引取業者としてユーザ

ーにできるだけ長く使用済自動車とならないよう周知し、リユースを第一に考えていただくこと、及び

使用済自動車となった場合にも中古部品として使用することでＣＯ2 排出が削減できること等を積極

的に周知し、環境保護に努める 

①保険利用をせず、新品部品より安価な中古部品を積極的に利用することで、結果的に自動車保険

料の低減にもつながるという選択肢があることをユーザーに周知が必要である 

②中古自動車部品の活用を推進するには、不具合箇所の特定と交換部品のマッチング情報等を容

易に取得できるような環境整備が必要である 

 

●リサイクル料金の表示ルールは一般社団法人自動車公正取引協議会において定められている

が、消費者の誤解を招くことのない情報提供が求められる 

●引取業者の役割としてユーザーに対して、自動車を長期使用し使用済自動車の排出を抑制するこ

とに努めるための十分な判断材料を情報提供してくことが求められる 

●経済産業省などの調査によると、使用済自動車の引渡価格の表示について、いくつか問題が示さ

れていたと記憶している。例えば、「逆有償」という表現は、本当に逆有償の場合もあるのかもしれな

いが、切り分けずに運賃などを含めて逆有償と示されると、誤解を与えることに繋がる可能性がある

ということを共通認識としていただきたい。こうした用語についても、最低限のルール化が必要である 

②平成 23 年 8 月 23 日、合同会議にて「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」（23 年 2 月公表）を

踏まえたフォローアップ実施状況について以下の通り報告 

 

 

 

 

 

 

✓ 

③平成26年10月2日、合同会議にて、上記フォローアップ後の自動車リサイクル制度における中古自動車販

売業者の実態について報告 

 

 

 

 

 

 

✓ 

２．中古自動車販売業者の取引の現状 

（１）中古車の下取に係る実際の取引 

 

 

 

✓ 

 

 

 

 

（２）使用済自動車としての引取  ✓   

３．中古自動車販売協会連合会としての情報発信について 

①会員（都道府県協会）専用ネットワーク「イントラネット」による情報提供を実施 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

②参加会員（販売店）に対して、機関紙を発行し自動車リサイクル制度に係る情報提供を実施    ✓ 

③都道府県協会、販売店、消費者に対し、ホームページを利用した自動車リサイクル制度等の周知を実施 ✓   ✓ 

４．中古自動車販売協会連合会としての情報共有について 

①中古部品の活用推進について、ユーザーへの啓発、周知活動等を目的とした「自動車リサイクル部品活用

推進会議」へ参加し、参加団体等との情報共有を実施 

 

 

 

 

 

✓ 

 

 

 

 

 

✓ 

②共同購買事業として、㈱ユーパーツ、㈱ビックウエーブと提携し、会員販売店に中古部品の利用をあっせん

している。 

 

 

✓  

 

✓ 

日本自

動車整

備振興

会連合

会 

１．リサイクル部品の利用の促進に向けた取組 

①日整連では、平成 15 年度、19 年度及び 24 年度にユーザー説明用パンフレットをそれぞれ 10 万部作成し、

全整備事業場に配布して普及促進を図っている。 

 

 

 

 

✓ 

 

 

 

 

✓ 

㉑ 

㉒ 

㉓ 

 

 

 

 

 

 

⑰ 

 

⑱ 

 

⑲ 

 

 

○リサイクル部品の使用拡大に係る課題  

○ある程度規格等統一できれば更に使い勝手はよくなる 

○整備事業者は、道路運送車両法の認証に基づき事業活動を行っており、また、顧客も固定客が多

い。そのため、事業は信用第一を旨としており、長年築いてきた信用を失うような行為を望まない。し

たがって、自動車の整備をする際に部品交換が必要となった場合も、部品に関する必要な情報の提

供はするが、リサイクル部品を使用するか新品部品を使用するかについてユーザーの意向を尊重す

る 

なお、出処不明な部品（中古のエアバッグ等）については、機能や作動が確実に行われるか不安であ

り、使用しないとしている整備事業者が多い 

●リサイクル料金の表示ルールは一般社団法人自動車公正取引協議会において定められている

が、消費者の誤解を招くことのない情報提供が求められる 

●引取業者の役割としてユーザーに対して、自動車を長期使用し使用済自動車の排出を抑制するこ

とに努めるための十分な判断材料を情報提供してくことが求められる 

●経済産業省などの調査によると、使用済自動車の引渡価格の表示について、いくつか問題が示さ

れていたと記憶している。例えば、「逆有償」という表現は、本当に逆有償の場合もあるのかもしれな

いが、切り分けずに運賃などを含めて逆有償と示されると、誤解を与えることに繋がる可能性がある

ということを共通認識としていただきたい。こうした用語についても、最低限のルール化が必要である 

②各種会議等への参画    ✓ 

③自動車の整備時等における、ユーザーへのリサイクル部品の情報提供等  ✓   

２．参考情報 

（１）リサイクル部品の活用状況等について《平成 20 年日整連 自動車分解整備業の実態調査》 

①リサイクル部品の使用の有無 ②リサイクル部品の調達方法 ③リサイクル部品の使用を促進させるための

問題点及び要望等 ④主な中古・リビルト部品の使用状況 

    

✓ 

（２）リサイクル部品の検索システム    ✓ 

出席者 
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<表 1 これまでの関係主体等における情報発信・共有とそれに基づく議論のまとめ  （その 4）> 
 情報発信の取組 左記情報発信の取組を次の 4つに分類 検討会で議論された関係主体等の課題・意見 

 

 

 

以下、関係団体の説明資料から要点を抜粋 

1 2 3 4 

課 

題 

等 

番 

号 

(凡例) 

○：関係主体の資料から抜粋した課題等 

●：他出席者からの意見等 

◎：団体自らの意見等 

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙｼｽﾃﾑ

の基本情

報  

 

 

自動車ﾕｰ

ｻﾞｰが自動

車ﾘｻｲｸﾙに

どう関るの

かについて

の情報  

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙの実

績・成果の

情報  

 

 

関連事業

者等との

情報共有  

 

 

日 本

ELV ﾘｻ

ｲ ｸ ﾙ機

構 

１．概要 

自動車ユーザーへの情報発信 

 

✓ 

 

 

 

 

 

 

㉔ 

㉕ 

㉖ 

㉗ 

⑰ 

 

⑱ 

 

⑲ 

 

 

 

 

㉘ 

 

 

 

㉙ 

 

○自動車ユーザーとの直接的な関わりが少ない 

○間接的なコミュニケーションとなるため、廃車の価値についての情報を直接伝えることができない 

○自動車ユーザーがどういった情報を求めているのかわかりにくい 

○組織率が低いため、関係者からの情報を広く会員外の解体業者まで伝えきれない 

●リサイクル料金の表示ルールは一般社団法人自動車公正取引協議会において定められている

が、消費者の誤解を招くことのない情報提供が求められる 

●引取業者の役割としてユーザーに対して、自動車を長期使用し使用済自動車の排出を抑制するこ

とに努めるための十分な判断材料を情報提供してくことが求められる 

●経済産業省などの調査によると、使用済自動車の引渡価格の表示について、いくつか問題が示さ

れていたと記憶している。例えば、「逆有償」という表現は、本当に逆有償の場合もあるのかもしれな

いが、切り分けずに運賃などを含めて逆有償と示されると、誤解を与えることに繋がる可能性がある

ということを共通認識としていただきたい。こうした用語についても、最低限のルール化が必要である 

●ELV 機構によるリサイクル部品の「ラベリング」の規格化への取組を実現するためには、信頼性が

確保された使用済自動車の走行距離情報の入手が必要である。これを自動車リサイクル情報システ

ムで管理するような場合は、情報システムの変更が必要となり、そのシステム変更費や維持・管理費

などの費用負担についても整理が必要になってくると考える 

●（一社）日本自動車リサイクル部品協議会の取組、ELV 機構の取組が各々重複しないように、連携

しながら効率的に進めてもらいたい 

関係者との情報共有    ✓ 

２．自動車ユーザーへの情報発信について 

（１）規格策定に向けた準備                                   

 

 

 

✓ 

 

 

 

✓ 

（２）保証基準・品質基準の共通化  ✓  ✓ 

３．関係者との情報共有について 

（１）自動車リサイクル士制度 

経済産業省、環境省、JAMA、JARC、JARP との検討会開催、テキスト等資料作成における情報提供、講習会

を通じた情報共有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✓ 

（２）資源循環への取り組み 

メーカーの新技術情報の共有、JARS HP を通じた情報提供、ELV 機構による事業結果の報告 

  ✓  

（３）意見交換  

JAMA、JARC、JARP との 4 法人意見交換会も定期的に実施予定 

 

 

 

 

 

 

✓ 

 

リサイクル部品の「ラベリング」の規格化への取組 

 

   ✓ 

日本自

動車ﾘｻ

ｲ ｸ ﾙ部

品協議

会 

１．2011 年：ﾘｻｲｸﾙ部品の利用普及と「保証基準」「品質基準」の共通化  

・小冊子を作成し普及活動に活用 

 ✓   ㉙ 

 

㉚ 

 

 

 

●（一社）日本自動車リサイクル部品協議会の取組、ELV 機構の取組が各々重複しないように、連携

しながら効率的に進めてもらいたい 

●部品商の役割は大きくなっており、今後、部品商のようにインターメディアリー的（仲介）な役割を担

う方にも焦点を当て、状況把握をしていく必要があると思料する 

 

 

 

 

２．2012 年：自動車ﾘｻｲｸﾙ部品活用推進に向けた検討会（2013 年 11 月より会議に変更） 

年 3 回開催 5 団体＋3 省・日本損害保険協会、日本自動車整備振興会連合会、リサイクル部品協議会、 

日本中古車自動車販売協会連合会(11 月)、日本自動車車体整備協同組合連合会(13 年 3 月)、 

経済産業省、国土交通省、環境省 

   ✓ 

３．2013 年：DVD「経済的で環境にやさしいﾘｻｲｸﾙ部品」を作成  

・価格と環境に配慮した部品、会員社・整備・板金業者に配付 

   ✓ 

４．2014 年：「品質・保証」認証ｼｰﾙを導入 

・リ協会員社が生産した、品質・保証の付いている部品 

  ✓  

５．2015 年：ｸﾞﾘｰﾝﾎﾟｲﾝﾄﾊﾟｰﾂ（GPR）認証ｼｰﾙ導入  

・品質・保証＋CO２削減数値）の見える部品 

  ✓  

６．2015 年：リ協会員社市場規模ｱﾝｹｰﾄ調査 結果をﾘﾘｰｽ 

・毎年継続してｱﾝｹｰﾄを実施 

   ✓ 

愛知県 １．ﾕｰｻﾞｰへの情報発信 

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる制度概要等の周知 

・ﾎﾟｽﾀｰ掲示等、映像の放映 

✓ ✓   

 

㉛ 

 

 

㉜ 

 

 

 

㉝ 

 

㉞ 

 

 

㉟ 

 

 

 

㊱ 

 

○自動車リサイクル情報システムの利用について、自治体では事業者への立入り検査のときに活用

することが多く、その使い方は特定機能だけを使う自治体から、全ての機能を使う自治体まで様々で

ある 

●定期的に行われる環境省の自治体向けの説明会においては、自動車リサイクル情報システムの

講習について単に操作方法の説明だけでなく、全ての機能を積極的に活用している自治体が自身の

ベストプラクティスや有用情報などを他自治体と共有していく対応などを行っていくと、ノウハウを広め

ていけるのではないかと考える 

●子ども向けや大人向けの動画情報を各自治体が個別に製作すると費用的に大変になるため、関

係団体が保有する動画情報などを有効に活用できるように連携を図ってもらいたい 

●愛知県が製作する「環境読本」は、学校教科書とは異なるものとして、4 年生から 6 年生の総合学

習で使われるものである。今後、学校教科書も含めて、このような自治体が製作する「環境読本」など

への自動車リサイクルに関する記載内容の把握が必要だと思う 

●「外国人事業者向け指導マニュアル、指導票」などは、自動車リサイクルに関する有用な情報にな

るのではないかと思う。これら情報の全てを公開するか否かは別整理が必要になるが、このような有

用な情報を積極的に公開していくことで、周辺環境や生活環境を守るために自治体が行う指導の意

義が更に深まるのではないかと考える 

●自治体が自動車リサイクルに関するイベントを開催する際、予め関係主体とイベント情報を共有す

ると、ブース出展やパネルなどの製作物の貸与など、様々な連携した取組が可能となる 

２．解体業者等への情報発信 

・許可（登録）申請時の情報提供 

・外国人事業者向け指導ﾏﾆｭｱﾙの活用 

・情報管理ｾﾝﾀｰの活用 

 

   ✓ 

 

出席者 
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<表 1 これまでの関係主体等における情報発信・共有とそれに基づく議論のまとめ  （その 5）> 

 

情報発信の取組 左記情報発信の取組を次の 4つに分類 
 

 
検討会で議論された関係主体等の課題・意見 

 

 

 

以下、関係団体の説明資料から要点を抜粋 

1 2 3 4 

課 

題 

等 

番 

号 

(凡例) 

○：関係団体の資料から抜粋した課題等 

●：他出席者からの意見等 

◎：団体自らの意見等 

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙｼｽﾃﾑ

の基本情

報  

 

 

自動車ﾕｰ

ｻﾞｰが自動

車ﾘｻｲｸﾙに

どう関るの

かについて

の情報  

自動車ﾘｻ

ｲｸﾙの実

績・成果の

情報  

 

 

関連事業

者等との

情報共有  

 

 

JARC 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．概況 

2004 年度から 2008 年度の活動、2009 年度から 2011 年度の活動、2012 年度から 2014 年度の活動、2014 年

度下期以降の活動 

 

✓ 

 

✓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

㊲ 

㊳ 

⑩ 

 

⑪ 

 

 

㊴ 

 

㊵ 

 

㊶ 

 

㊷ 

 

 

㊸ 

 

 

 

㊹ 

㉘ 

 

 

 

 

㊺ 

 

㊻ 

㊼

㊽ 

 

㊾ 

 

 

㊿ 

 

 

○51  

 

 

<自動車リサイクルシステムに関する情報> 

○広く自動車ユーザーが閲覧できる施策の検討が必要である 

●自動車リサイクル内容について解りやすい情報発信が必要ではないか 

●リサイクル料金が、3品目の再資源化等のための料金であることを、消費者が正しく理解していくた

めには、さらなる情報提供が必要ではないか 

●リユース部品を単に使うということだけでなく、例えばリサイクルプラスチックを原料として活用状況

の観点や、負担いただくリサイクル料金の使途の観点でも情報提供が必要である 

<自動車ユーザーの自動車リサイクルへの関り方に関する情報> 

●自動車ユーザー自身の自動車リサイクルへの関わり方の訴求が必要である 

<情報システム関連についての課題・意見等> 

○情報システムのユーザビリティの観点で自動車ユーザーを始めとした関連事業者、自治体などと 

いった自動車リサイクルシステム利用者視点での課題・ニーズの把握が必要である 

○中長期的に必要と思われる自動車ユーザー、関連事業者の情報提供ニーズの把握 自治体にお

ける不法投棄・不適正処理等に対応するために必要となる情報提供ニーズの把握が必要である 

○合同会議でご議論いただいている情報システムのフレキシビリティを拡充する観点で、バンパー、 

ガラス、リチウム電池、水素ボンベなどといった品目追加に備える必要がある 

 （将来の大規模刷新における情報システムの要件への織込み必要）  

●地方自治体の自治法上の主な役割は、関連事業者に対しての許可と、許可に伴う各種行為義務

が行われていることを指導・監督することだが、検討会で示された自動車リサイクルの様々な情報が

不適正処理の端緒を見つけるうえで非常に重要・有用なものであることを再認識した。そういう意味

で、地方自治体から様々なニーズを汲み取ったうえで情報システムの改善に繋げる必要がある 

●全国自治体にもシステム改善ニーズの確認が必要である 

●ELV 機構によるリサイクル部品の「ラベリング」の規格化への取組を実現するためには、信頼性が

確保された使用済自動車の走行距離情報の入手が必要である。これを自動車リサイクル情報システ

ムで管理するような場合は、情報システムの変更が必要となり、そのシステム変更費や維持・管理費

などの費用負担についても整理が必要になってくると考える 

<JARC 情報発信についての全般的な課題・意見> 

○誰向けの情報なのか区分が必要、消費者は何処を見るべきか、メリハリが必要である 

アピールポイントを分かりやすくし、自リ制度のコンセプト等を分かるように工夫が必要である 

○自動車リサイクルに関わる方の姿が見えるように、その取組の発信が必要である 

○30 歳未満の若年層の認知度が低い点について対策が必要である 

○関係主体間の情報共有の円滑化等について、検討会のように関係主体間で情報を共有し、連携

を図っていく仕組みが必要である 

○JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等データの更なる活用について、関係主体間の

情報共有・連携を通じて、データ活用ニーズを把握し、使用済自動車の再資源化状況等データの発

展的活用に繋げていく仕組みが必要である 

○ユーザーへの情報発信とその効果検証について、2014年5月実施の「自動車リサイクルの広報の

在り方に関する消費者懇談会」のような、JARC情報発信の取組について恒常的な確認を受け、改善

していく仕組みが必要である 

●マーケティング視点からターゲット・媒体等、効果的な情報発信が必要である 

２．自動車ユーザー向けの取組み 

（１）ユーザーが負担するリサイクル料金の使われ方及び自動車リサイクル制度へのユーザーの関わり方など

の訴求点に係る情報を発信。また、JARC 情報発信等の取組みにおける問題・課題を確認するため、『自動車

リサイクルの広報のあり方』に関する消費者懇談会などを開催し、これまでの活動の振返りを実施。 

 

✓ 

 

✓ 

  

（２）JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等データを情報発信   ✓ ✓ 

（３）定点観測による自動車ユーザーの認知度の確認   ✓ ✓ 

３．関連事業者向けの取組み 

（１）関連時事業者による円滑な業務運用が行えるように、統一した窓口を設置し、自動車リサイクルシステム

の操作や実務運用に係る問い合わせ等に対応 

    

✓ 

（２）関連事業者に関係する様々な情報を主に Web ページを通じて発信     ✓ 

（３）事業者ニーズを確認するためにヒアリングを実施    ✓ 

４．自治体向けの取組み 

（１）電子マニフェスト制度の安定運用が図られるように行政連絡会議や Web ページ等を通じて自治体関係者

と情報を共有 

    

✓ 

（２）JARCが自治体の後方支援が図れるように不法投棄等対策事案を共有し、JARC不法投棄対策支援事業

の手引きを周知 

  ✓ ✓ 

（３）離島対策支援事業をより活用いただけるよう離島地域住民や自治体関係者に情報を発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ✓ ✓ 

 

 

出席者 
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<表 2 関係主体等における情報発信・共有の取組の現況の整理> 

 
（凡例） 「●」⇒関係団体の説明資料に記載される情報発信・共有の取組 、 「○」⇒関係団体のWeb ページ等で公開されている情報 、 「下表の①②・・・の番号」⇒【表 1】記載の課題等番号と関連付く 

発信する情報 

関係主体等 

日本自動車 
連盟 

日本自動車 
工業会 

日本自動車 
輸入組合 

日本自動車
販売協会連

合会 

全国軽自動
車協会連合

会 

日本中古自
動車販売協
会連合会 

日本自動車
整備振興会
連合会 

日本 ELV 
ﾘｻｲｸﾙ機構 

日本自動車 
ﾘｻｲｸﾙ部品 
協議会 

愛知県 JARC 

1.自動車リサイクルシステムに関する基本情報 

 (1)自動車リサイクルの背景、目的、システムの概要 ●   ○ ○ ●   ○ ●   ○ ●   ○ ●    ○ ○ ●   ○  ○ ●   ○ 

 (2)自動車ユーザーを始めとした関係者の役割の概要 ●   ○ ○ ●   ○ ●   ○ ○ ○ ○ ○  ○ ●   ○ 

 
(3)指定 3 品目のリサイクル処理 （リサイクル料金の使われ方） 

●   ○ 

 
○ 
⑩ 

●   ○ 
⑩ 

●   ○ 

 
●   ○ 

 
●   ○ 

 
○ 
 

○ 
 

 
 

○ ●   ○ 
⑩ 

2.自動車ユーザーが自動車リサイクルにどう関るのか、についての情報 

 

(1)リサイクル料金を支払う・受取る 

 

a)自動車購入時にリサイクル料金を支払う ●   ○ ○ ●   ○ ●   ○ ●   ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

b)中古車下取り時にリサイクル料金を受取る 【③】 
●   ○ ○ ○ ●   ○ 

⑰ 
●   ○ 

⑰ 
●   ○ 

⑰ 
○ 
⑰ 

○ 
⑰ 

 ○ ○ 

c)使用済自動車引渡し時にリサイクル料金を支払う 【③】 ●   ○ ○ ○ ●   ○ ●   ○ ●   ○ ○ ○  ○ ○ 

(2)使用済自動車を引取業者に引渡す 

 a)自治体に登録された引取業者に引渡し、引取りの書面を受取る ●   ○ ○ ○ ○ ○ ●   ○ ○ ○   ○ 

 b)車検残存期間に応じた自動車重量税の還付の手続きを行う ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ 

(3)使用済自動車の価値を認識する    
●   ○* 

⑲ 

●   ○* 

⑲ 

●   ○* 

⑲ 

○* 

⑲ 

○* 

⑲㉕ 
   

(4)自動車の長期使用に努める 
    

⑱ 

 

⑱ 

○ 

⑱⑳ 

○ 

⑱ 

○ 

⑱ 

○ 

⑱ 

 ○ 

(5)自動車の購入に当たり再資源化等の実施に配慮して製造された自動車を選択する  
【①⑥】 

           

(6)リサイクル部品の使用に努める 【②】 
   ○ 

 

 ●   ○ ●   ○ 

㉑㉒㉓ 

●   ○ 

㉙㉚ 

●  

㉙㉚ 

 ○ 

3.自動車リサイクルシステムの実績・成果の情報 

 (1)再資源化等の実施状況  ●   ○ ●   ○     ●   ○   ●   ○ 

 (2)リサイクル料金の預託・管理・払渡し状況等  ○         ●   ○ 

 (3)事業者登録・許可事業者の情報          

 
●   ○ ○ 

 (4)自動車の長期使用の状況（平均使用年数）  ○    ○ ○ ○ ○  ○ 

 (5)不法投棄・不適正保管の状況（離島対策含む）          ● ●   ○ 

 
(6)自動車における 3R の促進・質の向上 

●   ○ ●   ○ 

⑪⑫⑬⑭⑮⑯ 

●   ○ 

⑪⑫⑬⑭⑮⑯ 

    ●   ○  

 

 

 

 

⑪ 

 (7)次世代車の適正処理、自動車リサイクルの国際展開  ●   ○ ●   ○     ○    

   *中古車市場相場、査定基準価格、使用済自動車相場又はくず鉄相場などを参考 

4.関連事業者との情報共有 

 (1)自動車リサイクルシステムの運用に関する情報  ○ ●   ○ ●   ○ ●   ○ ●   ○ ●   ○ ●   ○  ●   ○ ●   ○ 

 (2)事業者向け部品取外し、回収、リサイクルマニュアル、リコール情報など  ●   ○ ●   ○     ●   ○   ○ 

 (3)使用済自動車判別ガイドライン    ●   ○ ●   ○ ●   ○ ○ ○    

 (4)次世代車で使用されている自動車部品毎のレアメタル・レアアースの情報（一部）  ●   ○ ●   ○        ○ 

上記分類の全てに該当する共通的な内容 

         ㉔㉖㉗㉘ 
 

 ㉛㉜㉝㉞㉟㊱ ④㉘㊲㊳㊴㊵ 

㊶㊷㊸㊹㊺㊻ 

㊼㊽㊾㊿○51 
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（２）検討会事務局による追加確認・整理 

 

（１）「関係主体における情報発信・共有の取組」の整理結果を踏まえ、その実態をより

詳細に把握するために、以下のとおり追加確認とその整理を行った。 

 

<表 3  関係主体の情報発信・共有の実態把握のための追加確認と整理> 

 

No 確認項目 確認方法 対象 

ⅰ 
関係団体の『環境方針・環

境情報取組』の公開状況 
Web の確認 関係 9団体 

ⅱ 
『引取業者とユーザー間の

取引』の現況 
ヒアリング 

「中古自動車あるいは使用済自

動車」に関する引取業者（関係 4

団体の会員企業各 3社） 

ⅲ 
『使用済自動車引取依頼書

に記載される事項』の現況 
ヒアリング 

「中古自動車あるいは使用済自

動車」に関する引取業者（関係 4

団体の会員企業各 3社） 

ⅳ 
引取業者との取引における

『ユーザーの認識』の状況 

JARC アンケート 

の結果の整理 

ユーザー（無作為抽出したユー

ザー） 

ⅴ 
使用済自動車の価格情報

に関する開示状況 

使用済自動車の価格

の開示状況を確認 

Web、電話帳、新聞広告、中古車

専門誌、店頭等の看板 

ⅵ 

整備事業者の『ユーザーに

対するリサイクル部品に関

する情報提供等』の現況 

ヒアリング 
整備事業者（関係団体の会員企

業 7社） 

ⅶ 
自治体における情報提供

等の現況 
Web の確認 119 自治体 

 

それぞれの内容は以下のとおりである。 

 

ⅰ）関係団体の環境方針・環境情報取組の開示状況：Web ページの確認結果 

 

関係団体における環境方針・環境情報の開示状況を関係団体の Web ページを表 4 の

とおり確認した。 

その結果、(一社)日本自動車連盟と(一社)日本自動車工業会は環境方針・環境情報を

開示し、また(一社)日本自動車整備振興会連合会は環境方針を開示していたが、それ以

外の関係団体はこうした内容の情報公開は実施していない。 
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<表 4  関係団体における環境方針・環境情報の開示状況> 

 
（凡例） ○：開示あり  -：開示なし（見つからなかった） 

関係主体 環境方針(*1) 環境情報(*2) 備考 

(一社)日本自動車連盟 ○ ○ 

＊環境方針 

 

 

 

 

＊環境情報 

 

 

 

 

(一社)日本自動車工業会 ○ ○ 

＊安全と環境への取り組み（ｸﾙﾏと安

全） 

 

 

 

 

＊環境ﾚﾎﾟｰﾄ 2016 

 

 

 

 

 日本自動車輸入組合 - -  

(一社)日本自動車販売協会連合会 - -  

(一社)全国軽自動車協会連合会 - -  

(一社)日本中古自動車販売協会連合会 - -  

(一社)日本自動車整備振興会連合会 ○ - 

＊自動車整備業の環境指針 

 

(一社)日本 ELV ﾘｻｲｸﾙ機構 - -  

(公財)自動車ﾘｻｲｸﾙ促進ｾﾝﾀｰ - -  

*1 ここでいう環境方針とは、関係団体が公開する環境への取り組みに関する基本方針。 

*2 ここでいう環境情報とは、関係団体が公開する環境方針に関係する実績等の内容。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.jama.or.jp/eco/wrestle

/eco_report/index.html 

http://www.jaf.or.jp/profile/idea/e

cology.htm 

http://www.jaf.or.jp/profile/idea/e

co.htm 

 

http://www.boo.or.jp/old/kanky

o-shisin.html 

http://www.jama.or.jp/eco/wrestl

e/index.html 
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ⅱ）「中古自動車あるいは使用済自動車」に関する引取業者とユーザー間の取引の現況

（引取業者へのヒアリング結果） 

 

平成23年2月に取りまとめられた「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」（参

考3）では、『使用を終えた自動車の適正な流通の確保のために自動車リサイクルの一翼

を担うべきユーザーに対して、自動車リサイクルシステムに関する十分な情報が得られる

機会を増やす必要がある。その際、適切に判断を下す材料として、適切であり、分かりや

すい情報を提供するように努めるべき。』、とされている。 

これを踏まえ、引取業者のユーザーに対する情報発信・共有の取組の実態をより詳細

に把握・確認するために、引取業者にヒアリングを行った。 

この際、ユーザーが引取業者に使用済自動車の引取りを依頼するケースは、新車又

は中古自動車への買換え時、もしくは使用済自動車としての引渡し時に大別されることか

ら、次の状況の基で関連団体から紹介があった 12 事業者をヒアリング対象とした。 

 

引取りの状況  関連団体 事業者数 

新車（普通車等）への買換え  (一社)日本自動車販売協会連合会 3 ヶ所 

新車（軽等）への買換え  (一社)全国軽自動車協会連合会 3 ヶ所 

中古自動車への買換え  (一社)日本中古自動車販売協会連合会 3 ヶ所 

買換えなく、使用済自動車とし

ての引取りを希望 

 
(一社)日本 ELV ﾘｻｲｸﾙ機構 3 ヶ所 

 

「中古自動車あるいは使用済自動車」に関する引取業者とユーザー間の取引の現況を

引取業者の事業形態別に整理したのが表 5 と表 6 である。 

  表 5 は、引取業者とユーザーの取引形態別の使用済自動車の引取り価格とその設定

根拠を中心に整理したものである。主な結果は以下のとおりである。 

 

【中古自動車と使用済自動車の両者を取扱う引取業者の取引の現況】 

 中古自動車と使用済自動車の両者を取扱っている 5 社のうち新車販売系の事業者

が 4社で中古車販売系の事業者が 1 社である。 

 5 社のうち 3社が使用済自動車本体引取り価格を有価とし、残りの 2社は一律無償

で引取りを行っている。有価で引取りを行っているのは、新車販売系の事業者が 2

社、中古車販売系の事業者が1社である。一方で無償で引取りを行っているのは新

車販売系の事業者 2 社である。 

 「中古自動車あるいは使用済自動車」の査定については、（一財）日本自動車査定

協会が定める査定基準をベースとしながら、独自に設けた社内基準に基づいて行っ

ているのが4社あり、オークション相場等の市場相場をベースとしながら独自に設け



25 

 

た査定基準に基づいて行っているのが 1 社である。 

 査定の結果、自動車としての市場価値がなければ、使用済自動車として取扱い、ユ

ーザーに対して査定結果を説明している。使用済自動車として引取る際に、署名捺

印を求める書面でユーザーの意思確認を行っている。 

 

【中古自動車を前提として取扱う引取業者の取引の現況】 

 中古自動車を前提として取引きを行っている 4 社のうち、新車販売系の事業者が 2

社であり、中古車販売系の事業者が 2 社である。 

 中古自動車を前提として取引きを行っている 4 社は「使用済自動車」とする判断基

準をもっていなかった。「中古自動車」の査定については、（一財）日本自動車査定

協会が定める査定基準をベースとしながら、独自に設けた社内基準に基づいて行っ

ているのが2社あり、オークション相場等の市場相場をベースとしながら独自に設け

た査定基準に基づいて行っているのが 2 社である。 

 基本的に中古自動車を前提として取引きを行っているものの、ユーザーから使用済

みの要望を受けた場合、4 社のうち 2 社が使用済自動車本体引取り価格を有価で

引取りを行っている。この場合、署名捺印を求める書面でユーザーの意思確認を行

っている。残りの 2 社は使用済自動車の取扱い実績がなかったため、使用済自動

車本体引取り価格の有価・無償の確認ができなかった。 

 

【使用済自動車を前提として取扱う引取業者の取引の現況】 

 3 社全てが解体業を主事業とする引取業者である。 

 3社全てが使用済自動車を有価で引取っている。その価格は鉄くず相場を主体に行

っているが、1 社ではこれに加えて中古部品価格を考慮している。 

 使用済自動車として引取る際に、署名捺印を求める書面でユーザーの意思確認を

行っている。 

 

上記のまとめとして重要なのは、以下の 4 点である。 

① 引取業者の登録を受けながら、使用済みとして引取実績がない事業者は新車販売

系の事業者並びに中古車販売系の事業者に多い。 

② 使用済自動車の引取り価格を有価と設定している事業者がほとんどであるが、一

律無償としている事業者も 2社あり、いずれも新車販売系の事業者である。 

③ 多くの引取りにおいては、鉄くず相場に基づいて査定が行われているが、一方で一

律の価格を設定している事業者もいる。 

④ 使用済自動車での引取りの確認に当たっては、署名・捺印を求める書面で行われ

ているが、内容は統一されていない。 
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<表 5  引取業者とユーザーの取引形態別の使用済自動車の引取り価格とその査定根拠> 

 

N

o 
取引形態 

引取業者区分 

「中古車」

あるいは

「使用済

車」とする

判断基準

の有無 

使用済車を取扱う場合の本体引取り価格 

新
車
販
売
事
業
者
系 

中
古
車
販
売
事
業
者
系 

解
体
事
業
者
系 

使用済自動車 

の本体価格 

引取り価格の査定の 

根拠 

1 

「中古車」と「使

用済車」の両者

の取扱い 

4 1 - 有（5 社） 
・有価(有償)(3 社) 

・無償（2 社） 

・鉄くず相場(2 社) 

・一律 (3 社) 

2 
「中古車」を前提

とした取扱い 
2 2 - なし（4社） 

・有価(有償)(2 社) 
・商談による(1 社) 

・確認できず(1 社) 

・引取り実績なし(2 社) 

3 

「使用済自動車

車」を前提とした

取扱い 

- - 3 なし（3社） ・有価(有償) (3 社) 

・鉄くず価格相場 (2 社) 

・中古部品価格+鉄くず

相場 (1 社) 

 

表 6 では、関係団体別の引取業者のヒアリング結果の詳細を示す。 

ヒアリングにより得られたユーザーと引取業者における自動車の取引の流れには以下

のような状況にあると判断される。 

 

 ユーザーと引取業者間での使用済自動車の取扱いでは、「新車又は中古自動車へ

の買換」もしくは「買換えを行わず使用済み」にする取引形態がある。 

 引取業者には、「中古自動車あるいは使用済自動車」の査定を行うか、「すべて中

古自動車として買取」もしくは「すべて使用済自動車として引取」のパターンがある。 

 低年式車でもオートオークション会場に出品し、買い手が付かないことを確認して使

用済自動車とする。あるいは低年式車をオートオークション会場で落札して、自ら使

用済自動車としてリサイクル処理を行うなど、中古自動車の取引市場であるオート

オークション会場が自動車リサイクルルートの入口の一つとして重要な役割を担っ

ている。 

 

これらを踏まえた自動車取引の概要を図１に示す。 
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＊この概要のうち「自動車所有者」、「引取業者」及び「解体業者」は、自動車リサイクル法令上で定められる関

係主体でる。また、引取業者の枠内に記載する「新車販売事業者」、「中古車販売事業者」、「整備事業者」、

「解体事業者」は、その事業者の業態を示すものである。 

＊この概要はヒアリングにより得られたものであり、これによらない事例もある。 

 

<図 1 ヒアリング結果に基づく自動車取引の流れの概要> 
 

 

この他、一部の引取業者へのヒアリングにおいては、重量税還付手続きの代行業務に

関連したユーザーのマイナンバー情報の取扱いが新たな課題になっていることがわかっ

た。 
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<表 6  「中古自動車あるいは使用済自動車」に関する引取業者とユーザー間の取引の現況 （その１）> 

 
【新車販売事業者系の引取業者】 
(凡例) ○：実施 ×：未実施 －：なし   【取扱い区分】 新：新車取扱い  中：中古車取扱い  引：使用済車引取り  フ：ﾌﾛﾝ回収  解：解体業  

※この使用済車引取台数実績には、中古自動車として買取後に使用済みにしたもの、及びﾕｰｻﾞｰからの使用済み依頼によるもの等を含む。  

 

 

平成 26 年度使用済

車引取台数(出所)自

動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの

移動報告実績 ※ 

取 

扱

い 

区 

分 

「中古車」あるいは「使用済車」の判断 
中古車引取時の 

対応 
使用済車引取時の対応 

備考 

「中古車」あるい

は「使用済車」と

する判断基準

の有無 

(*1) 

買取価格のﾍﾞｰｽ 

ﾕｰｻﾞｰが判断するう

えで引取業者がﾕｰｻﾞ

ｰに提供する主な情

報 

ﾕｰｻﾞｰの意思確認 

ﾘｻｲｸﾙ

料金返

還の実

施有無 

中古車本

体価格と

その他費

用の区分 

(*3) 

使用済車 

本体価格 

使用済車本

体価格とそ

の他費用の

区分 

(*4) 

ﾕｰｻﾞｰ負担 

発生事由 
中古車 

本体 

使用済 

車本体 

 

(*2) 

確認 

方法 

署名捺印

の有無 

平成26年度中古車・

使用済車取扱い台

数（出所）ﾋｱﾘﾝｸﾞ結

果 

Ａ 

事
業
者 

1,433 台 

新
・中
・引 

有 

日本自動

車査定協

会基準を

ﾍﾞｰｽとし

て自社基

準で設定 

一律 

・中古車査定結果 

・使用済車判定結果 

・買取価格 

書面 有 ○ ○ 
有価 

(有償) 
○ 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

*1 (一財)日本自動車査定協会の査定を基にして「中古車」もしくは「使用済車」を査定。また『初度

登録月から180 ヶ月以内⇒商品者(中古車)、初度登録月から180 ヶ月以上⇒使用済車』をﾍﾞｰｽ。

今年 1 月から 3 月の期間限定で、公道自走可能車であれば全て商品車(中古車)として買受けて

いる。 

*2 定期的な見直しは行わず、一律である。 

*3 車輌本体価格とは別にﾘｻｲｸﾙ料金額を表示(明細表示)。 

*4 使用済車本体価格の他、各種手数料（車両運搬費、抹消手続代行手数料等）の費目が区

分。 

(他)現時点では、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの提示は不要とされているため不都合はない。 

26,400 台 

Ｂ 

事
業
者 

2 台 

新
・中
・引 

無 

日本自動

車査定協

会基準を

ﾍﾞｰｽとし

て自社基

準で設定 

商談 

による 

・中古車査定結果 

・買取価格 
書面 有 ○ ○ 

有価 

(有償) 
確認できず 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《基本的に「中古車」の取扱いを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから「使用済車」を引取る事例はあまりな

い》 

*1 使用済車とするｸﾙﾏの外形的な判断基準は持っていない。 

中古車の買取を前提としており、事故車であっても中古車として買取る。 

*2 基本的に有価。買取価格は商談によって異なる。  

*3 車輌本体価格とは別にﾘｻｲｸﾙ料金額を表示し、明細も表示。 

*4 事例が少ないため、実際の取引の確認はできなかった。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの取扱いは行わいため、重量税還付手続代行は行わない。 

10,008 台 

Ｃ 

事
業
者 

3,634 台 

新
・中
・引 

有 

日本自動

車査定協

会基準を

ﾍﾞｰｽとし

て自社基

準で設定 

鉄くず価格 

(排気量別

等) 

・中古車査定結果 

・使用済車判定結果 

・買取価格 

書面 有 ○ ○ 
有価 

(有償) 
○ 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

*1(一財)日本自動車査定協会の査定を基にして「中古車」もしくは「使用済車」を査定。査定の結

果が中古車として取扱いができない場合は使用済車になる旨を案内。 

*2 排気量別に鉄ｽｸﾗｯﾌﾟ価格等を参考にしながらﾍﾞｰｽ価格を設定。 

*3 車輌本体価格とは別にﾘｻｲｸﾙ料金額を表示し、明細も表示。 

*4 引取価格は使用済車本体価格に還付税金・保険料を加え、手数料（運搬費、抹消手続き費

等）を差引いた額。 

(他)現時点では、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの提示は不要とされているため不都合はない。 

ただし今後課題となる可能性があることを危惧している。 

13,313 台 
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<表 6  「中古自動車あるいは使用済自動車」に関する引取業者とユーザー間の取引の現況 （その２）> 

 
【新車販売事業者系の引取業者】 
(凡例) ○：実施 ×：未実施 －：なし   【取扱い区分】 新：新車取扱い  中：中古車取扱い  引：使用済車引取り  フ：ﾌﾛﾝ回収  解：解体業  

※この使用済車引取台数実績には、中古自動車として買取後に使用済みにしたもの、及びﾕｰｻﾞｰからの使用済み依頼によるもの等を含む。 
 

 

平成 26 年度使用済

車引取台数(出所)自

動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの

移動報告実績 ※ 

取

扱 

い 

区

分 

「中古車」あるいは「使用済車」の判断 中古車引取時の対応 使用済車引取時の対応 

備考 

「中古車」ある

いは「使用済

車」とする判断

基準の有無 

(*1) 

買取価格のﾍﾞｰｽ 

ﾕｰｻﾞｰが判断するう

えで引取業者がﾕｰｻﾞ

ｰに提供する主な情

報 

ﾕｰｻﾞｰの意思確認 

ﾘｻｲｸﾙ

料金返

還の実

施有無 

中古車本

体価格と

その他費

用の区分 

(*3) 

使用済車 

本体価格 

使用済車本

体価格とそ

の他費用の

区分 

(*4) 

ﾕｰｻﾞｰ負担 

発生事由 
中古車 

本体 

使用済 

車本体 

 

(*2) 

確認 

方法 

署名捺印

の有無 

平成 26年度中古車・

使用済車取扱い台

数（出所）ﾋｱﾘﾝｸﾞ結

果 

Ｄ 

事
業
者 

116 台 

新
・中
・引 

無 

日本自

動車査

定協会

基準を

ﾍﾞｰｽと

して自

社基準

で設定 

確認できず 
・中古車査定結果 

・買取価格 
書面 有 ○ ○ 

有価 

(有償) 
× 

使用済車本体

価格と抹消代

行手数料などと

相殺され無償

になることが多

い 

《基本的に「中古車」の取扱いを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから「使用済車」を引取る事例はあまりな

い》 

*1 使用済車とするｸﾙﾏの外形的な判断基準は持っていない。 

中古車買取を前提としており、事故車であっても中古車として買取る。  

ﾕｰｻﾞｰ自ら廃車を希望する場合は引取るものの、年に 1～2 件ぐらいしか発生しない。 

*2 本社が決めるため、価格設定のﾍﾞｰｽはわからない。有価ではある。 

*3 車輌本体価格とは別にﾘｻｲｸﾙ料金額を表示し、明細も表示。 

*4 費用を区分したり、明細表示はしないことが多い  

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰについてはｺﾒﾝﾄなし 

約 2,800 台 

Ｅ 

事
業
者 

481 台 

新
・中
・引 

有 

日本自

動車査

定協会

基準を

ﾍﾞｰｽと

して自

社基準

で設定 

一律 

・中古車査定結果 

・使用済車判定結果 

・買取価格 

書面 有 ○ ○ 無償 ○ 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

*1 (一財)日本自動車査定協会の査定を基にして「中古車」もしくは「使用済車」を査定。査定の結

果が中古車買取の取扱いができない場合は使用済車になる旨を案内。 

*2 定期的な見直しは行わず、一律である。 

*3 車輌本体価格とは別にﾘｻｲｸﾙ料金額を表示し、明細も表示。 

*4 ﾕｰｻﾞｰが引取業者に支払う費目の区分あり。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰについてはｺﾒﾝﾄなし 

約 9,300 台 

Ｆ 

事
業
者 

634 台 

新
・中
・引 

有 

日本自

動車査

定協会

基準を

ﾍﾞｰｽと

して自

社基準

で設定 

一律 

・中古車査定結果 

・使用済車判定結果 

・買取価格 

書面 有 ○ ○ 無償 ○ 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

*1(一財)日本自動車査定協会の査定を基にして「中古車」もしくは「使用済車」を査定。 

査定を行う本社側が、最終的に中古車での買取がﾕｰｻﾞｰに得になるのか、使用済車での買取が

ﾕｰｻﾞｰに得になるのかを総合的に判断。査定の結果が中古車買取の取扱いができない場合は

使用済車になる旨を案内。  

*2 定期的な見直しは行わず、一律である。 

*3 車輌本体価格とは別にﾘｻｲｸﾙ料金額を表示し、明細も表示。 

*4 引取業者がﾕｰｻﾞｰに支払う費目、ﾕｰｻﾞｰが引取業者に支払う費目の区分あり。還付税金相当

額・返礼保険料相当額の取扱いについては社内基準（車検残存期間等）により対応が変わってく

る。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰについてはｺﾒﾝﾄなし 

5,213 台 
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<表 6  「中古自動車あるいは使用済自動車」に関する引取業者とユーザー間の取引の現況 （その３）> 

 
【中古車販売事業者系の引取業者】 
(凡例) ○：実施 ×：未実施 －：なし   【取扱い区分】 新：新車取扱い  中：中古車取扱い  引：使用済車引取り  フ：ﾌﾛﾝ回収  解：解体業  

※この使用済車引取台数実績には、中古自動車として買取後に使用済みにしたもの、及びﾕｰｻﾞｰからの使用済み依頼によるもの等を含む。 

 

 

平成 26 年度使用済

車引取台数(出所)自

動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの

移動報告実績 ※ 

取

扱

い 

区

分 

「中古車」あるいは「使用済車」の判断 中古車引取時の対応 使用済車引取時の対応 

備考 

「中古車」あるい

は「使用済車」と

する判断基準の

有無 

(*1) 

買取価格のﾍﾞｰｽ 

ﾕｰｻﾞｰが判断するう

えで引取業者がﾕｰｻﾞ

ｰに提供する主な情

報 

ﾕｰｻﾞｰの意思確認 

ﾘｻｲｸﾙ

料金返

還の実

施有無 

中古車本

体価格と

その他費

用の区分 

(*3) 

使用済車 

本体価格 

使用済車本

体価格とそ

の他費用の

区分 

(*4) 

ﾕｰｻﾞｰ負担 

発生事由 
中古車 

本体 

使用済 

車本体 

 

(*2) 

確認 

方法 

署名捺印

の有無 

平成26年度中古車・

使用済車取扱い台

数（出所）ﾋｱﾘﾝｸﾞ結

果 

Ｇ 

事
業
者 

0 台 

中
・引 

無 

ｵｰｸｼｮﾝ

相場など

市場相

場をﾍﾞｰ

ｽとして

自社基

準で設

定 

－ 
・中古車査定結果 

・買取価格 
書面 有 ○ × - - - 

《基本的に「中古車」の取扱いを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから「使用済車」を引取る事例はあまりな

い》 

*2 使用済車と判断するような外形的な基準は持っていない。 

中古車買取を前提としており、事故車であっても中古車として買取る。 

*3 使用済車本体の買取価格のﾍﾞｰｽはもっていない。 

*4 車輌本体価格とﾘｻｲｸﾙ料金額を合計した総額表示。 

*5 使用済車の買取は行ってない。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰについてはｺﾒﾝﾄなし 

3,337 台 

Ｈ 

事
業
者 

0 台 

新
・中
・引 

無 

ｵｰｸｼｮﾝ

相場など

市場相

場をﾍﾞｰ

ｽとして

自社基

準で設

定 

－ 
・中古車査定結果 

・買取価格 
書面 有 ○ ○ - - - 

《基本的に「中古車」の取扱いを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから「使用済車」を引取る事例はあまりな

い》 

*1 使用済車と判断するような外形的な基準は持っていない。 

中古車買取を前提としており、事故車であっても中古車として買取る。 

*2 使用済車本体の買取価格のﾍﾞｰｽはもっていない。 

*3 中古車買取り時に取交す売買契約書でﾘｻｲｸﾙ料金額を明示。 

*4 使用済車の買取は行ってない。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰについてはｺﾒﾝﾄなし 

非公表 

Ｉ 

事
業
者 

2,668 台 

中
・引
・フ
・解 

有 

ｵｰｸｼｮﾝ

相場など

市場相

場をﾍﾞｰ

ｽとして

自社基

準で設

定 

鉄くず価格 

(排気量別

等) 

・中古車査定結果 

・使用済車判定結果 

・買取価格 

書面 有 ○ × 
有価 

(有償) 
- 

近場の引取りで

あるため、使用

済車の運搬費

や抹消手続代

行手数料など

は頂いてない。 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

*2 使用済車と判断するような外形的な基準は持っていないが、ｵｰｸｼｮﾝ相場など市場価格を参

考にしながら総合的に「中古車」あるいは「使用車」の判断を行っている。 

査定の結果、中古車買取の取扱いができない場合はﾕｰｻﾞｰに対して使用済車の買取になる旨

を案内。 

*3 排気量別に鉄ｽｸﾗｯﾌﾟ価格等を参考にしながらﾍﾞｰｽ価格を設定する。  

*4 車輌本体価格とﾘｻｲｸﾙ料金額を合計した総額表示。 

*5 使用済車本体価格のみの取引であるため、その他に区分する費目はない。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの取扱いについて質問されるﾕｰｻﾞｰは多い。 

今後、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰを示したくないﾕｰｻﾞｰに対しては、重量税還付相当額の立替払いを提案する予定

でいる。 

約 3,000 台 
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<表 6  「中古自動車あるいは使用済自動車」に関する引取業者とユーザー間の取引の現況 （その４）> 

 
【解体事業者系の引取業者】 

(凡例) ○：実施 ×：未実施 －：なし   【取扱い区分】 新：新車取扱い  中：中古車取扱い  引：使用済車引取り  フ：ﾌﾛﾝ回収  解：解体業  

※この使用済車引取台数実績には、中古自動車として買取後に使用済みにしたもの、及びﾕｰｻﾞｰからの使用済み依頼によるもの等を含む。 

 

 

平成 26 年度使用済

車引取台数(出所)自

動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの

移動報告実績 ※ 

取

扱 

い 

区

分 

「中古車」あるいは「使用済車」の判断 中古車引取時の対応 使用済車引取時の対応 

備考 
「中古車」ある

いは「使用済

車」とする判断

基準の有無 

(*1) 

買取価格のﾍﾞｰｽ 

ﾕｰｻﾞｰが判断するう

えで引取業者がﾕｰｻﾞ

ｰに提供する主な情

報 

ﾕｰｻﾞｰの意思確認 

ﾘｻｲｸﾙ

料金返

還の実

施有無 

中古車本

体価格と

その他費

用の区分 

(*3) 

使用済車 

本体価格 

使用済車本

体価格とそ

の他費用の

区分 

(*4) 

ﾕｰｻﾞｰ負担 

発生事由 
中古車 

本体 

使用済 

車本体 

 

(*2) 

確認 

方法 

署名捺印

の有無 

平成 26年度中古車・

使用済車取扱い台

数（出所）ﾋｱﾘﾝｸﾞ結

果 

Ｊ 

事
業
者 

4,487 台 

引
・フ
・解 

無 - 

鉄くず価格 

(排気量別

等) 

買取価格 書面 有 - - 
有価 

(有償) 
○ 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《基本的に「使用済車」の引取りを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから「中古車」を買取る事例はあまりな

い》 

*1 使用済車の引取りを前提としているため基準なし。 

*2 鉄くず価格をﾍﾞｰｽとして、定期的に価格を見直す。 

*3 基本的に中古車の買取はない。仮に中古車買取が合った場合はﾘｻｲｸﾙ料金を相手方に返還

する。 

*4 引取業者がﾕｰｻﾞｰに支払う費目、ﾕｰｻﾞｰが引取業者に支払う費目の区分あり。重量税など還

付税金相当額・自賠責返戻金相当額を使用済車買取時にﾕｰｻﾞｰに支払うため、後日、使用済車

を自社名義に変更する。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰは当該自動車の所有者が亡くなられている場合のみ必要としている。この場合、行

政書士に相談する必要がある為、手間がかかる。 

約 5,000 台 

Ｋ 

事
業
者 

184 台 

引
・フ
・解 

無 - 

中古部品価

値等と鉄く

ず価格 

買取価格 書面 有 - - 
有価 

(有償) 
○ 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《「使用済車」の引取りを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから「中古車」を買取る事例はあまりない》 

*1 使用済車の引取りを前提としているため基準なし。 

*2 主にｸﾙﾏに付属する中古部品の価値を見て使用済車本体価格を設定。鉄くず価格も考慮して

いるが、破砕業者までの運搬費などを考慮すると採算が合わない。 

*3 基本的に中古車の買取はない。仮に中古車買取が合った場合はﾘｻｲｸﾙ料金を相手方に返還

する。 

*4 引取価格は使用済車本体価格から手数料（運搬費、抹消手続き費等）を差引いた額。使用済

車は最終所有者名義で抹消手続きを行うため、重量税や自賠責等は各々窓口が最終所有者に

直接送金する。 

(他)ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ取扱いについてご理解が得られるように説明をしているが、ご理解が得られない場

合は、重量税還付相当額の立替払いを提案。 

201 台 

Ｌ 

事
業
者 

1,896 台 

引
・フ
・解 

無 - 

鉄くず価格 

(排気量別

等) 

買取価格 書面 有 - - 
有価 

(有償) 
○ 

使用済車本体

価格より運搬費

や抹消手続代

行手数料等の

費用が大きい

場合はﾕｰｻﾞｰ

負担になること

がある 

《基本的に「使用済車」の引取りを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから「中古車」を買取る事例はあまりな

い》 

*1 使用済車の引取りを前提としているため基準なし。 

*2 鉄くず価格をﾍﾞｰｽとして、定期的に価格を見直す。 

*3 基本的に中古車の買取はない。仮に中古車買取が合った場合はﾘｻｲｸﾙ料金を相手方に返還

する。 

*4 引取価格は使用済車本体価格に還付税金・保険料を加え、手数料（運搬費、抹消手続き費

等）を差引いた額。 

(他)現時点では、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの提示は不要とされているため不都合はない。 

今後、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰの提示が必須になると、ｻｰﾋﾞｽ提供に支障が出る可能性があることを危惧する。 

約 2,000 台 
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ⅲ）引取業者がユーザーに交付する使用済自動車の引取り確認書面の主な記載事項の

現況：引取業者へのヒアリング結果の整理 

 

引取業者へのヒアリングによる中古自動車あるいは使用済自動車に関する引取業者

とユーザー間の取引の概況は先述のとおりであるが、使用済自動車判別ガイドラインに

関する報告書においては、ユーザーが自ら「中古自動車あるいは使用済自動車」を区分

しないで引取業者に所有車を引渡すなど、曖昧な取引が行われた場合、ユーザーと引取

業者との間の認識に差が生じ、再資源化預託金等相当額の受渡しなどのトラブルが生じ

る可能性があると指摘されている。このため、引取業者はユーザーから自動車を引取る

際、ユーザーの明確な意思確認を行う必要があり、その方法は書面にて行われることが

望ましい。 

 

これを踏まえて、引取業者へのヒアリングの中でユーザーと引取業者の間で取り交さ

れる使用済自動車引取り確認書面（通常、『使用済自動車引取依頼書』と呼ばれている。）

への主な記載事項を調査した。 

その結果が表 7 であり、主な点は以下のとおりである。 

 

 使用済自動車引取依頼書に使われる用語が統一されていない。 

 使用済自動車の引取なのか、あるいは中古自動車の取引なのか、曖昧な用語（例：

『廃車』）が使われていることがある。 

 新車販売を主事業とする引取業者では、使用済自動車引取依頼書で使われる用語

の統一化や記載事項の統一化に向けた取組が行われていることを確認したが、中古

車販売を主事業とする引取業者では、使用済自動車引取依頼書そのものを確認する

ことができなかった。また、解体業を主事業とする引取業者では、各々独自の使用済

自動車引取依頼書が使われており、記載事項についても各々独自の内容であった。 
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<表 7  引取業者がユーザーに交付する使用済自動車引取り書面の主な記載事項の現況 （その１）> 

 
 

【新車販売事業者系の引取業者】 
（凡例） ○：記載あり  ×：記載なし  －：該当なし 
    車両情報・装備情報・預託情報 引取業者支払費目 ﾕｰｻﾞｰ支払費目 

備考 書類 

名称 

引取日 

(依頼日) 

依頼者 

(所有者) 
車名 

車台 

番号 

登録 

番号 
型式 

ﾘｻｲｸﾙ券番号 

(移動報告番号) 

初度 

登録 

年月 

(年式) 

引取時 

走行 

距離 

ﾘｻｲｸﾙ法関連 
使用済

車本体 

価格 

 

重量 

税等 

還付 

相当額 

自賠責 

保険等 

返戻 

相当額 

ﾘｻｲ 

ｸﾙ法 

関連 

費用 

抹消 

登録 

手続 

代行 

費用 

陸送 

料金 

(引取 

費用) 

装備 

情報 

預託 

状況 

ﾘｻｲｸﾙ 

料金額 

Ａ 

事
業
者 

使用済車 

引取依頼書 

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

(*4) 

○ 

 

- 

(*5) 

- 

(*5) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

 

*1 自社発行書類：『使用済車引取依頼書』 

記載内容：『下記の<車両>を下記<条件>にて使用済自動

車として引取依頼いたします。』  

*2 依頼者の署名捺印 

*3 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備の表示、CFC/HFC の種別情報 

*4 ﾘｻｲｸﾙ料金額の明細表示 

*5 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

Ｂ 

事
業
者 

使用済自動車 

引取証明書 

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

× 

 

× 

 

○ 

 

× 

 

× 

 

× 

 

○ 

 

○ 

(*3) 

確認 

できず 

(*4) 

- 

(*5) 

- 

(*5) 

確認 

できず 

(*4) 

確認 

できず 

(*4) 

確認 

できず 

(*4) 

《基本的に「中古車」の取扱いを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから

「使用済車」を引取る事例はあまりない》 

 

*1 ﾘｻｲｸﾙ券用紙 B券『使用済車引取証明書』を使用し、 

 その他の書面の交付は無いのではないかとのこと 

 （事例が少ないため定かでない）  

*2 依頼者の署名捺印 

*3 ﾘｻｲｸﾙ料金額の明細表示 

*4 事例が少ないため確認できず 

*5 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

Ｃ 

事
業
者 

使用済自動車 

引取依頼書 

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

(*4) 

○ 

 

- 

(*5) 

- 

(*5) 

○ 

 

○ 

 

× 

 (*6) 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

 

*1 自社発行書類：『使用済自動車引取依頼書』 

記載内容：『下記の<車両>を下記<条件>にて使用済自

動車として引取依頼いたします。』  

*2 依頼者の署名捺印 

*3 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備の表示、CFC/HFC の種別情報 

*4 ﾘｻｲｸﾙ料金額の明細表示 

*5 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

*6 「使用済自動車処理費用」に引取車の運送費等を含む 
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<表 7  引取業者がユーザーに交付する使用済自動車引取り書面の主な記載事項の現況 （その２）> 

 

【新車販売事業者系の引取業者】 
（凡例） ○：記載あり  ×：記載なし  －：該当なし 
 

書類 

名称 

引取日 

(依頼日) 

依頼者 

(所有者) 

車両情報・装備情報・預託情報 引取業者支払費目 ﾕｰｻﾞｰ支払費目 

備考 
車名 

車台 

番号 

登録 

番号 
型式 

ﾘｻｲｸﾙ券番号 

(移動報告番号) 

初度 

登録 

年月 

(年式) 

引取時 

走行 

距離 

ﾘｻｲｸﾙ法関連 使用 

済車 

本体 

価格 

重量 

税等 

還付 

相当額 

自賠責 

保険等 

返戻 

相当額 

ﾘｻｲ 

ｸﾙ法 

関連 

費用 

抹消 

登録 

手続 

代行 

費用 

陸送 

料金 

(引取 

費用) 

装備 

情報 

預託 

状況 

ﾘｻｲｸﾙ 

料金額 

Ｄ 

事
業
者 

使用済自動車 

引取依頼書 

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

× 

 

○ 

 

○ 

 

× 

 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

(*4) 

× 

(*5) 

- 

(*6) 

- 

(*6) 

× 

(*7) 

× 

(*7) 

× 

(*8) 

《基本的に「中古車」の取扱いを前提としており、ﾕｰｻﾞｰから

「使用済車」を引取る事例はあまりない》 

 

*1 自社発行書類：『使用済自動車引取依頼書』 

記載内容：『下記の通り、使用済自動車としての引取依

頼をいたします。』 

*2 依頼者の署名捺印 

*3 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備の表示、CFC/HFC の種別情報 

*4 ﾘｻｲｸﾙ料金額の明細表示 

*5 総額表示のため、費用明細欄を使わないことが多い 

*6 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

*7 総額表示のため、費用明細欄を使わないことが多い 

*8 「使用済自動車処理費用」に引取車の運送費等を含む 

Ｅ 

事
業
者 

使用済自動車 

引取り依頼書 

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

(*4) 

- 

 

- 

(*5) 

- 

(*5) 

○ 

 

○ 

 

× 

 (*6) 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

 

*1 自社発行書類：『使用済自動車引取依頼書』 

記載内容：『下記の<車両>を、下記の<条件>にて使用済

自動車として引取依頼致します。』 

*2 依頼者の署名捺印 

*3 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備の表示、CFC/HFC の種別情報 

*4 ﾘｻｲｸﾙ料金額の明細表示 

*5 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

*6 「使用済自動車処理費用」に引取車の運送費等を含む 

Ｆ 

事
業
者 

使用済自動車 

引取依頼書 

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

(*4) 

○ 

 

○ 

(*5) 

○ 

(*5) 

○ 

 

○ 

 

× 

 (*6) 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

 

*1 自社発行書類：『使用済自動車引取依頼書』 

記載内容：『私（依頼者）は、貴社（引取者）に対して下記

の<車両>を下記<条件>にて使用済自動車として引取依

頼いたします。』 

*2 依頼者の署名捺印 

*3 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備の表示、CFC/HFC の種別情報 

*4 ﾘｻｲｸﾙ料金額の明細表示 

*5 ﾕｰｻﾞｰﾒﾘｯﾄを総合的に判断し、重量税等還付相当額や

自賠責保険等返礼相当額をﾕｰｻﾞｰに支払うことがある 

*6 「使用済自動車処理費用」に引取車の運送費等を含む 
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<表 7  引取業者がユーザーに交付する使用済自動車引取り書面の主な記載事項の現況 （その３）> 

 

【中古車販売事業者系の引取業者】 
（凡例） ○：記載あり  ×：記載なし  －：該当なし 
 

書類 

名称 

引取日 

(依頼日) 

依頼者 

(所有者) 

車両情報・装備情報・預託情報 引取業者支払費目 ﾕｰｻﾞｰ支払費目 

備考 
車名 

車台 

番号 

登録 

番号 
型式 

ﾘｻｲｸﾙ券番号 

(移動報告番号) 

初度 

登録 

年月 

(年式) 

引取時 

走行 

距離 

ﾘｻｲｸﾙ法関連 使用 

済車 

本体 

価格 

重量 

税等 

還付 

相当額 

自賠責 

保険等 

返戻 

相当額 

ﾘｻｲ 

ｸﾙ法 

関連 

費用 

抹消 

登録 

手続 

代行 

費用 

陸送 

料金 

(引取 

費用) 

装備 

情報 

預託 

状況 

ﾘｻｲｸﾙ 

料金額 

Ｇ 

事
業
者 

自動車ﾕｰｻﾞｰが持込む自動車の全てを中古車として引取っているため、使用済自動車引取り書面の類の帳票はない 

Ｈ 

事
業
者 

自動車ﾕｰｻﾞｰが持込む自動車の全てを中古車として引取っているため、使用済自動車引取り書面の類の帳票はない 

Ｉ 

事
業
者 

使用済自動車 

引取証明書     

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

× 

 

× 

 

○ 

 

× 

 

× 

 

× 

 

○ 

 

○ 

(*3) 

× 

(*4) 

－ 

(*5) 

－ 

(*5) 

確認 

できず 

(*6) 

－ 

(*7) 

－ 

(*7) 

《「中古車」と「使用済車」の両方の取扱いがある事業者》 

 

*1 ﾘｻｲｸﾙ券用紙 B券を使用：『使用済自動車引取証明書』  

基本的に使用済車の引取りではﾘｻｲｸﾙ券用紙B券を利用。 

*2 依頼者の署名捺印 

*3 ﾘｻｲｸﾙ料金額は総額表示 

*4 ﾕｰｻﾞｰは金額が記載された古物台帳に直接記名等を行

っており、直接ﾕｰｻﾞｰに交付する金額が記載された書類は

ない 

*5 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

*6 事例が少ないため確認できず 

*7 近場の引取りが主であるため自走不可車輌の運搬費用

は自社負担。その他、各種事務代行費なども自社負担。 
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<表 7  引取業者がユーザーに交付する使用済自動車引取り書面の主な記載事項の現況 （その４）> 

 

【解体事業者系の引取業者】 
（凡例） ○：記載あり  ×：記載なし  －：該当なし 
 

書類 

名称 

引取日 

(依頼日) 

依頼者 

(所有者) 

車両情報・装備情報・預託情報 引取業者支払費目 ﾕｰｻﾞｰ支払費目 

備考 
車名 

車台 

番号 

登録 

番号 
型式 

ﾘｻｲｸﾙ券番号 

(移動報告番号) 

初度 

登録 

年月 

(年式) 

引取時 

走行 

距離 

ﾘｻｲｸﾙ法関連 使用 

済車 

本体 

価格 

重量 

税等 

還付 

相当額 

自賠責 

保険等 

返戻 

相当額 

ﾘｻｲ 

ｸﾙ法 

関連 

費用 

抹消 

登録 

手続 

代行 

費用 

陸送 

料金 

(引取 

費用) 

装備 

情報 

預託 

状況 

ﾘｻｲｸﾙ 

料金額 

Ｊ 

事
業
者 

車両引き取り証

明書及び領収書 

(*1) 

○ 

(*2) 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*4) 

○ 

 

○ 

(*5) 

○ 

 

○ 

(*6) 

○ 

(*6) 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*7) 

《基本的に「使用済車」の引取りを前提としており、ﾕｰｻﾞｰか

ら「中古車」を買取る事例はあまりない》 

 

*1 自社発行書類：『車両引き取り証明書 及び 領収書』 

記載内容：『上記の車を、解体して中古部品として、又は

中古車としてﾘｻｲｸﾙ処理する事に同意します。』  

*2 『入庫日』と表記 

*3 依頼者の署名捺印 

*4 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備の表示 

*5 ﾘｻｲｸﾙ料金額は総額表示 

*6 使用済自動車買取後を自社名義に移転するため、予め

重量税等還付相当額や自賠責保険等返戻相当額をﾕｰｻﾞｰ

に支払う 

*7 自走不可車両を引取る場合の運送費など 

Ｋ 

事
業
者 

見積書 

車両引取指示書 

車両引取受領書 

領収書 

(*1) 

○ 

 

○ 

(*2) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

－ 

(*4) 

－ 

(*4) 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*5) 

《基本的に「使用済車」の引取りを前提としており、ﾕｰｻﾞｰか

ら「中古車」を買取る事例はあまりない》 

 

*1 自社発行書類：『見積書』、『車両引取指示書』、『車両引

取受領書』、『領収書』の書類にて取引を行う 

記載内容：『使用済自動車としてお引取いたします。』  

*2 『領収書』に依頼者の記名捺印 

*3 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備、CFC/HFC の種別情報 

*4 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

*5 自走不可車両を引取る場合の運送費など 

Ｌ 

事
業
者 

廃車見積書兼 

引取完了報告書 

(*1) 

○ 

(*2) 

○ 

(*3) 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

× 

 

× 

 

× 

(*4) 

○ 

(*5) 

○ 

 

○ 

(*6) 

○ 

 

－ 

(*7) 

－ 

(*7) 

○ 

 

○ 

 

○ 

(*8) 

《基本的に「使用済車」の引取りを前提としており、ﾕｰｻﾞｰか

ら「中古車」を買取る事例はあまりない》 

 

*1 自社発行書類：『廃車見積書兼引取完了報告書』 

記載内容：『上記車輌、引渡時の確認をいたしました。車

輌本体及び積載物の一切の処分を依頼いたします。』  

*2 『引取作業完了日』と表記 

*3 依頼者の署名捺印 

*4 「自力走行の可否」について記載あり 

*5 ﾌﾛﾝ類/ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類装備の表示 

*6 ﾘｻｲｸﾙ料金額は総額表示 

*7 ﾕｰｻﾞｰから依頼を受け代行手続きを行うことはあるが、

重量税等還付相当額や自賠責保険等返礼相当額の支払い

は行っていない 

*8 自走不可車両を引取る場合の運送費など  

 



37 

 

ⅳ）引取業者との取引におけるユーザーの認識状況：JARC アンケート結果の整理 

 

上述した引取業者のユーザーに対する情報提供の現況に関するヒアリング結果の一

方で、引取業者から情報提供を受けたユーザー自身の認識状況を明らかにする必要が

あることから、JARC が定点観測として毎年実施しているユーザーへのアンケート調査結

果を用いて回答者属性などから『ユーザーの認識状況』を確認した。 

 

JARC のユーザーアンケートの概要は後述のとおりであるが、主として引取業者へのヒ

アリングで得られたユーザーへの情報提供に関する引取業者の認識と、ユーザーアンケ

ート調査結果によるユーザーの認識には、以下にように差があることがわかった。 

 

 下記の「質問１」の結果においては、「売却」、「譲渡」または「廃車」を『自分で決め

た』もしくは『自分で決めた気がする』と回答したユーザーの割合は 77～87%である

が、平成 22 年度から平成 26 年度にかけて低下している状況が伺え、ユーザーへ

の情報提供の質が低下している可能性がある。特に「廃車」時については「売却」、

「譲渡」時と比べ、年度にともなっての低下の傾向が著しい。 

 「質問 2」の「売却」、「譲渡」または「廃車」での判断に必要な情報の提供について

は、説明を『受けた』もしくは『受けた気がする』を合わせて 60～68%であり、特に「廃

車」時が低くなっている。また、この割合は年々低下傾向にあり、両者の相対的な

関係もほぼ半々となっている。以下2点の質問に対する回答状況と合わせて、特に

「廃車」時の書面確認の重要性が指摘される。 

 「質問 3」の「売却」、「譲渡」または「廃車」の決定の伝達手段では、『書面による』が

19～35%と低く、特に「廃車」時が 19%と顕著である。書面での確認が十分には行わ

れていないことが伺われる。 

 「質問 4」の「売却」、「譲渡」でのリサイクル料金に関する説明については、説明を

『受けた（または説明をした）』もしくは『受けた気がする（または説明をした気がす

る）』を合わせて 60～64%であり、ユーザーへの情報提供が低い傾向にある。 

 「質問 5」の「売却」、「譲渡」でのリサイクル料金の受取り状況の記憶については、

『受け取った』または『受け取った気がする』を合わせて 55%で推移しているものの、

上記「質問 4」と同じく低い傾向にある。 

 「質問 6」の廃車時のリサイクル料金の支払状況の記憶については、『わからない』

と回答した割合が 32～49%であり、特に平成 26 年度では 49%とユーザーの記憶が

あいまいになっているようである。上述の内容もこの点に配慮して情報提供を行う

必要がある。 

 「質問 7」の廃車時での登録された事業者であることの説明を『受けた』または『受

けた気がする』を合わせて 34～43%であり、ユーザーへの情報提供が低い傾向に

ある。 
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 「質問 8」の廃車時でのエアバック等の装備状況について説明を『受けていない』ま

たは『受けた気がしない』を合わせて 68～71%を占めており、ユーザーへの情報提

供が低い傾向にある。 

 「質問 9」の廃車時での「使用済自動車引取証明書」の受領については、「受けてな

い」または「受けた記憶がない」を合わせて約 50%を占めている点からも上記のこと

は裏付けられる。 

 

なお、JARC アンケート調査の用語の使い方、特に「売却」、「譲渡」、「廃車」（『廃車』は

先に記述したように問題あり。）の区分はユーザーにとって分かりにくいとの指摘があっ

た。 

 

 

≪JARC のユーザーアンケートの概要≫ 

 

JARC が定点観測として実施しているユーザーへのアンケート調査の要項及び詳細は

以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中古車売却・譲渡または廃車の判断時における関わり方】 

回答者 1,100 人のうち、自動車購入以前に保有していた車を「売却」「譲渡」または「廃車」

したと回答された方に次の調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

《アンケートの調査要項》 

調査期間：平成 22 年度～平成 26 年度（1回/年の調査） 

対 象  ：過去 3 ヶ月以内に自動車を購入した全国 18 歳以上の男女 

抽出方法：インターネット調査会社のインターネットパネルから無作為抽出 

回答者数：1,100 人 

調査方式：インターネット調査方式 

*各年度 170 万人～230 万人の会員から各年度年齢別免許保有割合(出展：警察庁)に応じて対象

者を抽出 

* 回答した各年度 6～8万件のデータをクリーニングした後、各年度 1,100 件を無作為抽出 

* 本アンケート調査は自動車リサイクル法に定める JARC の委託事業として楽天リサーチ株式会

社が実施 
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質問 1 「売却」、「譲渡」または「廃車」のいずれかにするか、誰が決めましたか。 

 

図 2 のとおり、平成 26 年度では廃車したと回答された方の 77%、売却・譲渡したと回答

された方の 87%が、「自分で決めた」「自分で決めた気がする」と回答している。 

 
<図 2 「売却」「譲渡」「廃車」の決定> 

質問 2「売却」、「譲渡」または「廃車」に際して、相手から判断に必要な情報や説明[※]を

受けましたか。 

※ 例：査定価格や市場価格、損傷状態と修理費用、年数や走行距離などの経済的価値。 

自動車諸税の還付や保険料の返戻に関する情報。希少車・骨董品的価値がある車両かどうかなど。 

 

図 3 のとおり、平成 26 年度では廃車したと回答された方の 60%、売却・譲渡したと回答

された方の 68%が、判断に必要な情報について「説明を受けた」「説明を受けた気がす

る」と回答している。 

 
<図 3 判断に必要な情報の説明> 
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質問 3 「売却」「譲渡」または「廃車」を決めたときに、相手にどのように意思を伝えました

か。 

 

図 4 のとおり、平成 26 年度では廃車したと回答された方の 87%、売却・譲渡したと回答

された方の 86%が、「書面で意思を伝えた」「口頭で意思を伝えた」と回答している。 

 
<図 4 意思伝達の方法> 
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【中古車売却・譲渡時における関わり方】 

回答者のうち、自動車購入以前に保有していた車を「売却」、「譲渡」したと回答された

方のうち、当該自動車にリサイクル料金が預託されていた方に次のアンケートを行った。 

 

質問 4 車を売却した相手から、次の説明[※]を受けましたか。または、譲った相手に、次

の説明[※]をしましたか。 

※ ﾘｻｲｸﾙ料金が支払われている（預託）車を売却した（または譲った）とき、その相手から、車両価値金額に

加え、ﾘｻｲｸﾙ料金を受け取る必要があること。 

 

図 5 のとおり、平成 26 年度では中古車売却・譲渡したと回答された方の 64%が、「説明

を受けた（または説明をした）」「説明を受けた気がする（または説明をした気がする）」と

回答している。 

 
<図 5 中古車売買時の説明> 

 

質問 5 売却した、または譲った相手から、「ﾘｻｲｸﾙ料金」を受け取りましたか。 

 

図 6のとおり、平成26年度では中古車売却・譲渡したと回答された方の55%が、ﾘｻｲｸﾙ

料金を「受け取った」、「受け取った気がする」と回答している。 

 
<図 6 ﾘｻｲｸﾙ料金の受取> 
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【廃車時における関わり方】 

回答者のうち、自動車購入以前に保有していた車を「廃車」したと回答された方に次の

ｱﾝｹｰﾄを行った。 

 

質問 6 廃車にした車を使用していたとき、その車の「ﾘｻｲｸﾙ料金は支払われて（預託）」い

ましたか。 

 

図 7 のとおり、平成 26 年度では廃車したと回答された方の 48%が、「支払われていた」

と回答している。 

 
<図 7 リサイクル料金の預託の有無の認識> 

 

質問 7 廃車を依頼した事業者から、都道府県または保健所設置市登録された事業者で

あることの説明を受けましたか。 

 

図 8 のとおり、平成 26 年度では廃車したと回答された方の 43%が、「説明を受けた」、

「説明を受けた気がする」と回答している。 

 
 

<図 8 使用済自動車引取業者の登録状況の説明の有無> 
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質問 8 廃車を依頼した事業者から、ﾌﾛﾝ類やｴｱﾊﾞｯｸﾞ類の装備の有無について説明を受

けましたか。 

 

図 9 のとおり、平成 26 年度では廃車したと回答された方の 29%が、引取業者からﾌﾛﾝ

類やｴｱﾊﾞｯｸﾞ類の装備の有無について説明を「受けた」「受けた気がする」と回答してい

る。 

 
 

<図 9 引取業者からのフロン類やエアバッグ類の装備の有無の説明> 

 

質問 9 廃車を依頼した際、事業者から「使用済自動車引取証明書（廃車を引き渡したこ

とを証明する リサイクル券番号が記載されている書類）」の交付を受けましたか。 

 

図 10のとおり、平成 26年度では廃車したと回答された方の 47%が、引取業者から使用

済自動車引取証明書を「受けた」「受けた気がする」と回答している。 

 

 
 

<図 10 使用済自動車引取証明書の受取り> 
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ⅴ）使用済自動車の価格情報に関する開示状況：Web ページ等による調査結果 

 

合同会議報告書では、『ユーザーとの接点となる引取業者については、ユーザーに対

して自動車の使用状況や中古車及び使用済自動車としての価値等の情報を積極的に提

供することで、中古車とするか使用済自動車とするかの判断が適切に行われ、自動車リ

サイクルシステムの入口としての機能を十分に果たすことが重要である。』とされている。 

これを踏まえ、使用済自動車の価格情報に関する開示状況を Web 等で調査し、そこで

得られる情報を確認した。こうした価格情報が開示されることにより、ユーザーの使用済

自動車の価格相場観が醸成され、公正かつ適正な取引の実施に繋がるものになると考

える。 

 

使用済自動車の価格情報について、表 8 のとおり 5 つの媒体で開示状況を調査した。

Web ページからはある程度の使用済自動車の価格情報が得られる可能性があるものの、

電話帳や新聞広告、中古車専門誌、引取業者の店舗看板には価格情報はほとんど掲載

されていない。また、用語の使い方を始め、引取業者の資格情報や手数料の掲示の有無

など、ユーザーに示される情報に差がある状況も明らかとなった。 
 

<表 8 使用済自動車の価格情報に関する開示状況の概況> 

No 媒体 掲示される情報 

1 Web (*1) 買取価格が掲示され、具体的な買取事例なども紹介されている。 

2 電話帳 (*2) 「廃車買取」等の掲示が若干あり。 

3 新聞広告 (*3) 「廃車買取」等の掲示が若干あり。 

4 
中古車 

専門誌 

いくつかｻﾝﾌﾟﾙを調べたが中古車価格の情報のみ掲示されている。 

使用済自動車についての掲示情報を見つけることはできなかった。  

＊ｻﾝﾌﾟﾙ：ｺﾝﾋﾞﾆ等で販売される中古車専門誌等 

5 店舗等の看板 店頭等の看板での広告が若干あり。 

   注：*は以下の掲示例を示す。 
《掲示例》 

              

 

*1 *2 

*3 
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検討会で使用済自動車の価格情報に関する開示状況についての調査の必要性の指

摘があったことから、「廃車」、「ELV」、「価格」、「価値」、「買取」のキーワードを用いて

Web ページの検索を行った。 

結果を表 9 に示す。この表では価格情報を開示している M から Y までの 11 事業者に

ついて引取業者などの資格の掲載状況を加えた。 

概況は以下のとおりである。 

 

 使用済自動車の価格情報を開示している事業者は少ない。 

 引取業者の資格を開示している事業者は、11 事業者のうち 7 事業者であった。 

 全ての事業者は有価での買取りを実施している。 

 使用済自動車や廃車などの用語の使い方に統一感がない。 

 

使用済自動車の価格情報について具体的な特徴は以下のとおりである。 

 

 使用済自動車の価格情報について、自動車の排気量を基準としている事業者は、

11事業者のうち 7事業者であった。他 4事業者は、普通車や軽自動車の区分を基

準としている。 

 通常は排気量基準で排気量が大きくなるほど引取価格も高くなる。 

 自動車所有者が引取業者に使用済自動車を持ち込んだ時の引取価格を示してい

る事業者は、11 事業者のうち 10 事業者であった。他１事業者は、持込み時の価格

なのか、運搬費込みの価格なのか不明であった。 

 自走不可などの使用済自動車を運搬する費用を示している事業者は、11 事業者

のうち 6事業者であった。 

 抹消登録手続きの代行手数料を示している事業者は、11事業者のうち 6事業者で

あった。 

 重量税の還付は、その相当額を引取り時に支払っている場合が多い。 
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<表 9  使用済自動車の相場観に関する開示状況 （その１）> 

 
*インターネット検索サイトで「廃車」「ELV」「価格」「価値」「買取」のキーワードで検索（平成 28年 3月 8日時点） 

*（凡例） ○：保有する資格をWeb ｻｲﾄで開示されている場合  ○※：保有する資格を Web ﾍﾟｰｼﾞ等で開示していなかったが、事務局の調査で判明した場合 

空欄：保有する資格が Web ｻｲﾄで開示されず、また事務局の調査でも確認できなかった場合  【資格】 引：引取業  フ：ﾌﾛﾝ回収  解：解体業  破：破砕業 古：古物商 

 

資格 
使用済自動車の相場観に関する情報 

(各種媒体に掲示される情報をそのまま記載) 

その他費用に関する記載 （ - は記載なし） 

引 フ 解 破 古 
抹消登録 

代行 

自賠責保険 

返戻 

重量税 

還付 

自動車税 

還付 

ﾚｯｶｰ 

運送費 
その他（要約） 

Ｍ 事業者 ○ ○ ○ ○   

使用済自動車引取参考価格（ｽｸﾗｯﾌﾟとしての最低価格） 

 排気量 持込価格 引取価格 

軽 - 5,000 円 3,000 円 

普通 

～1,400cc 未満 10,000 円 5,000 円 

1,400cc～2,000cc 未満 15,000 円 10,000 円 

2,000cc～3,000cc 未満 22,000 円 17,000 円 

3,000cc 以上 27,000 円 22,000 円 
 

3,000 円 - - - - 
・車種・引取場所によっては処分費が必要 

・商品として買う場合は名義を弊社に変更しﾘｻｲｸﾙ料金を返金 

Ｎ 事業者 
○ 
※ 

○ 
※ 

○ 
※ 

  
○ 

 

廃車買取保証価格 ※持込み…2,000 円ﾌﾟﾗｽ 

 排気量 価格 

軽 - 5,000 円 

普通 

～1,600cc まで 13,000 円 

～2,000cc まで 18,000 円 

～2,500cc まで 21,000 円 

～3,000cc まで 24,000 円 

 3,000cc 以上 30,000 円 
 

無料 

 

 

返戻相当額

上乗せ 

 

返戻相当額

上乗せ 

 

返戻相当額

上乗せ 

 

ﾕｰｻﾞｰ 

負担 

(＊) 

・車両持ち込み場合は、2,000 円ｷｬｯｼｭﾊﾞｯｸ 

*価格不明 

Ｏ 事業者 
○ 
※ 

○ 
※ 

○ 

 
  

○ 

 

最低買取金額 ※持込み…1800ｃｃ未満は 3,000 円ﾌﾟﾗｽ、1801ｃｃ以上は 5,000 円ﾌﾟﾗｽ 

 排気量 価格 

軽 - 3,000 円～ 

普通 

～1,400cc 未満 10,000 円～ 

1,401cc～1,800cc 15,000 円～ 

1,801cc～2,000cc 20,000 円～ 

2,001ｃｃ以上 25,000 円～ 
 

- 

返戻相当額

上乗せ 

(*) 

還付相当額

上乗せ 

(*) 

- 

地域限定 

無料 

 

・自走不可でも運送費無料 

・ﾊｲｴｰｽ、ﾄﾗｯｸ、高年式の事故車等は高価買取 

*手続き代行も有りうる旨の記載あり 

Ｐ 事業者 ○ ○ ○ 
  

引取価格：4,000 円以上で買取り(ﾒｰｶｰ不問、事故車可） 

4,000 円 

 

 

返戻相当額

上乗せ 

 

還付相当額

上乗せ 

 

還付相当額

上乗せ 

 

ﾕｰｻﾞｰ 

負担 

(＊) 

・車検証紛失の場合 3,000 円増 

・車検証の所有者がﾃﾞｨｰﾗｰまたは信販会社の場合 3,000 円増 

・所有者死亡の場合 3,000 円増 

・解体証明書発行手数料 無料  

＊価格不明 

Ｑ 事業者 
○ 
※ 

    
 

○ 

 
どんな車も￥15000 以上（軽￥5000 以上）で買取 

 （不要車、事故車、故障車、不動車、低年式車、ﾜｹあり車など、何でも OK） 

無料 

 
- 

還付相当額

上乗せ 

還付相当額

上乗せ 

地域限定 

無料 
・廃車（抹消登録）、移転登録など書類手続き無料 

R 事業者 ○ ○ ○ ○ ○ 
普通車 15000 円～、軽自動車 10000 円 

事故車・自走不能車・高年式車も買取り 

車の車種・年式・状態によって買取り価格は異なる 

- 
保険代理店

へ相談を 
手続き代行 

自動車税の

説明のみ 
- 

愛知県認定優良循環型事業所 

ISO14001 認定事業所 

S 事業者 ○ ○ ○   

持ち込み買取価格（2016/3 現在） 

 排気量 価格 

軽 - 3,000 円～ 

普通 

1,000cc 以上 10,000 円～ 

2,000cc 以上 15,000 円～ 

3,000cc 以上 20,000 円～ 

鉄の価格のより変動しますので、詳しくはお問い合わせ下さい。 

- - - - - 
・引取り価格は問い合わせ 

・レッカー車にて引取 
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<表 9  使用済自動車の相場観に関する開示状況 （その２）> 
 

 

*インターネット検索サイトで「廃車」「ELV」「価格」「価値」「買取」のキーワードで検索（平成 28年 3月 8日時点） 

*（凡例） ○：保有する資格をWeb ｻｲﾄで開示されている場合  ○※：保有する資格を Web ﾍﾟｰｼﾞ等で開示していなかったが、事務局の調査で確認した場合 

空欄：保有する資格が Web ｻｲﾄで開示されず、また事務局の調査でも確認できなかった場合    【資格】 引：引取業  フ：ﾌﾛﾝ回収  解：解体業  破：破砕業 古：古物商 

 

資格 

使用済自動車の相場観に関する情報 

(各種媒体に掲示される情報をそのまま記載) 

その他費用に関する記載 （ - は記載なし） 

引 フ 解 破 古 
抹消登録 

代行 

自賠責保険 

返戻 

重量税 

還付 

自動車税 

還付 

ﾚｯｶｰ 

運送費 
その他（要約） 

T 事業者 ○ ○ ○ ○ ○ 

当ウェブサイトからお問合せ頂くと、どんな車両でも普通車 10,000 円、軽自動車 3,000 円で

買取します！！（リサイクル料金預託済の場合） 

もちろん、車の状態や車種によってはさらに高価で買取致します。リサイクル料金が未預託

の場合には当社で預託することもできます。 

- - - - 要問合せ 引取を依頼される場合は引取料が必要な場合があります 

U 事業者 ○ ○ ○  ○ 

 

 

 

 

 排気量 買取価格 

軽 - 10,000 円以上 

普通 

～2000cc 未満 20,000 円以上 

～3000cc 未満 30,000 円以上 

3,000cc 以上 40,000 円以上 

- - - - 
地域限定 

無料 
片道 50km エリアは引取伺い無料 

V 事業者     ○ 

自走可能なら必ず買取り致します。 

廃車買取り価格 (リサイクル料支払い済み・車持込みの場合) 

（平成 14 年式以前の軽自動車は 5,000 円） 
 

 排気量 ガソリン車 ディーゼル車 

軽 - 10,000 円 - 

普通 

1000ｃｃ～1500cc 10,000 円  

20,000 円 1501ｃｃ～2000cc 15,000 円 

2001ｃｃ～3000cc 18,000 円 30,000 円 

3,000cc 以上 20,000 円 50,000 円 

無料 
返戻相当額

上乗せ 

還付相当額

上乗せ 
- - 

・買取り価格は車両を持ち込んだ場合 

・金属相場により多少の変動あり 

・リサイクル料支払済車が対象 

W 事業者 
○ 

 
○ 
※ 

   

 

現在、廃車買取キャンペーン中！詳しくはお電話にてお問い合わせください！ 

※廃車車両持込みの場合の買取金額です。 

 排気量 買取価格 

軽 - 無料引取 

普通 
2000cc 未満 10,000 円 

2,000cc 以上 20,000 円 

無料 

（車両持込み

の場合） 

  
手続き代行

（無料） 
 

・サービスの簡素化の為、リサイクル料 （リサイクル券）はお客様負担の

買取とさせて頂く事により、抹消登録までの費用をすべて無料で出来るサ

ービス。 

【別途料金が必要な場合】 

※当社が廃車車両を引取りに伺う場合 ： 別途￥10000 

※お車の所有者がディーラー等で当社に所有権解除を依頼する場合 ： 

別途￥5000 

※軽自動車で年式が平成 1８年以前の場合 ： 別途￥10000 

※相続など特殊な手続きが必要な場合 ： 要相談 

※故障や事故などによりスムーズに積載車に積込みができない車両 ： 

要見積り 

※長期間放置された車両 ： 要見積り 

※引取り可能地域外へ当社が引取りに伺う場合 ： 見積り要 

※バンパーやマフラーなどの部品を取り外した車両 ： 別途費用 

 

電話帳、新聞広告に掲示される情報は以下のとおり。 

X 事業者 

（電話帳） 

○ 
※ 

    - － － － － － 
「自動車引取処分・廃車手続 《リサイクル法引取許可》」 

との記載のみ 

Y 事業者 

（新聞広告） 

○ 
※ 

○ 
※ 

○ 

 
  

廃車予定車、低年式車の買い取り 

５千円以上で買取保証！ 
無料 - - - 

地域限定 

無料 

・査定無料 (動かない車も査定します) 

・引き取り無料 (著しく遠方の引き取りや特殊作業が発生する場合を除

く) 

・手続き無料 (抹消登録や重量税還付申請など、面倒な廃車手続きを迅

速に処理します) 
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ⅵ）整備事業者のユーザーに対するリサイクル部品に関する情報提供等の現況 ：整備

事業者へのヒアリング結果の整理 

 

平成14年5月に国土交通省が公表した『自動車のリサイクル部品の品質確保等に関す

る調査検討報告書』（参考4）では、リサイクル部品の品質確保等に関連した自動車整備

事業者等とリサイクル部品供給事業者の役割として次の内容が示されている。 

 
自動車のリサイクル部品の品質確保等に関する調査検討報告書の概要（抜粋） 

 

①自動車整備事業者等の役割 

自動車整備事業者等が自動車ユーザーへの対応において果たす役割は以下のとおりである。 

・ユーザーに対し、新品の部品だけでなく、リビルト部品やリユース部品等のリサイクル部品も紹介する。その

際、それぞれの部品の特徴を説明する。 

・必要なリサイクル部品がすぐに見つからない場合でも、しばらく待つと部品が入荷する可能性があることを自

動車ユーザーに説明する。 

・部品に不具合があった場合はリサイクル部品供給事業者と連携し、自動車ユーザーの満足度を高めるべく

対応する。 

②リサイクル部品供給事業者の役割 

リサイクル部品供給事業者が自動車ユーザーへの対応において果たす役割は以下のとおりである。 

・自動車整備事業者等にリサイクル部品の点検内容や保証について適切に伝える。 

・自動車整備事業者等の自動車ユーザーへの対応を支援する。 

・万一不具合があったら、自動車整備事業者等をサポートし、現実的で円満な解決を図る。 

 

上記役割を踏まえ、整備事業者のユーザーに対するリサイクル部品に関する情報発

信・共有の取組の実態をより詳細に把握・確認するために、（一社）日本自動車整備振興

会連合会から紹介があった7事業者に対して、「リサイクル部品を使用する自動車の修理

形態」、「ユーザーへの説明内容と情報提供ツール」、「リサイクル部品の仕入れ方法」、

「リサイクル部品の在庫量の状況」の観点でヒアリングを行った。 

 

なお、自動車の修理において使用されるリサイクル部品の用語とその内容は表10のと

おりである。 

 

<表 10 リサイクル部品等の用語とその内容> 

 

ﾘｻｲｸﾙ部品 部品の原型を最大限に止めたまま、再利用される部品で、品質確認を介して商品化

されたもの。ﾘﾕｰｽ部品とﾘﾋﾞﾙﾄ部品からなる。 

 ﾘﾕｰｽ部品 使用済自動車から利用できる部品を取り外し、分解等の手を加えず、目視、現車・ﾃｽ

ﾀｰなどによる点検を行い、清掃・美化を施し、商品化された再利用の部品。 

ﾘﾋﾞﾙﾄ部品 使用済自動車から取り外した部品や修理の際に発生した交換部品等をﾍﾞｰｽに、摩

耗、劣化した構成部品を新品と交換、再組み立てし、ﾃｽﾀｰを用いて品質確認を行い、

商品化された再利用の部品。 

その他 

（解体部品） 
品質確認などを介さず、使用済自動車から取り外してそのまま再利用される部品。 

出所：平成 14 年度経済産業省委託『自動車リサイクル部品認知度向上調査報告書』（経済産業省） 
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整備事業者へのヒアリング結果を表 11 に示す。主な事項は以下のとおりである。 

 

【リサイクル部品を使用する自動車の修理形態】 

 自己負担が発生する故障修理全般にリサイクル部品（リビルト部品、リユース部品）

を使用している。ユーザーによって重視するポイントが、コスト、納期、品質・耐久性

等と異なるため、ユーザーニーズを聞きながら対応している。 

 機能部品の交換では、リビルト部品を積極的に使用しており、これを前提とした見積

りや説明を実施している。 

 外装部品の交換では、リユース部品料に塗装料や送料を上乗せした合計価格と新

品部品のそれと比較すると価格差が小さく、納期など他ニーズを確認しながら対応し

ている。 

 メーカー保証修理や損害保険を使った修理の場合は新品部品を使うことが多い。し

かし損害保険を使った修理の場合でも、保険会社からリサイクル部品を使って修理

するように要請を受けることがある。また、保険等級制度の改定により保険を使わず

修理費用を抑えることを希望するユーザーが増えており、全般的にリサイクル部品

の利用は増えている。 

 

【ユーザーへの説明内容と情報提供ツール】 

 殆どのユーザーがリサイクル部品の存在を知っている一方で、ユーザーが重視する

ポイントは各々異なるため、使用にあたってのメリット・デメリットを説明している。 

 ユーザーへの説明内容は、主に新品部品とリサイクル部品の価格差、納期、部品の

特性、部品の状態、故障リスクである。 

 ユーザーへの情報提供ツールは、ポスター及びリビルト部品メーカーや部品商等が

提供するカタログ、部品状態を示す写真、部品商提供のサンプルパーツ（下記写真

を参照）である。 

 ユーザーに示す見積書・納品書にリサイクル部品を使用することを明記し、説明して

いる。また、外装部品の交換を希望するユーザーに対しては、新品部品とリユース

部品の両方の価格を示し、ユーザーに選択してもらう事業者もいる。 

 

 

 
<情報提供ﾂｰﾙの一例> 

 

「ﾘｻｲｸﾙ部品取扱い店」店頭掲示ﾎﾟｽﾀｰ リビルト部品メーカー作成ｶﾀﾛｸﾞ 
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部品商提供サンプルパーツ 部品商作成ツール 

 

 

店頭掲示ポスター リユース部品の状態を示す詳細な写真 

 

  

 

【リサイクル部品の仕入れ方法】 

 リサイクル部品の検索ネットワークは外装部品の傷や凹みなどが写真で詳細に示さ

れ、機能部品も走行距離が示されるなど分かり易いものとなっている。 

 部品を探す手間を考えると、部品商に依頼する方が効率的である。 

 部品商を通さず、リビルト部品メーカーや解体事業者から直接購入する方が納期が

早く、コストも安くなる。 

 

整備事業者へのヒアリングの結果、整備事業者のリサイクル部品の仕入れ方法は表

12 のとおり様々であることがわかった。 

<表 12 リサイクル部品の仕入れ方法：ヒアリング結果> 

事業者名 

仕入れ方法 
A‘ B‘ C‘ D‘ E‘ F‘ G‘ 計 

ﾘｻｲｸﾙ部品の検索ﾈｯﾄﾜｰｸを通じて購入    ○   ○ 2 事業者 

ﾘﾋﾞﾙﾄ部品ﾒｰｶｰや解体事業者から直接購入  ○ ○  ○ ○  4 事業者 

部品商から購入 ○ ○  ○ ○  ○ 5 事業者 

＊複数のリサイクル部品仕入れ方法をもっているため、その合計値は事業者数の合計とは合致しない。 

 

【リサイクル部品の在庫量の状況】 

 リビルト部品の在庫量には困っていないが、もし在庫が無い場合は、そのものを自

社で分解・修理する。 

 リビルト部品の在庫量に不足はない。外装部品の在庫量は比較的に少ない。 
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 外装部品では、自動車の衝突箇所が同じ場合が多いので在庫量は少ない。機能部

品も同じ車種であれば、同様の箇所が故障することが多く、交換需要も高くなる。 

 車種の多様化により、人気車と不人気車で在庫量に差がある。輸入車の在庫量は

少ない。新しいモデルの外装部品やトラックなどの架装部品の在庫は少ない。 

 

 その他、整備事業者へのヒアリングの結果、純正部品などの新品部品やリサイクル部

品等の呼称及び仕入れフローは以下のとおりであり、補修用部品の仕入れに際して、部

品商が重要な役割を担っていることがわかった。 

 

 
＜図 11 リサイクル部品の仕入れフロー＞ 

 

<表 13 補修部品の呼称> 
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<表 11  整備事業者のユーザーに対するリサイクル部品に関する情報提供等の現況 （その１）> 

 

 

事

業

者 

業

態 

ﾘｻｲｸﾙ部品を使用す

る自動車の修理形態 

 

*1 

ﾕｰｻﾞｰへの説明内容

と情報提供ﾂｰﾙ 

 

*2 

ﾘｻｲｸﾙ部品利用に係

るﾕｰｻﾞｰからの同意・

確認方法 

*3 

ﾘｻｲｸﾙ部品の仕入れ

方法 

 

*4 

ﾘｻｲｸﾙ部品の在庫量

の状況 

 

*5 

ﾘｻｲｸﾙ部品の利用促

進に向けた課題等 

 

*6 

備考 

A’ 

事

業

者 

ﾃﾞｨ

ｰﾗｰ 

●自己負担が発生す

る故障修理全般にﾘｻ

ｲｸﾙ部品を使用 

●機能部品の交換で

はﾘｻｲｸﾙ部品を積極

的に使用 

●外装部品の交換で

はﾘﾕｰｽ部品が新品

と比べて価格差が小

さい場合もあり、納期

など他ﾆｰｽﾞを確認し

対応 

【説明内容】 

●価格差 

●納期 

●部品の特性 

●保証の内容 

 

【情報発信ﾂｰﾙ】 

「ﾘｻｲｸﾙ部品取扱い

店」であることを店頭

掲示 

●見積書・納品書にﾘ

ｻｲｸﾙ部品を使用する

ことを明記・説明 

●ﾘﾋﾞﾙﾄ部品保証書

を提示 

●複数部品商から購

入 

 

●外装部品の在庫は

少ない 

●機能部品は外装部

品と比べて在庫があ

る 

 

●ﾀｲﾑﾘｰな在庫状況

や価格情報の提供 

●ﾘｻｲｸﾙ部品に故障

等が合った場合の部

品取替え工賃等を保

証対象にしてほしい 

*1 ﾒｰｶｰ保証修理でない自動車の機能部品の交換を行う際は、基本的にﾘﾋﾞﾙﾄ部品を使用することが多い。また、走行距

離が大きい自動車の部品交換や2～3ヶ月後に乗り換える予定のﾕｰｻﾞｰには初めからﾘｻｲｸﾙ部品で見積りを示す。消耗部

品については新品（純正または純正相当部品）を使用することとしている。 

外装部品は再塗装が必要なｹｰｽが多く、塗装料と送料を上乗せすると新品とあまり変わらないことがある。 

*2 近年の宣伝ＰＲや個人向けｵｰｸｼｮﾝ等による取引によりﾘｻｲｸﾙ部品の存在を知っているﾕｰｻﾞｰは多く、身近になってい

るﾘｻｲｸﾙ部品の品質を気にするﾕｰｻﾞｰは少なく、それはﾃﾞｨｰﾗｰが行う修理に対する信頼感が既にあるためだと考えられ

る。地方運輸局が主催する「環境に優しい自動車整備工場等の運輸局長表彰」を受けており、ﾕｰｻﾞｰの同意のもと、積極

的にﾘｻｲｸﾙ部品を利用している。 

*3 保証があるﾘﾋﾞﾙﾄ部品については、その保証書もﾕｰｻﾞｰに渡す。 

*4 部品を探す手間を考えると、部品商に依頼する方が効率的である。 

部品商に依頼すると在庫があれば、純正新部品、ﾘﾋﾞﾙﾄ部品、純正相当部品の価格も提示してもらえる。 

*5 外装部品の在庫量は少なく、機能部品は比較的多い印象がある。 

*6 部品商へ依頼をするとその回答に 2～3 時間程度かかる。ﾀｲﾑﾘｰに部品の在庫状況や価格をﾕｰｻﾞｰに伝えることがで

きれば、利用促進につながる。ﾘｻｲｸﾙ部品は、新品と比べて品質等が落ちるため、不具合により信頼を損ねるﾘｽｸがある

が、ﾕｰｻﾞｰの金銭的な負担軽減を考慮すると使用に抵抗感はない。 

B’ 

事

業

者 

整

備 

専

業 

●自己負担が発生す

る故障修理全般にﾘｻ

ｲｸﾙ部品を使用 

●機能部品の交換で

はﾘｻｲｸﾙ部品を積極

的に使用 

●外装部品の交換で

はﾘﾕｰｽ部品が新品

と比べて価格差が小

さい場合もあり、納期

など他ﾆｰｽﾞを確認し

対応 

【説明内容】 

●価格差 

●納期 

●部品の特性 

●部品の状態 

●故障ﾘｽｸ 

●保証の内容 

 

【情報発信ﾂｰﾙ】 

●ﾘﾋﾞﾙﾄ部品ﾒｰｶｰ作

成ｶﾀﾛｸﾞ 

●部品商提供ｻﾝﾌﾟﾙ

ﾊﾟｰﾂ 

●部品商提供の状態

を示す詳細な写真 

●見積書・納品書にﾘ

ｻｲｸﾙ部品を使用する

ことを明記・説明 

●ﾘﾋﾞﾙﾄ部品保証書

を提示 

●複数部品商から購

入 

●一部のﾘﾕｰｽ部品

については地元の解

体事業者から購入 

●外装部品の在庫は

少ない 

●機能部品の在庫も

少ない 

●ﾘｻｲｸﾙ部品の品質

基準やﾁｪｯｸ方法の統

一 

●部品の在庫量の拡

充と部品の汎用化 

●ﾘｻｲｸﾙ部品に故障

等が合った場合の部

品取替え工賃等を保

証対象にしてほしい 

*1 ﾘｻｲｸﾙ部品の利用促進は機能部品の交換と外装部品の交換とで分けて整理すべきである。 

*2 ﾕｰｻﾞｰの多くはﾘｻｲｸﾙ部品の存在を知っている。中にはｵｰｸｼｮﾝｻｲﾄや解体事業者から直接購入して持込むﾕｰｻﾞｰも

いる。ﾕｰｻﾞｰは価格重視のため、使用にあたってのﾒﾘｯﾄ・ﾃﾞﾒﾘｯﾄを説明するなどｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ的な役割を果たしている。例え

ば、ﾏﾌﾗｰのように使用過程で劣化が大きいﾘﾕｰｽ部品は、後で問題が出る可能性があるため勧めていない。また外装部

品は、塗装代や送料が上乗せされるためそれほど安くならないし、納期がかかることが多いため、新品との差はあまりな

い。ﾘﾕｰｽ部品を使用する場合、同じくらいの年式や走行距離であるため、同じような故障がすぐに出る可能性があることを

ﾕｰｻﾞｰに説明する。 

*3 保証があるﾘﾋﾞﾙﾄ部品については、その保証書もﾕｰｻﾞｰに渡す。 

*4 これまで会費を支払いﾘｻｲｸﾙ部品の検索ﾈｯﾄﾜｰｸを導入していたが、費用対効果を考慮しこれをやめて、主に部品商

から直接仕入れることとした。直接納品してもらえるため、早くて安い。 

*5 ﾘﾕｰｽ部品について、自動車をぶつける箇所は皆同じであるため、程度の良い外装部品の在庫数は少なくなる。また、

機能部品も同じ自動車であれば、同じ箇所が故障することが多く、交換需要が高くなるため、在庫数は少なくなる。 

*6 ﾘﾋﾞﾙﾄ部品は同じ評価点でも供給会社によって品質にﾊﾞﾗつきがあるため、品質評価の基準・ﾁｪｯｸ方法等を統一してほ

しい（金属疲労検査などの精密検査など）。またﾘﾋﾞﾙﾄﾊﾞｯﾃﾘｰは、ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ機能や充電制御機能など複雑化している

ため、ﾄﾗﾌﾞﾙに繋がる可能性がある。ﾘﾕｰｽ部品は「動作確認済」とされていても、動作確認の範囲にﾊﾞﾗつきがあるため、

品質を統一してほしい。 
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<表 11  整備事業者のユーザーに対するリサイクル部品に関する情報提供等の現況 （その２）> 

 

事

業

者 

業

態 

ﾘｻｲｸﾙ部品を使用す

る自動車の修理形態 

 

*1 

ﾕｰｻﾞｰへの説明内容

と情報提供ﾂｰﾙ 

 

*2 

ﾘｻｲｸﾙ部品利用に係

るﾕｰｻﾞｰからの同意・

確認方法 

*3 

ﾘｻｲｸﾙ部品の仕入れ

方法 

 

*4 

ﾘｻｲｸﾙ部品の在庫量

の状況 

 

*5 

ﾘｻｲｸﾙ部品の利用促

進に向けた課題等 

 

*6 

備考 

C’ 

事

業

者 

整

備 

専

業 

●自己負担が発生す

る故障修理全般にﾘｻ

ｲｸﾙ部品を使用 

●機能部品の交換で

はﾘｻｲｸﾙ部品を積極

的に使用 

●外装部品の交換で

はﾘﾕｰｽ部品が新品

と比べて価格差が小

さい場合もあり、納期

など他ﾆｰｽﾞを確認し

対応 

【説明内容】 

●価格差 

●納期 

●部品の特性 

●部品の状態 

●故障ﾘｽｸ 

 

【情報発信ﾂｰﾙ】 

特になし 

●見積書・納品書にﾘ

ｻｲｸﾙ部品を使用する

ことを明記・説明 

 

●ﾘﾋﾞﾙﾄ部品について

はﾘﾋﾞﾙﾄ部品ﾒｰｶｰか

ら直接購入 

●ﾘﾕｰｽ部品について

は地元の解体事業者

から直接購入 

●外装部品やﾄﾗｯｸの

架装部品の在庫は少

ない 

●機能部品の在庫は

ある 

●ﾘｻｲｸﾙ部品の納期

短縮 

*1 自己負担となる一般整備や故障修理において機能部品を交換する場合は、他整備事業者と差を付けるためにも積極的

にﾘﾋﾞﾙﾄ部品を使っており、常識である。ﾕｰｻﾞｰもﾘｻｲｸﾙ部品を使うことが当然だと思っているし、新品部品を希望するﾕｰｻﾞ

ｰは殆どいない。法人ﾕｰｻﾞｰは相当の距離を走るため耐久性を重視することから機能部品にﾘﾕｰｽ部品を充てることはな

い。ﾘﾋﾞﾙﾄ部品の中には、新品部品と値段が変わらないものがあり、この場合は信頼性や納期の早さから新品部品を使うこ

とがある。 

*2 ﾘﾋﾞﾙﾄ部品がどういうものか知っているﾕｰｻﾞｰが殆どであるため、価格や納期を説明するのみ。ﾘﾕｰｽ部品を使用する場

合は、部品の特性・状態や故障ﾘｽｸを詳細に説明する。 

*3 ﾘﾋﾞﾙﾄ部品を使う法人ﾕｰｻﾞｰに対しては、納車後、かなりの距離を走り、直ぐに保証期間を超えることとなるため、保障

内容を詳細に説明することはない。 

*4 部品商を通さず、部品ﾒｰｶｰや解体事業者から直接仕入れた方が納期短縮が図られ、ｺｽﾄも安くなる。 

ﾘｻｲｸﾙ部品に不具合が出ても、部品交換の工賃保証はないため、信頼できるﾘﾋﾞﾙﾄ部品ﾒｰｶｰ又は解体事業者から直接購

入している。 

*5 ﾘﾋﾞﾙﾄ部品の在庫量に困っていないが、もし在庫が無い場合は、自社で分解整備を行う。新しいﾓﾃﾞﾙの外装部品やﾄﾗｯ

ｸの架装部品の在庫は少ない。 

*6 ﾕｰｻﾞｰがｸﾙﾏを大切に使用するようになったことや、ｸﾙﾏの安全性能や品質が向上したことにより、事故や故障による

入庫は減っているため、ﾘｻｲｸﾙ部品を使用する機会は増えていない印象がある。法人ﾕｰｻﾞｰは昔と比べてｺｽﾄ意識が高く

なり、完璧な外装修理を希望するﾕｰｻﾞｰは少なくなった。法人ﾕｰｻﾞｰは納期優先であるため、ﾘﾋﾞﾙﾄ部品と新品部品の納期

を比べて、納期が早い新品部品を使うことがある。ﾘﾋﾞﾙﾄ部品は発注してから生産されることがあるため、必ずしも納期が

早いわけでない。 

D’ 

事

業

者 

中

古

車

販

売 

●自己負担が発生す

る故障修理全般にﾘｻ

ｲｸﾙ部品を使用 

●機能部品の交換で

はﾘｻｲｸﾙ部品を積極

的に使用 

●外装部品の交換で

はﾘﾕｰｽ部品が新品

と比べて価格差が小

さい場合もあり、納期

など他ﾆｰｽﾞを確認し

対応 

 

 

【説明内容】 

●価格差 

●納期 

●部品の特性 

●部品の状態 

●故障ﾘｽｸ 

 

【情報発信ﾂｰﾙ】 

特になし 

●見積書・納品書にﾘ

ｻｲｸﾙ部品を使用する

ことを明記・説明 

 

●複数部品商から購

入 

 

●外装部品の在庫は

少ない 

●機能部品は外装部

品と比べて在庫があ

る 

 

特になし *1 ｸﾙﾏの入庫形態ではなく、修理交換する部品の種類（機能部品・外装部品・電装部品など）や自己負担なのか否かによ

って、ﾘｻｲｸﾙ部品の使用有無が決まる。機能部品にﾘﾋﾞﾙﾄ部品を使うことは常識であり、何年も使用したｸﾙﾏに高価な新品

部品を希望するﾕｰｻﾞｰはいない。損害保険を使う場合、保険会社からﾘｻｲｸﾙ部品を使って修理するように要請を受けるこ

とがあるが、被害者側のﾕｰｻﾞｰから拒まれることがある。 

*2 殆どのﾕｰｻﾞｰはﾘｻｲｸﾙ部品の存在を知っている。ﾕｰｻﾞｰ自身がﾘｻｲｸﾙ部品をﾈｯﾄ通販などで購入し持込むｹｰｽもあ

る。補修部品の各々のﾒﾘｯﾄ・ﾃﾞﾒﾘｯﾄをしっかりと説明しているが、価格を重視するﾕｰｻﾞｰが多く、品質面や保証面を意識す

るﾕｰｻﾞｰは少ない。 

*3 特定の車種において経験上故障しやすい機能部品の交換にはﾘﾕｰｽ部品を使わずﾘﾋﾞﾙﾄ部品を使うこととしているが、

ﾕｰｻﾞｰに対しては新品部品、ﾘﾋﾞﾙﾄ部品、ﾘﾕｰｽ部品の 3 種類の見積書を示すことがある。 

保証があるﾘﾋﾞﾙﾄ部品については、その保証書もﾕｰｻﾞｰに渡す。 

*4 納品は早いが価格は高く、納品は遅いが価格は安いなど様々あり、ﾕｰｻﾞｰﾆｰｽﾞを聞きながら提案する。 

自動車整備商工組合が提供するﾄｰﾀﾙ・ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑは写真付で外装品の傷や凹み等が細かく表示され、機能部品に走行

距離が示され分かり易いものとなっている。 

*5 ﾘﾋﾞﾙﾄ部品の在庫はあり、発注した翌日には届く。純正部品の発注ﾙｰﾄでもﾘﾋﾞﾙﾄ部品を仕入れ可。 

一方で外装部品の在庫は少ないように感じる。 

*6 特になし。 
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<表 11  整備事業者のユーザーに対するリサイクル部品に関する情報提供等の現況 （その３）> 

 

事

業

者 

業

態 

ﾘｻｲｸﾙ部品を使用す

る自動車の修理形態 

 

*1 

ﾕｰｻﾞｰへの説明内容

と情報提供ﾂｰﾙ 

 

*2 

ﾘｻｲｸﾙ部品利用に係

るﾕｰｻﾞｰからの同意・

確認方法 

*3 

ﾘｻｲｸﾙ部品の仕入れ

方法 

 

*4 

ﾘｻｲｸﾙ部品の在庫量

の状況 

 

*5 

ﾘｻｲｸﾙ部品の利用促

進に向けた課題等 

 

*6 

備考 

E’ 

事

業

者 

整

備 

専

業 

●自己負担が発生す

る故障修理全般にﾘｻ

ｲｸﾙ部品を使用 

●機能部品の交換で

はﾘｻｲｸﾙ部品を積極

的に使用 

●外装部品の交換で

はﾘﾕｰｽ部品が新品

と比べて価格差が小

さい場合もあり、納期

など他ﾆｰｽﾞを確認し

対応 

 

【説明内容】 

●価格差 

●納期 

●部品の特性 

●部品の状態 

●故障ﾘｽｸ 

 

【情報発信ﾂｰﾙ】 

●部品商作成ﾂｰﾙ 

●「ﾘｻｲｸﾙ部品取扱

い店」であることを店

頭掲示 

●部品商提供の状態

を示す詳細な写真 

 

●見積書・納品書にﾘ

ｻｲｸﾙ部品を使用する

ことを明記・説明 

●外装部品交換を希

望するﾕｰｻﾞｰに新品

部品とﾘﾕｰｽ部品の

両方の価格を示す 

●複数部品商から購

入 

●一部のﾘﾕｰｽ部品

を地元の解体事業者

から直接購入 

●外装部品の在庫は

少ない 

●機能部品の在庫は

ある 

特になし *1 ﾘｻｲｸﾙ部品を使うか否かは、自己負担の有無で変わる。 

自己負担が無い場合は新品部品を使うことが多いが、保険等級制度の改定により保険を使わず修理費用を抑えたいﾕｰｻﾞ

ｰが増えており、ﾘｻｲｸﾙ部品の利用は増えている。 

機能部品の交換にﾘﾋﾞﾙﾄ部品の使用は当たり前となっており、価値が低いｸﾙﾏの機能部品に新品部品を充てるということ

はない。 

*2 ﾘｻｲｸﾙ部品の存在を知っているﾕｰｻﾞｰが殆どであるが、知らないﾕｰｻﾞｰに対してはしっかりと説明する。 

外国製の新品部品は生産国によって品質にﾊﾞﾗつきが大きいと感じる。 

ﾘｻｲｸﾙﾊﾞｯﾃﾘｰやﾘﾕｰｽﾀｲﾔについては、品質に不安があるので、ﾕｰｻﾞｰに勧めていない。 

外装部品について価格・品質の両方を重視するﾕｰｻﾞｰが多いが、昔と比べると完璧に外装を直すﾕｰｻﾞｰは減っている。 

機能部品について、低価格を重視するﾕｰｻﾞｰもいれば、品質・耐久性を重視するﾕｰｻﾞｰもいる。 

*3 外装部品の交換時、未塗装ﾘﾕｰｽ部品、塗装済ﾘﾕｰｽ部品、新品部品の 3 種類を提案することがある。 

*4 複数の部品商から仕入れている。写真などを用いて部品の状態を詳細に知らせてくれる。 

ただ、ﾘﾕｰｽ部品の品質は写真での判断が主となり、実物の品質に差があることもある。 

この場合、ﾕｰｻﾞｰに提供するわけにはいかないので、部品商に返品することとなる。 

*5 車種多様化により、人気車と不人気車とで在庫量に差がある。 

*6 日常的にﾘｻｲｸﾙ部品を使っており、課題はないと思う。 

F’ 
事

業

者 

整

備 

専

業 

●自己負担が発生す

る故障修理全般にﾘｻ

ｲｸﾙ部品を使用 

●機能部品の交換で

はﾘｻｲｸﾙ部品を積極

的に使用 

●外装部品の交換で

はﾘﾕｰｽ部品が新品

と比べて価格差が小

さい場合もあり、納期

など他ﾆｰｽﾞを確認し

対応 

【説明内容】 

●価格差 

●納期 

●部品の特性 

●部品の状態 

●故障ﾘｽｸ 

 

【情報発信ﾂｰﾙ】 

●ﾘﾕｰｽ部品を使う場

合は、状態を示す詳

細な写真 

●見積書・納品書にﾘ

ｻｲｸﾙ部品を使用する

ことを明記・説明 

●外装部品交換を希

望するﾕｰｻﾞｰに新品

部品とﾘﾕｰｽ部品の

両方の価格を示す 

●ﾘﾋﾞﾙﾄ部品について

はﾘﾋﾞﾙﾄ部品ﾒｰｶｰか

ら直接購入 

●ﾘﾕｰｽ部品について

は地元の解体事業者

から直接購入 

●外装部品の在庫は

少ない 

●機能部品の在庫は

ある 

特になし *1 自己負担となる一般整備や故障修理において機能部品を交換する場合はﾘﾋﾞﾙﾄ部品を使うことが当たり前となってい

る。ﾕｰｻﾞｰもﾘｻｲｸﾙ部品を使うことが当然だと思っており、知らないﾕｰｻﾞｰはいない。 

法人ﾕｰｻﾞｰには納期を優先されることがあり、この場合はﾕｰｻﾞｰの同意を得たうえで新品を使うことがある。 

全般的に環境の事を考えてﾘｻｲｸﾙ部品を使うﾕｰｻﾞｰは少なく、ほとんど価格重視である。 

ﾕｰｻﾞｰが事故の被害者である場合、加害者側の保険会社からﾘｻｲｸﾙ部品を使うように要請を受けることがある。 

保険会社からもﾕｰｻﾞｰに対してﾘｻｲｸﾙ部品を使用することを説明してもらいたい。 

*2 ﾘﾋﾞﾙﾄ部品を使うﾕｰｻﾞｰに対しては、主に価格や故障ﾘｽｸを説明する。 

外装部品にﾘﾕｰｽ部品を使うﾕｰｻﾞｰに対しては傷などの部品の状態を写真などを用いて詳細に説明する。 

機能部品にﾘﾕｰｽ部品を使うﾕｰｻﾞｰに対しては使用距離などの部品の状態を詳細に説明する。 

ﾕｰｻﾞｰはﾘｻｲｸﾙ部品がどういうものか知っているため、口頭で違いを説明するのみ。 

外装部品の交換を希望するﾕｰｻﾞｰに対しては新品部品とﾘﾕｰｽ部品の両方の価格を示す。 

*3 納車時にﾕｰｻﾞｰに対してﾘﾋﾞﾙﾄ部品の保証内容は説明しない。ﾘﾋﾞﾙﾄ部品が故障した時に説明することとしているが、

ほとんど故障はなく、信用できるものとなっている。 

*4 部品商を通さず、部品ﾒｰｶｰや解体事業者から直接仕入れた方が納期短縮が図られ、ｺｽﾄも安くなる。 

*5 車種や部品によって在庫量にばらつきがある。 

*6 ｸﾙﾏの品質があがり、故障の頻度が少なくなったと感じる。 

日常的にﾘｻｲｸﾙ部品を使っているが、品質や在庫状況などに特段の問題はない。 
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<表 11  整備事業者のユーザーに対するリサイクル部品に関する情報提供等の現況 （その４）> 

 

事

業

者 

業

態 

ﾘｻｲｸﾙ部品を使用す

る自動車の修理形態 

 

*1 

ﾕｰｻﾞｰへの説明内容

と情報提供ﾂｰﾙ 

 

*2 

ﾘｻｲｸﾙ部品利用に係

るﾕｰｻﾞｰからの同意・

確認方法 

*3 

ﾘｻｲｸﾙ部品の仕入れ

方法 

 

*4 

ﾘｻｲｸﾙ部品の在庫量

の状況 

 

*5 

ﾘｻｲｸﾙ部品の利用促

進に向けた課題等 

 

*6 

備考 

G’ 

事

業

者 

整

備

専

業 

●自己負担が発生す

る故障修理全般にﾘｻ

ｲｸﾙ部品を使用 

●機能部品の交換で

はﾘｻｲｸﾙ部品を積極

的に使用 

●外装部品の交換で

はﾘﾕｰｽ部品が新品

と比べて価格差が小

さい場合もあり、納期

など他ﾆｰｽﾞを確認し

対応 

【説明内容】 

●価格差 

●納期 

●部品の特性 

●部品の状態 

●故障ﾘｽｸ 

 

【情報発信ﾂｰﾙ】 

●整備振興会作成の

説明ﾂｰﾙ、ﾎﾟｽﾀｰ 

●「ﾘｻｲｸﾙ部品取扱

い店」であることを店

頭掲示 

●ﾘﾕｰｽ部品を使う場

合は、状態を示す詳

細な写真 

●見積書・納品書にﾘ

ｻｲｸﾙ部品を使用する

ことを明記・説明 

●外装部品交換を希

望するﾕｰｻﾞｰに新品

部品とﾘﾕｰｽ部品の

両方の価格を示す 

●複数部品商から購

入 

 

●外装部品の在庫は

少ない 

●機能部品の在庫は

ある 

●ﾘｻｲｸﾙ部品がﾘｺｰ

ﾙ対象となった場合、

ﾕｰｻﾞｰに分かるように

した方がよい 

 

*1 自己負担となる一般整備や故障修理において高価な新品部品の代わりにﾘｻｲｸﾙ部品をﾕｰｻﾞｰに提案することが殆ど。

ﾘｻｲｸﾙ部品を積極的に提案することで、他事業者との差別化を図っている。機能部品については、最初からﾘﾋﾞﾙﾄ部品で

提案することが多い。外装部品については、ﾘﾋﾞﾙﾄ部品が少ないので、ﾘﾕｰｽ部品もしくは新品部品での提案になるが、きっ

ちりと修理を行うか否か、ﾕｰｻﾞｰ判断になる。保険修理の場合は、品質のﾘｽｸが少ないため新品を使用することが多い。保

険会社側からﾘｻｲｸﾙ部品を使うように要請を受けることがあるが、この要請については保険会社側からもﾕｰｻﾞｰに直接説

明してもらうようにしている。 

*2 同じﾘｻｲｸﾙ部品があった場合、ﾕｰｻﾞｰから選択を任されることが殆どであり、この場合、これまでの経験から一番適し

た部品を選択する。納期については、新品部品、ﾘｻｲｸﾙ部品の在庫次第で、早い場合もあれば、1 ヶ月程度待たされるｹｰ

ｽもあり、ﾏﾁﾏﾁである。ﾘｻｲｸﾙ部品を知らないﾕｰｻﾞｰに対してはきっちりと説明するようにしているが、大抵のﾕｰｻﾞｰはﾘｻｲ

ｸﾙ部品の存在を知っている。 

*3 ﾕｰｻﾞｰへの提案に際しては、新品部品やﾘｻｲｸﾙ部品の価格や品質が比較できるように概算見積を作成するようにして

いる。 

*4 部品を探す手間を考えると、部品商に依頼する方が効率的である。部品を探す手間を極力かけず、自分は分解整備等

の作業に専念したい。部品商に依頼すると納期も教えてくれるため、ﾕｰｻﾞｰへの説明は楽になった。最近は純正部品を仕

入れるﾈｯﾄﾜｰｸでもﾘﾋﾞﾙﾄ部品を仕入れることができるようになり便利になった。 

*5 部品の供給量については特に困っていない。当然だが人気がないｸﾙﾏの部品は見つからないし、輸入車のﾘｻｲｸﾙ部品

の在庫は少ない。 

*6 ﾘｺｰﾙ対象であるか否かは車台番号や型式などで管理されていると思われるが、取替えたﾘｻｲｸﾙ部品そのものがﾘｺｰﾙ

対象となった場合、ﾕｰｻﾞｰはどのようにしたらその事が分かるのだろうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



56 

 

ⅶ）自治体における情報提供等の現況：自治体に対するアンケート結果及び Web 等の調

査結果の整理 

 

国が行った全国 119 自治体（都道府県・保健所設置都市）へのアンケート調査の結果

について、自治体の Web ページで掲示する自動車リサイクルに関する情報の現況を「自

動車リサイクル法関連Webページの有無」、「登録・許可事業者情報の公開有無」、「その

他、自治体 Web ページに掲示する情報例」の観点で確認した。 

その結果は以下のとおりである。 

 

【自動車リサイクル法関連 Web ページの有無】 

アンケートの結果、以下のとおり 119 自治体の全てが自動車リサイクル法関連のWeb

ページを設定している。 

 

事 項 有 無 

自動車リサイクル法 

関連 Web ページの有無 
119 自治体 0 自治体 

 

【登録・許可事業者情報の公開有無】 

アンケートの結果、以下のとおり 95 自治体は登録事業者・許可事業者の情報を公開し、

8 自治体は登録事業者もしくは許可事業者のどちらかの情報を公開している。そして、16

自治体は事業者情報を公開していない。 

 

事 項 公開 一部公開 * 非公開 

登録・許可事業者情報 

の公開有無 
95 自治体 8 自治体 16 自治体 

 *「登録事業者」もしくは「許可事業者」のどちらかの情報を公開している自治体 

 

事業者情報を公開していないと回答する全自治体に対して、その理由をヒアリングした

ところ、主に次の回答があった。 

 

 事業者情報を紙原簿で管理しており、常時閲覧ができるようにしている。 

 自動車リサイクル情報システムで公開されている事業者情報にリンクを貼っている。 

 近年、中核市になった関係でまだ Web ページが未整備であり、今後他の自治体を参

考にして整備していく予定である。 
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【自治体 Web ページに掲示されるその他の情報例】 

自治体の情報発信・共有の取組の実態をより詳細に把握するために、11 自治体の

Web ページに掲示される自動車リサイクルに関する情報の内容を調査した。 

その結果は表 14 であり、概況は以下のとおりである。 

 

 全ての自治体の Web ページに自動車リサイクル法の概要が掲示されている。 

 ユーザー向けと事業者向けの情報の区分はしていない。 

 自治体によっては登録及び許可事業者の情報が Web ページに掲示されていない。 

 自治体によっては古い情報がWeb ページに掲示されたままになっている。 

 

<表 14 自治体Web ページに掲示される情報例> 

 

（凡例）○：掲示有り ●：一部の情報のみ掲示  ▲：情報が古い ×：掲示無し 

掲示項目 
自治体 

A B C D E F G H I J K 

自動車ﾘｻｲｸﾙ法の概要 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

登録・許可事業者情報一覧 ○ ●*1 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

行

為

義

務 

等 

情

報 

引取業者 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

ﾌﾛﾝ類回収業者 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

解体業者 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

破砕業者 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

各

種

手

続 

情

報 

登録・許可の申請様式 ○ ●*2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

変更・廃止届出等様式 ○ ●*2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

申請届出手続の説明 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

自動車ﾘｻｲｸﾙ情報ｼｽﾃﾑ

への登録手続の説明 
× ○ × ○ ○ ○ × × ▲ ○ × 

各種実務ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・ﾏﾆｭｱﾙ等 × × ○ × × ○ ○ × ●*2 × ○ 

*1 登録業に関する情報のみを掲示 

*2 許可業に関する情報のみを掲示 
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【環境学習施設を利用した情報発信の取組例】 

自治体の中には、環境学習施設を利用した情報発信に取組む自治体があり、その取

組事例は以下のとおりである。 

 

 情報発信の内容 

A 

自 

治 

体 

【循環型社会づくりに向けての「パネル」の掲示】 

 

 

 

B 

自 

治 

体 

【環境学習センターでの展示内容】 

 

C 

自 

治 

体 

【エコタウンセンターでの取組】 

 

 

リサイクル工場やエネルギー施設

を見学します。 

自動車やテレビを解体する様子や

大きな風力発電機を間近で見る

と、その迫力に圧倒されます。 

見学の中で、みなさんいろいろな

発見をしています。 
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２．２ 関係主体における情報発信・共有に関する課題 

 

検討会での議論を踏まえ、自動車リサイクルシステムの更なる発展に向けた情報発

信・共有の取組に関する課題を、次のとおり共通的な課題と関係主体における個別的な

課題とに大別し、整理した。 

 

（１）関係主体における共通的な課題 

 

関係主体における情報発信・共有全般に関する共通的な課題は次のとおりである。下

記の分類の意味については３．１で詳述する。参照願いたい。 

 

ⅰ）発信者が主体的に対応すべき課題 

①「目的とする情報がない」等に関する課題 

・各主体が発信する情報のなかには目的が不明確なものがある。 

・目的とする情報が関連する事業者のホームページから見つけられない。 

・情報を発信・提供されても、どのように見ていいかわからない。 

 

②「必要なタイミングで必要な情報が得られない」等に関する課題 

・自動車の購入時、使用時、使用済時等の各時点でユーザーが必要とする情報が混

在しており、分かりにくい。 

・ユーザー向けの情報と一般的な国民・市民向けの情報が混在しており、分かりにく

い。 

・子ども向けの分かり易い情報の掲載が少ない。 

 

ⅱ）発信者が受信者の意向を踏まえて対応すべき課題 

①「目的とする情報が見つけづらい」等に関する課題 

・目的とする情報が関連する事業者のホームページで見つけづらい。 

・情報を発信・提供されても、どのように見ていいかわからない。 

 

②「使われる用語・表現に統一感がない等により分かりにくい」等に関する課題 

・「逆有償」、「廃車」、「リサイクル部品」などの用語では定義があいまいであり、ユー

ザーに誤解を与える可能性がある。用語の使い方に統一感がなく、各主体特有の表

現や特別な専門用語が使われ、分かりにくい。 

・自動車リサイクルに関する図・表などでも表現法が統一されておらず、分かりにく

い。 
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③「事業者間や地域間の比較や取組の進歩度の比較がしづらい」等に関する課題 

・事業者間で情報開示に差があり、またその内容も統一されていない。このため比較

ができない場合が多い。 

・地域によって登録・許可業者情報の開示に差があり、地域性などの比較ができな

い。 

・各主体の情報の出し方に統一感がないため、比較が難しく、適切な判断ができな

い。 

 

④「情報の定量化の方法、前提条件などが分かりにくい」等に関する課題 

・各種取組の定量的な実績の算定根拠などの記載が少なく、検証などが行えない。 

・情報を活用しようとしても、時系列的な整備が不十分であったり、集約されていない

ため、取扱いづらい。 
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（２）関係主体における個別的な課題 

 

関係主体における情報発信・共有に関する個別的な課題は次のとおりである。 

 

ⅰ）自動車製造業者等の情報発信・共有に関する課題 

 

 自動車製造業者等に関しては、環境配慮設計についての情報発信・共有の観点と再生

資源利用についての情報発信・共有の観点の課題に分けて整理した。 

 

a） 環境配慮設計についての情報発信・共有に関する課題 

 

【ユーザー向けの情報発信】 

自動車製造業者等による環境配慮設計の取組に関する情報提供については、現在

公表されている情報では自動車リサイクルにおける重要性やユーザーへの社会的便

益など、その取組の位置付けが分かりにくいものとなっている。  

また、環境配慮設計の取組に関する情報は、専門用語が多く、各自動車製造業者で

用語の使い方などに差があるため、比較ができず分かりにくい状況にある。 

このようなことから、自動車リサイクルにおける環境配慮設計の重要性、社会的便益

の理解を促すといった情報発信の目的を意識し、用語の使い方やその進捗状況の定

量的・定性的な評価など、より分かりやすい情報発信の取組の必要性が指摘されてい

る。 

 

 自動車製造業者等は、環境配慮設計の情報について、幅広くユーザーの誰もが理

解できるように用語の使い方の整理を始め特別な専門用語を使わないこと等を意

識し、また定量的・定性的な評価等によりその進捗状況が判断できるよう、より分か

りやすい情報発信に取組むべきではないか。 

 

【解体事業者との情報共有】 

自動車製造業者等と解体事業者の連携を通じ、「リユース拡大・リサイクルの質の向

上と社会的コスト低減の好循環」を実現するうえで必要な環境配慮設計の効率的な導

入等に向けた情報共有の必要性について指摘がされているところである。 

 

 自動車製造業者等と解体事業者は、連携して環境配慮設計の効率的な導入等に

向けた情報共有に取組むべきではないか。 

 

 

 



62 

 

 

b） 再生資源利用についての情報発信・共有に関する課題 

 

自動車製造業者等による再生資源利用の取組に関する情報提供については、現在

公表されている情報では自動車リサイクルにおける重要性やユーザーへの社会的便

益など、その取組の位置付けが分かりにくいものとなっている。  

また、専門用語が多く、各自動車製造業者で用語の使い方などに差があり、指標化

や定量化のベースになる算定根拠や前提条件にも差があるため比較ができない状況

にある。 

このようなことから、自動車リサイクルにおける再生資源利用の重要性、社会的便益

の理解を促すといった情報発信・共有の目的を意識し、用語の使い方や定量化にする

数値表現の導入等により、より分かりやすい情報発信・共有の取組の必要性について

指摘がされているところである。 

 

 自動車製造業者等は、再生資源利用状況について、幅広くユーザーの誰もが理解

できるように、用語の使い方や定量的な情報の整理を始め、特別な専門用語を使

わないこと等を意識した、より分かりやすい情報発信に取組むべきではないか。 
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ⅱ）引取業者の情報発信・共有に関する課題 

 

 引取業者に関しては、ユーザーに対する情報発信の観点と引取業者間の情報共有の

観点、さらには前者のうちの個別の課題としてマイナンバー情報の取扱い及び使用済自

動車の価格情報の開示の観点に分けて整理した。 

 

a） ユーザーに対する情報発信の取組に関する課題 

ヒアリングの結果、一部の業態の引取業者では、自社の判断基準に基づき、中古自

動車又は使用済自動車を明確に区分したうえで、それぞれの査定を行い、査定結果等

をユーザーに分かりやすく説明を行っていた。そして、使用済自動車として引取る際に

は、ユーザーの意思確認に署名捺印を求める『使用済自動車引取依頼書』の取交しを

行うなど、ユーザーに対して質の高い情報発信・共有の取組を実施している。 

しかしながら、JARC のユーザーアンケートの結果に見られるように、こうした取組は

一部の業態の引取業者に限られており、十分には浸透していない。使用済自動車引取

依頼書の記載事項についても用語の統一化を図る取組は未だ途上にあり、更なる進展

が必要との指摘がなされている。 

また、引取業者がユーザーに対して使用済自動車の資源的価値の説明を行わず、

使用済自動車本体を無償で引取る行為は、消費者契約法における「不実告知」や「不

利益事実の不告知」などに関する問題等も生じる可能性がある。このような引取業者と

ユーザー間の「情報の非対称性」(*)の解消に向けた取組の必要性について指摘がなさ

れている。 

(*) 情報の非対称性とは、事業者とユーザー間の取引において、事業者の持つ商品・サービスの品質等に

関する情報と、ユーザーの持つ情報との間に差がある状況のことであり、情報が一方に偏っていること

から、情報の偏在ともいわれることがある。こうした状態での取引は公平性・公正性を妨げると考えられ

る。 

 

 引取業者は、『使用済自動車引取依頼書』への記載事項や用語の統一化に向けて

取組むべきではないか。 

 引取業者は、使用済自動車の引取りにあたって、ユーザーとの公平・公正な取引の

推進のため価格情報の発信に積極的に取組むべきではないか。 

 

b） 引取業者間の情報共有の取組に関する課題 

先述のとおり、ヒアリングの結果では一部の業態の引取業者ではユーザーに対して

質の高い情報発信の取組が行われていることは判明した。一方で不十分な取組状況

の引取業者が存在するのも事実である。 

使用済自動車の適正な国内流通を図るうえで、引取業者の果たすべき役割は大きく、

全ての引取業者がベストプラクティス（好事例）に準拠した取組をを展開すべきとの指摘
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がなされている。 

 

 引取業者あるいはその関係団体は、使用済自動車の引取時におけるユーザーへ

の情報発信についてベストプラクティス（好事例）を収集、取りまとめ、全ての引取業

者がこれに準拠するように努めるべきではないか。 

 

c） マイナンバー情報の取扱いに関する課題 

引取業者へのヒアリングのなかで、重量税還付の関係でユーザーのマイナンバー情

報の取扱いが新たな課題になっていることがわかった。 

引取業者は使用済自動車の引取りの際、ユーザーがその所有権を保持する場合に

は重量税還付手続きを代行する際に、ユーザーのマイナンバーを提供してもらう必要

が生じる。マイナンバーは個人情報として極めて重要性が高く、その管理には慎重を要

する。こうした状況から、以下の 3 つの方法による重量税還付手続きがあることをユー

ザーにしっかりと説明したうえで選択・対処してもらうなど、ユーザーに対して十分な情

報提供を行い、その理解を得て手続きを進めることが肝要である。 

①ユーザーに対して重量税還付相当額の支払いを行い、使用済自動車を自社名義

に変更した後で引取業者自らが重量税還付請求の手続きを行う方法 

②ユーザーからマイナンバー情報を得て重量税還付の代行手続きを行う方法 

 （ただしマイナンバー情報の取扱いに際しては、管理方法等について留意が必要） 

③ユーザー自身が自ら重量税還付請求の手続きを行う方法 

 

 引取業者は、重量税還付手続きに関して、ユーザーの理解を得たうえで重量税還

付手続きの方法を選択してもらうため、十分な情報提供に取組むべきではないか。 

 

d） 使用済自動車の価格情報の開示に関する課題 

使用済自動車の価格情報は、ユーザーが使用済自動車の資源的価値を理解したう

えで主体的な選択を行うために不可欠のものである。また、自動車リサイクル法の制定

においては、新車あるいは中古車の購入時に、リサイクルに要する費用を負担願うこと

によって廃棄時には有価で買取りを受けることができるようにし、ユーザーに経済的イ

ンセンティブを付与して不法投棄の防止を図るとともに使用済自動車を適正な引取業

者に引き渡すように企図している。 

ユーザーは通常、使用済自動車の価格情報を知ることが困難である。こうした状況

のなかで、使用済自動車の無償引取りが一部の引取業者で行われ、ユーザーに不利

益な状態が生まれている。 

何らかの方法で地域毎の価格情報を集約・公表するなど、引取業者やその関連団体

等が使用済自動車の価格情報の開示に向けた取組を行う必要性が強く指摘されてい

る。 
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 引取業者は、何らかの方法で使用済自動車の価格情報の開示に向けて取組む必

要性があるのではないか。 

 

ⅲ）整備事業者、解体事業者並びにリサイクル部品供給事業者の情報発信・共有に関す

る課題 

 

上記の整備事業者等に関してはリサイクル部品の利用促進に向けた、ユーザーへの

情報発信の観点の課題について整理した。一方、事業者間の情報共有の課題として、

（一社）日本ELVリサイクル機構が取組む自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格

化について言及した。 

 

a） ユーザーに対するリサイクル部品等に関する情報発信の取組に関する課題 

整備事業者へのヒアリングの結果、整備事業者、解体事業者並びにリサイクル部品

供給事業者によるリサイクル部品の利用促進に向けた情報発信の取組により、ユーザ

ーにリサイクル部品が徐々に浸透しており、一定の成果が出ているものの、新品部品

等と比べるとその普及状況は足踏みしている状況にあることがわかった。 

一方で、損害保険会社でも自動車保険においてリサイクル部品の活用を進めている。

こうした状況から関連事業者の連携を強化し、ユーザーのリサイクル部品の認知度向

上及び利用拡大に向けて情報発信・共有に取組む必要性があると指摘されている。 

 

 整備事業者、解体事業者並びにリサイクル部品供給事業者は、更なるユーザーの

リサイクル部品の認知度向上及び利用拡大のため、ユーザーの理解の促進に向

けて、損害保険会社や部品商などの他業態と連携して情報発信・共有に取組むべ

きではないか。 

 

b) 自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格化に関する課題 

（一社）日本 ELV リサイクル機構が取組む「自動車補修用リサイクル部品のラベリン

グ規格に関する JIS の開発」について、使用済自動車の信頼性ある走行距離情報の入

手やその管理方法等の実現性の整理の必要性について意見がされているところであ

る。 

 

 （一社）日本 ELV リサイクル機構と JARC は、「自動車補修用リサイクル部品のラベ

リング規格に関する JIS の開発」の実現に向け、連携していくべきではないか。 
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ⅳ）自治体の情報発信・共有に関する課題 

 

自治体に関しては、ユーザーに対する情報発信の観点と自治体間の情報共有の観点

の課題に分けて整理した。 

 

a） ユーザーに対する情報発信の取組に関する課題 

ユーザーが主体的に優良な事業者を選択できるようにするためには、引取業者や解

体業者などの事業者情報を積極的に公開していく必要性が指摘されている。 

また、自治体が行う周辺環境や生活環境を保全するための事業者指導の意義を更

に高める観点での取組が必要ではないかとの指摘があった。具体的な方策として先進

的な事業者向けの指導マニュアル等を作成・公開・共有などが挙げられた。 

 

 自治体は、ユーザーが主体的に優良な事業者を選択できるように引取業者や解体

業者などの事業者情報を積極的に発信していくべきではないか。 

 自治体は、地域の周辺環境や生活環境を保全するための事業者指導の意義の周

知を図っていく必要がある。指導の妨げにならない範囲で、基本的考え方等を含む

資料を作成し、関連事業者やユーザー等に対しても公開していくべきではないか。 

 

b） 自治体間の情報共有の取組に関する課題 

検討会においては、自動車リサイクル情報システムを積極的に活用している自治体

のベストプラクティス（好事例）や成果などを他自治体と共有していく取組の必要性が指

摘された。 

また、各自治体が作成する外国人事業者向けの指導マニュアル等の共有化や自動

車リサイクルに関する動画やパネルなどの製作物の相互利用など、自治体間や国、

JARC との積極的な連携をベースにした活動を通じて、より効率的・効果的な対応を図

り、行政コストを低減していく取組の必要性について指摘があった。 

この他、学校教育で活用され、自治体が制作する「環境読本」などの教材作成への

自動車リサイクルに関する情報提供も重要であるの指摘もあった。 

 

 自動車リサイクル情報システムを積極的に活用している自治体のベストプラクティ

スやその成果などを、自治体間で共有することは有効であり、国や JARC と連携し

て、例えば国が主催する行政連絡会議等の場を活用して、その進展を図るべきで

はないか。 

 自治体・国並びに JARC の連携の基で、先進的な外国人事業者向けの指導マニュ

アルや自動車リサイクルに関する種々の動画・パンフレットやパネルなどの製作物

等を共通情報と位置づけ、普及を図るべきではないか。これにより効果的・効率的

な自治体対応が実現でき、行政コストの削減にも夕となるのではないか。 
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ⅴ）JARC の情報発信・共有に関する課題 

 

JARCに関しては、JARCが管理する使用済自動車の再資源化状況等のデータの活用

と自動車リサイクルシステムの普及啓発に向けた情報発信、加えて自動車リサイクル情

報システムのユーザービリティの改善並びにフレキシビリティの拡充の観点の課題に分

けて整理した。 

 

a） JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等のデータの活用に関する課題 

JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等のデータは、事業者情報や自動

車関連情報などを一定のルールに従い蓄積してきたものである。 

そのうち、例えば情報管理センターが自治体に提供する「遅延報告データ」は有用性

が高く、使用済自動車の不適切処理に進展する可能性がある事業者への立入等に活

用されている。 

上記事例にならい、自治体を始めとする関係主体と連携しつつ、新たなデータ活用

方法の検討を行い、更なる発展的なデータ活用に繋げていく必要性が指摘された。 

また、JARC は予め情報発信の順法性、目的、優先順位、費用対効果などの情報公

開の基本的な考え方を整理したうえで、実現可能なものから積極的に情報発信に取組

んでいくべきではないかとの指摘がされている。 

 

 JARC は、自治体を始めとする関係主体との連携しつつ、JARC が管理する使用済

自動車の再資源化状況等のデータの新たな活用法の検討を行い、更なる発展的な

データ活用に繋げていく取組を行うべきではないか。 

 JARCは、再資源化関連データの活用に際して、予め個人情報の取扱いなどの順

法性を始め、情報発信の目的、活用方法、優先順位、費用対効果など情報発信の

原則となるルールを定めるべきではないか。 

 

b） 自動車リサイクルシステムの普及啓発に向けた情報発信に関する課題 

JARC が実施している自動車リサイクルシステムの普及啓発に向けたユーザーへの

情報発信の内容・方策等について、抜本的な改善が必要であるとの指摘がなされた。 

具体的には、ユーザー向けの情報と国民向けの情報を分けて考え、それぞれに適し

た情報発信の内容・方策を考えることや、自動車購入時・使用時・使用済時などの時間

軸でのユーザーが必要とする情報を適時・的確に提供すること、またユーザーがアクセ

スし易く、かつ分かり易い情報発信に取組むことなどが指摘された。加えて、こうしたの

情報発信の取組について適宜、効果の検証を行い、自動車リサイクルの更なる発展に

向けた積極的かつ持続的な情報発信を行っていくべきとされた。 
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 JARCは、自動車リサイクルの認知向上や普及啓発に向けて、その目的や適時・適

宜性や理解容易性・取得容易性等に配慮した情報発信の内容・方策等の改善を行

い、その効果検証に取組むべきではないか。 

 

c） 自動車リサイクルの更なる発展に資する情報収集に関する課題 

自動車リサイクルシステムの円滑な運営を補完する指定法人として、自動車リサイク

ルの更なる発展に向けた取組を着実に進めていくために、公益・中立的な立場で恒常

的にユーザーの自動車リサイクルに関する認知状況やニーズの把握に努め、加えて自

動車リサイクルシステムの円滑な運営やその向上に資する客観的な情報の収集に取

組む必要性について指摘がなされた。 

 

 JARCは、自動車リサイクルの更なる発展に資するようにユーザーアンケートやヒア

リング等の実施によってユーザーの認知状況やニーズの把握に努めべきではない

か。 

 自動車リサイクルシステムの円滑な運営やその向上に資する客観的な情報の収集

に取組むべきではないか。ここでいう円滑な運営に資する客観的情報については、

全国の不適正保管や不法投棄に関する情報や日本を初めとする世界の経済・金

融等の情報、今後の資源問題の動向、次世代自動車の普及予測などが考えられ

る。また自動車リサイクルシステムの向上に資する客観的な情報については、自動

車リサイクルにおけるマテリアルバランスの現状と経緯・予測や世界各国との比較、

リサイクル部品等の活用促進策の検討等に資する情報収集などが挙げられる。 

 

d) 自動車リサイクル情報システムのユーザービリティの改善に関する課題 

国が自治体に対して実施したアンケート調査の結果では、自動車リサイクル情報シ

ステム（以下、「情報システム」という。）のユーザービリティの改善に関する要望が多く

寄せられた。これまで JARC が行ってきた利用者ニーズへの対応が限定的であること

がわかった。 

今後、ヒアリングの対象の拡大等を通じてニーズ把握の強化に努めるとともに、自治

体との連携により情報システムのニーズと課題の共有化を図っていくことの必要性が指

摘された。 

 

 JARCは、自動車リサイクル情報システムのユーザービリティを改善する観点で、定

常的な情報システム利用者のニーズの把握及び自治体との連携による課題・ニー

ズの共有化に取組むべきではないか。 
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e) 自動車リサイクル情報システムのフレキシビリティの拡充に関する課題 

現在の情報システムは、平成 17 年 1 月の自動車リサイクル法の本格施行時に求め

られた要件に応えるために設計されたものである。施行 10 年を超えて安定稼動を続け

ているものの、将来の自動車リサイクルシステムの革新・高度化に備え、フレキシビリテ

ィを拡充を中心とした大幅な刷新を考慮しておく必要があるとの指摘がなされた。 

 

 JARC は、自動車リサイクル情報システムのフレキシビリティを拡充する観点で、将

来の自動車リサイクルシステムの変革や情報システムの利用の高度化を見据えて、

中長期的活動として今後の大規模刷新で情報システムに盛込むべき要件の検討を

進めるべきではないか。 



70 

 

２．３ 関係主体における情報発信・共有の役割 

 

（１）関係主体の自動車リサイクル法上の役割 

 

自動車リサイクルシステムには、自動車所有者（これまでユーザーとしてきたが、法制

度上ではこの呼称となる。）を始め、自動車製造事業者、自動車輸入事業者、自動車販

売事業者、自動車整備事業者、自動車解体事業者、シュレッダー事業者、ASRリサイクル

事業者など多岐にわたる主体が関与する。 

このうち、自動車リサイクル法で定める自動車製造事業者等及び解体業者、引取業者、

自動車所有車、国・自治体の関係主体の主な役割は次のとおりである。 

<表14 関係主体の自動車リサイクル法上の役割> 

関係主体 自動車リサイクル法上の主な役割 

自 

動 

車 

所 

有 

者 

【第 5条関連】 

・自動車購入時、再資源化等の実施に配慮して製造された自動車の選択 

・自動車長期使用による使用済みの抑制 

・自動車修理時、ﾘｻｲｸﾙ部品の使用 

【第 8条関連】 

・使用済自動車の引渡義務 

自 

動 

車 

製 

造 

業 

者 

等 

【第 3条関連】 

・環境配慮設計・再生資源利用への取組 

・再資源化等に要する費用低減化への取組 

・自動車の構造又は使用した部品もしくは原材料に関する情報提供・協力 

【第 21 条、第 22 条関連】 

・特定再資源化等物品の引取し義務、引取基準の設定と公表 

【第 25 条、26 条関連】 

・特定再資源化等物品の再資源化の実施義務等 

【第 27 条関連】 

・特定再資源化等物品の再資源化等状況の公表 

【第 34 条関連】 

・再資源化等に係る料金の公表等 

引 

取 

業 

者 

【第 4条関連】 

・再資源化等に係る料金その他の事項の周知 

・ﾕｰｻﾞｰの使用済自動車の引渡しの円滑化 

【第 9条関連】 

・使用済自動車の引取り義務 

・再資源化預託金等の預託確認の義務、預託告知の義務 

解 

体 

業 

者 

【第 4条関連】 

・再資源化を適正かつ円滑に実施 

・再資源化に関する知識及び能力の向上 

【第 16 条関連】 

・有用な部品を分離して部品その他の一部として利用できる状態等の実現 

国 

・ 

自 

治 

体 

【第 6条、第 7条関連】 

・再資源化等に関する研究開発の推進 

・再資源化等に関する成果の普及等 

・再資源化等に要した費用に関する情報提供 

・再資源化により有効利用された資源量等に関する情報提供 

・広報活動等による国民の理解の深化  等 

・再資源化等の促進に関する必要な措置の実施 

【第 19 条、第 20 条関連】 

・関連事業者への指導及び助言、勧告及び命令 

【第 24 条、第 26 条、第 35条、第 37 条関連】 

・自動車製造業者等に対する勧告、指導及び助言 
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（２）関係主体の役割と情報発信・共有の関係 

 

自動車リサイクルにおいて様々な情報発信・共有が求められるなかで、その実施を担

う関係主体と役割の内容に関し、整理・検討が必要である。 

情報発信・共有の要請に対して柔軟に応えていくためには、関係主体による自主的か

つ発展的な対応や積極的な相互連携による取組が重要となる。 

そこで、検討会においては、このような関係主体の自主的かつ発展的な対応、積極的

な相互連携による取組の円滑化を促進するため、これらの規範となる情報発信・共有の

役割に関する基礎的整理を、上記法令上定められる役割に基づき、表 15のように整理し

た。 

  

表15では、表の上段で自動車リサイクル法上の関係主体の役割を示しており、上記表

14 の内容と同じである。一方、表の下段では、関係主体が自動車リサイクル法上の役割

を果たすためには、誰が誰に対してどのような情報を提供する必要があるかを示してい

る。 

例えば、「製造等段階（製造事業者等：輸入事業者を含む）」（縦軸）は、「自動車所有者」

（横軸）に対して「環境配慮設計に関する情報」や「再生資源利用に関する情報」、「再資

源化等状況の実績情報」、「再資源化等に配慮して製造された自動車に関する情報」、

「再資源化料金等に関する情報」を提供する必要がある。 
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<表 15 情報発信・共有の役割 （その１）> 

 

《表の見方》 

上の段は、自動車リサイクル法上の関係主体の役割を示している。 

下の段は、自動車リサイクル法上の関係主体の役割が果たすためには、誰が誰に対してどのような情報を提供する必要があるのかを示している。 

 

法 

令 

上 

の 

主 

な 

役 

割 

自動車リサイクル法上の関係主体（上段）／情報発信・共有を受ける主体（下段） 

自動車所有者 自動車製造業者等 引取業者 解体業者 国・自治体 

・自動車購入時、再資源化等の実施に配慮

して製造された自動車の選択 

・自動車長期使用による使用済みの抑制 

・自動車修理時でのﾘｻｲｸﾙ部品の使用 

・使用済自動車の引渡し義務 

・環境配慮設計・再生資源利用への取組 

・再資源化等に要する費用低減化への取組 

・自動車の構造又は使用した部品もしくは原

材料に関する情報提供・協力 

・特定再資源化等物品の引取り義務 

・取基準の設定と公表 

・再資源化の実施義務等 

・再資源化等状況の公表 

・再資源化等に係る料金の公表等 

・再資源化等に係る料金その他の事項の周

知 

・ﾕｰｻﾞｰの使用済自動車の引渡しの円滑化 

・使用済自動車の引取義務 

・再資源化預託金等の預託確認の義務、預

託告知の義務 

・再資源化を適正かつ円滑に実施 

・再資源化に関する知識及び能力の向上 

・有用な部品を分離して部品その他の一部

として利用できる状態等の実現 

・再資源化等に関する研究開発の推進 

・再資源化等に関する成果の普及等 

・再資源化等に要した費用に関する情報提

供 

・再資源化により有効利用された資源量等

の情報提供 

・広報活動等による国民の理解の深化  等 

・再資源化等の促進に関する必要な措置 

・関連事業者への指導及び助言、勧告及び

命令 

・自動車製造業者等に対する勧告、指導及

び助言 

  

関係主体が役割を果たすために必要な情報の内容（一例） 

情

報

発

信 

・ 

共

有

を

実

施

す 

る

主

体 

製造等段階 

(製造事業者等) 

・環境配慮設計に関する情報 

・再生資源利用に関する情報 

・再資源化等状況の実績情報 

・再資源化等に配慮して製造された自動車

に関する情報 

・再資源化料金等に関する情報 

 ・再資源化料金等に関する情報 ・環境配慮設計に関する情報 

・再生資源の利用に関する情報 

・自動車の構造に関する情報 

・使用部品・原材料に関する情報 

・引取基準に関する情報 

 

 

整備段階 

(整備事業者等) 
・ﾘｻｲｸﾙ部品に関する情報 

・自動車長期使用の促進に関する情報 

    

引取段階 

(引取事業者) 

・再資源化料金等に関する情報 

・使用済自動車の引渡しの円滑化に資する

情報 

・使用済自動車の引取り・引渡しに関する情

報 

・再資源化預託金等の預託に関する情報 

・自動車長期使用の促進に関する情報 

   

 

 

解体段階 

(解体事業者) 

・再資源化の実施状況に関する情報 

・ﾘｻｲｸﾙ部品に関する情報 

・自動車長期使用の促進に関する情報 

・再資源化の状況に関する情報 

・解体での有用部品等に関する情報 

 

 

  

自動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃ

ﾑの監督主体 

(行政等) 

・再資源化等に関する成果等に関する情報 

・再資源化等に要した費用に関する情報 

・再資源化により有効利用された資源等に

関する情報 

・広報活動等による国民の理解の深化資す

る情報 

・再資源化等に関する研究開発の推進状況 

・再資源化により有効利用された資源等に

関する情報 

・再資源化等の促進に関する情報 

・自動車製造業者等に対する勧告等、指導

及び助言 

・再資源化等の促進に関する情報 

・関連事業者への指導及び助言、勧告及び

命令 

 

・再資源化等に関する研究開発の推進状況 

・再資源化により有効利用された資源等に

関する情報 

・再資源化等の促進に関する情報 

・関連事業者への指導及び助言、勧告及び

命令 
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<表 15 情報発信・共有の役割 （その２）> 

 

法 

令 

上 

の 

主 

な 

役 

割 

自動車リサイクル法上の関係主体（上段）／情報発信・共有を受ける主体（下段） 

自動車所有者 自動車製造業者等 引取業者 解体業者 国・自治体 

・自動車購入時、再資源化等の実施に配慮

して製造された自動車の選択 

・自動車長期使用による使用済みの抑制 

・自動車修理時、ﾘｻｲｸﾙ部品の使用 

・使用済自動車の引渡し義務 

・環境配慮設計・再生資源利用への取組 

・再資源化等に要する費用低減化への取組 

・自動車の構造又は使用した部品もしくは原

材料に関する情報提供・協力 

・特定再資源化等物品の引取り義務 

・取基準の設定と公表 

・再資源化の実施義務等 

・再資源化等状況の公表 

・再資源化等に係る料金の公表等 

・再資源化等に係る料金その他の事項の周

知 

・ﾕｰｻﾞｰの使用済自動車の引渡しの円滑化 

・使用済自動車の引取り義務 

・再資源化預託金等の預託の確認義務、預

託の告知義務 

・再資源化を適正かつ円滑に実施 

・再資源化に関する知識及び能力の向上 

・有用な部品を分離して部品その他の一部

として利用できる状態等の実現 

・再資源化等に関する研究開発の推進 

・再資源化等に関する成果の普及等 

・再資源化等に要した費用に関する情報提

供 

・再資源化により有効利用された資源等の

情報提供 

・広報活動等による国民の理解の深化  

等 

・再資源化等の促進に関する必要な措置 

・関連事業者への指導及び助言、勧告及び

命令 

・自動車製造業者等に対する勧告、指導及

び助言 

 

  関係主体が役割を果たすために必要な情報の内容 

情

報

発

信 

・ 

共

有

を

実

施

す 

る

主

体 

指定法人業務 

運用主体 

(JARC) 

・指定法人業務に関する情報 

・自動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの円滑な運営を補完

する情報 (以下、一例) 

 

・自動車ﾘｻｲｸﾙ全般に関する情報 

・自動車ﾕｰｻﾞｰの役割に関する情報 

・運転免許教習生や子どもなどの自動車ﾕｰ

ｻﾞｰ予備軍に対する自動車ﾘｻｲｸﾙに関する

情報 

・統一した問合わせ窓口の運営 

・指定法人業務に関する実績情報 

・ﾕｰｻﾞｰ向けのｱﾝｹｰﾄ調査結果 

・自動車ﾕｰｻﾞｰからの課題/ﾆｰｽﾞ等の把握 

 

 

・指定法人業務に関する情報 

・自動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの円滑な運営を補完

する情報 (以下、一例) 

 

・自動車製造業者等による情報発信におい

て活用できる自動車ﾘｻｲｸﾙに関する基本的

且つ共通的な情報 

・自動車製造業者等の円滑な業務運用に資

するﾏﾆｭｱﾙ等の情報 

・統一した問合わせ窓口の運営 

・統一した事業者登録窓口の運営 

・ﾕｰｻﾞｰ向けのｱﾝｹｰﾄ調査結果 

・自動車製造業者等からの課題/ﾆｰｽﾞ等の

把握 

 

・自動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの円滑な運営を補完

する情報 (以下、一例) 

 

 

・引取業者による情報発信において活用で

きる自動車ﾘｻｲｸﾙに関する基本的且つ共

通的な情報 

・引取業者の円滑な業務運用に資するﾏﾆｭ

ｱﾙ等の情報 

・関連事業者からの入電が多い問合せの内

容 

・統一した問合わせ窓口の運営 

・統一した事業者登録窓口を運営 

・ﾕｰｻﾞｰ向けのｱﾝｹｰﾄ調査結果 

・引取業者からの課題/ﾆｰｽﾞ等の把握 

 

・自動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの円滑な運営を補完

する情報 (以下、一例) 

 

 

・解体業者による情報発信において活用で

きる自動車ﾘｻｲｸﾙに関する基本的且つ共

通的な情報 

・解体業者の円滑な業務運用に資するﾏﾆｭ

ｱﾙ等の情報 

・関連事業者からの入電が多い問合せ内容 

・統一した問合わせ窓口の運営 

・統一した事業者登録窓口を運営 

・ﾕｰｻﾞｰ向けのｱﾝｹｰﾄ調査結果 

・解体業者からの課題/ﾆｰｽﾞ等の把握 

 

・指定法人業務に関する情報 

・自動車ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの円滑な運営を補完

する情報 (以下、一例) 

 

《次の情報を自治体と情報共有・連携》 

 

・ﾘｻｲｸﾙ工程における引取り・引渡しの遅延

状況 

・電子ﾏﾆﾌｪｽﾄの発行・取消し状況 

・電子ﾏﾆﾌｪｽﾄの遅延報告 

・使用済自動車のｴｱﾊﾞｯｸﾞ類・ﾌﾛﾝ類装備の

乖離状況の情報 

・関連事業者からの入電が多い問合せ内容 

・自治体向けのｼｽﾃﾑ操作・手引書 

・東日本大震災による番号不明被災自動車

への対応状況 

・自治体向けｱﾝｹｰﾄ調査結果 

・離島対策支援事業手引書 

・不法投棄対策支援事業手引書 

・離島対策支援事業に関する住民向けﾁﾗｼ

等 

・離島対策支援事業手引書 
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第３章 自動車サイクルに関する情報発信・共有に際して前提とすべき考え方の整理 

 

今後、自動車リサイクルシステムを更に発展させていくためには、関係主体における情報発

信・共有の取組に際して前提となる考え方を共有する必要がある。 

このため、ここでは環境省の「企業の環境情報開示のあり方に関する検討委員会 中間報

告（H23.6.23）」（参考 5）並びに「環境報告ガイドライン（H24.4.26）」（参考 6）を参考に、まず情報

発信・共有の基本原則について検討・整理する。この結果をもとに２．２で示された現状の問題

点を再考してみる。 

 

３．１ 情報発信・共有の基本原則の検討 

 

わが国の循環型社会の構築に向けての取組のなかで自動車リサイクルの対応は極めて重

要な意義を持っている。情報発信・共有の問題でも、その前提として自動車リサイクルに関わ

る関係主体が共にその高度化を共通の目標とし、相互に連携しあってこれを達成していく「共

創」の理念を共有のものとしなければならない。 

情報発信・共有にあたっての基本規範は、関係主体が自動車リサイクルに関する取組の説

明責任を果たし、他の関係主体の適切な意思決定を促す有用な情報を提供することにある。 

説明責任を果たすことが制度の透明性の確保に寄与するとともに、関係主体がそれぞれ適

切な意思決定を積み重ねることで円滑かつ効率的なリサイクルシステムの運用・高度化に繋

がるため、いかに情報発信・共有の質を高め、かつ量を拡大していくかが重要となる。 

こうした点からの検討は、上述した環境省の報告書において整理が行われている。ここでは

これを参考に情報発信・共有にあたっての基本的事項を表 16 のように整理する。 

情報を提供する側は、受け手を意識して、それを発信するが、その程度には差違があると考

える。まず、ここではこの点による分類を行っている。加えて先の環境省の報告書を参考にそ

れに関連する特性を整理したが、ここでは特に発信者側で当該情報の提供の責務は誰かを明

確にする「提供責務性」と受信者側での「取得容易性」を付加している点が新たな考慮点であ

る。情報は、当然、発信で終わるものでなく、それを受けた受信者の意志決定に影響を与え、

発信情報に関連した「ひと・もの・こと・とき・場」（後述）の理解や意識の変革、行動の誘発等に

繋げていくことが望まれる。一方で、受信者の要望を強く意識し、それを把握したうえで、発信

側が提供しなければならない情報も多い。こうした情報の双方向での交換が両者の考えの理

解や納得を生むようなコミュニケーションが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



75 

 

＜表 16 留意すべき情報の質的特性の概要＞ 

受信者への 

配慮の差違 

情報の 

質的特性 
概   要 

発信者が主体

的に考えて対

応すべき事項 

提供責務性 
法制度上の義務に加え、より広範に責務に類する

情報発信にも対応する発信者を規定する。 

目的適合性 
その情報の発信の意義を明確に認識し、それに適

合する合理的な構成で詳細情報を提供する。 

信頼性 
情報を忠実に表現し、その根拠が受信者に理解で

きるように提供する。 

適時性・適宜性 
利用者の意思決定に間に合うタイミングで、公表す

ることが望まれる。 

発信者が受信

の意向を踏ま

えて対応すべき 

事項 

取得容易性 
受信者が、その欲する情報に容易に取得・接触し

やすくなるよう配慮する。 

理解容易性 
特別な専門知識がなくても理解できるように、表現

方法を工夫し、情報を簡潔かつ明瞭に提供する。 

比較容易性 
他の事業者や別の時期等での情報を比較できるよ

うに提供する。 

検証可能性 
情報の作成の方法や根拠等を明らかにし、第三者

が客観的に検証できるよう配慮する。 

 

表 16の内容については、下表のように各所で利用させる 5W１H+Wの観点で整理できる。目

的適合性の整理に役立つ質的特性「what：何を」、「why：なぜ」、「whom：誰に」の 3箇所に当て

はめるように整理ができ、「How：どのようにして」での情報の質的特性が多くなっている点も

How が方法や手法、技術、対応などの観点で表すことができると考える。 

 

＜表 17 情報の質的特性の 5W１H+W による整理＞ 

5W１H+W 情報の質的特性 

Who 提供責務性 

What 目的適合性 

Why 目的適合性 

When 適時性 

Where 適宜性 

Whom 目的適合性 

How 
信頼性、取得容易性、理解容易性、

比較容易性、検証可能性 
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上記で記載した「ひと・もの・こと・とき・場」は、自動車リサイクルでは表 17 のような事項と整

理される。「ひと・もの・こと・とき・場」は相互に関連し合い、影響を与える。発信する情報の詳

細の内容は、『現状【とき】の○○地域【場】における ASR【もの】の不投棄問題【こと】での当該

自治体【ひと】の対応状況』などとなる 

 

＜表 18  自動車リサイクルにおける「ひと・もの・こと・とき・場」の概要＞ 

対象 概  要 

ひと ユーザーや自動車の関連事業者・自治体等の団体、国民・市民、さ

らには国際地域等の人とそれから構成される組織等を意味する。 

もの 自動車やASR、特定フロン類、廃油等などの物とそれを構成する物

質等を意味する。 

こと リサイクルの状況や引取り業務、不法投棄・不適正保管問題など

の行為・事象等を意味する。 

とき 現在と過去、未来を含める。 

場 都道府県市やその集合体としての地域、国、国際地域等の空間を

意味する。 

 

以上の関係の概略を表現したのが図 3 である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 11 発信者と受信者の関係の概要＞ 

 

情報の 
受信者 

情報の 
発信者 

ひと・もの・こと・ 
とき・場*1 

「ひと・もの・こと・とき・

場」に関する情報の発信*2 

受信情報に基づく「ひと・もの・

こと・とき・場」に関する理解 

＊1：「ひと」は、ユーザーや自動車の関連事業者・自治体等の団体、国民・市民、さらには国際

地域等の人とそれから構成される組織等を意味する。 
     「もの」は、自動車や特定フロン類、廃油等などの物とそれを構成する物質等を意味する。 
     「こと」は、リサイクルの状況や引取り業務、不法投棄・不適正保管問題などの行為・事象

等を意味する。 
     「とき」には、現在と過去、未来を含める。 
     「場」には、都道府県市やその集合体としての地域、国、国際地域等の空間を意味する。 
＊2：別表に示すように、受信者に提供する情報には、発信者が中心的：主体的に考えて対処すべ

きものと受信の意向を考えて対処すべきものがある。 
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前掲した表 16 の一般化された内容を、自動車リサイクルからの視点で整理したのが以下で

ある。 

 

提供責務性 

 

 情報発信・共有に関する自動車リサイクル法で定められた義務や責務については、２．３で

詳述した。そこでは「誰が」「誰に」に対して「何を」情報提供すべきかを明らかにしている。こ

うした情報のなかには、例えば自動車リサイクル法の解説など、共用化して対応する方が効

率的かつ正確性を保持できるものもある。また「誰に」の点では、子どもや外国人向け等も

新たに対応を要するものとして挙げられる。そのほか、既存の情報を新たな視点で加工した

り、組み合わせることによって、より有効な活用が図れる可能性が高まることも指摘され、今

後の検討が必要である。 

一方で、こうした法制度上の義務・責務を越え、自動車リサイクルの高度化には関係主体

の自主的な情報提供・共有も望まれる。 

 

目的適合性 

 

適切な意思決定を促す有用な情報発信・共有を行うにあたっては、その情報がどのような

意思決定に用いられるかを意識し、その目的に適合する情報を適切に構成し、発信していく

必要がある。 

発信後にそれを受け止めた受信者が意図した目的に合致するように理解・行動したかを

随時把握し、目的の妥当性やそのための情報構成の適切性等を常に評価・改善していくこと

が、特に重要である。こうした点からユーザーの動向調査や事業者間の情報交換等が行わ

れる。 

 

適時性・適宜性 

 

適切な意思決定を促す有用な情報発信行うにあたっては、状況に合った適切なタイミング

でそれを実施することが重要である。 

適宜性として、ユーザーへの情報発信の視点では自動車購入時や使用時、引取り時にお

いて、適切な情報が容易に得られるよう対応する必要がある。一方、適時性としては、自動

車の法制度に関連した新情報、例えば最近の「HFO-1234yf をカーエアコン用冷媒として使

用する自動車の取扱いについて（周知・注意喚起） 平成２２年１２月２４日経済産業省 自動

車課」のように、適切な時期に、また広範なルートを通じて関係主体への周知を図ることが重

要である。こうしたなかでは、関係主体への様々な通知等を最新から既存まで一括で管理し、

伝達できるような情報システムを JARC に設けることも有効である。 
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信頼性 

 

適切な意思決定を促すための有用な情報発信・共有を行うにあたっては、事業活動に伴

って発生する環境への影響や関連する経済的・社会的な影響及び自動車製造・仕様等にお

ける環境配慮等の取組状況を、忠実に表現しなければならない。そのためには、必要不可

欠な情報が網羅されていること、それらの情報に偏りがないこと、情報の作成方法が適切に

選択され、その適用に誤りがないことが必要である（参考 5、6 参照）。 

自動車リサイクルにおいては、関係主体が情報を発信・共有する際に恣意性を排除し、上

記のように網羅性・客観性・正確性を確保するとともに、こうした点が後述するように第三者

により検証できるようにするなどで、受信者・利用者の信頼性の確保に努めなければならな

い。 

 

取得容易性 

 

必要とする情報を受信者が容易に取得できるように、発信者側でそのための環境整備を行

っておくことが肝要である。このためには発信者側で受信者の要望（潜在的なものを含めて）を

把握する不断の努力・取組を行って行かねばならない。 

自動車リサイクルにおいては、自動車の購入から使用済みとして適正に処理されるまでの

間に各主体によって多様な情報が提供されるため、ユーザーを中心とした利用者が必要とす

る情報を容易に取得できるように、これらの情報へのアクセスの容易さ、全体を俯瞰した情報

の一覧性、規則性ある階層化などを勘案して、適切な環境を整える工夫が求められる。 

情報伝達の媒体としても紙ベースかインターネットか、あるいはその両者か等の検討も、こ

の取得容易性に含まれる。また、インターネットの場合では、ウェブ・アクセシビリティとして議

論されている事項も重要である。 

  

理解容易性 

 

有用な情報発信・共有を行うにあたっては、特別な専門知識がなくても理解できるように、

それらの情報を適切に分類し、他情報と関連付け、または表現方法を工夫し、適切な用語の

使用を遵守して、簡潔かつ明瞭に伝えることが望まれる。 

また、できる限り定量化した数値情報を活用することも効果的である。各種取組の状況を

評価するうえで、数値情報は関係主体の理解を助け、文章の記述情報の信頼性を高める効

果がある。 

 

比較可能性 

 

適切な意思決定や理解を得るのは、比較は有効な手段である。情報発信・共有を行う際

にも、事業活動における様々な成果や実績を単年度だけで表現するよりも経年的な推移を

見せることや、事業特性や業態の類似した他の事業者と比較することで、より一層の理解を
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促せ、結果としてより良い意思決定につなげられる。 

自動車リサイクルにおいては、例えば購入する自動車の選別時、引取業者の選択時等、

ユーザーが選択を迫られる重要な機会がある。こうした際に納得感をもって主体的選択が行

えるよう、関係主体は積極的かつ適切に情報発信・共有を実施し、このための情報環境を整

備することが求められる。 

 

検証可能性 

 

適切な意思決定のために提供される情報については、その前提条件、作成方法並びに算

定根拠等を明らかにするとともに、対象事象等を忠実に表現し、客観的に検証できるように

することが重要である。 
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３．２ 情報発信・共有の基本原則（３．１）に基づく第２章２節の課題の整理 

 

３．１で示した情報発信・共有の基本原則に基づき、本報告書２．２での「共通的な課題」と

「個別的な課題」における情報の質的特性の問題点を整理したのが表19、20である。欠落して

いる情報の質的特性については、主となるものと副となるものを分けて記載した。 

 

＜表 19 共通的な課題における問題となる情報の質的特性＞ 

共通的な課題 
欠落している情報の質的特性 

主要な質的特性 副次的な質的特性 

ⅰ）発信者が主体的に対応すべき課題   

 ①「目的とする情報がない」等 提供責務性 

目的適合性 
取得容易性 

②「必要なタイミングで必要な情報が得られない」等 適時性・適宜性  

ⅱ）発信者が受信者の意向を踏まえて対応すべき課題   

 ①「目的とする情報が見つけづらい」等 取得容易性  

②「使われる用語・表現に統一感ない等により分かりに

くい」等 
理解容易性 比較可能性 

③「事業者間の比較や取組の進歩度の比較がしづら

い」等 
比較可能性 理解容易性 

④「情報の算定方法、前提条件などが分かりにくい」等 検証可能性 信頼性 

 

＜表 20 共通的な課題における問題となる情報の質的特性＞ 

共通的な課題 
問題となる情報の質的特性 

主要な質的特性 副次的な質的特性 

ⅰ）自動車製造業者等の情報発信・共有に関する課題   

 ①環境配慮設計についての情報発信・共有 理解容易性 

比較可能性 

目的適合性 

②再生資源利用についての情報発信・共有 理解容易性 

比較可能性 

目的適合性 

信頼性 

ⅱ）引取業者の情報発信・共有に関する課題  

 

①ユーザーに対する情報発信の取組 

信頼性 

理解容易性 

比較可能性 

 

②引取業者間の情報共有・連携 目的適合性  

③マイナンバー情報の取扱い 

信頼性 

理解容易性 

比較可能性 
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④使用済自動車の価格情報の開示 

適用責務性 

取得容易性 

適時性・適宜性 

目的適合性 

ⅲ）整備事業者、解体事業者並びにリサイクル部品供給事業者の情報発信・共有に

関する課題 

 

 ①ユーザーに対する情報発信の取組 信頼性 

理解容易性 

比較可能性 

 

②自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格化 理解容易性 

比較可能性 

 

ⅳ）自治体の情報発信・共有に関する課題  

 ①ユーザーに対する情報発信の取組 適用責務性 

目的適合性 
 

②自治体間の情報共有の取組 取得容易性  

ⅴ）JARCの情報発信・共有に関する課題  

 ①JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等

データの活用 

目的適合性 

取得容易性 

適時性・適宜性 

 

②自動車リサイクルシステムの普及啓発に向けた情報

発信 

理解容易性 

比較可能性 
信頼性 

③自動車リサイクルの更なる発展に資する情報収集 目的適合性  

④自動車リサイクル情報システムのユーザービリティ改

善 

目的適合性 

取得容易性 

適時性・適宜性 

 

⑤自動車リサイクル情報システムのフレキシビリティ拡

充 
目的適合性 適時性・適宜性 

 

このように第２章２節で挙げられた情報発信・共有に関する共通的な課題は、情報発信・共

有の基本原則のいずれかが欠落していることにより引き起こされているものであり、また、関係

主体における個別課題についても、こうした状況が当てはまる。 

これを踏まえ、今後の関係主体における情報発信・共有にあたっては、先に整理した情報発

信･共有の基本原則を意識することが肝要である。 

なお、これまでに示した課題への具体的な対応の方向性については第４章で詳述する。 
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第４章 自動車リサイクルの更なる発展に向けた情報発信・共有の方向性 

 

第２章及び第３章で整理した課題を踏まえ、自動車リサイクルシステムの更なる発展に向け

た情報発信・共有の取組の方向性について、情報発信・共有に関する共通課題と関係主体に

おける個別課題を分けて以下のとおり整理した。 

また、今後の自動車リサイクルの高度化に向けた対応のなかで、情報発信・共有の役割の

重要性を認識し、今後検討が必要なテーマとしてその目的・目標について考察した。 

 

 

４．１ 情報発信・共有に関する共通課題への対応 

 

 自動車リサイクルシステムの更なる発展に向け情報発信・共有の質を高めていくには、まず

は第３章で示した情報発信・共有の基本原則を意識した取組の徹底が重要である。 

上記の点を踏まえ、第２章２節の課題への対応の具体的な方向性について、以下のとおり

まとめた。 

 

（１）目的やタイミングを意識した情報発信 

 

自動車リサイクルシステムが円滑に運用されるためには、関係主体による情報発信・共有

を基礎とした積極的な相互連携が必要不可欠である。 

他方、施行 10 年を経過してなお、「目的とする情報がない」、「目的とする情報が見つけづ

らい」、「必要なタイミングで必要な情報が得られない」等の指摘がされているところであり、

関係主体においては、改めて、「提供責務性」、「目的適合性」、「取得容易性」、「適時性・適

宜性」等の基本原則を意識した、的確かつ使い易い形態の情報発信・共有に努めることが求

められている。 

また、自動車リサイクルシステムにおいては、その長期的なプロセスや関係主体の多様性

等により、基本原則である「適時性・適宜性」を意識した情報発信・共有が特に重要である。 

具体的な課題として、ユーザー向けの情報として発信・共有されるもののなかに、非自動

車ユーザーを含めた国民向けの情報や、今後ユーザーとなることが見込まれる子ども向け

の情報等が混在していることにより、またユーザー向けの情報についても自動車購入時・使

用時・引取時等の各プロセスで必要とする情報が異なるにも関わらず、これらが混在してい

ていることにより、適切な理解ににつながりにくくなっている点などを改善することが求められ

る。 

今後ユーザーとなることが見込まれる子ども向けの情報発信・共有の在り方について、例

えば学校教科書や「環境読本」等の副教材においても自動車リサイクルシステムに関する記

載がされており、こうした教育過程における適切な情報発信・共有は、今後の循環型社会の

推進の観点で重要である。 
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【関係主体の取組】 

 関係主体は、自動車リサイクルシステムの円滑な運用のために他の関係主体が果たし

ている役割を認識し、これが適切に遂行されるよう、自らが発信すべき情報について整

理を行い、積極的に対応する。 

 関係主体は、情報発信の基本原則である「適時性・適宜性」を意識して、ユーザー向け

の情報と非自動車ユーザーを含めた国民向け、子ども向けの情報とを区別し、また、ユ

ーザー向けに情報を発信・共有する際においても、自動車購入時・使用時・引取時等の

各プロセスで必要とする情報が異なる点を意識しながら、適切かつ的確な情報発信に取

組む。 

 

 

（２）用語の統一化 

 

情報発信・共有を行うにあたっての基本原則である「信頼性」、「理解容易性」、「比較可能

性」、「検証可能性」の重要性については、第３章で既に示した。自動車リサイクルシステムに

おいては、これら全てに関連する課題として、用語・表現の統一化が指摘されている。 

例えば、「逆有償」、「廃車」、「リサイクル部品」等のように、同一の単語が異なる意味で用

いられる、あるいは意味するところが不明確な状況で使用されるなどにより、情報が誤解さ

れて受け取られ、適切な意思決定が阻害されてしまう事態が発生している。 

これうした状況を踏まえ、検討会では統一的な用語集（別添 1）を作成した。関係主体は引

き続き、これを自動車リサイクルシステムの実態に即した有用な統一用語集として改良して

いくこと及び業界内で普及させていくことが求められる。 

 

【関係主体の取組】 

 関係主体は、自動車リサイクルシステムの実態に即した用語集の改良に努め、また、そ

の成果物について業界内で普及を図り、全ての事業者がこれに準拠した情報発信・共有

を行えるよう、環境整備に取組む。 

 関係主体は、特に誤解が生じやすいと指摘がされた「逆有償」、「廃車」、「リサイクル部

品」等の用語の正確な使用を徹底する。なお、検討会で整理した用語集における定義は

以下のとおり。 
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＜表 17 自動車リサイクルシステムにおいて特に誤解が生じやすい用語の使い方＞ 

用語 よみがな 意味/解説 

逆有償 ぎゃくゆう

しょう 

「逆有償」とは、使用済自動車が有価で無くなったことにより、最終

所有者が引取業者に費用を支払って使用済自動車を引きとって

もらう場合をいう。 

自動車リサイクルシステムはネガティブコストとなる３物品の処理

費用を購入時に預託することにより、使用済自動車が概ね有価で

流通することを前提とした仕組みである。従って使用済自動車の

引渡しにおいては、最終所有者は引取業者から原則として処理

費用を求められることはなく、通常、その資源価格（くず鉄の相場

価格等）に見合った有価物としての支払いを受ける。従って、「逆

有償」は基本的に使用されない用語である。 

通常、使用済自動車でも自走が可能であり、一部不可能な車両

で引取りに運搬費等が発生する場合においても、当該諸経費を

使用済自動車の価格と合算した表現のみを用いることは適切で

は無く、また、この合算金額がマイナスとなった場合にこれを「逆

有償」というのも不適切である。 

従って、引取業者は使用済自動車の価格と運搬費等の諸経費を

区分したうえで最終所有車に対し説明する必要がある。 

廃車 はいしゃ 「廃車」は、自動車リサイクルにおいて使用済自動車として厳格に

用語が定義されているため、基本的に使用されない用語である。 

自動車所有者は、引取業者に使用済自動車を引渡す場合、本来

「使用済みにする」の意思表示を行うべきところ、「廃車にする」等

の誤解を生む用語を使ってしまうと、当該取引が使用済自動車で

あったのか、中古自動車であったのか、不明確となり、自動車所

有者の意思表示としては不完全なものとなる。 

こうした点を引取業者では留意して対応しなければならない。 

リサイクル部

品 

りさいくる

ぶひん 

「リサイクル部品」とは、新品の原型を最大限に止めたまま、再利

用される部品で、品質確認を介して商品化された保証付きの部品

である。リユース部品とリビルト部品から成る（別掲）。 

リユース部

品 

りゆーす

ぶひん 

「リユース部品」とは、使用済自動車から利用できる部品を取り外

し分解等の手を加えず、目視・現車・テスターなどによる点検を行

い、清掃・美化を施し、商品化された再利用の部品のことである。 

リビルト部品 り び る と

ぶひん 

「リビルト部品」とは、使用済自動車から取り外した部品や修理の

際に発生した交換部品等をベースに、磨耗・劣化した構成部品を

新品と交換し、再組み立てのうえテスター等を用いて品質確認を

行い、商品化された再生利用の部品である。 
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（３）比較・選択ができる情報の整備 

 

適切な意思決定を主体的に行うにあたっては、第３章で示したとおり、基本原則である「比

較可能性」や「理解容易性」、「取得容易性」検証可能性」等を満たした情報発信・共有が重

要である。 

検討会においては、例えばユーザーの適切な意思決定を促すという観点で考えた際に、

各関係主体の取組状況を比較して選択を行おうとしても、各個別事業者の発信情報からそ

れぞれ必要な情報を抜き出し、これらを照らし合わせる必要があり、簡便に比較・検討を行う

ことが難しい状況にある点が指摘された。 

また、ユーザーの主体的かつ適切な引取業者の選択には、事業者情報の公開が必要で

あるが、一部の自治体では非公開であったり、公開されていても情報が古かったりするため、

適切な比較ができない状況にある。 

 

【関係主体の取組】 

 関係団体は、所属会員の自動車リサイクルシステムに関する取組の状況について、各

団体の Web ページに情報を集約するなど、情報発信・共有の基本原則である「比較可能

性」を意識した情報発信・共有の在り方について検討を行う。 

 自治体は、ユーザーの主体的かつ適切な引取業者の選択のため、事業者の情報の公

開について適切に取組む。 

 JARC等のWeb ページに、こうした事業者情報の検索システムを構築するなど、「取得容

易性」を意識した情報の集約的な発信の方法についても検討を行う。 
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４．２ 関係主体における情報発信・共有に関する個別課題への対応 

 

自動車リサイクルシステムが円滑に運用されるためには、関係主体による情報発信・共有を

基礎とした積極的な相互連携が必要不可欠であるものの、各関係主体が担っている役割が複

雑に絡み合い、関係主体ごとに様々な情報発信・共有に関する個別の課題が生じていること

は第２章で整理したとおりである。こうした、関係主体における情報発信・共有の個別課題に対

応するための具体的な方向性について、以下のとおりまとめた。 

 

 

（１）自動車製造業者等の情報発信・共有に関する課題への対応 

 

 自動車製造業者等に関する課題への対応の方向性には、環境配慮設計についての情報発

信・共有と再生資源利用についての情報発信・共有の観点が主なものである。 

 

ⅰ）環境配慮設計についての情報発信・共有に関する課題への対応 

 

自動車製造業者等は、自動車リサイクルにおいて環境配慮設計の導入を直接的に推進

するだけでなく、環境配慮設計の進んだ自動車へのユーザーの選択を促すための情報発信

を行うという重要な役割を担っている。検討会において、自動車リサイクル全体における環境

配慮設計の位置づけや重要性、その社会的便益についての理解を促す情報発信の重要性

が指摘され、また、具体的には用語の使い方の整理等を通じた、より分かりやすい情報発信

の取組が必要性なことなどが要請されている。 

加えて、自動車製造業者等と解体事業者の連携を通じて「リユースの拡大・リサイクルの

質の向上と社会的コスト低減の好循環」を実現するうえで必要な環境配慮設計の効率的な

導入等に向けた情報共有の必要性についても指摘されている。 

 

【自動車製造業者等のユーザーに対する情報発信の取組】 

 自動車製造業者等及び関係団体は、環境配慮設計の情報について、幅広くユーザーの

誰もが理解できるように、特別な専門用語を使わないこと等を意識し、用語の使い方の

整理等を通じた、より分かりやすい情報発信に取組む。 

 自動車製造業者等及び関係団体は、ユーザーが自動車を購入する際に、「その再資源

化等の実施に配慮して製造された自動車」を選択するといった役割があることを認識し、

自動車の環境配慮設計の取組状況を他自動車と比較可能なように、定量的・定性的な

評価によりその進捗状況が判断できる情報の発信方法について検討を行う。 
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【自動車製造業者等と解体事業者の情報共有の取組】 

 自動車製造業者等及び解体事業者は、環境配慮設計の効率的な導入等に向け、さらに

解体業者からのニーズ把握や自動車製造業者等からの取組状況の提供等の情報共有

に積極的に取組む。 

 

 

ⅱ）再生資源利用についての情報発信・共有に関する課題への対応 

 

検討会においては、自動車製造業者等は、自動車リサイクルにおける再生資源利用の重

要性、社会的便益の理解を促すといった情報発信・共有の目的を意識し、定量的な情報の

整理を始め、より分かりやすい内容での発信への取組の必要性について指摘された。 

 

【自動車製造業者等のユーザーに対する情報発信の取組】 

 自動車製造業者等及び関係団体は、再生資源の利用状況について、幅広くユーザーの

誰もが理解できるように、用語の使い方や定量的な情報の整理を始め、より分かりやす

い情報発信に取組む。 
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（２）引取業者の情報発信・共有に関する課題への対応 

 

 引取業者に関する課題への対応の方向性には、使用済自動車引取依頼書への記載事項の

整理と引取業者ベストプラクティス（好事例）の普及促進、加えて使用済自動車の価格情報の

開示の観点に分けて整理した。 

 

ⅰ）使用済自動車引取依頼書への記載事項の整理 

 

引取業者は、情報の非対称性の問題が生じている使用済自動車の引取り時に、ユーザー

の適切な意思決定を促すための有用な情報を的確に提供していくことが必要である。具体

的には、使用済自動車の引取時に使用済自動車引取依頼書での確認の実施と、その記載

事項について基本原則の「信頼性」、「理解容易性」、「比較可能性」等の観点に基づき、使

用する用語の統一化等を始めとし、整備・普及に向けて取組む必要がある。 

 

 関係団体は、使用済自動車引取依頼書への記載事項の統一化や用語の適正化を行う

とともに、その普及に向けた取組を行う。 

なお、引取業者へのヒアリングで通じて得た使用済自動車引取依頼書を参考に、用語を

整理（別添 2）や記載事項を整備し、以下のとおり使用済自動車引取依頼書（モデル版）

を作成した。 

 各引取業者での確認書類やその類似書面でもかなりの事項については記載がある。し

かしながら、下記の事項については確認が必要であり、情報システムの改変等の関係で

早急には対応できない場合でも、可能な限り早期に対処すべきである。 

 

 

      ①抹消登録手続代行費用(消費税込)や自走不能車陸送費用・作業費用（消費税込）の

別記入欄の設置 

      ②「引取依頼者の支払額：お客様」と「引取業者の支払額」の区分けした記入欄の設置 

③フロン類料金（フロン類種別/エアコン有無）に関する記載事項 

フロン類（新冷媒）に関する「HFO-1234yf をカーエアコン用冷媒として使用する自動

車の取扱いについて（周知・注意喚起） 平成 22 年 12 月 24 日 経済産業省 自動車

課」にもあるように、フロン料金徴収の必要ない冷媒が使用され始めており、この冷媒

判別法などの情報共有等の対応が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



89 

 

 年 月 日  

 

使用済自動車引取依頼書 

私（引取依頼者）は、次のとおり使用済自動車の引取りを依頼いたします。 

【引取依頼者：お客様】 

 

 

 
 

【引取業者】 

 

 

 

 

 

【使用済自動車の車両情報】 

リサイクル券番号  （移動報告番号）  
 

車台番号  登録番号・車両番号  
車名  通称名  
年式  型式  
初度登録年月日  車検満了日  
所有者  使用者  
引取時走行距離    

    
 

【現車の装備状況と再資源化預託金等の預託状況等】 

 

 

 

 

 

 

資金管理料金(消費税込）  ② － －  
 

【引取依頼者の支払額：お客様】 【引取業者の支払額】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

氏名・名称 
（最終所有者）  

所在地  

電話番号  

 

氏名・名称  

事業所名称  

所在地  

電話番号  

 

リサイクル法関連費用 装備状況 預託状況 未預託金額 

シュレッダーダスト料金 － 済 ・未  
エアバッグ類料金 あり   ・   なし 済 ・未  

フロン類料金 
（フロン類種別/エアコン有無） 

あり（ CFC ・ HFC ） 
なし（法該当しない冷媒 ・ エアコンなし） 
 

済 ・未  

情報管理預託金 － 済 ・未  
再資源化預託金等 未預託額計① － －  
    
    

 

費  目 金  額 費  目 金  額 

抹消登録手続代行費用(消費税込)③  使用済自動車引取価格  
自走不能車陸送費用・作業費用（消費税込）④    

    

リサイクル法 

関連費用 

再資源化預託金等未預託額    
資金管理料金（消費税込）⑤    

    
預り抹消登録法定費用  自賠責保険未経過相当額  
預り自動車税  自動車重量税未経過相当額  

    
小計  （A）  小計  （B)  

差額清算金額   （A）-（B）  

消費税等合計  （③+④+⑤） x （8/100）  
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ⅱ）引取業者のベストプラクティス（好事例）の普及促進に向けた対応 

 

ユーザーへの情報提供におけるベストプラクティス（好事例）を業界として整理したう

えで普及を促進し、全ての引取業者が準拠するよう、環境整備を図る必要がある。 

また、ベストプラクティスにも盛り込まれているような、使用済自動車の価格情報を始

めとする各種の情報もユーザーに伝達することも重要である。 

 

【引取業者のユーザーに対する情報発信の取組】 

 使用済自動車の価格情報や中古車取引時の情報提供関連、前述したマイナーバ

ーへの対応等、ユーザーに対して告知しなればならない情報は、事業者だけでなく、

業界全体で統一化を図り、その普及のための取組を実施する。 

特に使用済自動車の価格情報等の非開示は、消費者契約法における不実告知や

不利益事実の不告知などに関する問題にもつながり得るなど、情報の非対称性か

ら生じる取引の公平性にも影響するものである。 

 

【引取業者間の情報共有の取組】 

 引取業者及び関係団体は、使用済自動車の引取時におけるユーザーに対する情

報発信のベストプラクティス（好事例）をまとめ、全ての引取業者に普及させるように

取組む。 

 

なお、引取業者へのヒアリングで得た対応事例を基に、ベストプラクティス対応事例

の概要を図12と表20のように整理しておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜図 12 ベストプラクティス対応事例の概念 (一例)＞ 
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＜表 20 ベストプラクティス対応事例の概要 (一例)＞ 

①ユーザーから自動車の引取り（買取り）依頼を受ける。 

②（一財）日本自動車査定協会などが定める査定基準をベースとしながら、独自に設けた社内

基準に基づいて自動車の査定を行う。この際、次の事項も確認する。 

 ・当該自動車のフロン類・エアバッグ類の装備の有無を確認 

・当該自動車のリサイクル料金の預託の有無を確認 

・当該自動車の重量税還付相当額、自賠責保険返礼金相当額の有無を確認 等 

＊「中古自動車又は使用済自動車」のどちらの取引がユーザーメリットになるか、総合的に

判断する。 

③ユーザーに対して査定結果及び総合的な判断結果等を説明する。 

 ・市場価値があれば、中古自動車として買取ることを説明 

・市場価値がなければ、使用済自動車として引取ることを説明 

④自動車の引取（買取）に関する精算金額等を説明する。 

 ・中古自動車買取価格又は使用済自動車引取価格など、事業者がユーザーに支払う費目

と額を説明 

・代行手数料などユーザーが事業者に支払う費目や額を説明 

・消費税額などを始め、差額精算金額を説明 

＊使用済自動車引取りの場合は、使用済自動車の資源的な価値を説明する。 

＊リサイクル料金額やその使途を説明する。 

＊重量税還付や自賠責保険返戻金などがある場合は、その手続きを説明する。 

＊ユーザーに費用負担が発生する場合は、その理由を説明する。 

⑤引取業者は、使用済みにする意思表示を署名捺印のある書面で確認する。 

⑥引取業者は、最終所有者に使用済自動車の引取証明書を交付する。 

 

 

ⅲ）使用済自動車の価格情報の開示に関する課題への対応 

 

ユーザーによる使用済自動車の価格情報の入手の困難さは先に触れた。ユーザー

と引取業者の取引においては、この情報を開示しなければならないことは上述したが、

ユーザーは使用済自動車を引取業者に持ち込む前に、そうした情報を入手し、事業者

の選択を行うことを望んでいる。これを解消するためには、地域ごとの価格情報の集

約・公表など、何らかの方法でユーザーに対する使用済自動車の価格情報の開示に向

けた取組を行っていく必要がある。 
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【ユーザーに対する関係団体としての情報発信の取組】 

 引取業者に関連する関係団体は、ユーザーの適切かつ主体的な選択を促すため、

使用済自動車の価格情報の収集・開示に向けた取組を行う。 

上記の情報集約には JARC 等の関与も考えられ、地域ごとの情報などは他の同様

の情報と合わせてユーザー向けの検索システムに含める対応も考えられる。 
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（３）整備事業者、解体事業者並びにリサイクル部品供給事業者の情報発信・共有に関

する課題への対応 

 

整備事業者、解体事業者並びにリサイクル部品供給事業者によるリサイクル部品の

利用促進に向けた情報発信の取組により、ユーザーにリサイクル部品が徐々に浸透し

ており、一定の成果が出ているものの、新品部品等と比べるとその普及状況は足踏み

している状況にある。 

今後、更なるにリサイクル部品の認知度の向上及び利用拡大に向けて、他の業態と

の連携を進める必要がある。 

その他、（一社）日本 ELV リサイクル機構が取組む「自動車補修用リサイクル部品の

ラベリング規格に関する JIS の開発」についても積極的に対応することが求められる。 

 

【リサイクル部品の認知度向上及び利用拡大に向けた情報発信・共有の取組】 

 整備事業者、解体事業者並びにリサイクル部品供給事業者は、ユーザーが自動車

の修理時にリサイクル部品を積極的に使用する責務を負っていることを認識し、更

なるユーザーのリサイクル部品の認知度向上及び利用拡大のため、損害保険会社

や部品商などの他業態との連携を進めるとともに情報発信・共有に取組む。 

 

【自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格化に向けた取組】 

 （一社）日本 ELV リサイクル機構と JARC は、「自動車補修用リサイクル部品のラベ

リング規格に関する JIS の開発」の実現に向け、連携していく。 
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（４）自治体の情報発信・共有に関する課題への対応 

 

検討会において、自治体と国及び JARC などの組織間での情報発信・共有での連携

について多くの指摘があった。 

こうしたなかには、ユーザーへのリサイクルリサイクル法等の周知や地域の関連事

業者の指導等において効率性・正確性等に優れた取組が多く、行政コストの削減を図

るにも有効である。 

 

【自治体のユーザーに対する情報発信の取組】 

 自治体は、地域の周辺環境や生活環境を保全するための事業者指導の意義の周

知を図っていく必要がある。指導の妨げにならない範囲で、指導の考え方等を含む

資料を関連事業者やユーザー等に対しても公開していく。 

 

【自治体間の情報共有・連携の取組】 

 自治体、国は、JARC と連携して自動車リサイクル情報システムを積極的に活用し

ている自治体のベストプラクティスや有用情報等を行政連絡会議等の場で積極的

に公表・公開し、他自治体の取組の高度化を図る。 

 国、自治体は、JARC と連携して、各自治体で保有している外国人事業者向けの指

導マニュアル等を共通情報と位置づけて、その収集・検討から統一版の作成を図り、

全国的な展開を進める。 

 国、自治体及び JARC は、連携して各主体で所有している自動車リサイクルに関す

る種々の動画・パンフレットやパネルなどの制作物並びに様々な共通利用が可能

な情報を収集し、共有・利用していくシステムの構築に取組む。 
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（５）JARC の情報発信・共有機能のより一層の発揮に向けた対応 

 

 JARC に関する課題への対応の方向性には、自動車リサイクルのユーザーを始めとす

る国民への普及・啓発と JARC が管理する再資源化状況等のデータの発展的活用の観

点、さらに JARC の自動車リサイクル情報システムのユーザービリティの改善とフレキシ

ビリティの拡充の観点に分けて整理した。 

 

ⅰ）自動車リサイクルの普及・啓発に向けた対応 

 

検討会においては、JARC が取組む情報発信の内容・方策等について、その対象者

の拡充・拡大や第３章で整理した基本原則の「提供責務性」、「目的適合性」、「取得容

易性」、「適時性・適宜性」、「信頼性」、「理解容易性」、「比較可能性」等を意識した情報

発信に取組む必要性について指摘がされている。 

加えて、JARC が行う情報発信の取組について、適宜効果の検証を行い、自動車リサ

イクルの更なる発展に向けた積極的かつ持続的な取組を行っていくべきとされた。 

 

 JARCは、自動車リサイクルの認知度の向上、普及啓発に向けて、情報発信の内

容・方策等の抜本的改善を行い、その効果検証に取組む。 

 

なお JARC では、ユーザーを始め国民に向けの普及啓発に向けた情報発信の取組

の今後の方向性を以下のとおり整理した。 



96 

 

  

 

１．情報発信の内容・方策の改善の推進 

（１）改善する情報発信事項 

・リサイクル料金の預託から使用済自動車のリサイクル・適正処理までの流れ、使われ方を始

めとした自動車リサイクルシステムの基本的事項に関する情報発信を強化 

・自動車リサイクルシステムの概要について、情報発信の対象者（情報の受け手）を拡大 

（例：小中高等学校の生徒等） 

 

（２）情報発信の方策の改善 

①平成 27 年 12 月完成の自動車リサイクルシステムの基本的な内容を分かりやすく解説した

短編映像 の積極的活用 

・短編映像の JARC ホームページ掲示を積極的にユーザー、関係主体等に周知 

・DVD 配付を広く積極的にユーザー、関係主体等に周知 

《例１》自動車関係団体や自治体に短編映像及び DVD 配付を周知する。 

《例２》小中高等学校教員向け新聞に掲示することにより短編映像及 DVD 配付を周知する。 

 

②自治体主催の環境イベントの積極的活用  

《例１》短編映像の放映   《例２》ポスター、パネル等の出展 

 

③ユーザーを区分（時間軸での区分）した情報発信 

ユーザーを自動車の「購入時」「使用中」「使用済み」に時間軸で区分し、それぞれの時点で 

必要な情報を分かりやすい内容・方法で情報発信する。《例》JARC ホームページの改善 

 

④自治体との連携強化によるユーザーへの情報発信 

《例》自治体の広報誌への自動車リサイクルシステムの基本的事項の掲示 

 

２．ユーザーが求める情報の定期的な把握 

JARC 主催によるユーザーへのヒアリングの定期的（年１回）開催により、情報発信に関するニー

ズを把握 

 

３．効果検証及び情報共有のための仕組みの構築 

（１）Web アンケート調査による情報発信の効果検証 

・年１回のユーザーの自動車リサイクルシステムの浸透度・理解度調査を継続実施 

・多面的な情報発信の効果検証を行う観点から、新たな目的及び対象ユーザーを定めたアン

ケート調査も実施 

 

JARC のユーザーに対する今後の情報発信等の取組み 
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（２）JARC 主催のユーザーとの会議（消費者懇談会等）による効果検証 

 

（３）JARC 主催の関係主体との会議の活用 

・情報発信・共有の実行状況を共有し、関係主体間の課題調整等の枠組となる会議体を継続

的に主催する 

 

-------------------------------------------------------------------------------------------- 

＜第１回ユーザーその他へのヒアリング＞ 

《実施期間》 

平成 27 年 12 月 

《ニーズ把握対象》 

ユーザー及び自動車販売時のユーザーとの接点となる関係 6団体 

（ＮＡＣＳ、元気ネット、ＪＡＦ、 自販連、全軽自協、中販連） 

 

《ヒアリングの実施結果》 

〔知りたい情報に関するニーズ〕 

自動車リサイクル制度に関する情報、3R に関する情報、幅広い層に対しても理解度向上に繋がる情報 

〔ユーザーを区分した情報発信ニーズ〕 

ユーザーを時間軸で区分しての情報 

〔実施主体・連携に関するニーズ〕 

自治体との連携を強化した自動車リサイクル制度の情報、整備事業者と連携した廃車・引取時に関する情

報、自動車メーカー等や自動車販売店と連携した自動車リサイクル制度の情報 

以 上
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ⅱ）JARC が管理する再資源化状況等のデータの発展的活用に向けた対応 

 

JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等のデータは、事業者情報や自動

車情報などを一定のルールに従い蓄積してきたものである。 

そのうち、例えば情報管理センターが各自治体に提供している「遅延報告」は有効に

活用されている。これにより不適切な処理や保管等の進展が防止されている。また、リ

サイクル料金の預託が必要ないフロン類冷媒が使われたエアコン搭載車の誤預託を発

見するなどの成果も得られている。 

自動車リサイクルシステムの円滑な運営を補完する指定法人として、自動車リサイク

ルの更なる発展に向けた取組を着実に進めていくために、公益・中立的な立場で恒常

的にユーザーの自動車リサイクルに関する認知状況やニーズの把握に努め、加えて自

動車リサイクルシステムの円滑な運営に資する客観的な情報の収集に取組むことも必

要である。 

この他、JARC は予め情報発信の順法性、目的、優先順位、費用対効果などの情報

公開の基本的な考え方を整理したうえで、実現可能なものから積極的に情報発信に取

り組んでいくべきではないかとの指摘もされている。 

 

 JARC は、自治体への情報提供に関し、JARC が管理する使用済自動車の再資源

化状況等のデータの活用ニーズの把握に努め、発展的活用に取組む。 

 JARC は、積極的に自動車リサイクルの更なる発展に資するようにユーザーの認知

状況やニーズの把握に努め、加えて自動車リサイクルシステムの円滑な運営に資

する客観的な情報の収集に取組む。 

 JARCは、再資源化関連データのより積極的な活用を検討するとともに、予め個人

情報の取扱いなどの順法性を始め、情報発信の目的、活用方法、優先順位、費用

対効果など情報活用の原則となるルールを定める。 

 

なお、JARC では再資源化状況等のデータの発展的な活用及び自動車リサイクルシ

ステムの円滑な運営に資する客観的な情報の収集に向けた今後の取組の方向性を以

下のとおりの内容を示している。 

また、再資源化状況等のデータの活用に際して、JARC における情報公開の考え方

についても以下のとおり整理した。
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１．再資源化状況等のデータ活用案の検討及び提供の開始 

JARC が管理するデータの発展的活用について 恒常的に検討を実施するとともに、有益かつ

可能なものから提供を開始することとする 以下に現状考えられるデータ活用案を記す 

 

（１）国民向けの情報 

 リサイクル率の国際比較情報 （*1） 

 ASR 台当たり引取重量の年度ごとの推移 

 エアバッグ類台当たり個数の年度ごとの推移 

 フロン類台当たり充てん量の年度ごとの推移 

 

（２）ユーザー向けの情報 

 引取業者所在地の検索機能の強化 （*1） 

 業務を適切に行っている解体業者等 （*1） 

 引取業者ごとの年次引取台数、引取価格 （*1） 

 車種ごとの年次引取台数、引取価格 （*1） 

 

（３）事業者向けの情報 

 リサイクル制度認知度のアンケート結果 

 車種ごとの年次輸出返還台数 

 都道府県ごとの月次移動報告件数 （*2） 

 

（４）自治体向けの情報 

 フロン類の未引渡大量事業者の情報 （*2） 

 不法投棄・不適正保管解消の好事例 （*2） 

 

２．自動車リサイクルシステムの円滑な運営に資する客観的な情報の収集 

 JARC は、毎年、関係主体にヒアリングを実施し、データ活用ニーズを把握する 

 自動車リサイクルシステムの円滑な運営に資する客観的な情報を収集する 

 第１回ヒアリング（トライアル）を既に実施済み結果は備考参照 （*3） 

 トライアルの実施結果を受けて以下の点を改善していく。 

 JARC がどのような情報をどういう形で保持しているのかについて理解してもらう。 

 データ活用のされ方を例示するなど聞き方を工夫する。 

 

（*1） 現在のデータでは不足しているので 他システム等とのデータ連携が必要 

（*2） 既に具体的に検討中 

JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等のデータの活用及び情報収集 
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（*3） 第１回ヒアリング実施結果 

 

------------------------------------------------------------------------------------------- 

《実施期間》 

平成 27 年 12 月～平成 28年 1 月 

《ニーズ把握対象》 

検討会の構成団体を中心 とした関係主体（計14団体）NACS、JAF、自工会、輸入組合、自販連、 全軽自協、

中販連、日整連、ELV、愛知県、元気ネッ ト、自再協、TH チーム、ART 

 

〔主なニーズ〕 

・国内で使用されている自動車を把握するため輸出返還した車台の車台番号が知りたい(輸入車メーカー) 

・高張力鋼板など高く売れる材料が使われている部位が分かるとリサイクル促進に繋がるので知りたい(解体

業者) 

・ 費用を掛けてまで欲しい情報はなく、現状のままでよい。 

以 上 
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１．情報公開の原則 

JARC が自動車リサイクル法に基づく業務に関して保有している下記（１）～（３）の情報(＊1)は、

原則として国民共有の財産であるという認識のもと、循環型社会の更なる発展に寄与するものが

あることから、国民一般及び関係者(＊2)に向けた公開を積極的に推進する。(＊3) 

  

（１）自動車リサイクル法に関する制度の運用の高度化に資する情報 

（２）自動車のリサイクル及び適正処理の促進に資する情報 

（３）その他循環型社会の発展に資する情報 

 

２．公開の対象外となる情報 

上記１の情報であっても、下記（１）～（４）の情報は原則として一般公開しない。(＊4) 

  

（１）個人に関する情報 

（２）法人、事業者等に関する特別な情報（例：法人、事業者等を特定できる情報） 

（３）JARC と他者との契約書、約款等の定めにより外部公開不可の情報 

（４）特定の者に不当な利益又は不利益を与える情報 

 

３．公開する情報の優先度 

公開の優先度を判定するに当たっては、情報の循環型社会発展への貢献度を重視する。 

加えて、国民一般及び関係者への影響の大きさ（対象者数、環境負荷軽減効果等）も参考とする。

ただし、実現性として、費用対効果、ＩＴ技術的難易度、JARC保有情報かどうか等も考慮する。 

 

〔情報の循環型社会発展への貢献のポイント〕 

○国民一般及び関係者の循環型社会発展に寄与する行動を促すという観点からの貢献 

○国民一般及び自動車ユーザーへの循環型社会発展・自動車リサイクルシステムの普及・啓発

に寄与するという観点からの貢献 

  

(＊1) 情報：電子元データ、電子加工データ、文書、図画等 

(＊2) 関係者：自動車リサイクル法で役割が規定されている者(自動車ユーザー、自動車製造業者等、関連事

業者、国・自治体) 

(＊3) 国の「電子行政オープンデータ戦略」(平成 24 年 7 年 4 日  高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本

部決定)を参考にした。 

(＊4) JARC 情報公開規程、国の「電子行政オープンデータ戦略」及び自治体のオープンデータガイドラインを

参考にした。 

以 上

JARC における情報公開の考え方 
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ⅲ）JARC 自動車リサイクル情報システムのユーザービリティの改善とフレキシビリティの

拡充に向けた対応 

 

JARC の自動車リサイクル情報システム（以下、「情報システム」という。）のユーザー

ビリティについては、これまでも随時実施きたが、前述したように自治体へのアンケート

やヒアリング調査の結果では、より一層の対応が望まれている。 

また、現在の情報システムは、平成17年1月の自動車リサイクル法本格施行時に求

められた要件に応えたが、その後の性能改善に対応するため、一度大規模改修を実施

した。施行 10 年を超えて、将来の自動車リサイクルシステムの高度化を見据え、情報

システムのフレキシビリティを拡充することの必要性が議論されてきた。 

 

 JARCは、自動車リサイクル情報システムのユーザービリティを改善する観点で、自

治体、関連事業者等のシステム利用者のニーズの定期的な把握に取組む。 

 JARC は、今後の自動車リサイクルシステムの変革・高度化に備え、自動車リサイ

クル情報システムのフレキシビリティを拡充させることを目指し、中長期的活動とし

て今後の情報システムの大規模刷新で対応すべき要件の検討を行う。 

 

なお、JARC では自動車リサイクル情報システムのユーザービリティと改善とフレキシ

ビリティの拡充に向けた今後の取組の方向性について以下のとおり整理した。 
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１．フレキシビリティを拡充する観点でのシステム改善 

実際の改善については、平成 36 年(2024 年)に予定されている情報システムの大規模刷新と併

せて行うことを想定した。現時点の検討項目例は以下 3案である。 (*1) 

 

①3 物品以外の物品を管理する【品目追加】 

・プラスチック・ガラス等の処理の管理によるリサイクルの高度化 

・CFRP 等の次世代車材料に関する情報の管理によるリサイクルの促進 

・リチウム電池等の処理に関する情報の管理による安全性の確保 

・その他 （管理が必要な物品が発生した場合） 

②再生資源が活用された車両等を対象にしたリサイクル料金割引制度の導入に対応するため

のシステム対応【料金割引システム】 

③より環境に配慮した再資源化を促すためインセンティブを付与する等の取組を行うためのシス

テム対応【インセンティブ対応システム】 

 

２．ユーザービリティを改善する観点での定期的なニーズ把握 

（１）JARC が主体となって、毎年、関係主体にヒアリングを実施し、システム改善ニーズを把握す

る。 

（２）第 1 回ヒアリング（トライアル）を既に実施済。（結果は(*2)参照） 

（３）トライアルの実施結果を受けて以下の点を改善していく。 

 システム改善を絡めた業務改善を提案するなど聞き方を工夫する 

 

(*1) 情報システム刷新についての財源等は資金管理業務諮問委員会において検討することになっている 

(*2) 第１回ヒアリング実施結果 

------------------------------------------------------------------------------------------- 

《実施期間》 

平成 27 年 12 月～平成 28年 1 月 

《ニーズ把握対象》 

検討会の構成団体を中心とした関係主体（計14団体）NACS、JAF、自工会、輸入組合、自販連、全軽自協、中

販連、日整連、ELV、愛知県、元気ネット、自再協、TH チーム、ART 

〔主なニーズ〕 

・事業者に指導する際に、事業者が使用している移動報告を行う画面と同じものを自治体でも見られるようにし

てほしい(自治体) 

・移動報告対象を個々に選択するのが煩雑なので、一括選択できるようにしてほしい(解体事業者) 

・不便は感じておらず、現状のままで十分である。 

以 上

JARC の自動車リサイクル情報システムの改善への取組 
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４．３ 自動車リサイクルの高度化に向けた情報発信・共有の目標・目的に関する考察 

 

自動車リサイクルシステムを円滑に運用するとともに、より高度に進化させるにあたっ

て関係主体間の情報発信・共有の重要性は増しており、そのための目標・目的として以

下の事項が挙げられよう。これまで国や関係団体等で公開・開示されたきた情報もこうし

た目的にそったものであるが、自動車リサイクルの進展とともに、その拡充・高度化が求

められており、今後更なる検討が必要である。 

 

①ユーザー等の自動車リサイクルへの理解の促進及び自動車リサイクルの実績の告

知 

(一例) 幅広くユーザーを始め国民・市民に対しての自動車リサイクル法の周知・徹底

並びに海外との比較等を含めた実績の告知などが自動車リサイクルの高度化に繋が

る。 

 

②ユーザー等に対する環境配慮が進んだ優良事業者の選択の促進 

（一例）幅広くユーザーを始め国民・市民に適切な情報を提供することにより、環境への

取組が進んだ優良事業者の選択促進に繋がり、業界の高度化を牽引する。 

 

③事業者の環境貢献についての説明責任 

（一例）事業者は幅広くユーザーを始め国民・市民に対して、環境への取組の実績や今

後の計画を開示し、環境貢献への説明責任を果たすのが時代の要請である。 

 

④各関係主体の意思決定に影響を与える有用な情報の提供 

（一例）関係主体それぞれが今後の対応を決定するのに必要な情報を相互に公開し、

環境経営や製品選択等のあたっての意志決定に資する。 

 

⑤関連企業の環境取組の促進 

（一例）事業者が適切な環境情報を提供することにより、サプライチェーンの上流あるい

は下流の事業者の環境への取組を更に促進させる。 

 

⑥関係団体の環境取組への姿勢やその対応状況の公開 

（一例）関係団体は環境方針や環境報告書等の公表を通じて、その姿勢を示すとともに、

対応状況を公開する。また所属会員に対しても今後の方向性やベストプラクティス（好

事例）を示すなどの対応を推進する。。 

 

⑦優良事業者・優良ユーザーの育成 

（一例）比較可能な情報の公開によって優良事業者が判別できるようにするとともに、そ

の選択を通じて環境を意識した意思決定ができるユーザーの育成に資する。 

 

⑧関係主体間の連携の促進 

（一例）情報公開・共有を通じて関係主体間の連携を促進し、それぞれの主体が抱える

課題を相互に認識し、連携のもとでそれを解決するとともに自動車リサイクルシステム
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の高度化を図る。 

 

⑨公正取引の実現のための対応・確認 

（一例）ユーザーとの引取り業務や事業者間での取引における「情報の非対称性」の解

消を図り、公正・公平な取引を実現する。 

 

⑩行政対応の効率性と確実性の向上 

（一例）自治体間でのペストプラクティスの共有によって効率性・確実性の向上を図り、

また自治体と関係主体の連携によって行政コストの低減を実現する。 

 

  本報告書で示したように、自動車リサイクルにおける情報発信・共有の現状では、以下

の課題が指摘される。 

 

① 自動車リサイクル法上の各関係主体の責務・役割をより高度に達成するためには、

情報発信の範囲や内容等の検討については十分とはいえない。 

② ユーザーのアンケート調査では、特に使用済自動車の引取り過程で十分な情報が提

供されているとはいえず、書面での取引の確認も実施率は高くないものと想定され

る。 

③ 上記のユーザーに提供されるべき情報のなかでは、価格情報が特に不足しており、

この不透明性からくる問題を抱えている。 

④ 引取業者のなかには登録されているものの、使用済自動車の引取り実績がない事業

者も多い。 

 

こうした現状の問題・課題は上述した目標・目的の主要な部分であり、早急な対応が必

要であろう。  
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第５章 おわりに 

 

検討会では、自動車リサイクルシステムのより円滑な運用のために、関係主体による

情報発信・共有を基礎とした積極的な相互連携が必要不可欠であるとの考え方に基づき、

合同会議報告書で示された情報発信・共有の取組に関する課題を出発点として自動車リ

サイクルシステムの更なる発展に向けた情報発信・共有の在り方について 6 回に亘り検

討を行ってきた。本報告書は、その成果をまとめたものである。 

 

今後、自動車リサイクルシステムの更なる発展に向け、検討会報告書で示された方向

性を基に関係主体において情報発信・共有に関し、より一層の取組を進めることが望ま

れる。また検討会では、今後検討すべきテーマも示したが、こうした課題については継続

して内容を深め、成果につなげる取組も必要であろう。 

こうした取組が実際に効果を発揮するまでには、ある程度の期間を要することから、課

題の検討状況や関係主体の取組の進捗状況の把握・共有を定期的に実施し、その着実

な進展につなげていくことが必要である。 

 

また、検討会において適用したプロセス、すなわち関係主体が集まり、課題認識の共

有、役割の整理、取組方針の検討したうえで、関係主体の自主的な取組の改善につなげ

るという方式は、今後、自動車リサイクルシステムが自立的に発展していくために非常に

有効なものである。今後も定期的に関係主体が集まり、情報発信・共有の在り方等に関

する議論を継続的に実施していくことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



107 

 

＜別添資料＞ 

 

・別添 1 自動車リサイクルに関する用語集 

・別添 2 使用済自動車引取依頼書への記載事項の調査結果 

 

＜参考資料＞ 

・参考 1『自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書』 

で示された課題の内、検討会で取扱うテーマ 

<産業構造審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル小委員会及び

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員会合同

会議；平成 27 年 9 月）> 

・参考 2 関係団体の説明資料 

参考 2-1 (公社) 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 資料 

参考 2-2 (一社) 日本自動車連盟 資料 

参考 2-3 (一社) 日本自動車工業会 資料 

参考 2-4 (一社) 日本自動車輸入組合 資料 

参考 2-5 (一社) 日本自動車工業会並びに日本自動車輸入組合 資料 

参考 2-6 (一社) 日本自動車販売協会連合会 資料 

参考 2-7 (一社) 全国軽自動車協会連合会 資料 

参考 2-8 (一社) 日本中古自動車販売協会連合会 資料 

参考 2-9(一社) 日本自動車整備振興会連合会 資料 

参考 2-10(一社) 日本 ELV リサイクル機構 資料 

参考 2-11(一社) 日本 ELV リサイクル機構と消費者団体の意見交換 

参考 2-12(一社) 日本 ELV リサイクル機構による 

「自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格い関する JIS の開発」の取組 

参考 2-13(一社) 日本自動車リサイクル部品協議会 資料 

参考 2-14 愛知県 資料 

参考 2-15(公財) 自動車リサイクル促進センター 資料 

参考 2-16(公財) 自動車リサイクル促進センターの消費者懇談会 

 

・参考 3 使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書 (一部抜粋) 

                                      <経済産業省、環境省；平成23年2月> 

・参考 4 自動車のリサイクル部品の品質確保等に関する調査検討報告書の概要 

<国土交通省；平成14年5月> 

・参考 5 企業の環境情報開示のあり方に関する検討委員会 中間報告 (概要) 

<環境省；平成23年6月> 

・参考 6環境報告ガイドライン(一部抜粋)                <環境省；平成24年 4月> 

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/sangyougijutsu/haiki_recycle/car_wg/pdf/report_01_01.pdf


No. 用語 よみがな 意味／自動車リサイクル法との関連解説 その他の表記

1 後付け装備 あとづけそうび 自動車リサイクル法でリサイクルの対象として指定されている物品で､新車販売時には装備されて

おらず､引取時までに､いわゆる後付けで装着された装備（エアバッグ類とカーエアコン（フロン

類））のこと｡

後付け

2 アンダーボディパネル あんだーぼでぃぱねる 床面部分のパネル。構造により分割位置はさまざまであるが、車体のボディ下部の骨格部材。
3 １号委託 いちごういたく 自動車の製造・輸入台数が省令で定める台数に満たないメーカー又はインポーターの場合、指

定再資源化機関に再資源化に必要な行為の実施を委託することができ、これを１号委託と呼

ぶ。指定再資源化機関は、このような単独でのリサイクルが困難な小規模製造・輸入業者から

委託を受け、再資源化等を実施（法第１０６条１項）。

１号

4 １号義務者 いちごうぎむしゃ 指定再資源化機関に対し、再資源化に必要な行為の実施を委託している、小規模製造・輸

入業者のこと。

１号インポタ

5 一時抹消登録 いちじまっしょうとうろく 道路運送車両法第１６条に規定される抹消。

（名義変更や住所変更を伴う一時抹消登録のことを、「移転抹消」「名変抹消」「転入抹消」

と呼ぶこともある）

一時抹消

移転抹消

名変抹消

転入抹消

6 一般社団法人　自動車再資

源化協力機構

いっぱんしゃだんほうじ

ん　じどうしゃさいしげ

んかきょうりょくきこう

自動車メーカー１２社と日本自動車輸入組合にて設立。自動車メーカー・輸入業者からの委

託を受け、自動車リサイクル法に基づきフロン類・エアバッグ類の引取り・再資源化（破壊）のた

めの体制を構築し、その運営を実施。

自再協、ＪＡＲＰ

7 一般社団法人　全国軽自動

車協会連合会

いっぱんしゃだんほうじ

ん　ぜんこくけいじどう

しゃきょうかいれんごう

かい

軽自動車取扱い新車販売会社が加盟する業界団体。 全軽自協

8 一般社団法人 日本ELVリサ

イクル機構

いっぱんしゃだんほうじ

ん　にほんいーえるぶ

いきこう

使用済自動車の適正処理を通じて社会に貢献することを目的とした業界団体。 ELV機構

9 一般社団法人　日本自動車

工業会

いっぱんしゃだんほうじ

ん　にほんじどうしゃこ

うぎょうかい

日本国内で自動車を生産している自動車メーカーが加盟する業界団体。 自工会、ＪＡＭＡ

10 一般社団法人　日本自動車

車体工業会

いっぱんしゃだんほうじ

ん　にほんじどうしゃ

しゃたいこうぎょうかい

トラック・バンの荷台架装やバス車体、トレーラや各種特装車の製造会社で構成されている。 車工会、ＪＡＢＩＡ

11 一般社団法人　日本自動車

整備振興会連合会

いっぱんしゃだんほうじ

ん　にほんじどうしゃせ

いびしんこうかいれん

ごうかい

自動車分解整備事業者を会員とした道路運送車両法第９５条規定される業界団体。 日整連、ＪＡＳＰＡ

12 一般社団法人　日本自動車

販売協会連合会

いっぱんしゃだんほうじ

ん　にほんじどうしゃは

んばいきょうかいれん

ごうかい

新車販売会社が加盟する業界団体。 自販連

13 一般社団法人　日本中古自

動車販売協会連合会

いっぱんしゃだんほうじ

ん　にほんちゅうこしゃ

はんばいきょうかいれ

んごうかい

中古自動車販売業の健全な発展を図るため、中古自動車の販売を主たる業とする企業の体

制の高度化と中古自動車の公正な流通の促進を推進するとともに、消費者利益の保護、環境

の保全、安全の確保等、国の行政施策に協力することにより、国民経済の健全な発展に寄与

することを目的とする。

中古車流通の健全な発展を図ることを目的とし、中古自動車販売を主たる業とする企業で構

成される業界団体。

中販連、ＪＵ

14 一般社団法人　日本自動車

連盟

いっぱんしゃだんほうじ

んにほんじどうしゃれん

めい

JAFは自動車ユーザー団体として、ロードサービスを始めとする安全と安心の支えとなるサービスを

提供するとともに、交通安全活動・環境対策活動なども積極的に推進。

ＪＡＦ

15 一般廃棄物 いっぱんはいきぶつ 産業廃棄物以外の廃棄物。

16 移動報告 いどうほうこく 自動車リサイクル関連事業者(引取業者､フロン類回収業者､解体業者､破砕業者､自動車製

造業者等)などが使用済自動車・解体自動車、再資源化等物品を引き取ったり引き渡したりし

た際に､必要事項を情報管理センターに一定期間内に電子情報処理組織等を使用して報告

すること。

17 インポーター いんぽーたー 海外生産車の輸入権を持ち、国内の新車ディーラーへ卸す役割を果たす会社。

18 埋立処分 うめたてしょぶん 廃棄物を埋立てて始末すること。固体廃棄物や減容処理した灰分などを地表や水底等に積み

重ねていくことをいい、最終的なごみの処分法として、古くから行われている。

19 ＡＳＲ えいえすあーる Automobile Shredder Residueの略。使用済み自動車をシュレッディング（破砕）し、金

属等の有用物を取り除いた残さ(残りかす）。

シュレッダダスト、自動車

破砕残さ

自動車リサイクルシステム用語集
別添1
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No. 用語 よみがな 意味／自動車リサイクル法との関連解説 その他の表記

20 ＨＦＯ えいちえふおー カーエアコン用の新しい冷媒。ＥＵにおいて、２０１１年以降に製造される新型車より、温暖

化係数(GWP)の高いＨＦＣをエアコンの冷媒に使用禁止とされ、これに変わる冷媒とされてい

る。ＨFOは、自動車リサイクル法に基づいた回収の対象冷媒ではなく、リサイクル料金（フロン

類回収に係る再資源化預託金）は設定されていない。よってHFO１２３４yfを使用すること

でリサイクル料金の低減につながる。

ハイドロフルオロオレフィン

21 ＨＦＣ１３４ａ えいちえふしーいちさ

んよんえー

フロン類の一種であるハイドロフルオロカーボンの一品種。１９９５年以降に生産された自動車

のエアコン用冷媒として主に使用されている。（オゾン層は破壊しないとされているが、温暖化係

数の非常に高い物質）。

ＨＦＣ

22 ART えーあーるてぃー 自動車メーカー・輸入業者にて２つのグループ（チーム）を構成しているうちの１つ。自動車リサ

イクル法に基づきＡＳＲの引取り・再資源化を実施。（国内メーカーでは、日産・マツダ・三菱・

三菱ふそう・スズキ・富士重工･いすゞ・ＵＤトラックスが所属）

23 解体業者 かいたいぎょうしゃ 使用済自動車の解体を行う業者。使用済自動車のリサイクル･処理を再資源化基準に従って

適正に行い、エアバッグ類（ガス発生器)を自動車製造業者等に引き渡す役割を負う。使用済

自動車から、エアバッグ・バッテリー・タイヤ・蛍光灯の回収を行った上に、廃油・廃液の抜取りな

ど、適正処理を行う事業者（自動車リサイクル法第６０条第１項）。

24 解体報告記録日 かいたいほうこくきろく

び

破砕業者が引取報告を行った日、もしくは解体業者が全部利用に引渡報告を行った日。

25 拡大生産者責任 かくだいせいさんしゃせ

きにん

EPR（Extended Producer Responsibitily）。生産者が製品の生産・使用段階だけでな

く、廃棄・リサイクル段階まで責任を負うという考え方。具体的には、生産者が使用済み製品を

回収、リサイクルまたは廃棄し、その費用も負担すること。OECD（経済協力開発機構）が提

唱した。循環型社会形成推進基本法にもこの考え方が取り入れられている。

26 逆有償 ぎゃくゆうしょう 自動車リサイクルシステムは使用済自動車が概ね有価で流通することを前提とした仕組みである

ため、使用済自動車の引渡しにおいては、最終所有者は引取業者から使用済自動車の資源

的価値相当額を受取ることとなる。この場合、引取業者は最終所有者に対して使用済自動車

の資源的価値の情報提供を行う役割を担う。

使用済自動車の資源的価値が無くなったことにより、最終所有者が引取業者に費用を支払った

上で使用済自動車を引渡す取引を逆有償という。

そして、自走不可能車の引取りに要する運搬費等が発生する場合、当該運搬費等を使用済

自動車の資源的価値相当額に含めてはならならない。

引取業者は使用済自動車の資源的価値相当額と運搬費等を区分した上で精算する必要が

ある。

27 組立車 くみたてしゃ 部品から組み立てた車のこと。

28 経済産業省 製造産業局 自

動車課

けいざいさんぎょうしょ

うせいぞうさんぎょう

きょくじどうしゃか

自動車リサイクル法の主務官庁である経済産業省の担当部署。行政における自動車産業分

野の全般を担当している部署。

経産省、ＭＥＴＩ

29 軽自動車 けいじどうしゃ 道路運送車両法で定められている長さ３．４m以下・幅１．４８m以下・高さ２．００m

以下の車両

30 軽自動車検査協会 けいじどうしゃけんさ

きょうかい

国土交通大臣に代わって軽自動車の検査を行う機関で全国８９ヶ所の検査場を擁し、検査

業務を統括している協会。

軽検協

31 公益財団法人　自動車リサイ

クル促進センター

こうえきざいだんほうじ

ん　じどうしゃりさいくる

そくしんせんたー

資源の有効な利用の向上及び環境の保全に資するため、自動車等のリサイクル及び適正処理

の促進に関する事業を行い、自動車等ユーザーの便益の確保及び国民経済の健全な発展を

図り、もって国民生活の維持、向上に寄与することを目的とする。

ＪＡＲＣ

32 構内車 こうないしゃ 空港・工場等、私有地内でしか使用しないため、届出・登録をしていない（ナンバーを受けてい

ない）自動車。

33 再資源化 さいしげんか 使用済自動車、解体自動車または特定再資源化物品の全部または一部を原材料または部

品その他製品の一部として利用することが出来る状態にする行為（マテリアルリサイクル）　（自

動車リサイクル法第２条第９項）。

34 再資源化等 さいしげんかとう 再資源化及びフロン類の破壊（フロン類回収破壊法第33条第3項の規定による破壊をいう）

をいう（自動車リサイクル法第２条第１０項）。

35 再資源化預託金等 さいしげんかよたくきん

とう

使用済自動車のリサイクルを行う為に、自動車所有者からお預りする費用で、フロン類の回収・

破壊、エアバッグの再資源化、及びシュレッダーダストの処分費用に充てる再資源化等預託金

と、使用済自動車の情報の一元管理を行う為の情報管理の費用に充てる情報管理預託金を

合算したもの（自動車リサイクル法第７３条）。

リサイクル料金、リサイク

ル料金等

36 最終所有者 さいしゅうしょゆうしゃ 使用済自動車の最終所有者。

37 産業廃棄物 さんぎょうはいきぶつ 次に掲げる廃棄物をいう。①事業活動に伴つて生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚泥、廃油、廃

酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定める廃棄物。②輸入された廃棄物（①に掲げ

る廃棄物、「航行廃棄物」、「携帯廃棄物」を除く。）

38 産業廃棄物最終処分場 さんぎょうはいきぶつさ

いしゅうしょぶんじょう

産業廃棄物の処理(主に埋立処分)を効率的かつ適正に行う為に設置された施設｡

39 産業廃棄物処理業者 さんぎょうはいきぶつ

しょりぎょうしゃ

産業廃棄物の収集運搬または処分の委託を受け、業として行う者のこと。業を行うためには区

域を管轄する都道府県知事または保健所設置市長の許可が必要であり、収集運搬業の場合

は産業廃棄物を積卸す場所でそれぞれ許可を取得しなければならない。

2



No. 用語 よみがな 意味／自動車リサイクル法との関連解説 その他の表記

40 産業廃棄物処理施設 さんぎょうはいきぶつ

しょりしせつ

産業廃棄物の脱水、焼却、中和、分解、破砕などの処理において、一定の能力を超える処理

施設や最終処分場をいう。設置する場合は、処理業の許可とは別に都道府県知事または保健

所設置市長から施設の設置許可を受ける必要がある。処理施設の設置にあたっては、周辺地

域の環境保全や周辺住民への配慮を目的とした調査や協議を進める必要がある。

41 ３１条認定 さんじゅういちじょうに

んてい

自動車製造業者・自動車輸入業者が解体業者等に委託してシュレッダーダストを生じさせない

方法で解体自動車を国内においてリサイクルするための国による認定。（具体的には電炉等に

鉄鋼の原料として投入することを想定。）

42 資金管理料金 しきんかんりりょうきん 資金管理法人が再資源化預託金等の管理(含む徴収､運用､払渡し)を行う為に要する費用

を賄う為に、預託金とは別に所有者に請求できる料金のこと。主務大臣の認可が必要｡

43 下取車 したどりしゃ ユーザーが自動車を買い替える際、そのユーザーが今まで使用していた自動車をディーラーが有

価[有償]で引き取った場合の車両。

44 自治体 じちたい 国家から自治の権能を認められた公共の団体。自動車リサイクルシステム への事業者登録を行

うには、事前に自治体（都道府県知事または保健所設置市の市長 ）の登録・許可が必要。

45 自動車製造業者等 じどうしゃせいぞうぎょう

しゃとう

自動車の製造､輸入する行為等を業として行う者｡国産自動車メーカーと正規自動車輸入業

者（インポーター）を指す（自動車リサイクル法第２条第１５、１６項及び第３条）。

46 自動車リサイクルシステム じどうしゃりさいくるしす

てむ

自動車リサイクル法に関係する、引取業者、フロン類回収業者、解体業者、破砕業者等が利

用する情報システムの総称。

リサイクルシステム

47 自動車リサイクル法 じどうしゃりさいくるほう ｢使用済自動車の再資源化等に関する法律｣の略称。使用済自動車の引き取り方法や適正

な処理、ユーザーや関連事業者の費用負担･役割分担などを規定した法律。

リサイクル法、自リ法

48 車上作動処理 しゃじょうさどうしょり 自動車メーカーの委託を受けてエアバッグ類を使用済自動車または解体自動車に装備されたま

まの状態で作動させる方法。

49 車両重量 しゃりょうじゅうりょう 単位：Kg。自動車検査証等に記載の事項。

50 重量税還付 じゅうりょうぜいかんぷ 自動車リサイクル法の枠組みに従って適正に解体されたことが、改正道路運送車両法の永久抹

消等により公的に確認された自動車について、使用済自動車を引取業者に引き渡した者に対

し、車検の残期間に応じた額の重量税を還付するという制度。

51 使用済自動車 しようずみじどうしゃ 自動車のうち、その使用（倉庫など運行以外の用途での使用を含む。）を終了したもの（自

動車リサイクル法第２条第２項）。

ＥＬＶ、廃車、使用済

み自動車

52 使用済自動車引取証明書 しようずみじどうしゃひ

きとりしょうめいしょ

法第８０条で規定される引取業者にて発行する書面。リサイクル券のＢ券に相当。 Ｂ券

53 情報管理料金 じょうほうかんりりょうき

ん

情報管理センターの情報管理に要する費用で、主に電子マニフェストの管理に要する費用に充

当するために自動車の所有者より徴収する料金のこと。自動車の所有者が再資源化等預託金

と一緒に資金管理法人に預託し、移動報告がされるまで資金管理法人にて管理・運用されて

いる料金。
54 所有権留保付車両 しょゆうけんりゅうほつ

きしゃりょう

代金債権を担保するため引渡後も所有権を売主のところに留保してある自動車。

55 ３R すりーあーる 「ごみを出さない」、「一度使って不要になった製品や部品を再び使う」、「出たごみはリサイクルす

る」という廃棄物処理やリサイクルの優先順位のこと。リデュース、リユース、リサイクルの頭文字を

取ってこう呼ばれる。循環型社会形成推進基本法は廃棄物処理やリサイクルの優先順位を①リ

デュース、②リユース、③リサイクル、④サーマルリサイクル、⑤適正処分と定めている。3Rにリ

フューズ（Refuse＝ごみになるものを買わない）を加えて「4R」、さらにリペア（Repair＝修理

して使う）を加えて「5R」という場合もある。

56 全部利用 ぜんぶりよう 自動車製造業者・自動車輸入業者が解体業者等に委託してシュレッダーダストを生じさせない

方法で解体自動車を国内においてリサイクルすること。（具体的には電炉等に鉄鋼の原料として

投入することを想定。）

57 登録自動車 とうろくじどうしゃ 道路運送車両法の規定による自動車の登録制度の対象となる普通自動車、大型自動車等

で、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車を除く自動車。

58 特定再資源化預託金等 とくていさいしげんかよ

たくきんとう

リサイクル料金等のうち、輸出中古車につき返還請求がない場合、廃車ガラ輸出によりシュレッ

ダーダストの処理が不要となった場合等に結果として発生し、主務大臣の承認・認可を受け、再

支援化支援部の行う離島対策の事業等のように使途が確定された『特定再資源化預託金

等』の略称（自動車リサイクル法第９８条）。

特預金

59 日本自動車輸入組合 にほんじどうしゃゆにゅ

うくみあい

海外の自動車メーカーと直接輸入契約を結ぶインポーターによって構成され、輸入車市場の健

全な発展のために、諸統計の作成、共同展示事業、技術情報の提供等の事業を行う。

ＪＡＩＡ

60 廃車 はいしゃ 自動車所有者は、引取業者に使用済自動車を引渡す場合、当該自動車を使用済みにする

意思を書面などで明確に示す必要がある。この場合、本来「使用済みにする」の意思表示を行

うべきところ、「廃車にする」の用語を使ったことにより、当該取引が使用済自動車であったのか、

中古自動車であったのか、不明確となり、自動車所有者の意思表示としては不完全なものとな

る。経済産業省・環境省は、自動車リサイクルに関る関係者に対して、誤解を招きかねない「廃

車」の用語を使わないように周知を行っている。

61 排出事業者 はいしゅつじぎょうしゃ 自ら利用した後の使用済バッテリー及び建物の解体等で不要となった使用済バッテリー、又は

バッテリーの使用者から引き取った使用済バッテリーを排出する事業者。
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No. 用語 よみがな 意味／自動車リサイクル法との関連解説 その他の表記

62 引取義務 ひきとりぎむ 引取業者は、使用済自動車の引取りを求められたときは、当該使用済自動車について、当該

使用済自動車を引取らなければならないという義務。

63 引取業者 ひきとりぎょうしゃ 最終ユーザーから使用済自動車を引取る事業者。使用済自動車を引き取る業者で、自動車

の販売店・整備業者が兼務しているケースが多い。引取業を行うことについて登録を受けた業者

（自動車リサイクル法第４２条第１項）。

最終ユーザーから使用済自動車を引取る事業者。使用済自動車を引き取る業者で、自動車

の販売店・整備業者および解体業者が兼務しているケースが多い。引取業を行うことについて登

録を受けた業者（自動車リサイクル法第４２条第１項）。

64 引渡義務 ひきわたしぎむ 自動車の所有者は、当該自動車が使用済自動車となったときは、引取業者に当該使用済自

動車を引渡さなければならないという義務。

65 不適正処理 ふてきせいしょり 法律に反した方法にて使用済自動車等を処理すること。

産業廃棄物についての、許可を受けていない処理業者への委託、排出者が産業廃棄物の適

正処理を確認するための産業廃棄物管理票への虚偽記載、不法投棄、野焼き等。

66 不法投棄、野積み ふほうとうき、のづみ 車のユーザーや一部業者が、使用済みとなった自動車を適正処理をせずに､路上や河川敷等に

不法に投棄したり､業者の所有地や借地に廃車を積み重ねたり（野積み）して放置する事等

をいう。廃掃法では廃棄物は排出者が自己管理するか、一定の資格を持つ処理業者に委託し

なければならないとされている。

67 プリテンショナー ぷりてんしょなー 自動車に搭載されている安全装置。衝突時にシートベルトの帯(ウェビング)のたるみをとり除くこと

により、乗員が前方に動き出す前に確実に座席に固定し、乗員の保護性能を向上することが目

的。
68 フロン類 ふろんるい エアコンや冷凍機などヒートポンプ機器の冷媒、建物の断熱発泡剤に使われる。

フロン類を回収する業を行うものは、事業所の所在地を管轄する都道府県知事の登録を受け

なければならない（自動車リサイクル法第５３条第１項）。

69 抹消登録手続 まっしょうとうろくてつづ

き

自動車の使用を一時中止する場合（道路運送車両法第16条）、又は自動車の用途を廃

止（滅失、解体）する場合の申請（道路運送車両法第15条、第15条の2）。

廃棄物管理票

70 マニフェスト まにふぇすと 廃棄物の処理工程を管理する管理票。廃棄物の適正な処理を管理･把握するために、各事

業者間で回付する書面。自動車リサイクル法では、紙による管理から電子による管理へと移行。

廃棄物管理票

71 リサイクル

（再利用）

りさいくる Recycle。ごみを原料として利用すること。「再資源化」や「再生利用」といわれることもある。

具体的には、使用済み製品や生産工程から出るごみなどを回収したものを、利用しやすいように

処理し、新しい製品の原材料として使うことを指す。リユース部品とリビルト部品から成る。

再資源化

72 リサイクル券 りさいくるけん リサイクル券は、新車新規登録時(およびかつては継続検査時)にリサイクル料金が預託された車

両に対して、預託証明等を目的に発行される書面で、A～D券の４種類で構成されている。

A券：預託証明書　リサイクル料金が預託されていることを証明する書面

B券：使用済自動車引取証明書　廃車時に引取証明書として引取業者から最終所有者に

交付

C券：資金管理料金受領証　資金管理料金の受領を証明する書類

D券：料金通知書兼発行者控え　発行した事業者における控え

Ｒ券

73 リサイクル部品 りさいくるぶひん 新品の原型を最大限に止めたまま、再利用される部品で、品質確認を介して商品化された保

証付きの部品。リユース部品とリビルト部品から成る。

74 リデュース（発生抑制） りでゅーす Reduce。ごみを出さないこと。「ごみの発生抑制」ともいわれる。生産工程で出るごみを減らした

り、使用済み製品の発生量を減らすことを指す。

75 離島（自動車リサイクル法

上）

りとう（じどうしゃりさい

くるほうじょう）

自動車リサイクル法上の離島とは、離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸

島振興開発特別措置法、沖縄振興特別措置法の対象となる島を指す（自動車リサイクル法

施行令第１５条）。

76 リビルト部品 りびるとぶひん 使用済自動車から取り外した部品や修理の際に発生した交換部品等をベースに、磨耗、劣化

した構成部品を新品と交換、再組み立てしテスターを用いて品質確認を行い、商品化された再

生利用された部品。

77 リユース

（再使用）

りゆーす Reuse。製品化された物を再資源化し、新たな製品の原料として再利用すること。

Reuse。製品化された物を再資源化せずに再利用すること。

78 リユース部品 りゆーすぶひん 使用済自動車から利用できる部品を取り外し分解等の手を加えず、目視・現車・テスターなどに

よる点検を行い、清掃・美化を施し、商品化された再利用の部品。

79 レアアース れああーす レアアースは、３１鉱種あるレアメタルの一種で、１７種類の元素（希土類）の総称。

次世代自動車に不可欠なレアアース磁石の材料であるネオジム・ジスプロシウム、HDDガラス基

板等の研磨剤や自動車用排ガス触媒に使用されるセリウム、ランタン等がある。

80 レアメタル れあめたる 鉱業審議会レアメタル総合対策特別小委員会において、「地球上の存在量が稀であるか、技

術的・経済的な理由で抽出困難な金属のうち、現在工業用需要があり今後も需要があるもの

と、今後の技術革新に伴い新たな工業用需要が予測されるもの」と定義されている。現在３１

鉱種を対象としているが、定義を踏まえ鉱種は情勢に応じて見直しがあり得るもの。

81 路上放棄車 ろじょうほうきしゃ 公道（自治体が管理する河川敷を含む）に不法に捨てられた自動車。路上放棄車等の不法

投棄・不適正処理の懸念も生じていることが、自動車リサイクル法制定の背景にある。
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参考 A事業者 B事業者 C事業者 D事業者 E事業者 F事業者 I事業者 J事業者 K事業者 L事業者

私（引取依頼者）
は、次のとおり、
使用済自動車の
引取を依頼いたし
ます。

下記の＜車両＞
を、下記の＜条件
＞にて使用済自
動車として引取依
頼いたします。

下記の＜車両
＞を、下記の＜
条件＞にて使
用済自動車とし
て引取依頼い
たします。

-

下記の＜車両
＞を、下記の＜
条件＞にて使
用済自動車とし
て引取依頼い
たします。

下記の通り、使
用済自動車とし
ての引取依頼
をいたします。

下記の《車両》
を、下記の《条
件》にて使用済
自動車として引
取依頼致しま
す。

私（依頼者は、
貴社（引取者）
に対して下記
〈車両〉を下記
〈条件〉にて使
用済自動車とし
て引取依頼い
たします。

-

上記の車を、解
体して中古部
品として、又は
中古車としてリ
サイクル処理
する事に同意し
ます。

使用済み自動
車として、お引
き取りいたしま
す。

上記車輌、引
渡時の確認を
いたしました。
車輌本体及び
積載物の一切
の処分を依頼
いたします。

車台番号 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
登録番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ナンバー ○
登録番号又は車両番号 ○
登録（届出）番号 ○
リサイクル券番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

リサイクル券番号（移動報告番号） ○ ○

移動報告番号 ○
車名 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
通称名 ○
通称名（車種） ○
通称名（車名） ○ ○ ○ ○
銘柄 - ○
銘柄コード - ○
車種 - ○
車検満了日 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
初度登録年月日 ○
初度登録（検査）年月日 ○
初度登録 ○
登録（届出）日（名義変更日） - ○
年式 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
型式 ← ○ ○ ○ ○ ○
通称型式 - ○
排気量 - ○
車両重量 - ○
エンジン - ○
車両管理ナンバー - ○
引取時走行距離 ○ ○ ○
査定時走行距離 ○ ○
走行距離 ○ ○
使用者 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
所有者 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
残債先（完済予定） - ○ ○ ○ ○
残債先 - ○
所有権留保先 - ○
残債金額 - ○
残債決済方法 - ○ ○ ○ ○ ○
残債清算方法 - ○
ローン完済/清算予定等（メモ欄） - ○
残債清算予定日 - ○
残債期間 - ○
車両状態 - ○
自力走行 - ○
保管場所 - ○
事務処理番号 - ○
査定日 - ○
引取日 - ○ ○
入庫日 - ○
依頼日 - ○
使用済自動車引取依頼者（最終所
有者名）

○ ○ ○ ○ ○

使用済車引取依頼者（最終所有者） ○
引渡者 ○ ○
氏名又は名称 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
氏名・名称 ○ ○
氏名 ○
お名前 ○
お客様名 ○
住所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ご住所 ○ ○
電話番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
固定電話番号 ○
携帯電話番号 ○
メールアドレス - ○
生年月日 - ○
職業 - ○
事業所名称 -
課税区分 - ○
振込先 - ○ ○
御署名 - ○
装備状況 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
シュレッダーダスト料金 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
エアバッグ類料金 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
フロン類料金 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
（有りの場合）種別 （CFC・HFC) ○ ○ ○ ○ ○
フロン類種別（装備有の場合） フロン類種別 ○
情報管理料金 情報管理預託金 ○ ○ ○ ○ ○
預託状況 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
預かり預託金額 ○
預り預託金 ○ ○
預り預託金額 ○ ○
リサイクル未預託金 ○ ○
預託金額 ○ ○ ○
預託必要金額 ○
預り預託金額合計 ○ ○
預かり預託金額合計 ○
預託済金額 - ○ ○ ○
リサイクル法関連費用 ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
リサイクル料金（預託済み・未預託） - ○ ○
資金管理料金（消費税込） ← ○ ○ ○ ○ ○ ○
フロン - ○ ○
エアバッグ - ○ ○
預託申請日 - ○
引取報告日 - ○
引渡報告日 - ○
解体通知日 - ○
解体報告日 - ○
登録番号 - ○ ○
氏名・名称 ← ○ ○
事業所名称 ← ○ ○
所在地 ← ○ ○
TEL 電話番号 ○ ○

使用済自動車引取依頼書に記載される項目一覧

再資源化預託金
等未預託額

再資源化預託金
等 未預託額計

使用済自動車
引取依頼書

使用済自動車
引取証明書（リ
サイクルB券）

車両引き取り
証明書及び領

収書

御見積書/車両
引取受領書

廃車見積書兼
引取完了報告

書

引取依頼の文章

（一社）日本自動
車販売協会連合
会作成の「使用済
自動車引取依頼

書」

使用済車引取
依頼書

使用済自動車
引取証明書（リ
サイクルB券）

使用済自動車
引取依頼書

使用済自動車
引取依頼書

使用済自動車
引取り依頼書

書面の名称
使用済自動車引

取依頼書

リサイクル券番号
（移動報告番号）

車
両
情
報

登録番号・車両番号

通称名

引取時走行距離

初度登録年月日

所在地

氏名・名称
（最終所有者）

引
取
業
者

情
報

リ
サ
イ
ク
ル
法
関
連

引
取
依
頼
者
情
報

電話番号

記載項目・内容 モデル案

別添2



使用済自動車残債 - ○ ○ ○ ○
使用済車残債 - ○
残債（使用済自動車） - ○
抹消登録手続代行費用（消費税込 ○ ○ ○ ○ ○ ○
抹消手続費用 ○ ○
抹消代行料金 ○
抹消登録預かり法定費用 ○
抹消登録預り法定費用 ○ ○ ○ ○
預り法定費用（印紙代） ○
預り自動車税 ← ○ ○ ○ ○
陸運料金 ○
作業工賃等 ○
引取費用 ○ ○
使用済自動車処理費用（消費税等
込み）

○ ○ ○ ○ ○

依頼者支払額合計 ○ ○ ○ ○
お客様支払額合計 ○ ○ ○
お客様支払額 ○
差引お客様支払額 ○
差引依頼者支払額 ○
差額清算金額 ○
使用済車清算額 ○
消費税・地方消費税合計 ○ ○ ○
消費税等合計 ○
消費税合計 ○ ○ ○
使用済自動車引取価格 ○ ○
使用済車引取価格 ○
引取価格（使用済自動車） ○
廃車買取料金 ○
車両価格 ○ ○
（課税事業者の場合）
消費税・地方消費税

- ○ ○

（課税事業者の場合）消費税等 - ○
（課税事業者の場合）消費税 - ○
自賠責保険未経過相当額 ○
自賠責保険解約時未経過相当額 ○ ○
自賠責相当額 ○
（受領権限を委任する場合）
自動車重量税未経過相当額

○

（受領を委任する場合）
自動車重量税未経過相当額

○

重量税相当額 ○
部品買取等 - ○
販売店支払額合計 - ○ ○
代理店支払額合計 - ○
書類 - ○ ○
預り書類 - ○
自動車税還還付 - ○
重量税（車検時） - ○
自賠責満了日 - ○
自賠責保険料 - ○
引取先 - ○
解体報告の連絡方法 - ○
備考 - ○ ○ ○
特記事項 - ○
当社を利用したこと - ○
当社を利用した方の紹介 - ○
ロックナットの確認 - ○
アダプター - ○
位置 - ○
ホイール - ○
私物の回収状況 - ○
私物の内容（メモ欄） - ○
保管先の了解 - ○
保管場所 - ○
車検証の所在 - ○
一時抹消 - ○
重量税還付 - ○
解体届出 - ○ ○

お
客
様
支
払

抹消登録手続代
行費用

預り抹消登録法
定費用

消費税等合計

自走不能車陸送
費用・作業費用

販
売
店

支
払
額

使用済自動車引
取価格

差額精算金額

そ
の
他

自動車重量税未
経過相当額

自賠責保険未経
過相当額



『自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書』 

で示された課題の内、検討会で取扱うテーマ 

 

2015 年 9 月開催の産業構造審議会 産業技術環境分科会 廃棄物・リサイクル小委員会 

自動車リサイクルワーキンググループ、中央環境審議会 循環型社会部会  自動車リサイク

ル専門委員会において、『自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書』

（以下、「報告書」という。）が取りまとめられ、この報告書においては自動車ユーザーへの情

報発信等の取組みについて次の課題が示された。 

*以下、「課題＃（番号）」は、別紙「自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する

報告書に基づく今後の対応の全体像について」に記載する課題番号に関連付く 

*以下、太枠内の記載内容は、報告書の原文を引用 

 

１. 自動車製造業者等・解体業者等におけるユーザー等への情報発信 

 

（１） 環境配慮設計・再生資源利用の進んだ自動車へのユーザー選択の促進（課題＃４） 

 

環境配慮設計によって取り外し性が向上し、容易にリユース・リサイクルを行うことができ

るようになった部品・素材については、ＡＳＲ予測発生量からその重量を除外することでリサ

イクル料金を引き下げ、車種間の差別化を行うことや、ユーザーに対する効果的な情報発

信等、環境配慮設計の進捗の評価・活用方法について国と関係主体が連携して検討を行

い、その結果を踏まえて環境配慮設計の進んだ自動車についてユーザーによる選択を促す

ための取組を実施すべきである。 

 

その際、ユーザーが最終的に製品を選択し、使用済自動車として引き渡すことを踏まえ、

自動車ユーザーが自動車リサイクルにおける環境配慮設計や再生資源利用の重要性、社

会的便益を理解し、ユーザーによる環境配慮設計や再生資源利用の進んだ自動車の積極

的な選択を促すような情報発信を行うとともに、特預金等の活用によるユーザーへのインセ

ンティブ等のあり方について検討を行うべきである。 

 

（２） リユース・リビルト部品のユーザー選択の促進（課題＃５） 

 

リユース・リビルド部品の利用について、国と関係主体が連携して、ユーザー・整備業者

等における実態の把握と更なる理解の促進に取り組むとともに、部品の規格化やモデル事

業等の取組を通じて、それぞれの部品を比較・評価しやすい環境の創出や、部品リユース

のメリットの検証・情報発信を行い、信頼性のある部品が安定的に供給されユーザーがリユ

ース・リビルド部品を選択しやすい状況を構築していくべきである。 

 

参考 1 



２. 引取業者におけるユーザー等への情報発信 

 

（１）引取業者による情報提供の在り方、国による伝達及び引取業者による対応（課題＃１０） 

 

国は、関係主体と連携して、使用済自動車の引取りや中古車の取引におけるリサイクル

料金等に関するユーザーの認識状況について把握を進め、その結果を踏まえて、ユーザー

の更なる理解を促すよう対応を行っていくべきである。特に、「使用済自動車判別ガイドライ

ン」を踏まえながら引取業者がユーザーに対してどのような情報提供を行うべきか改めて整

理するとともに、その内容を引取業者に確実に伝達し、引取業者はそれに基づく対応を進

めていくべきである。 

 

（２）使用済自動車の価値等に係るユーザーへの情報発信（課題＃１１） 

 

ユーザーが使用済自動車の価値について理解をより深め、主体的に引取業者を選択で

きるようにするため、関係主体が適切な役割分担を行いながら、使用済自動車が資源的な

価値を持ち、使用済自動車から中古部品や資源が回収され、有効活用されているということ

について、ユーザーへの情報発信を行っていくべきである。 

 

３．ＪＡＲＣ機能の一層の発揮（課題＃１９） 

 

自動車リサイクル制度におけるＪＡＲＣが果たすべき役割とその費用をユーザー及び自動

車製造業者等が負担していることも踏まえ、ＪＡＲＣは、ユーザー・関係事業者・自治体等と

の意見交換等を通じたシステム改善ニーズの把握、ユーザーへの情報発信とその効果検

証、関係主体間の情報共有の円滑化等、ＪＡＲＣが管理する使用済自動車の再資源化状況

等データの活用など、その発展に向けて機能の一層の発揮を図るべきである。 

 

 

以 上 



自動車リサイクル制度の「あるべき姿」実現に向けた
課題と具体的取り組みに係る検討項目と

今後の進め方の全体像について

平成２７年９月１４日
経 済 産 業 省

環 境 省

参考1
別紙



１．自動車における３Ｒの推進・質の向上

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

１
解体業者と自動車製造業
者等の相互コミュニケー
ションとそのフォローアップ

国、解体業者、
自動車製造業者
等

２
環境配慮設計の進捗評価・
活用方法の検討、ユーザー
選択促進

国、解体業者、
破砕業者、自動
車製造業者等

（１） 環境配慮設計・再生資源活用推進による解体・破砕段階でのリユース拡大・リサイクルの
質の向上

① 環境配慮設計の推進とその活用

国が中心となって、有識者・関係者と連携しつつ検討を実施し、進
捗状況を合同会議に報告。

② 再生資源の需要と供給の拡大

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

３
再生資源活用の課題の整
理と促進、利活用・流通状
況の確認

国、解体業者、
自動車製造業者
等

４
ユーザー選択を促す情報
発信と特預金等の活用によ
るインセンティブ等の検討

国、自動車製造
業者、ＪＡＲＣ等

国が中心となって、有識者・関係者と連携しつつ検討を実施。進
捗状況を合同会議に報告。

特預金を活用したユーザーインセンティブ制度については、有識
者・関係者と連携しつつ検討を実施し、ＪＡＲＣ資金管理業務諮問
委員会において審議。進捗状況を合同会議に報告。

情報発信の取組については、ＪＡＲＣが中心となって主要関係主
体と連携を図りつつ、情報発信に係る検討を実施。進捗状況を合
同会議に報告。
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関係主体が行った取組について、進捗状況を合同会議に報告。



１．自動車における３Ｒの推進・質の向上

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

５

リユース・リビルド部品に関
する利用実態把握等とユー
ザー選択を容易にする状況
構築

国、解体業者、Ｊ
ＡＲＣ等

６ 有害物質削減の対応検討
国、自動車製造
業者等

（２）２Ｒ（リデュース・リユース）の推進

補修用リサイクル部品の規格化については、解体業者が中心と
なって継続して検討。進捗状況を合同会議に報告。

情報発信の取組についてはＪＡＲＣが中心となって主要関係主体
と連携を図りつつ、情報発信に係る検討を実施。進捗状況を合同
会議に報告。

国が中心となって、有識者・関係者と連携しつつ検討を実施し、進
捗状況を合同会議に報告。

自動車製造業者等における自主取組については、毎年度合同会
議に報告。
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１．自動車における３Ｒの推進・質の向上

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

９
目標・指標及び評価方法に
関する検討

国、解体業者、
破砕業者、自動
車製造業者等

② リユース・リサイクルの推進・質の向上の進捗状況の把握・評価について

4

国が中心となって、有識者・関係者と連携しつつ検討を実施。制
度変更を伴う場合には、合同会議において審議。進捗状況を合
同会議に報告。

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

７
リサイクルの質の向上等に
係るベストプラクティス取り
まとめと普及促進

国、解体業者、
破砕業者等

８
全部再資源化手法の拡大
方策検討とリサイクルプロ
セス最適化の推進

国、解体業者、
破砕業者、自動
車製造業者等

国において、ベストプラクティスについて取りまとめる。その結果
及び普及促進の状況を合同会議に報告。

国が中心となって、有識者・関係者と連携しつつ検討を実施。進
捗状況を合同会議に報告。

（３）リサイクルの質の向上
① 自動車リサイクル全体の最適化を通じたリサイクルの質の向上



5

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

１０

引取業者による情報提供
の在り方整理、国による伝
達及び引取業者による対
応

国、ＪＡＲＣ、引取
業者等

１１
使用済自動車の価値等に
係るユーザーへの情報発
信

国、自治体、
JARC等

ＪＡＲＣが中心となって主要関係主体と連携を図りつつ、情報発信
に係る検討を実施。進捗状況を合同会議に報告。

（１） 引取業等のあり方について

２. より安定的・かつ効率的な自動車リサイクル制度への発展

ＪＡＲＣが中心となって主要関係主体と連携を図りつつ、情報発信
に係る検討を実施。進捗状況を合同会議に報告。



（２）不法投棄・不適正処理への対応の強化

6

２. より安定的・かつ効率的な自動車リサイクル制度への発展

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

１２

自治体指導の円滑化・徹底
に向けた環境整備並びに
不適正事案及び無許可解
体業者への対策実施

国、自治体、
ＪARC等

１３

優良事業者差異化並びに
講習制度等の充実、透明
化及び公平性確保に係る
検討

国、自治体、解
体業者等

１４
不法投棄未然防止等に向
けた課題整理及び対応一
般化・周知

国、自治体、
JARC等

関係主体において検討・取組を実施。進捗状況を合同会議に報
告。

関係主体において検討・取組を実施。進捗状況を合同会議に報
告。

関係主体において検討・取組を実施。進捗状況を合同会議に報
告。



２. より安定的・かつ効率的な自動車リサイクル制度への発展

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

１５
災害・事故発生時の体制整
備

国、JARC、自動
車製造業者等

（３）使用済自動車等の確実かつ適正な処理の推進
① リサイクルの円滑化によるロバスト性の向上

関係主体において検討・取組を実施。進捗状況を合同会議に報
告。

②解体自動車及び３品目の確実かつ適正な再資源化等のための監督等の強化

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

１６
移動報告等を活用した自治
体の監督・取締り及び自動
車製造業者等の監査強化

JARC、自治体、
自動車製造業者
等

１７
エアバッグ・フロン類に関す
る状況把握・評価方法の検
討等

国、JARC、自治
体、自動車製造
業者等

関係主体において検討・取組を実施。進捗状況を合同会議に報
告。

関係主体において検討・取組を実施。進捗状況を合同会議に報
告。

③ 廃発炎筒への対応の強化

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

１８ 廃発炎筒に係る安全確保 国
国において関係
省令改正を実
施。

結果について合同会議に報告。
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8

２. より安定的・かつ効率的な自動車リサイクル制度への発展

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

１９ JARC機能の一層発揮 国、JARC等

２０
ＪＡＲＣ運営に係る費用分
担の在り方検討

合同会議等

２１ ＪＡＲＣ運営の評価 ＪＡＲＣ

（４）自動車リサイクル全体の社会的コストの低減
① ＪＡＲＣの機能の一層の発揮と効率化

ＪＡＲＣが中心となって主要関係主体と連携を図りつつ、情報発信
に係る検討を実施。進捗状況を合同会議に報告。

合同会議において継続して検討を実施。

ＪＡＲＣにおいて、PDCAサイクルの強化について検討を実施。進
捗状況を合同会議に報告。



２. より安定的・かつ効率的な自動車リサイクル制度への発展

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

２２ 特預金の使途 国、JARC等

② 特預金の使途

指定法人業務における特預金の使用範囲については、ＪＡＲＣ資
金管理業務諮問委員会において審議。進捗状況を合同会議に報
告。

リサイクル料金の割引制度については有識者・関係者と連携しつ
つ検討を実施し、ＪＡＲＣ資金管理業務諮問委員会において審議。
進捗状況を合同会議に報告。

番号
取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

２３
リサイクルに係る費用の内
訳公表のルール化等を通じ
た継続的なモニタリング

国、自動車製造
業者等

２４ ＡＳＲの処理体制
国、自動車製造
業者等、合同会
議等

③ 自動車製造業者等による再資源化等の効率化

国において費用の内訳の公表のルール化を実施。自動車製造業
者等はルールに基づき、毎年度合同会議で報告。

自動車製造業者等からチームの統合に係る申出があった場合
に、国、自動車製造業者、合同会議等において検討を行う。

番号
取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

２５
リサイクル料金の黒字拠出
に係る仕組みの構築

自動車製造業者
等

④ 自動車製造業者等におけるリサイクル料金の収支

関係主体において取組を実施。進捗状況を合同会議に報告。
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３. 自動車リサイクルの変化への対応と国際展開

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

２６
次世代自動車に係る技術
開発、状況把握、セーフティ
ネット整備等

国、自動車製造
業者等

（１）次世代車／素材の多様化への対応
① 次世代自動車のリユース・リサイクルに関する課題への対応

関係主体において取組を実施。進捗状況を合同会議に報告。

② 素材の多様化への対応

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

２７
自動車に係るCFRPのセー
フティネット整備

自動車製造業者
等

関係主体において取組を実施。進捗状況を合同会議に報告。

（２）自動車リサイクルの国際展開

番号 取組・検討事項 取組主体 今後の進め方

２８
自動車リサイクルに係る国
際協力、本邦事業者の国
際展開支援

国 国が中心となって取組を実施。進捗状況を合同会議に報告。

10



参考2-1

自動車リサイクルの更なる取り組みを進めるための情報提供のあり方について

公益社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 

理事・環境委員長 大石美奈子

自動車リサイクルにおいては、新車の購入時にリサイクル料金をあらかじめ預託してお

くことで、不法投棄のリスクを未然に低減する制度となっている。また、預託されたリサイ

クル料金は、その自動車 が使用済みになるまでの間指定法人において一括して管理・運用

することで、自動車の購入時に 預託されたリサイクル料金がその自動車のリサイクル費用

に充当されることとなっている。ただし、リサイクル料金が、3 品目の再資源化等のための

料金であることを、消費者が正しく理解していくためには、さらなる情報提供が必要である。 

さらに、自動車リサイクル法においては、自動車製造業者等の責務として「自動車の設計

及びその部品 又は原材料の種類を工夫することにより、自動車が長期間使用されることを

促進する」こととされている。また、自動車の所有者の責務として「自動車をなるべく長期

間使用することにより、自動車が使用済自動車となることを抑制するよう努める」こととさ

れている。しかし、長寿命化のために、消費者が行うべきことについての情報提供は十分と

はいえないのではないか。

また、消費者として気になるのが中古車として販売するとき、また、下取り等におけるリ

サイクル料金（預託 金相当額）の表示である。表示ルールが一般社団法人自動車公正取引

協議会において定められているが、消費者の誤解を招くことのない情報提供が求められる。 
特に、消費者は自動車を長期使用し、使用済自動車の排出を抑制することに努めることと

されており、引取業者の役割としてはユーザーに対し十分な判断材料を情報提供していく

ことが求められている。リユース・リビルド部品についての情報も不十分と思われる。

以上のことから、以下の項目についての検討をお願いしたい。

・環境配慮設計または生成資源活用が進んだ自動車を、私たち消費者が選択できるような情

報提供のあり方について

・リユース・リビルド部品等を消費者が選ぶようになるための情報提供について

・リサイクル料金、使用済み自動車の価値を消費者が正しく理解し、適正処理がさらに進む

ための情報提供のあり方について

・JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況のデータを活用した発信等について 
  以上



自動車リサイクルに係る取り組み
第１回情報発信の在り方等に関する検討会資料

一般社団法人 日本自動車連盟 交通環境部

２０１５年1１月２４日

参考2-2

JARC9999
長方形



自動車ユーザへの情報発信
機関紙ＪＡＦＭａｔｅへの掲載
● ２００４年１１月号

特集 始まります！自動車リサイクル法

● ２００５年５月号
国内交通ニュース 自動車リサイクル法でユーザの役割は？

● ２００６年３月号
国内交通ニュース 自動車リサイクル法で車のリサイクルはどう

変わった？
※ＪＡＦＭａｔｅ発行部数 １２，０５０，８００部（平成27年12月号）

1



2004.11月号

2



2005.5月号

3



2006.3月号

4



発信内容の具体例について

自動車ユーザへの周知活動
● 自動車リサイクル法がわかるＱ＆Ａ形式
・いつ払えばいい？料金は？
・エアコンやエアバックのない古い車でも払う必要はある？
・中古車として売る場合、料金は戻ってくる？
・廃車時にはリサイクル料金だけ払えばいい？
・自分の車がちゃんと処理されたのか気になる

● リサイクル法は不法投棄の防止策
● 車のリサイクルはユーザも責任負う
● バッテリのリサイクル法制化も？ 等

5



情報発信の在り方に係る課題について

6

● 情報発信力強化による消費者への環境意識の浸透。

● 環境配慮設計に対するインセンティブの策定。

● 特預金の有効活用。



第 1 回情報発信の在り方等に関する検討会資料 

1.自動車メーカーがこれまで取り組んできた自動車リサイクルに関する情報公開

(1)企業の社会的責任(CSR)において、環境に対する取組の情報公開を行い、自動車ユーザーや自動車リサ

イクル関係業者、投資家等へ広く周知。(自社 HP、環境報告書(CSRレポート)等) 

①製品における環境負荷低減の取組

・解体容易化設計事例、リサイクル材使用部位の事例、植物由来樹脂の開発・採用 

・自主取組の状況 

②個別車種毎の達成状況

・車種別環境情報 

③自動車リサイクル法関連の対応状況

・車種別リサイクル料金や関連業者への支払料金、引取基準の提示 

・自動車リサイクル法の義務履行状況 

・使用済みのリチウムイオン・ニッケル水素バッテリーや水素・CNGタンクなど通常の使用済み自動車処

理工程では処理困難物を安全に取外す工法の提供。 

(2)関連団体と連携した取り組み 

・エアバッグ取外し方法の周知や安全作業の注意喚起(JARS、自再協 HP) 

・業界自主取組の公表(定例審議会・各社 HP(車種別環境情報内)) 

・レアメタル使用部品一覧を公開(JARS) 

2.情報公開の結果

・市場のニーズに対し情報提供を行い、社会的責任の一定の効果はあったものと考える。

3.今後の情報公開の考え方

・ISO26000や GRIガイドライン(G4)等で情報公開の基準が提示されており、これらを参考にしながら、

今後もニーズに合わせながら情報公開に努めていく。 

以上 

参考2-3

JARC9999
長方形



参考資料 

三菱自動車 HP記載項目 http://www.mitsubishi-motors.com/jp/social/environment/index.html 

自工会 HP記載項目 http://www.jama.or.jp/eco/recycle/index.html 

参考2-3
添付

http://www.mitsubishi-motors.com/jp/social/environment/index.html
http://www.jama.or.jp/eco/recycle/index.html


参考資料 トヨタ自動車 HP 記載項目 
http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/plan/sixth_plan/index.html 
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（例）トヨタ HV 取外しマニュアルのダウンロードページ 

 
 
 
（例）エコプラスチックの採用部位情報 

 



参考資料 本田 HP 記載項目 
http://www.honda.co.jp/environment/report/activities/recycling/p4.html 
＊Hondaは毎年、Honda環境年次レポートを発信し、環境活動の PR を行っています。 
 
【Hondaの資源循環への取り組み事例】 
 

 
 
 

 
 
ホームページ：
http://www.honda.co.jp/environment/report/activities/recycling/p4.html 
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参考資料 

日産自動車 HP 記載項目  
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/RECYCLE/ 

環境への考え方 

クルマでの取り組み 

長期目標とロードマップ 

車種別環境情報 

ゼロ・エミッションモビリティの推進 

電気自動車 

燃料電池車 

燃費の向上 

ハイブリッド車 

クリーンディーゼル車 

排出ガスのクリーン化 

車両の軽量化 

希少資源の削減 

車室内 VOC 削減 

リサイクルへの取り組み 

開発時の取り組み 

生産時の取り組み 

サービス時（販売店）の取り組み 

使用済み時の取り組み 

自動車リサイクル法への対応 

環境負荷物質の低減 

LCA 

工場での取り組み 

販売店での取り組み 

オフィスでの取り組み 

サプライヤーとの取り組み 

社会とともに 

環境コミュニケーション 

環境データ集 

環境ホット・トピックス 

自動車リサイクル法 

例：リサイクルへの取組 TOP 

例：解体しやすい構造の開発

例：解体マニュアルの開示 
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http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/APPROACH/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/ENVIRONMENTAL_CONSIDERATION/
http://www.nissan.co.jp/INFO/E_NOTE/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/FUEL_BATTERY/DEVELOPMENT/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/FUEL_BATTERY/DEVELOPMENT/EV/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/FUEL_BATTERY/DEVELOPMENT/FCV/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/FUEL_COST/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/FUEL_COST/TECHNOLOGY/HYBRID/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/FUEL_COST/CLEAN_DIESEL/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/EMISSION_GAS/CLEAN_EXHAUST_GAS/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/WEIGHT_REDUCTION/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/RARE_EARTH/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/VOC/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/RECYCLE/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/RECYCLE/DEVELOPMENT/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/FAB/WASTE/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/DEALER/GREEN_SHOP/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/RECYCLE/USED/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/RECYCLE/REGULATIONS/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/ENVIRONMENT_BURDEN/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/CAR/LCA/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/FAB/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/DEALER/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/OFFICE/
http://www.nissan-global.com/JP/CSR/STRATEGY/VALUE_CHAIN/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/SOCIAL/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/COMMUNICATIONS/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/LIBRARY/DATA/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/HOTTOPICS/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/A_RECYCLE/R_FEE/


参考資料 いすゞ自動車 HP CSRトップ 記載項目 

http://www.isuzu.co.jp/company/csr/eco/policy/index.html 
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＜掲載されているリサイクルマニュアルの例＞ 

リサイクル情報：いすゞ自動車 HP 「いすゞ車のリサイクル情報」 

http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html 



参考資料 
 スズキ HP 記載項目 
http://www.suzuki.co.jp/about/csr/policy/index.html#envPlan 

環境取り組み一覧 ＨＰ抜粋 
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http://www.suzuki.co.jp/about/csr/policy/index.html%23envPlan


 

 

（例）リチウムイオンバッテリーの回収・取り外しマニュアル ＨＰ抜粋 

http://www.suzuki.co.jp/about/csr/recycle/battery/index.html 

 
  



例）リサイクルし易い樹脂材料の使用 

スズキ環境・社会レポート２０１５から抜粋 

http://www.suzuki.co.jp/about/csr/report/2015/pdf/2015_envj_04_04.pdf 

 

http://www.suzuki.co.jp/about/csr/report/2015/pdf/2015_envj_04_04.pdf


参考資料 ダイハツ HP 記載項目 
http://www.daihatsu.co.jp/company/csr/env_management/index.htm 
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参考資料 日野自動車 HP「環境報告」 記載項目 
http://www.hino.co.jp/csr/environment/env_index.html 
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（例）環境配慮設計事例紹介 

 
 
（例）ハイブリッド車バッテリーリサイクルマニュアル 

 

 

 

《掲載マニュアル》 

 



参考資料 富士重工業 HP 記載項目 
http://www.fhi.co.jp/envi/csr/report/pdf/2015/environment_report-jp.pdf 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（例）富士重工業の環境コミュニケーションのページ 
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（例）富士重工業（スバル）の環境配慮設計のページ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
（例）富士重工業（スバル）の自動車リサイクルのページ 

 
 
（例）富士重工業（スバル）の販売の取組みのページ 
 

 
 
 
 
 
 



参考資料 マツダ HP 記載項目 
http://www.mazda.com/ja/csr/environment/ 
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http://www.mazda.com/ja/csr/environment/


 
 
（例）マツダ キャパシター強制放電要領のダウンロードページ 

 
 
（例）使用済部品の回収・リサイクルの推進 

 

 



参考資料 
三菱ふそうトラック・バス HP 記載項目 
http://www.mitsubishi-fuso.com/ECO/index.html

 
 
 
 
 
 
（例）三菱ふそう Canter エコハイブリット 情報 
http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/lineup/truck/canter/eco-hybrid/2012/technology/featu
re/index.html 
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（例）三菱ふそう ゼロミッション電気小型トラック 
http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/news/news_content/150630/150630.html 

 



参考資料 UD トラックス HP 記載項目 
http://cdn.udtrucks.com/media.axd/Files/Japan/environmental%20care/full_0515.pdf?v=lx

B4pdA5AAA 
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【解体事業者向け情報】 

趣旨：電気自動車・ハイブリッド自動車等は高電圧部位があるため、取り扱いに注意

が必要となる。 特に、災害等で損傷した車両の取扱いは、迅速かつ、慎重な

対応が必要であるため、これらの車両に対する作業安全上等に関する主な注

意事項について周知を図る。 

 

掲載箇所：自再協 HP 最新トピックスにて各社の取り外し/レスキューマニュアルの

URL、対象車種、問い合わせ窓口等を紹介 (毎年 5 月時点で更新) 

http://www.jarp.org/pdfs/information/20151014_hybridcar_information.pdf 

   

いすゞ自動車（株） 

レスキューマニュアル 

http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html 
取外しマニュアル 
http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html 
スズキ（株） 

取外しマニュアル 

http://www.suzuki.co.jp/about/csr/recycle/evandhybridtoriatsukai.html 
http://www.suzuki.co.jp/about/csr/recycle/battery/index.html 
ダイハツ工業（株） 

取外しマニュアル 
http://www.daihatsu.co.jp/company/csr/recycle/pdf/hv_cargo_recycle.pdf 
トヨタ自動車（株） 

レスキューマニュアル 
http://www.toyota.co.jp/jpn/tech/safety/technology/help_net/rescue.html 
取外しマニュアル 

http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/
battery_recycle/index.html#title02 
日産自動車（株） 

レスキューマニュアル 
http://www.nissan-global.com/JP/SAFETY/RESCUE/ 
取外しマニュアル 

http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/A_RECYCLE/BATTERY/ 
日野自動車（株） 

レスキューマニュアル 
http://www.hino.co.jp/service/hybrid/index.html 
取外しマニュアル 
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http://www.jarp.org/pdfs/information/20151014_hybridcar_information.pdf
http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html
http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html
http://www.suzuki.co.jp/about/csr/recycle/evandhybridtoriatsukai.html
http://www.suzuki.co.jp/about/csr/recycle/battery/index.html
http://www.daihatsu.co.jp/company/csr/recycle/pdf/hv_cargo_recycle.pdf
http://www.toyota.co.jp/jpn/tech/safety/technology/help_net/rescue.html
http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/battery_recycle/index.html%23title02
http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/battery_recycle/index.html%23title02
http://www.nissan-global.com/JP/SAFETY/RESCUE/
http://www.nissan-global.com/JP/ENVIRONMENT/A_RECYCLE/BATTERY/
http://www.hino.co.jp/service/hybrid/index.html


 http://www.hino.co.jp/service/hv_battery_recycle/index.html 
 
富士重工業（株） 

レスキューマニュアル 
http://www.fhi.co.jp/rescue/hybrid/ 
本田技研工業（株） 

レスキューマニュアル 
http://www.honda.co.jp/rescue-auto/ 
取外しマニュアル 
 http://www.honda.co.jp/auto-recycle/recycle_07.html 
マツダ（株） 

レスキューマニュアル 

http://www.mazda.co.jp/service/support/advice/rescue/ 
取外しマニュアル 
http://www.mazda.com/jp/csr/environment/recycling/info.html 
三菱自動車工業（株） 

レスキューマニュアル 
http://www.mitsubishi-motors.com/jp/spirit/technology/library/maintenance/i
ndex.html 
取外しマニュアル 

http://www.mitsubishi-motors.com/jp/social/environment/recyclelow/battery.
html 
三菱ふそうトラック・バス（株） 

レスキューマニュアル 
http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/information/rescue_manual/index.html 
取外しマニュアル 

http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/information/battery_recycle/index.html 
 
 

http://www.hino.co.jp/service/hv_battery_recycle/index.html
http://www.fhi.co.jp/rescue/hybrid/
http://www.honda.co.jp/rescue-auto/
http://www.honda.co.jp/auto-recycle/recycle_07.html
http://www.mazda.co.jp/service/support/advice/rescue/
http://www.mazda.com/jp/csr/environment/recycling/info.html
http://www.mitsubishi-motors.com/jp/spirit/technology/library/maintenance/index.html
http://www.mitsubishi-motors.com/jp/spirit/technology/library/maintenance/index.html
http://www.mitsubishi-motors.com/jp/social/environment/recyclelow/battery.html
http://www.mitsubishi-motors.com/jp/social/environment/recyclelow/battery.html
http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/information/rescue_manual/index.html
http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/information/battery_recycle/index.html


【解体事業者向け情報】 

 

趣旨：次世代自動車のレアメタル含有部品の効率的な回収・リサイクルに資す

るため、レアメタルを含有する代表的な部品を使用したモデル名、取外

しマニュアルを JARS HP を通じて解体事業者へ情報を提供している。 

掲載箇所：公益財団法人自動車リサイクル促進センター(JARC)の自動車リサイ

クルシステム(JARS)HP 解体業者向け「お知らせ」に各社のモデル別

レアメタル含有部品情報、取り外しマニュアルの URL を紹介 (毎年

5 月時点で更新) 

http://www3.jars.gr.jp/p/RPT09.nsf/0/1448B05179F3ADC849257A97005536C2?

OpenDocument 

---------------------------------------------------------------------- 

【主な使用部位】  

http://www3.jars.gr.jp/p/RPT09.nsf/0/1448b05179f3adc849257a97005536c2/

$FILE/%E8%B3%87%E6%96%991%20%E3%83%AC%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%82%BF%E3%83

%AB%E5%90%AB%E6%9C%89%E9%83%A8%E5%93%81%E4%BB%A3%E8%A1%A8%E4%BE%8B.pdf 
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http://www3.jars.gr.jp/p/RPT09.nsf/0/1448B05179F3ADC849257A97005536C2?OpenDocument
http://www3.jars.gr.jp/p/RPT09.nsf/0/1448B05179F3ADC849257A97005536C2?OpenDocument


【レアメタル含有部品使用モデル一覧表 (抜粋)】 

http://www3.jars.gr.jp/p/RPT09.nsf/0/1448b05179f3adc849257a97005536c2/

$FILE/%E8%B3%87%E6%96%992%20%E5%90%84%E7%A4%BE%E3%83%A2%E3%83%87%E3%83

%AB%E6%AF%8E%E4%BD%BF%E7%94%A8%E9%83%A8%E5%93%81%E4%B8%80%E8%A6%A7%E8%

A1%A8.pdf 

 

 

 

【各社取外しマニュアル URL 一覧表】 

http://www3.jars.gr.jp/p/RPT09.nsf/0/1448b05179f3adc849257a97005536c2/

$FILE/%E8%B3%87%E6%96%993%20%E5%90%84%E7%A4%BE%E5%8F%96%E5%A4%96%E3%81

%97%E3%83%BB%E5%9B%9E%E5%8F%8E%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%

83%AB%E6%8E%B2%E8%BC%89HP%E3%82%A2%E3%83%89%E3%83%AC%E3%82%B9%E4%B8%80

%E8%A6%A7%E8%A1%A8.pdf 

 

※以下は一覧表記載の各社取外しマニュアルの URL 

 

いすゞ自動車（株） 

http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html 
スズキ（株） 

http://www.suzuki.co.jp/about/csr/recycle/battery/index.html 
ダイハツ工業（株） 

http://www.daihatsu.co.jp/company/csr/recycle/hv-recycle/index.htm 
トヨタ自動車（株） 

http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/batt
ery_recycle/index.html#title02 
日産自動車（株） 

http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/batt

http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html
http://www.suzuki.co.jp/about/csr/recycle/battery/index.html
http://www.daihatsu.co.jp/company/csr/recycle/hv-recycle/index.htm
http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/battery_recycle/index.html%23title02
http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/battery_recycle/index.html%23title02
http://www.toyota.co.jp/jpn/sustainability/environment/recycling_based/battery_recycle/index.html%23title02


ery_recycle/index.html#title02 
日野自動車（株） 

http://www.hino.co.jp/service/hv_battery_recycle/index.html 
富士重工業（株） 

http://www.hino.co.jp/service/hv_battery_recycle/index.html 
本田技研工業（株） 

http://www.hino.co.jp/service/hv_battery_recycle/index.html 
マツダ（株） http://www.mazda.com/jp/csr/environment/recycling/info.html 
三菱自動車工業（株） 

http://www.mitsubishi-motors.com/jp/social/environment/recyclelow/battery.
html 
三菱ふそうトラック・バス（株） 

http://www.mitsubishi-fuso.com/jp/rescue_manual/index.html 
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第1回自動車リサイクルに係る情報発信の在り方等に関する検討会

自動車リサイクル制度に係る
JAIAおよび輸入車インポーターの情報発信

日本自動車輸入組合(JAIA)
Japan Automobile Importers Association

2015年11月24日（火）
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（1）業界団体としての取組み

関連業者へ ユーザーへ ディーラーへ

輸入車各社及び自動車再資源化
協力機構（自再協）、ASRチー
ムを通じて情報提供

・エアバッグ類適正処理情報
・全部再資源化促進関連情報
・駆動用リチウムイオン電池の
回収スキーム、解体マニュアル

・ホームページ掲載
・サステナビリティレポート発行

解体、リサイクル促進
の為の情報

リサイクル料金、リサイクル実績、
3Rの取組み、製品の環境情報

リサイクル料金預託等
各種実務の情報

・預託実務マニュアル作成

1. JAIAから関係者への情報発信

3



（2）JAIA HPでユーザーへ自動車リサイクル法・制度、リサイクル料金に関する情報
を提供

1. JAIAから関係者への情報発信
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（3）JAIA HP上に輸入車のリサイクル料金及びリサイクル実績のポータルサイトを
設置し、輸入車各社の掲載ページを案内

1. JAIAから関係者への情報発信
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2. 環境配慮設計の取組みの公表

（1）ボルボ・カー・ジャパンの取組み
• 排出ガスレベルの規制値、燃料消費率、CO排出量、騒音性能、冷媒の種類・量や
リサイクル設定の有無等を記載した冊子を作成し、ユーザーへ提供。

（2）メルセデス・ベンツ日本の取組み
• 自社HPの中で各モデルのリサイクル
配慮設計等の環境データを公開。

【参考】
• BMWは、本社解体工場にて開発段階の車両の解体性試験を行い開発段階で、自社
基準において一定の解体性を担保するようにしている。
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3. ELV指令に基づく再生資源の利用拡大

（1）Daimlerの取組み
• 本国サイトで主力モデルの再生原料の使用状況等を公開。
• 再生原料はホイールアーチライニング、アンダーボディパネルなど、主にPP材（ポ
リプロピレン）からなる部品に使用される。

（2）BMWの取組み
• 熱可塑性樹脂の20%程度が再生材を使用し、日常で直接手に触れる部品への採用も
始めている。
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4. 参考情報（リサイクル料金の低減）

（1）ISO対応エアバッグ
• 解体段階における作業時間の短縮のため、ISO規格一括作動処理ツールに対応し
たエアバッグの搭載を進めている。

• インポーターによっては、2015年の新車販売台数の8割以上が当該エアバッグ搭
載車となっている。

（2）フロン類の冷媒転換
• 自動車リサイクル法に基づく回収義務のない、HFO-1234yfへの転換を始めてい
る。
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5. 今後の課題

• 輸入車のインポーターの組織は、販売、マーケティング、アフターセールスの機
能は有するが、開発機能は有していないことから、環境配慮設計に係る情報の入
手が難しい。従って、環境配慮設計の定義の議論や出される結論の検証も困難に
なると思われる。

• 環境配慮設計の定義およびそれに基づくリサイクル料金の低減等の施策について
は、検討の段階からJAIAとしても積極的に参画・貢献する所存である。なお、環
境配慮設計の定義作りに際しては、国際動向も踏まえ、シンプルなものを望む。
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2016年 5月 31日 

一般社団法人 日本自動車工業会 

日本自動車輸入組合 

リサイクル関連情報発信に関する取組みについて 

１．現 状 （添付資料 ご参照） 

・国産車/輸入車の各自動車メーカー等では、ユーザーに向けて自動車リサイクルに関する各種情報 

発信をカタログやホームページなどで自主的に実施中 

（１）カタログ 

  ・カタログ内に環境負荷物質使用状況や再生材使用部品等のリサイクル関連 

項目を掲載（業界自主取組みとして項目等を標準化） －別添 1  P1～15－ 

   ・各社が独自に実施中のリサイクルに関する取組みを掲載  －別添 1  P4, 6, 7－ 

（２）ホームページ 

① 車種毎のページ

・上記情報やリサイクルの取組み等を各社掲載 －別添 1  P16～19－ 

② 企業ページ

・リサイクルの取組み等について、より細かく情報発信を実施、また動画等も掲載し分かり易い 

 周知を各社で実施中 －別添 1  P20～55－ 

・自動車リサイクル法への対応として、年度毎のリサイクル実績等を各社掲載、また自動車リサイクル 

促進センターや自動車再資源化協力機構へのリンク等も実施 －別添 1  P56～69－ 

     ※その他 事業者向けの情報として、ハイブリッドバッテリーの回収マニュアル掲載等 事業者向けの 

情報も各社にて掲載中 －別添 1  P70～74ー 

※ 輸入車については別添２を参照 

２．課 題 

・車両情報に比べ、リサイクル取組みはユーザーの関心が薄いなか、各社限られた広報・宣伝費の中で 

可能な限りの情報発信は実施中であり、個社ベースでの取組みには予算面で限界あり 

３．今後の対応 

① 継続してカタログ・ホームページ等にて可能な限りの周知活動を展開

② 今後のユーザーインセンティブ制度開始等 ユーザーのリサイクルへの関心が高まるタイミングを見計らい

周知活動を強化

以   上 
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第4回⾃動⾞リサイクルに係る情報発信の在り⽅等に関する検討会

輸⼊⾞のリサイクル関連の
情報発信に関する取組み

日本自動車輸入組合(JAIA)
Japan Automobile Importers Association

2016年5⽉31⽇（⽕）
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1. ⾃動⾞リサイクル制度に関する情報発信
（1）Audi, BMW, Ford, Jaguar

アウディジャパン（株）
http://www.audi.co.jp/jp/brand/ja/service_accessory/info_to
p/Recycle.html

ビー・エム・ダブリュー（株）
http://www.bmw.co.jp/ja/footer/info/recycle-law.html

フォード・ジャパン・リミテッド
http://www.pagi-info.com/elv/ford/main_01.html

ジャガー･ランドローバー･ジャパン（株）
http://www.jaguar.co.jp/about-
jaguar/sustainability/index.html

1. ⾃動⾞リサイクル制度に関する情報発信
（2）Mercedes-Benz, Peugeot, VW, Volvo

メルセデス･ベンツ⽇本（株）
http://www.mercedes-
benz.jp/corporate/csr/recycle/index.html

プジョー･シトロエン･ジャポン（株）
http://www.servicing.peugeot.co.jp/recycle/

フォルクスワーゲングループジャパン（株）
http://www.volkswagen.co.jp/ja/service/recycle.html

ボルボ・カー・ジャパン（株）
http://www.pagi-info.com/elv/volvo/

2



フォルクスワーゲングループジャパン（株）は、カタログで各モデルの環境仕様を公
表（電⼦データ（PDF）を⾃社HPにも掲載）

2. ⾞種別の環境情報に関する発信
（1）VWの⾞両環境データ

ボルボ・カー・ジャパン（株）は、⾃社HPの各モデルのページ（主要諸元＆装備表）
およびカタログで⾞両環境データを公表
http://www.volvocars.com/jp/

2. ⾞種別の環境情報に関する発信
（2）Volvoの⾞両環境データ
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それぞれのモデルの排出ガス、燃費、騒⾳、カーエアコン冷媒使
⽤量、リサイクル設計の有無、使⽤しているリサイクル部品名等
の環境情報を確認できる

メルセデス・ベンツ⽇本（株）は、⾃社HPでモデル別の⾞両環境データを公表
http://www.mercedes-benz.jp/corporate/csr/model/index.html

2. ⾞種別の環境情報に関する発信
（3）Mercedes-Benzの⾞両環境データ

⼀覧ページ内のモデ
ル名をクリックする
ことにより、個々の
⾞種の詳細情報を確
認できる

各モデルのページか
らも左記⼀覧ページ
に画⾯遷移できる
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モデル別の排出ガス、騒⾳、燃
費、CO2排出量、カーエアコン
冷媒使⽤量、リサイクル設計の
有無等の環境情報を確認できる

FCAジャパン株式会社は、AbarthブランドのHPで環境に対する取り組みを発信
http://www.abarth.jp/recycle/

3. 環境配慮設計に関する情報発信
（1）Abarth（アバルト）の環境情報

【有害物質の排除】
ブレーキパッドやクラッチライニングに
アスベストの代わりに無害な材料を使⽤
するなど、潜在的に有害と疑われる物質
を製造過程から徹底して排除

【資源の活⽤】
ポリプロピレンのバンパーは粉砕され、
ダッシュボードなどのダクトに使⽤され、
さらにフロアマットなどにリサイクル
合成樹脂製の燃料タンクをエンジンやボ
ディのアンダーガードに再利⽤するなど、
資源を活⽤
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ポルシェジャパン株式会社は、⾃社HPで環境に対する取り組み（Porsche E-
Performance）を発信
http://www.porsche.com/microsite/e-performance/japan.aspx?ws=1

3. 環境配慮設計に関する情報発信
（2）Porscheの環境情報

環境にやさしい⾞を⽬指し、化⽯燃料を
再⽣可能な電⼒に置き換えることにより、
燃料消費量やCO2排出量、そしてエネル
ギー消費量全体を低減

CO2排出量をできるだけ抑えて⾞を利⽤
したいと考えるなら、再⽣可能な電⼒の
利⽤は将来における有⼒な選択肢になる

ゼネラルモーターズ･ジャパン株式会社は、⾃社HPで環境に対する取り組み（⾃動⾞
の電動化）を発信
http://www.gmjapan.co.jp/info/fuelcell/index.html

3. 環境配慮設計に関する情報発信
（3）GMの環境情報

⾞両の電動化は、エネルギー源の多様化
と効率の向上のための重要

短期的には、内燃機関の効率向上やハイ
ブリッド⾃動⾞に取り組み、中⻑期的に
は、電気⾃動⾞であるE-REV（エクステ
ンデッド・レンジEV）、バッテリー電
気⾃動⾞と燃料電池電気⾃動⾞を展開

6



メルセデス・ベンツ⽇本（株）は、⾃社HPで再⽣部品（リマン部品：リマニュファク
チュアド部品の略）に関する情報を公表。
http://www.mercedes-
benz.co.jp/content/japan/mpc/mpc_japan_website/ja/home_mpc/passengercars/home/servicesandaccessories/mai
ntenance_top/mercedes_parts/reman.html

メルセデス・ベンツは、世界中で取り外された部品を回収し、ドイツで再⽣。内部の
機能部品はすべて新品に交換され、外側をきれいに洗浄。新品と同様の検査基準に合
格した部品は、リマン部品として再び⾞両に装着されている。

4.再⽣資源利⽤に関する情報発信
（1）Mercedes-Benzのリマン部品

アウディジャパン（株）は、⾃社HP（⽣産活動における取り組み）で⽣産⼯程におけ
る省資源対策に関する情報を公表。
http://www.audi.co.jp/jp/brand/ja/exp/design___technology/ECO/production.html

4.再⽣資源利⽤に関する情報発信
（2）Audiの⽣産活動における取り組み

材料の⼤部分を再利⽤可能な梱包材に梱
包

廃棄物の95%を再利⽤

⾦属は100%再利⽤
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ビー・エム・ダブリュー（株）は、⾃社HP（BMW i3の製品紹介ページ）でリサイク
ルされた繊維材料に関する情報を公表。
http://www.bmw.co.jp/ja/all-models/bmw-i/i3/2013/design.html

4.再⽣資源利⽤に関する情報発信
（3）BMW i3のリサイクルされた繊維材料

シートカバー素材にPETから製造された
リサイクリング・ポリエステルを使⽤

電気⾃動⾞、プラグインハイブリッド⾞、ハイブリッド⾞を扱うインポーター各社は、
使⽤済⾃動⾞からのニッケル⽔素/リチウムイオンバッテリーユニットの取り外し⽅法
及び回収⽅法をマニュアル化し、解体事業者殿向けにHPで公表

5. その他の情報発信
（1）ハイブリッド⾞等のバッテリー取り外し・回収マニュアル

メルセデス･ベンツ⽇本（株）
http://www.mercedes-benz.jp/corporate/csr/recycle/04.html

ポルシェジャパン（株）
http://www.porsche.co.jp/owner_service/recycle/hybrid.php
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電気⾃動⾞、プラグインハイブリッド⾞、ハイブリッド⾞を扱うインポーター各社は、
レスキュー（乗員の救助や事故処理等）を⾏う際の注意事項をマニュアル化し、HPで
公表

5. その他の情報発信
（2）ハイブリッド⾞等のレスキューマニュアル

アウディジャパン（株）
http://www.audi.co.jp/jp/brand/ja/service_accessory/info_to
p/hybrid_rescue.html

ビー・エム・ダブリュー（株）
http://www.bmw.co.jp/ja/footer/info/rescue-during.html

DAIMLER本社は、HPでMercedes-Benz主要モデルのライフサイクルアセスメントを
公表
http://www.daimler.com/sustainability/product/environmental-certificates/

6. 海外メーカーの情報発信
（1）DAIMLER本社
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VW本社は、HP（Sustainability Report）でVW Golfの材料構成を公表
http://en.volkswagen.com/content/medialib/vwd4/de/Volkswagen/Nachhaltigkeit/service/download/nachhaltigkeitsb
erichte/group-sustainability-report-
2014/_jcr_content/renditions/rendition.file/volkswagen_sustainability_report_2014.pdf

6. 海外メーカーの情報発信
（2）VW本社

油脂類 4.69%
電⼦部品 0.17%
再⽣資源を含んだ材料 4.41%
ポリマー加⼯ 1.21%
ポリマー材 18.58%
⾮鉄⾦属、鍛造アルミ 2.22%
軽合⾦、鍛造アルミ 9.74%

スチール・鉄⾦属 58.99%

Renault本社は、HP（Sustainability Report）で代表的モデルの材料構成を公表
https://group.renault.com/wp-content/uploads/2014/09/fluence-acv-2011.pdf

6. 海外メーカーの情報発信
（3）Renault本社

スチール 64.42%
アルミニウム 8.17%
リード 1.25%
⾮鉄⾦属 1.08%
熱硬化性樹脂 1.40%
熱可塑性物質 12.54%
エラストマー 4.66%
電気部品 0.17%
油脂 1.63%
塗料 0.99%
ガラス 2.28%
その他 1.41%
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⽇本⾃動⾞輸⼊組合（JAIA）は、HPで⾃動⾞リサイクル法・制度、リサイクル料⾦に
関する情報を発信
http://www.jaia-jp.org/guide/recycle/

7. 今後の課題
JAIA HPの充実

今後、情報発信の在り⽅等検討会の⽅針
に従い、内容を充実させていきたい
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第１回情報発信の在り方等に関する検討会

説明資料

一般社団法人日本自動車販売協会連合会

平成２７年１１月２４日
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ＪＡＰＡＮ ＡＵＴＯＭＯＢＩＬＥ ＤＥＡＬＥＲＳ ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ

＜団体名＞ 一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
＜代表者＞ 会長 櫻井 誠己
＜設 立＞ 昭和34年6月8日（昭和36年4月1日 社団法人に改組、

平成24年1月4日 一般社団法人に移行）

＜会員数＞ （自販連会員総合調査より）

○ 通常会員 1,302社 系列・県販売(店)協会62団体
○ 支店営業所・賛助会員 277社

＜支 部＞
○ 52支部（全国各都府県に1支部 北海道に6支部）

＜目 的＞
健全な車社会の形成と流通の改善を図り、 もって国民経済の発展に

寄与することを目的とする

自販連とは

1
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自販連の組織について

2

総 会

理事会

常任理事会

会 長

副会長

専務理事

本部事務局 正副会長会

流通委員会 自動車流通問題研究部会

支部総会

支部理事会

支部長

副支部長

支部専務理事

支部事務局
各委員会

交通環境特別対策委員会

企画委員会

新車・サービス委員会

大型バス・トラック委員会

法規・税制委員会

中古車委員会

代行センター問題研究会
代行センター実務検討部会
保険部会

新車部会
サービス部会

大型車部会

債権管理専門部会
自動車登録制度専門部会
消費者専門部会
労務問題専門部会

中古車部会
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89,077 84,566 79,237 81,332 83,733 

96,986 92,521 87,056 88,586 90,303 

77,338 75,532 77,412 79,795 83,341 

5,463 5,302 5,424 5,304 5,463 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度

営業員 整備員 その他従業員 役員

16,371 16,224 16,151 
15,963 

16,075 

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

会員数・事業所数・総従業員数（自販連会員総合調査より）

（社）

3

（拠点）

会員数

事業所数 総従業員数

（人）

1,601 1,642 1,636 1,635 1,641 1,538 1,579 1,573 1,573 1,579 

63 63 63 62 62 
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

会員合計 ディーラー会員 系列・県販売店協会

総従業員数； 268,864 257,921 249,129 255,017 262,840 
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3,825 3,741 

4,174 4,642 

4,292 

3,475 
3,715 3,983 

4,413 

3,960 

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

新車総売上台数(千台) 自販連会員1社当り(台)(合計；千台) (台/社)

新車売上台数・総売上高 （自販連会員総合調査より）

4

新車売上台数

総売上高

11,302 
11,338 

12,363 

13,804 

13,499 

10,265 

11,259 11,797 

13,121 12,453 

5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
11,000
12,000
13,000
14,000
15,000

10,000
10,500
11,000
11,500
12,000
12,500
13,000
13,500
14,000
14,500
15,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

総売上高(十億円) 自販連会員1社当り(百万円)(合計；十億円) (百万円/社)
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ヒアリング事項 目次

１）ユーザーへの情報提供

１．情報提供について

5

２）会員ディーラーへの情報提供

２．使用済自動車の判別について

３．使用済自動車の流れについて

1）引取時の「有償」、「無償」、「逆有償」の割合

2）引取自動車の業務の流れについて
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ヒアリング事項

１）ユーザーへの情報提供

◆一般ユーザー向けに、自販連ホームページの「事業活動『自動車リサイクル』」で
自動車リサイクルの概要について説明

１．情報提供について

6
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ヒアリング事項

≪①自動車リサイクル法の仕組み≫ ≪②リサイクル料金≫

7

≪③廃車する時≫

＜自販連ホームページ「事業活動『自動車リサイクル』」より＞
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ヒアリング事項

２）会員ディーラーへの情報提供

◆自販連ホームページの会員専用ページ、 「自販連の取り組み『自動車リサイクル』」
で自動車リサイクルシステムのマニュアル閲覧・取得方法などを案内

8
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ヒアリング事項

２．使用済自動車の判別について

○「車両引渡し時における預託金相当額及び自動車諸税等の還付例」を作成し、
平成２３年12月７日から自販連ホームページで展開。

9

○「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」をe-mailで
会員代表者宛に展開。

◆使用済自動車の判断基準については、会員毎に独自の基準があり、
自販連はその基準の参考となる資料等の展開を行っている。
また、会員から一般ユーザーに情報提供を行う際に用いる資料を作成し、

展開している。

＜資料の展開例＞

○平成２７年９月の「自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」
を自販連ホームページ「会員専用ページ」にアップし、同報告書の内容について
自販連の委員会・部会で会員に説明。
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ヒアリング事項

10

＜自販連会員専用ページ「自動車リサイクル」＞
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ヒアリング事項

11

＜「車両引渡し時における預託金相当額及び自動車諸税等の還付例＞
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(単位：台、％)

中古車として入庫し、
使用済自動車
となった台数(Ａ)

使用済自動車として
引き取った台数(Ｂ)

使用済自動車合計
(Ａ)+(Ｂ)

台数 192,877 86,375 279,252

構成比 69.1 30.9 100.0 

(単位：台、％)

合計
(Ｂ) 有償 無償 逆有償

使用済自動車として
引き取った台数

41,370 41,064 3,941 86,375

構成比 47.9 47.5 4.6 100.0 

(単位：台、％)

中古車入庫台数
内使用済自動車
となった台数

(Ａ)

台数 1,692,786 192,877

構成比 100.0 11.4 

（自販連会員総合調査 中古車入庫・販売・在庫統計より）

ヒアリング事項

３．使用済自動車の流れについて

＜平成２６年４月～平成２７年３月 使用済自動車引取台数＞

1）引取時の「有償」、「無償」、「逆有償」の割合

12

(中古車として入庫) (使用済自動車として引取)
回収率：約62％
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ヒアリング事項

有償･･･使用済自動車に価格を付けて引き取った台数

逆有償･･･使用済自動車の運搬費等、リサイクル料金以外の処理費用が
使用済自動車の価値を上回り、 顧客に負担頂き引き取った台数

無償･･･お客様からの希望により使用済自動車となったものや、
事故車等で価格が付かず使用済自動車として処理されることについて
お客様の同意を得て、使用済自動車の価値を0円として引き取った台数

13

【ご参考】使用済自動車の項目の定義について
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ヒアリング事項

◆東京トヨペット株式会社の事例（次ページ以降）

2）引取自動車の業務の流れについて

14
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＜代表者＞ 古谷 俊男
＜資本金＞ ８０億９千万円
＜従業員数＞ 約3,100名
＜拠点数＞ 102拠点

＜２０１4年度実績（2014/4-2015/3）＞
＜売上高＞ 1,819億円
＜新車販売台数＞ 42, 056台
＜整備台数＞ 829,122台

東京トヨペット株式会社 概要

15
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ヒアリング事項 目次

１．自動車リサイクル法に対するお客様への周知及び認知状況

16

２．引取業者としての業務



ＪＡＰＡＮ ＡＵＴＯＭＯＢＩＬＥ ＤＥＡＬＥＲＳ ＡＳＳＯＣＩＡＴＩＯＮ

ヒアリング事項

17

◆商談時 車両価格表への記載

＜資料１＞

◆商談締結時 注文書（新車・中古車）への

自動車リサイクル料金明細記載

＜資料２－１＞、＜資料２－２＞

◆納車時 自動車リサイクル券

＜資料３＞

１．自動車リサイクル法に対するお客様への周知及び認知状況
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ヒアリング事項

18

◆最終所有者の意思確認を書面で行い

使用済自動車としての引取依頼は原則断らない

＜資料４＞、＜資料５＞

◆使用済自動車の引渡先の確認

○基本契約を締結する

＜資料６＞

○年１回以上解体現場の確認を実施

＜資料７＞

◆使用済自動車引渡価格は屑鉄相場等を考慮し

年１回見直しを実施

２．引取業者としての業務
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ヒアリング事項

19

＜資料１＞
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ヒアリング事項

20

＜資料２－１＞
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ヒアリング事項

21

＜資料２－２＞
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ヒアリング事項

22

＜資料３＞
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ヒアリング事項

23

＜資料４＞
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ヒアリング事項

24

<資料５＞
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ヒアリング事項

25

＜資料６＞
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ヒアリング事項

26

＜資料７＞



平成２７年１１月２４日

自動車リサイクル制度に関する当会の取組みについて

一般社団法人 全国軽自動車協会連合会

１．各都道府県軽自動車協会会員ディーラーへの周知

⑴ 自動車リサイクル制度の周知

① 各都道府県軽自動車協会を通じて、経済産業省・環境省・ＪＡＲＣが開催する

法制度説明会への会員ディーラーの参加を呼びかけた。

② リサイクル法施行に当たっての経済産業省・環境省・ＪＡＲＣ等からの各種通

知・資料を、各都道府県軽自動車協会に展開し、軽自動車協会会員ディーラーへ

の周知を実施した。

⑵ 「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」の周知

① 各都道府県軽自動車協会の専務理事会議で報告書について説明するとともに、

会員ディーラーへの周知を要請した。

② 引取業者である自動車ディーラーには所有者への適切な情報提供及び書面によ

る所有者の意思確認が期待されている点について、各都道府県軽自動車協会に文

書で通知し、軽自動車協会会員ディーラーへの周知を実施した。

２．軽自動車協会会員ディーラーの活動状況

⑴ 各軽自動車協会会員ディーラーは、新車販売時にＪＡＲＣ資料等により自動車リサ

イクル法の趣旨をユーザーに説明するとともに、ＪＡＲＣからの委託にもとづき、リサ

イクル料金の収受及びリサイクル券の発行を実施している。

⑵ 使用済自動車の引取時には、上記１．⑵により、車両本体の経済的価値・預託金・自

動車諸税等の還付・返戻について、自動車所有者に対し、下記の説明等が行われている。 

① 車の査定価格等を説明し、使用済自動車として処分する場合と下取車（中古

車）として扱う場合との価格、費用等どちらが得かを選択していただくようにし

ている。 

② リサイクル料金の内容、使われ方について、リーフレット等を用いて説明し、

最終所有者の負担である旨等を良く理解していただくようにしている。

③ 自動車諸税、自賠責についても還付、返戻等に関し、なるべく詳細な金額を案

内できるように商談時に説明し、下取りか使用済自動車かを判断できるようにし

ている。

④ 車両を使用済自動車として引取る場合には、引取書類（使用済自動車引取証明

書等）に本人の確認のサイン及び捺印をもらっている。

参考2-7



自動車リサイクル制度に係る
これまでの取組みについて

平成２７年１１月２４日

（一社）日本中古自動車販売協会連合会

情報発信の在り方等に関する検討会

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

参考2-8



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

・社 名： 一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会
・設 立： 昭和４６年９月１８日（任意団体）

昭和５０年３月２７日（社団法人）
平成２５年４月 １日（一般社団法人）

・会 員： 47都道府県協会
・傘下会員数： 約１０,０００社
・事 業 目 的 ： 中古自動車販売業の健全な発展を図るため、

中古自動車の 販売を主たる業とする企業の体
制の高度化と中古自動車の公正な流通の促進
を推進するとともに、消費者利益の保護、環境の
保全、安全の確保等、国の行政施策に協力する
ことにより、国民経済の健全な発展に寄与するこ
とを目的とする。

１．（一社）日本中古自動車販売協会連合会について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

①平成20年12月25日、合同会議にて自動車リサイクル制度に

おける中古自動車販売業者（引取業者）の当時の現況を説明
(1) 下取車両の小売と業販
(2) オークション取引の実態 等
(3) 使用済自動車の引取り引渡し実施状況 等

②平成23年8月23日、合同会議にて「使用済自動車判別ガイド
ラインに関する報告書」（23年2月公表）を踏まえたフォローアッ
プ実施状況について以下の通り報告

(1) 機関誌「ＪＵ中販連」に報告書の概要を掲載
(2) 会員専用ネットワーク「ＪＵイントラネット」に報告書を掲載
(3) 報告書を各都道府県協会事務局へ配布し、会員への周知を実施 等

③平成26年10月2日、合同会議にて、上記フォローアップ後の

自動車リサイクル制度における中古自動車販売業者の実態に
ついて報告

(1) 電話、ＦＡＸによる実態把握の調査を実施し結果を報告

(2) 自動車課からのヒアリング項目への回答 等

２．産構審中環審合同会議でのこれまでの報告について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

３．中古自動車販売業者の取引の現状
（１）中古車の下取に係る実際の取引
① 中古車の発生源は自動車ユーザーであるが、そのほとんどが直前まで自動車

として使用されているため、自動車としての外観・機能を十分に備えている。

② そのため、下取車両についてユーザーは中古車としての対価を要求する場合
がほとんどである。

③ 中古車として売買する場合は、車両代金、自動車税未経過相当額、自賠責保
険未経過相当額、リサイクル預託金の総額が売買価格となる。

④ ただし、下取り時点でその車両を廃棄することの合意ができた場合は、使用済
自動車として引取り、リサイクル券を使用しリサイクルルートに乗せるとこにな
る。（リサイクル預託金負担：所有者（ユーザー））･･･次ページＡ

⑤ 中古車の価格は、市場の需要と供給を反映した形で古物商が行なう事業者間
取引である「オートオークション」において相場価格として形成されている。

⑥ 中古車の下取りは仕入の一種でありオートオークションの相場価格を参考に
予定販売価格を見込んで仕入価格を決めている。

⑦ ただし、販売方法は自社での小売と業販（大半がオートオークション）の二通り
想定しているが、見込み価格で販売できるとは限らない。

⑧ 販売できなかった中古車は、販売店が使用済自動車と判断して解体事業者へ
引渡すこととなる。（リサイクル預託金負担：所有者（販売店））･･･次ページＢ



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

使用済自動車
となるパターン

ユーザー→販売店 販売店→解体業者

Ａ
ユーザーの意思で
所有車解体

ユーザーは有償を希望
使用済自動車（ＥＬＶ）相場
での引渡し

Ｂ
販売店下取車だっ
たが、販売不調で
やむなく解体

・その時点での中古車
相場で下取り

・下取車のため高い価
格設定

ＥＬＶ相場での引渡し

・中古車は、時間の経過とともに相場は下がるもの。
・Ａパターンでは、引取り、引渡しで収支は均衡もしくは若干の収益あり。
・Ｂパターンでは、時間の経過とともに赤字となるケースがあり得る。
・ＥＬＶ相場とリンクせずに儲かることもあれば損することもある。

（２）使用済み自動車としての引取



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

中販連ＰＣ

イントラネットサーバー

端末ＰＣ
（都道府県協会事務局）

専用回線withセキュリティ
（※外部からの侵入不可）

①会員（都道府県協会）専用ネットワーク「イントラネット」による
情報提供を実施

４．中古自動車販販売協会連合会としての情報発信について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

②傘下会員（販売店）に対して、機関紙を発行し自動車リサイクル
制度に係る情報提供を実施



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

③都道府県協会、販売店、消費者に対し、ホームページを利用
した自動車リサイクル制度等の周知を実施

・リサイクルシステムの停止日

・マニフェスト誤発行防止

・リサイクル料金 等について



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

①中古部品の活用推進について、ユーザーへの啓発、周知活動等を
目的とした「自動車リサイクル部品活用推進会議」への参加し、参加
団体等との情報共有を実施

◆参加団体等

・日本自動車リサイクル部品協議会

・日本自動車整備振興会連合会

・日本自動車車体整備協同組合連合会

・日本損害保険協会

・経済産業省

・国土交通省

・環境省

◆街頭活動、チラシ、ポスターによるキャンペーン活動を実施 等

５．中古自動車販販売協会連合会としての情報共有について



②共同購買事業として、㈱ユーパーツ、㈱ビックウエーブと提携し、会
員販売店に中古部品の利用をあっせんしている。

（年間取扱高は、約8000万円）

※会員向けの機関誌にリサイクル部品の広告を掲載するとともに、商
品カタログをＤＭ発送し商品販売のあっせんを行い、リサイクル部品
を利用することでＣＯ２削減に寄与することを広報・ＰＲしている。

一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会



一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会

◆自動車リサイクル法の第５条（自動車をなるべく長期間使用する
ことにより、自動車が使用済自動車となることを抑制するよう努め
る）にある通り、中古自動車販売事業者かつ引取業者としてユー
ザーにできるだけ長く使用済自動車とならないよう周知し、リユース
を第一に考えていただくこと、及び使用済自動車となった場合にも
中古部品として使用することでＣＯ2排出が削減できること等を積極
的に周知し、環境保護に努めてまいります。

①保険利用をせず、新品部品より安価な中古部品の積極的に利
用することで、結果的に自動車保険料の低減にもつながるという選
択肢があることをユーザーに周知する。

②中古自動車部品の活用を推進するには、不具合箇所の特定と
交換部品のマッチング情報等を容易に取得できるような環境整備
が必要。

６．情報発信および情報共有についての課題



平成２７年１１月２４日

一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会

情報発信の在り方等に関する検討会
第１回説明資料

参考2-9



１．一般社団法人日本自動車整備振興会連合会の概要

・事業目的・・・自動車の適正な点検・整備を通じて、くるま社会の安全確保、環境の
保全を図るため、自動車の整備に関する設備の改善及び技術の向上
等を促進し、自動車整備事業の健全な発展に資する

・正会員数・・・ ５３（各都道府県にある自動車整備振興会）

・特別会員数・・・２４（国内自動車メーカー等）

・根拠法律・・・ 道路運送車両法

１



＜自動車整備事業場数・・・９２，０００（平成２６年８月末）＞

２～３人 ： ５１，７６５ （５６.３％）

４～１０人 ： ３５，９７６（３９.１％）

１１～２０人 ： ３，６２６（３.９％）

２１～３０人 ： ４２３（０.５％）

３１人以上 ： １４３（０.２％）

51765, 56%
35976, 39%

3626, 4%
423, 1%

143, 0.2%

2～3人 4～10人 11人～20人

21人～30人 31人以上

＜整備要員規模別事業場 内訳＞

＜形態別事業場 内訳＞
○専 業 ：５６，９４８
（自動車整備の売上高が総売上高の５０％を超える事業場）
○兼 業 ：１５，２９４
（兼業部門（車両販売、用品販売、保険等）の売上高が総売上高の
５０％以上を占める事業場）

○ディーラー：１６，０３３
（自動車製造会社または国内一手卸売販売会社と特約販売店契約を
結んでいる企業の事業場）
○自 家 ：３，６５８
（主として、自企業が保有する車両の整備を行っている事業場）

56948

15294 16033

3658

0
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60000

専業 兼業 ディーラー 自家

２



２．リサイクル部品の利用の促進に向けた取組

①日整連では、平成１５年度、１９年度及び２４年度にユーザー説明用パンフレットをそれぞれ
１０万部作成し、全整備事業場に配布して普及促進を図っている。
（１９年度版、２４年度版は日本自動車リサイクル部品協議会の協力により作成）

平成15年度 平成19年度

平成24年度

＜ユーザー用パンフレット＞

３



②各種会議等への参画

「自動車リサイクル部品活用推進会議」（国土交通省、経済産業省、環境省、日本自動車リサイ
クル部品協議会、日本損害保険協会、日本中古自動車販売協会連合会、日本自動車車体整
備協同組合連合会、日本自動車整備振興会連合会）、「自動車補修用リサイクル部品の規格策
定に関する研究会」、「自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格に関するＪＩＳ開発 原案
作成委員会」等に参画。

③自動車の整備時等における、ユーザーへのリサイクル部品の情報提供等

・自動車整備の部品交換時において、新品部品又はリサイクル部品の選択は、一般的にユー
ザーが行う。整備事業者はリサイクル部品に関する情報を提供し、ユーザーの判断を仰ぐ。

（ユーザーから修理費用を安くしたい等の相談を受けることから、リサイクル部品を使用した場
合の見積書を提示。提示した部品の保証状況等も説明。）
・ユーザー自らリサイクル部品の使用を希望することはない。
・殆どの整備事業者は、複数のリサイクル部品入手ルートを確保している。

④リサイクル部品の使用拡大に係る課題
・年式の新しい車両のリサイクル部品が在庫等少ない。
・同じ部品でも品質にバラつきがある。ある程度規格等統一できれば更に使い勝手はよくなる。

４



３．その他

・整備事業者は、道路運送車両法の認証に基づき事業活動を行っており、また、
顧客も固定客が多い。

そのため、事業は信用第一を旨としており、長年築いてきた信用を失うような
行為を望まない。したがって、自動車の整備をする際に部品交換が必要となった
場合も、部品に関する必要な情報の提供はするが、リサイクル部品を使用する
か新品部品を使用するかについてユーザーの意向を尊重する。

なお、出処不明な部品（中古のエアバッグ等）については、機能や作動が確実に
行われるか不安であり、使用しないとしている整備事業者が多い。

５



４．参考１ リサイクル部品の活用状況等について

平成20年日整連 自動車分解整備業の実態調査

６

１．リサイクル部品の使用の有無

規　　模

項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　　　①．使用している 1,499 90.5 2,446 93.3 947 91.9 166 94.9 70 92.1 5,128 92.2 

　　　②．使用していない 97 5.9 120 4.6 54 5.2 3 1.7 4 5.3 278 5.0 

不　　　明 60 3.6 56 2.1 30 2.9 6 3.4 2 2.6 154 2.8 

計 1,656 100% 2,622 100% 1,031 100% 175 100% 76 100% 5,560 100% 

２．リサイクル部品の調達方法

規　　　模

項　　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

①．部品商から購入 1,082 75.2 1,888 79.4 681 73.5 113 70.2 43 63.2 3,807 76.6 

②．商工組合（北海道は地区協同組合）から購入 136 9.5 131 5.5 26 2.8 6 3.7 1 1.5 300 6.0 

③．解体業者から購入 765 53.2 1,021 42.9 456 49.2 81 50.3 29 42.6 2,352 47.3 

④．その他 124 8.6 354 14.9 209 22.6 35 21.7 29 42.6 751 15.1 

集計事業場数 1,439 ― 2,378 ― 926 ― 161 ― 68 ― 4,972 ―

３．リサイクル部品の使用を促進させるための問題点及び要望等

 規　　　模

項　　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

①．必要な部品の在庫がないなど入手が困難な場合がある 784 62.7 1,304 60.6 544 64.8 95 63.3 38 59.4 2,765 62.1 

②．新品との価格差が小さい 520 41.6 809 37.6 299 35.6 44 29.3 20 31.3 1,692 38.0 

③．部品によってはきちんとした保証が欲しい 474 37.9 897 41.7 378 45.1 73 48.7 32 50.0 1,854 41.6 

④．調達方法を確立して欲しい 115 9.2 182 8.5 62 7.4 16 10.7 3 4.7 378 8.5 

⑤．その他 44 3.5 111 5.2 41 4.9 9 6.0 8 12.5 213 4.8 

集 計 事 業 場 数 1,250 ― 2,152 ― 839 ― 150 ― 64 ― 4,455 ―

合　　計

Ａ１（２～３人） Ａ２（４～１０人） Ｂ（１１～２０人） Ｃ（２１～３０人） Ｄ（３１人以上） 合　　計

Ａ１（２～３人） Ａ２（４～１０人） Ｂ（１１～２０人） Ｃ（２１～３０人） Ｄ（３１人以上）

合　　計Ａ１（２～３人） Ａ２（４～１０人） Ｂ（１１～２０人） Ｃ（２１～３０人） Ｄ（３１人以上）



７

４．主な中古・リビルト部品の使用状況

　　　　　　　　　　　部品名

　項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　①．１０％未満 1,287 51.7 1,552 51.5 254 46.2 679 62.7 347 36.0 24 39.3 59 72.8 

　②．１０以上２０％未満 580 23.3 689 22.9 129 23.5 189 17.5 306 31.7 17 27.9 12 14.8 

　③．２０以上３０％未満 245 9.8 311 10.3 88 16.0 92 8.5 157 16.3 11 18.0 3 3.7 

　④．３０％以上 164 6.6 203 6.7 46 8.4 46 4.2 71 7.4 3 4.9 1 1.2 

不　　　明 212 8.5 256 8.5 33 6.0 77 7.1 83 8.6 6 9.8 6 7.4 

計 2,488 100% 3,011 100% 550 100% 1,083 100% 964 100% 61 100% 81 100% 

　　　　　　　　　　　部品名

　項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　①．１０％未満 363 50.7 351 50.1 272 43.2 329 69.4 828 49.1 126 54.8 195 33.9 

　②．１０以上２０％未満 178 24.9 191 27.3 158 25.1 74 15.6 424 25.1 55 23.9 200 34.8 

　③．２０以上３０％未満 71 9.9 67 9.6 75 11.9 23 4.9 183 10.9 22 9.6 79 13.7 

　④．３０％以上 49 6.8 25 3.6 53 8.4 19 4.0 111 6.6 13 5.7 47 8.2 

不　　　明 55 7.7 66 9.4 72 11.4 29 6.1 140 8.3 14 6.1 54 9.4 

計 716 100% 700 100% 630 100% 474 100% 1,686 100% 230 100% 575 100% 

　　　　　　　　　　　部品名

　項　　目 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

　①．１０％未満 121 35.5 232 40.1 141 39.0 16 37.2 65 37.4 

　②．１０以上２０％未満 111 32.6 168 29.0 100 27.6 13 30.2 54 31.0 

　③．２０以上３０％未満 47 13.8 86 14.9 58 16.0 5 11.6 26 14.9 

　④．３０％以上 25 7.3 46 7.9 22 6.1 3 7.0 16 9.2 

不　　　明 37 10.9 47 8.1 41 11.3 6 14.0 13 7.5 

計 341 100% 579 100% 362 100% 43 100% 174 100% 5,560

⑦．ﾄﾙｸｺﾝﾊﾞｰﾀ
　　　 チャージャー         ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ

　　⑧．ｴｱｺﾝ用
⑨．エンジン ⑩．ラジエータ ⑪．ﾊﾟﾜｰｽﾃｱﾘﾝｸﾞ ⑫．ﾄﾞﾗｲﾌﾞ･ｼｬﾌﾄ ⑬．燃料噴射ポンプ ⑭．フェンダー

①．スタータ ②．オルタネーター
　③．ターボ・ 　④．ｵｰﾄﾏﾁｯｸ･

⑤．バンパー ⑥．キャブレター

集　　　計
事業場数

　　　　 ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ

⑮．ボンネット ⑯．ドアー ⑰．タイヤ ⑱．バッテリー ⑲．ウィンドガラス



５．参考２ リサイクル部品の検索システム

８

●日本自動車整備商工組合連合会（整商連）HP：http://www.jasca.or.jp/



第１回情報発信の在り方等に関する検討会

２０１５年１１月２４日

一般社団法人 日本ＥＬＶリサイクル機構

自動車リサイクルに係る
情報発信と情報共有について
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１．概要

1

日本オートオーク
ション協議会

自動車再資源化
協力機構

日本自動車工業会

自動車リサイクル
促進センター

自動車メーカー

技術に関する情報 自リ法に関する情報 流通に関する情報

ＥＬＶ機構

自動車ユーザー

関係者との情報共有

情報発信
自動車販売業者
自動車整備業者

ＥＬＶ機構各会員による
廃車買取、リサイクル部品等に
関する情報発信



２．自動車ユーザーへの情報発信について

2

≪規格策定に向けた準備≫

共通化された機能評価方法
に基づき部品を点検

①部品の特定
・車のメーカー
・車種
・メーカー型式
・車両の登録日
・車台番号／VIN

・エンジンナンバー
・エンジン型式
・燃料の種類

②部品の状態
・機能評価の結果
・物理的な状態
（ダメージ、部品の不足）

③供給責任の明確化
・評価組織の名称及び所在地
・機能評価及びラベリング日付

使用済自動車

提供される情報について
一定の共通化

ラベリング部品の評価

所有権の移転

・メーカー
・車種
・車台番号／VIN

・エンジンナンバー
・エンジン型式

・売却日
・移転元組織
・移転先組織

・機能評価結果

＋

適
正
な
記
録
と
管
理

基本的情報項目の共通化

※部品の状態に関する情報
項目については、以前の
使用履歴（走行距離等）や
外観のチェック等に限定

＋

補助評価 内容

Ａ 加修の必要がないもの

Ｂ 軽微な加修が必要なもの

Ｃ 加修を必要とするもの

Ｄ 大きな加修を必要とするもの

Ｅ 再生が容易でないもの

記録した情報の評価例

部品取り リサイクル部品

情報の評価方法の開発

※自動車ユーザーに判りやすく
情報提供するための評価方法

識別・表示方法の開発

※材質、形状、大きさ、部品が
装備される環境等に応じた、
情報の提供方法



２．自動車ユーザーへの情報発信について

3

≪保証基準・品質基準の共通化≫

保証基準の共通化

出典：一般社団法人日本自動車リサイクル部品協議会

部品の範囲 保証期間

主要機能部品
［エンジン、ミッション］

６ヶ月
（ただし、5,000kmを
超えた場合を除く）

準主要機能部品
［コンプレッサー、セルモーター、
オルタネーター、ターボチャージャー、
パワステポンプ、噴射ポンプ、
スロットルボディー］

３ヶ月
（ただし、3,000kmを
超えた場合を除く）

エンジン関連部品、トランスミッション
部品、足回り部品、電装部品
［主要機能部品、準主要機能部品を除く］

１ヶ月
（ただし、1,000km以内）

外装部品、内容部品 １週間（現品確認）

日本自動車リサイクル部品協議会の
取り組み



２．自動車ユーザーへの情報発信について

4

≪保証基準・品質基準の共通化≫

品質基準の共通化

図・出典：編者/有限会社ルネサンス社、発行/株式会社ナノオプトロニクス・エナジー出版局、発売所/株式会社近代科学社「基礎からわかる図解・自動車メカ」

対象物品

日本自動車リサイクル部品協議会の
取り組み



３．関係者との情報共有について

5

（１）自動車リサイクル士制度
■経済産業省、環境省、日本自動車工業会、自動車リサイクル

促進センター、自動車再資源化協力機構との検討会開催
■テキスト等資料作成における情報提供
■講習会を通じた情報共有

（２）資源循環への取り組み
■メーカーの新技術情報の共有 …（例）トヨタによるＦＣＶ解体デモ

■ＪＡＲＳ ＨＰを通じた情報提供 …（例）レアメタル含有部品情報

■ＥＬＶ機構による事業結果の報告

（３）意見交換
■自動車再資源化協力機構と月に１回情報交換会を実施
■日本オートオークション協議会と年に１回を目安として

情報交換会を実施
■日本自動車工業会、自動車リサイクル促進センター、自動車
再資源化協力機構との４法人意見交換会も定期的に実施予定



４．情報発信・情報共有における課題について

6

（１）自動車ユーザーへの情報発信における課題

自動車ユーザーとの直接的な関わりが少ない
■間接的なコミュニケーションとなるため、廃車の価値に

ついての情報を直接伝えることができない

■ユーザーがどういった情報を求めているのかわかりにくい

（２）関係者との情報共有における課題

組織率が低いため、関係者からの情報を広く

会員外の解体業者まで伝えきれない



以上 

２０１６年１月２６日 

一般社団法人 日本ＥＬＶリサイクル機構 

第２回情報発信の在り方等に関する検討会 資料 

消費者団体とＥＬＶ機構との意見交換 

概 要 

■日 時 ２０１５年３月１７日（火）１０：００～１１：４５ 

■場 所 廃棄物・３Ｒ研究財団８階会議室 

■目 的 ＥＬＶ機構広報部会による取材：解体業界以外のさまざまな 

業界へ取材を行って、そこから得た新たな知見をＥＬＶ機構 

会員へフィードバック（※）するため。      （※）別紙参照 

■取材先 ＮＰＯ法人 持続可能な社会をつくる元気ネット 

事務局長 鬼沢 良子 様 

主な内容（鬼沢様から伺ったご意見を一部抜粋しました） 

日本の自動車リサイクル 

・自動車リサイクルに関して、ヨーロッパでいろいろ取材を行ったが、一番 

思ったのは、日本の自動車リサイクル法は素晴らしい法律だということ。 

→ ドイツは年間１４０万台（廃車の４４％）の行方不明車がある、それと 

   比べたら日本はすごい。 

・日本はうまくいっているからこそ、もっと「将来どうするべきか」という 

ことを明確にしていく必要があると思う。 

 → もっと先を考えて、将来を考えて、どうあるべきか。 

・今ちゃんとリサイクルできているものあるが、できていないものもある。 

将来を見据えたら、今のうちからちゃんと研究開発をしなくてはいけない 

ものもたくさんあるだろう。 

→ 今いただいているリサイクル料金の活用方法ももっとあるのではないか。 

自動車ユーザーからみた自動車リサイクル 

・ユーザー側からすると、車を購入して廃車するまでの間は結構長い。大体 

１２年～１３年は必ず乗るので、その間はあまり自動車リサイクルに関心を 

持たないで過ごしてきてしまう。 

→ それをもう少し意識できるようにすることが大切だと思う。 

・ユーザーの関心が少ないというか、皆さんのような団体（ＥＬＶ機構）が 

 どういうことをしているか、ユーザーは知らないのではないか。 

・ユーザーは自動車リサイクルと直接関わることが少ない。車に毎日乗って 

 いても、本当に手放すときじゃないと、そこに関係しない。 

・（地元で自動車リサイクルの啓蒙活動をしている業者もいるという話から） 

そういった啓蒙活動は非常に大切なこと。地域の人が「その事業者さんが 

 どういうことをしているか」に関心を持つことが大切。 

・業界の中だけだったら専門用語でわかり合えるが、消費者だとそういうわけ 

にはいかない。 

参考2-11
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巻頭言 

■特別インタビュー■

消費者団体の方に聞く（前編） 
NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット 事務局長 鬼沢 良子 様

 先月、社員の結婚式に出席 

し ま し た 。 新 婦 側 で し た の で 

新婦が入場する度に感動の余り 

目頭が熱くなりました。 

 後日、披露宴の席次表から 

新 郎 の 先 輩 の お 父 様 が 取 引 

銀行の支店長と分かりました。 

その支店長であるお父様より 

我社に対し、良い評価をいただ 

いたと社員が嬉しそうに話をして 

くれました。 

 人は、思わぬところで繋がって 

います。日頃から誰に対しても 

変わらぬ態度「礼儀礼節」と、 

笑顔で穏やかに相手の立場に 

立った言葉遣いで接する「和顔 

愛語」が大切であると学びました 

『NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット』とは 

―― このたびはお忙しい中、インタビューをお引き受けいただき、 

ありがとうございます。まずは、鬼沢さんが事務局長を務めて 

いらっしゃる『持続可能な社会をつくる元気ネット』について 

お伺いしたいと思います。 

鬼沢  

 

 

 

  

―― それが前身になるわけですか？ 

鬼沢  

 

 

 

 

消費者団体の代表として、産構審・中環審合同会議に委員として参加 

されるなど、さまざまな方面で活躍されている『NPO法人持続可能な 

社会をつくる元気ネット』事務局長、鬼沢良子様にインタビューを行い、 

他団体の方からみた自動車リサイクル業界などについて伺いました。 

（※以下、インタビュー本文は敬称略とさせていただきます） 

［写真右から：鬼沢良子様、広報部会長 永田則男、広報部会委員 木村香奈子］ 

。 

はい。まず、ごみ問題で最終処分場がもうなくなるっていう 

ことが社会の大きな課題になった20年くらい前、それぞれに 

リサイクルに取り組んでいる行政や専門家、市民がつながる 

ネットワークを作るってことを目的にできたのが『元気な 

ごみ仲間の会』という市民団体だったんですよ。  

 

そうなんです。その後NPO法人になりました。2001年からは 

『市民が創る環境のまち“元気大賞”』という事業を始め 

ました。全国各地でいろんな環境活動をしている団体に応募 

いただいて、それを市民の立場で応援する表彰制度なんです 

けれども。 

JARC9999
タイプライターテキスト

JARC9999
タイプライターテキスト

JARC9999
長方形

JARC9999
タイプライターテキスト
参考2-11
　別紙



2 

―― ははは、そうですか（笑）。鬼沢さんは今 

産構審に見直しで参加されていますけども、 

参加した感想というのは何かありますか？   

鬼沢  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

―― 確かに、そうですね。 

鬼沢  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

鬼沢  

 

 

 

 

 

  
―― 実際どうですか？日本の自動車リサイクルと 

いうものにどんな感想をお持ちですか？ 

鬼沢  

 

 

 

 

 

 

 

 

そんなふうにしていろいろ活動を続けて 

きたんですけどれも、ここ最近は『マルチ 

ステークホルダー会議』というのを開催 

しておりまして、今年2年目なんですね。 

今年は自動車リサイクル制度の見直しの年 

なので、この会議で自動車リサイクルも 

取り上げております。  
 

  

実は昨年ヨーロッパに行ってきて、自動車 

リサイクルに関して、いろんなところを 

取材してきたんですが、一番思ったのは、 

日本の自動車リサイクル法って素晴らしい 

法律なんだなって。他と比べてみてね。 

ドイツが進んでるって割と思うじゃない 

ですか（笑）でも、ドイツは年間140万台 

（廃車の44％）の行方不明車があるとかね 

それと比べたら日本はすごいですよね。↗ 

 

 

  

今までもずっと年に1回は必ず報告として 

毎年8月頃に開かれてたんですが、その 

報告を聞いていると、割と自動車はうまく 

いってると。で、数値も目標値をかなり 

上回ってちゃんとできてるっていう報告を 

受けてまして。 

でも、今回ヨーロッパの視察をして思った 

のは、うまくいってるからこそ、もっと 

「将来どうするべきか」っていうことを 

このへんで明確にしていく必要があるん 

じゃないかなと。 

きっとこれまでは関係者の皆さんがご苦労 

されてうまくしてきたんだと思いますけれ 

ども、将来を見据えることはすごく大切 

なんじゃないかなと思います。  

それと、ユーザーの側からすると、車を 

購入して廃車するまでの間って結構長い 

ですよね？ 

    

その間っていうのは、あまり自動車リサイ 

クルに関心を持たないできてしまう。 

けれども、実際に廃車するときにはすごく 

大切な  そのためのリサイクル料金ですから 

必ず毎年かなりの数の廃車が出てるわけ 

だし、必ずどこかで皆さん関係するわけ 

だから  それをもう少しちゃんと意識できる 

ようなことが大切だと思うんですよね。 

産構審の内容を聞かれてるとお分かりだと 

思うけど、ユーザーの関心が少ないって 

いうか、実際すごくうまく運んでいるけれ 

ども、そのことすら伝わってないですよね   

鬼沢  

 

 

 

 

―― 今はもう全国的にいろんな形で活動されて 

いる感じなんですか？ 

鬼沢  

 

 

 

 

 

 

 

 

―― なるほど。 

鬼沢  

 

 

 

 

 

 

 

 

最初は各地のリサイクルの活動が主でしたが 

年数を経るごとにだんだん変わっていき 

まして、コミュニティビジネスや地域の 

特性を活かしたまちづくりの活動に発展を 

していったところがあります。 

 

 

私たちが全国的にというよりも  全国で活動 

されている方たちとのつながりがあるので 

たとえば、他のいろんな事業でも、「この 

地域に行けばこの人」っていう人材がいる 

わけじゃないですか。だから、「今、こう 

いう事業をやっていて、今度そちらの地域 

でもやりたいんだけど、一緒にどうですか 

っていうお声掛けをして、今ではまったく 

違う活動も、そのように展開しております 

 

元気大賞は、表彰するだけじゃなくて、 

翌年私たちが一般参加も募ってその地域に 

エコツアーで訪れるんですよ。そこがね、 

私すごくよかったと思うんですよ。その 

地域の人と交流することで、活動していく 

うえでのご苦労だったり、成功した秘訣 

だったり、地域の方の考えだったりって 

いうのを共有できて、お互いが学び合える 

いい機会だったなぁと思うんですね。   

海外からみた日本の自動車リサイクル 

―― そうですね。我々やっている方としては 

正直厳しいなというのはありますが（笑）。 

鬼沢  

 

 

 

 

 

 

 

産構審・中環審合同会議に委員として参加して 

。 、 

、 

。 

、 

、 

、 

」 

。 

、 。 

。 

 

  

でも、その厳しさがあるからこそ、不法 

投棄も行方不明になっている車も少ない 

ってことだと思います。 

預託しているのが、日本とオランダで、 

オランダに取材した時に「いや、うまく 

いっているのは日本と我々だけだよね」 

って向こうの方がおっしゃってて（笑）。 

「おめでとう」って言われました  ふふふ 

。 



平成27年度標準化テーマ

「自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格
に関するJISの開発」

事業概要・規格構想について

2016年5月31日
日本ELVリサイクル機構
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事 業 概 要



（1）規格策定の背景

 自動車ユーザーのリサイクル部品に対する使用意識は高まりつつある
・自動車保険料率改定から自費修理が増えつつあり、費用を出来るだけ抑えたいということで
リサイクル部品に着目

 現在、リサイクル部品は経験ベースで使用されている
・リサイクル部品の情報が少なくユーザーとして知る機会が少ない
・安全性や保安基準適合性などは経験的に大丈夫なものとして使っている
・同じ部品でも素性が異なる中から自己責任で選択している

1

使用済自動車 解体部品

車両状態の確認 解体 洗浄 機能評価

リサイクル業者

自動車ユーザー

●部品の状態が把握できないまま使用されることにより、自動車ユーザーの利益を阻害するおそれ

●商品化に際し、実施する機能評価等は目に見えず、リサイクル部品を使用しないと状態が判らない

リサイクル部品

リサイクル業者と自動車ユーザーとの間で生じている情報の格差
整備業者

在庫共有
ネットワークグループ

自動車補修用リサイクル部品の規格策定の概要
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リサイクル部品

日本自動車リサイクル部品協議会

・品質検討基準、保証基準

・品質保証シール

日本トラックリファインパーツ協会

・品質基準（数値化）

中国

●リマニファクチャリングに関する規格策定のため、ＩＳＯに
新ＴＣ設立提案し、否決 【２５年７月頃】

●清華大学において、リサイクル部品の規格化に向けた
調査を実施 【２６年度】

補修部品市場

国際標準化機関 【ＩＳＯ】

我が国のリサイクル部品の優位
性が評価されない

国土交通省

・リコール対象部品の流通を懸念

海外市場

・程度の悪い部品との区別化

国際規格化によって流通環境が
変化し、影響も懸念

ユーザー

・安心（保証等の裏付け）

業界標準に留まっており、無秩序に
様々な規格が乱立

メーカー

・供給責任の明確化 等

●張家港に、国家級リビルトセンターを建設するとの話もあり

↓

英国

●認証機関と一部リサイクル事業者が認証規格を策定

・リユース部品：エンジン、ミッションを対象として、機能
評価、並び表示を規定し、これを担保
する認証規格

・リビルト部品：商品化プロセスを規定、これを担保する
認証規格

（2）標準化動向

リサイクル業界が主導して標準化を推進し、補修部品市場においてリサイクル業界の取組が適正に評価
され、市場におけるリサイクル部品の位置付けをより強固にしていくことが重要
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 リサイクル業者、自動車ユーザーの双方にとって、自動車補修部品として最低限の機能（道路運送車両の保安基
準）を確保するため、部品の種類に応じた機能評価方法の共通化

 リサイクル業者における機能評価等の実施状況等について認知、評価を確立し、リサイクル業者、並びに部品の信
頼性を高める

 リサイクル部品の流通環境も考慮し、自動車ユーザーがリサイクル部品の使用を終了するまで、識別、表示方法の
確立

リサイクル部品の適正な流通環境を整備し、自動車ユーザーの利益を確保していくことが必要

記録・管理

使用済自動車 解体部品

車両状態の確認 解体 洗浄 機能評価

リサイクル業者

リサイクル部品

車両履歴、情報 作業内容 検査内容、方法部品の種類に応じて一定の共通化

識別・表示

識別・表示方法

自動車ユーザー

在庫共有
ネットワークグループ

整備業者
適切な記録、管理のもとで、必要な情報

（3）規格策定の考え方

トレーサビリティ
の規格（項目・内容)

作業内容
の基準（記録・管理項目)

検査方法
の基準

ラベリング
の内容



日本ＥＬＶリサイクル機構
【事務局】

運営委員会

部品評価方法策定委員会

※部品の機能、構造を踏ま
え、部品の状態の評価方
法について一定の共通化

認定審査員

機能評価者の育成

点
検
方
法

部
品
の
範
囲

点
検
内
容

表
示
方
法

審
査

申
請

承
認

関係業界等の参画

①部品の特定
・車のメーカー
・車種
・メーカー型式
・車両の登録日
・車台番号／VIN
・エンジンナンバー
・エンジン型式
・燃料の種類

②部品の状態
・機能評価の結果
・物理的な状態
（ダメージ、部品の不足）

③供給責任の明確化
・評価組織の名称及び所在地
・機能評価及びラベリング日付

使用済自動車 部品化対象の特定 リサイクル部品

共通化された機能評価方法
に基づき部品を点検

提供される情報について、一定の共通化

部品の評価 ラベリング

評価者

所有権の移転

記録及び文書の保持

【リサイクル業者】

・メーカー
・車種
・車台番号／VIN
・エンジンナンバー
・エンジン型式

・売却日
・移転元組織
・移転先組織

・機能評価結果

＋

＋

認定審査委員会

認定審査員の育成

部品評価方法

信頼性の向上

※リサイクル部品の機能評価や、適
正な情報提供のため、リサイクル業
者に設置する機能評価者を教育
【定期的に受講】

※リサイクル業者におけ
るリサイクル部品の商
品化工程、情報の記録
管理の体制等の評価方
法

適
正
な
記
録
と
管
理

基本的情報項目の共通化
※部品の状態に関する情報

項目については、以前の
使用履歴（走行距離等）や
外観のチェック等に限定

客観性、比較可能性の確保

（4）標準化全体構想
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 リサイクル業界が団体ごとに固有の自主規格による市場を形成しているため、自動車ユーザーと
してはリサイクル部品を使いにくい環境にあったが
⇒規格策定により足元が揃うため、適正なリサイクル部品市場環境が形成され、
ユーザーの利益が確保できる社会となる

 先般経済産業省より発表された「自動車産業戦略２０１４ -施策編-」の中で、（2）先進的で活
力のある国内市場の構築として《・リユース部品・リビルト部品の更なる利用機会を拡大するた
めに、ユーザーが必要とする情報がこれらの部品の供給とともに適切に提供される環境を構築す
る。【２０１４年度以降も引き続き実施】》と述べられており
⇒規格策定はこれを実行するための施策としての位置付けが大きい

 自動車リサイクル法の「使用済自動車に係る廃棄物の減量並びに再生資源及び再生部品の十分な
利用等を通じて‥‥」という目的が
⇒適正なリサイクル部品市場環境により実効性が高まる

 地球環境問題（資源、廃棄物）の対応手段である「リデュース、リユース、リサイクル」が、
⇒リサイクル部品の利用機会が拡大することにより更に進展する

 国内JISをベースに国際化、ISO化を進めることにより
⇒リサイクル部品の海外販売やリサイクルシステムの海外輸出に貢献できる

6

（5）規格策定の社会的価値



8

事業実施体制

販売・生産者

全日本自動車部品卸商協同組合
日本ELVリサイクル機構（事務局）
日本自動車リサイクル部品協議会
日本トラックリファインパーツ協会
NPO法人RUMアライアンス

使用・消費者

日本自動車整備振興会連合会
日本自動車車体整備協同組合連合会
日本中古自動車販売協会連合会
NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット

中立者

山口大学 ：阿部准教授
JETROアジア経済研究所：小島主任研究員
日本損害保険協会
日本自動車工業会
日本自動車部品工業会
自動車技術会
日本規格協会
経済産業省製造産業局自動車課
経済産業省産業技術環境局国際標準課
国土交通省自動車局整備課
環境省リサイクル推進室

原案作成委員会

・業界関係者の意見集約

・規格策定の方向性の確認
・原案に対するコンセンサス

原案作成ＷＧ

熊本大学 外川教授
日本ELVリサイクル機構 NGP日本自動車リサイクル事業協同組合
日本自動車リサイクル部品協議会 株式会社JARA
日本トラックリファインパーツ協会 NPO法人RUMアライアンス 等



平成27年度 平成28年度

＜流通実態の調査＞

① 国内流通の調査 ・補修部品の販売業者のニーズ調査

・自動車整備業者のニーズ調査

・自動車ユーザーのニーズ調査

② 海外流通の調査 ・輸出リサイクル部品の需要国のニーズ調査

・中古部品供給国の情報提供の状況調査

③ リサイクル部品の機能評価データ解析

・データ収集（テスト含む）

・データ評価・解析

＜識別・表示方法＞

① 識別レベルの調査（国内）

② 識別レベルの調査（海外）

③ 識別・表示方法の検討 ・識別テストデータの収集・解析

・表示方法の技術調査

＜基本的な情報項目の特定＞

① トレーサビリティの確立

② リコール等を含めた情報項目の特定

原案作成

原案作成委員会

情報項目の整理 標準化

標準化事業スケジュール（案）
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規 格 構 想



日部協
・どれでも安心という品質にはなっていない
・流通コストで価格アップしておりメリットが出にくい
・リビルト、リビルター、リユースなど表現が色々あり分かりにくい

日車協連
・新品部品に対して中古部品でどの位安くなったか分からない
・部品の構成が違うので、新品と1：1で価格比較ができない

日整連
・部品の入手に時間がかかる
・整備業者がユーザーに上手く説明できない（どう説明すればよいのか）

損保協会
・リコール品に対してどういう扱いになっているか不明である
・ユーザーへの訴求の方法が難しい（エコと言っているが）

中販連
・部品がAssyの単位なので整備業者が取扱いを嫌がる
・リコール品が分からずに中古車で使われていると困る

部工会
・製造メーカーにクレームが入るのが困る（メーカー名が部品に付いたま
まなので）
・リユース品かリビルト品か分からない

自技会
・製品のメーカー名（製造者）が出てしまっているのは好ましくない
・名称（用語）が統一されていないので分かりにくい

（原案作成委員をお願いに伺ったときのコメントで、赤字はラベリング等の規格に関するご意見）

（1）関連業界団体からのご意見（リサイクル部品の困りごと）

自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格の位置付け



 日本工業規格（JIS）として広くユーザーに認知されているレベルの規格化を行う

 リサイクル部品の輸出市場も鑑みて、ISOや国際的に使用できるレベルを目指す

 自動車メーカー、部品工業会などにも理解・協力が得られるような内容とする

 リサイクル部品の特徴（ASSY、固まり）を生かした規格とし、規格化の価値を発揮させる

 業界全体として納得のいく規格とし、スムーズな運用を図れるようにする

リサイクル業界 自動車業界

確
実

な
用 運

SJ I

標
準
化 （

）

国内のリサイクル部品市場

標準化された
リサイクル部品の輸出

「自動車補修用リサイクル部品規格」の位置付け

（2）今回開発する規格の位置付け



市場流通リサイクル部品

J
SI

に 準
拠

協調領域
一致団結して、使って
もらえる商品の普及を！

❑流通する全ての補修用リサイクル部品が、JISに準拠することにより、
ユーザーの使用する機会と意欲が増し、幅広い普及が期待できる

団 保基個 ・体 別 準 証
競争領域

ユーザーへの訴求を前面に
より良い商品を！

❑安全安心をベースに、各団体の品質基準や保証制度をプラスすることにより、
ユーザーの利便性（高品質など）を競争力に更なる普及を目指せる

（3）今回開発するJISと各団体基準の位置付け



❑ 規格化の意義の一つとして、ユーザーに対する安全安心なリサイクル部品として
認知し使用してもらうために、ラベルにJISの表示をすることを想定

❑ 「JISマークは製品に表示するものであり、今回のラベルにはJISマークそのものは
付けられない」

❑ JISマークに代わる表示方法として、JIS Q 17050（適合性評価－供給者適合宣言－）
を運用することによって実現可能

以上の点より、今回の自動車補修用リサイクル部品のラベリングのJISについては

「自動車リサイクル部品のラベル」及び「供給者適合宣言書」の2つをセットで運用し、

ラベルにはJIS〇〇に適合している旨を記載することとした。

（1）JISマークについての検討

自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格（案）の構想



【規格（案）】

❑ 規格の対象は自動車リサイクル部品の中の軽自動車及び普通・小型乗用車の

リユース部品に適用する

❑ 規格の内容は部品の機能や性能を規定するものではなく、部品の素性、情報を

提供するものとした。

❑ ラベリングの内容としては、リサイクル部品の固有情報の表示、リサイクル部品の

状態や部品回収車両の状態、トレーサビリティのための車両情報の表示とした。

部品回収車両情報として【走行距離】【使用年数】を
コード化してラベルに記載する予定

（2）「自動車リサイクル部品のラベル(案)」の考え方



【供給者適合宣言書（案）】

❑ この適合宣言書はラベリングの内容がJISに適合していることを、リサイクル部品の

使用者である自動車ユーザーに担保する

❑ リサイクル部品の販売者が供給者であるということを明確にして販売者を適合宣言書

の発行者とする。記載内容は、発行者を特定するための情報及び署名。

また、ラベルに表示する情報のエビデンスとなるべき情報も記載する。

部品回収車両情報として【走行距離】【使用年数】のエビデンスを供給者適合宣言書に持たせる
ために、以下をJARC殿にお願いしたい

✓JARCの管理するリサイクルシステムの情報を、自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格の
基本情報（使用済み車の情報）として使用すること

✓リサイクルシステムの使用済み車の情報として、新たに引き取り時の走行距離データを導入し、
規格のエビデンスとして活用すること

✓使用済み車の走行距離情報、など自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格の基本情報
として必要な項目を、引取業者または解体業者の画面に追加する

✓規格に活用する情報は、リサイクルシステムの自動車ユーザー向け情報の「使用済み自動車
処理情報検索」から帳票が引き出せるよう追加する

（3）「供給者適合宣言書(案)」の考え方
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参考：ラベリング規格構想（案）
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エビデンスが必要！！



参考：供給者適合宣言書（案）

この部分にJARSとリンクできる情報を記載



参考：ラベル及び供給者適合宣言書の位置づけ



平成２８年度事業



1. 平成27年度整理した基本的情報項目をもとに、国内でのユーザーニーズ調査及び

海外市場でのリサイクル部品流通･使用状況の調査を行った上で、基本的情報項

目を最終的に特定する。

2. トラック（大型自動車）系の情報項目の検討を進める。

3. リサイクル部品の状態の表現方法については、平成27年度の表現を更に議論し、

より分かり易い表現を設定する。

4. リコールに対する情報項目は今年度概ね判明したが、運用方法を見据えながら再

度確認を進めていく。

5. 識別・表示方法については、ユーザーがリサイクル部品の品質に対するJIS規格と

誤解しないJIS適合範囲の表示方法を検討し、その表示を実際に使用していくこと

が可能であるか検討する上で、現物を製作して評価を実施する必要があり、調査と

並行して評価を実施する。

6. 以上の事項を検討しつつ、適合宣言書の運用体制や方法についての検討、並びに、

リサイクル部品に対する情報の構成、並びにその記載項目及び記入要領等につい

て決定し、自動車補修用リサイクル部品のラベリング規格原案を作成する

平成28年度の事業に向けて



平成28年度の事業スケジュール（案）



日本自動車リサイクル部品協議会の取組について 

（リユース・リビルト部品の促進） 

①2011年：リサイクル部品の利用普及と「保証基準」「品質基準」の共通化

  （小冊子を作成し普及活動に活用） 

②2012年：自動車リサイクル部品活用推進に向けた検討会（2013年 11月より

会議に変更）年 3回開催 5団体＋３省 

・日本損害保険協会、日本自動車整備振興会連合会、リサイクル部品 

協議会、日本中古車自動車販売協会連合会(11月)、日本自動車車体 

整備協同組合連合会(13年 3月) 

・経済産業省、国土交通省、環境省 

③2013年：DVD「経済的で環境にやさしいリサイクル部品」を作成

  （価格と環境に配慮した部品、会員社・整備・板金業者に配付） 

④2014年：「品質・保証」認証シールを導入

（リ協会員社が生産した、品質・保証の付いている部品） 

⑤2015年：グリーンポイントパーツ（ＧＰＰ）認証シール導入

（品質・保証＋ＣＯ２削減数値）の見える部品 

⑥2015年：リ協会員社市場規模アンケート調査 結果をリリース

  （毎年継続してアンケートを実施） 

平成 28年 5月 31日 

一社）日本自動車リサイクル部品協議会 

代表理事 清水 信夫 

参考 2-13 



リサイクル部品の利用普及と
「保証基準「品質基準」の共通化

一般社団法人 日本自動車リサイクル部品協議会

2012年7月

安心と信頼をお届けする

参考2-13
添付

JARC9999
長方形
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1.リユース部品「保証基準」 「品質基準」共通化の狙い

中古部品流通業界では、多くの整備工場様からのニーズにこたえるために「商品在庫の共有化」が進み、これに伴う「商品の保証」と

いう制度も取り入れられました。しかし、それぞれの「中古部品流通ネットワーク」の生い立ちの違い等から「保証内容の違い」「品質

の見極め手法の違い」などがあり、協議会としては、平成10年から数年にわたり、それらの一本化についての検討も行ってまいりました

が、さまざまな事情によって、実現に至らなかった、という経緯がありました。

平成22年１月、「自動車リサイクル法」施行５年を経ての見直しの議論の中で、「使用済自動車の循環的な利用の高度化」という視点

から「リユース部品の利用の促進」が課題となり、「各ネットワーク間における品質・保証基準の共通化」こそが利用促進の大きなファ

クターとなる、という方向性が、産業構造審議会・中央環境審議会専門委員会合同会議によって打ち出されました。

リサイクル部品協議会としても、これを受けて「リユース部品の品質・保証基準の共通化」を平成22年、23年度の重点活動項目とし

て、この問題と真剣に取り組んでまいりました。

本資料の「リユース部品の品質・保証基準の共通化」は、まだ、完成されものではありません。ただし、リユース部品による自動車の

修理にあたって、もっとも大切と思われる「補修用リユース部品全部品」の「保証基準」の統一化を図ったこと、主要な機能部品(エンジ

ン・ミッションなど９品目)の「品質検討基準」(品質の見極め手法)の統一化を図ったものであります。

今後は、主要部品以外の部品の「品質検討基準」の完成と、引き続き、「自動車の電子化に伴うリユース部品のあり方」についても検

討を重ねてまいりたいと考えております。

今日、自動車の利用車齢が大幅に伸びてきている市場構造からも「リユース部品、リビルド部品による修理」は今後ますます需要が

増大するものと考えられます。リユース部品、リビルド部品を含めたリサイクル部品の利用普及には「ユーザーに分かりやすい品質・保

証基準の提示」が不可欠であります。

一般社団法人 日本自動車リサイクル部品協議会

代表理事 清水 信夫
❶



2. 検討の経緯

平成7年
(1995年）

リサイクル部品協議会設立時に基本事業計画として「品質管理および保証の標準化」を明記。

平成11年
(1998年）

経済産業省の平成10年度補正事業「自動車リサイクル部品電子商取引実証実験」に伴い、取引規定の統一化、品質・保証基準の統一化について

議論、報告書にまとめる。

平成13年
(2001年）

自動車リサイクル法制度の検討に先立ち、自動車リサイクルの有効な手段であるリサイクル部品の補修市場における活用推進に向け経済産業省に

おいて「自動車リサイクル部品活用促進調査委員会」が設立。同委員会で2ヶ年にわたる検討の中で「リユース部品の品質表示・保証内容」に関わる

ガイドライン作りが行われた。

平成22年1月

産業構造審議会・中央環境審議会合同会議が「自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書」を発表。本報告書の「使用済み自

動車の循環的な利用の高度化」中で、「(リユース部品の)利用者である整備業者や一般ユーザーの利便性を高める観点から、各ネットワークにおい

て異なる品質・保証基準を可能な限り共通化し、それぞれの部品比較、評価しやすい環境を創出する必要がある」と指摘。

平成22年5月
協議会流通委員会で、NGP、SPN、JAPRAの3システムが保有する「保証規定」等についての差異と共通性を仕分け、これをまとめた。また、本件を

本格検討する専門委員会「品質・保証検討委員会」の設立臨時理事会で承認した。

平成22年8月 第1回品質・保証検討委員会開催。流通委員会の事前調査報告を元に検討、「統一保証基準」を確定、定例理事会に報告、承認を得た。

平成22年11月 経済産業省と協議会品質・保証検討委員による懇談会を開催、経過説明と今後の進め方について意見交換を実施。

平成23年2月
第2回品質・保証検討委員会を開催。検討品目の整理と「品質見極め手法」の共通化のためワーキング部会設置を決定。

第2回検討委の決定に基づき、第1回ワーキング部会を開催。主要機能部品、準主要機能部品9品目の「品質見極め手法」の統一を図った。

平成23年3月 第3回品質・保証検討委員会を開催。ワーキング部会のまとめを承認。「品質見極め手法」を「品質検討基準」と呼称することとした。

平成23年4月 平成23年度第1回臨時理事会開催、第3回品質・保証検討委員会の結果を報告。承認した。

❷



利用している

92.2%

リサイクル
部品の利用

の有無

利用していない

5.0%

不明 2.8%

リサイクル
部品利用促進

のための
課題

必要な部品がない

(入手が困難)

40%

(62.1)

調達方法を

確立して欲しい

26.8%(41.6)

きちんとした

保証が欲しい

24.5%(38)

新品との価格差がない

5.5%(8.5)

その他 3.2%(4.8)

複数回答指数を
100％換算して作図
(カッコ内の指数合計は155)

3. 自動車整備業界の要望にこたえる
※平成22年度「整備白書」から

全国の自動車整備工場(認証工場)へのアンケートでは、「リサイクル部品」に対する関心は高く、回答を寄せた5,560工場の92.2%が「リサイクル部品を使用してい

る」と回答している。さらに、「リサイクル部品利用促進のための課題」についての質問では、要望のトップが「ほしいと思っている部品が入手できない」を挙げ、続く要

望が「調達方法の確立」で、3番目の要望として「きちんとした保証」を求めている。全体の25％を占めており、この要望に応えようとするのが「品質・保証基準の共通

化」である。
❸

N=4,455
(複数回答)

N=5,560



❹ 図・出典：編者/有限会社ルネサンス社、発行/株式会社ナノオプトロニクス・エナジー出版局、発売所/株式会社近代科学社「基礎からわかる図解・自動車メカ」

4.

対象品目
(第1次)



5. 新たな「共通化」の内容

⑴「保証基準」の共通化

2. 保証基準と保証内容(自動車整備工場等に示す内容)

①主要機能部品 (エンジン・ミッション)

保証期間「６ヶ月。ただし5,000kmを超えた場合を除く」

保証内容「代品交換 or 返金(返品)の受付」「再組み換え工賃」

※ (日整連の定める工数×レバレート)

②準主要機能部品（７品目）

(コンプレッサー・セルモーター・オルターネーター・ターボチャジャー・

パワステポンプ・噴射ポンプ・スロットルボディー)

保証期間「３ヶ月。ただし、3,000㎞を超えた場合を除く」

保証内容「代品交換 or 返金(返品)の受付」「再組み換え工賃」

※ (日整連の定める工数×レバレート)

③上記９品目を除くエンジン関連部品、トランスミッション関連部品、

足回り部品、電装部品

保証期間「1ヶ月。ただし、1,000km以内」

保証内容「代品交換または返金(返品)の受付」

④外装部品、内装部品

保証期間「現品確認期間 = 1週間」

保証内容 代品交換または返金(返品)の受付

1. 保証基準(一般消費者に示す内容)

①主要機能部品 (エンジン・ミッション)

保証期間「６ヶ月。ただし5,000kmを超えた場合を除く」

②準主要機能部品（７品目）

(コンプレッサー・セルモーター・オルターネーター・ターボチャジャー・

パワステポンプ・噴射ポンプ・スロットルボディー)

保証期間「３ヶ月。ただし、3,000㎞を超えた場合を除く」

③上記９品目を除くエンジン関連部品、トランスミッション関連部品、

足回り部品、電装部品

保証期間「1ヶ月。ただし、1,000km以内」

④外装部品、内装部品

保証期間「現品確認期間 = 1週間」

❺

全ての「リユース部品」が対象



⑵「品質検討基準」の共通化

１．主要部品に関わる品質検討基準

主要部品 測定条件 測定内容 測定上の留意点

エンジン

車上作動テスト
及び検査機器チェック

①始動性 ①良・否の選択

②異音の有無 ②有・無の選択

③排気ガスの内容・色 ③有・無の選択

④ラジエターへの吹き返し ④良・否の選択（ラジエター内汚れ目詰りの確認）

⑤オイル漏れの有無

⑤各箇所において有・無を確認

・ヘッドカバーの確認

・ヘッドガスケットの確認

・オイルパンの確認

・タイミングカバーの確認

・フロントオイルシールの確認

・リアオイルシールの確認

・プレッシャ―スイッチの確認

⑥アイドリング、レーシングの状態 ⑥良・否の選択

⑦ブロ―バイガスの状態 ⑦良・否の選択

⑧オイルの汚れ ⑧有・無の確認

⑨スラッジの確認 ⑨カバーを外し有・無の確認

⑩カムシャフトの傷 ⑩スラッジ確認に合わせて点検

⑪水漏れ ⑪有・無の確認

⑫外傷・欠品の確認 ⑫有・無の確認

※①～⑫の他、コンプレッションの測定値を把握することが望ましい

❻



主要部品 測定条件 測定内容 測定上の留意点

トランスミッション
(オートマチック)

実走行テスト
※リフトテスト項目も行う

変速ショック、タイムラグ等すべての変速を確認

リフトテスト

※実走行テストが
できない場合

①すべての変速の滑らかさを確認 ①暖機を充分に

②オイルの量の確認 ②良・否の選択

③オイルの汚れの確認 ③目視点検、金属粉等の確認

④異音の有無 ④有・無の確認

⑤シフトレバーの動き ⑤良・否の選択

⑥インプットシャフトのガタ ⑥有・無の確認

⑦オイル漏れ ⑦にじみ含め有・無の確認

⑧オイルパンのへこみ ⑧有・無の確認

⑨インヒビタースイッチの作動 ⑨良・否の選択

⑩タイムラグテスト ⑩Ｎ－Ｄ及びＮ-Ｒの切替え時間

⑪油圧 ⑪ライン圧、ガバナー圧を測定

⑫ストールテスト
（タコメーター装備車のみ）

⑫Ｄレンジ及びＲレンジで行うこと
回転数（ｒｐｍ）を測定

⑬外傷、欠品の確認 ⑬有・無の確認

※ＣＶＴ搭載車についてもオートマミッションの測定に準ずる

トランスミッション
（マニュアル）

実走行テスト 変速ショック、タイムラグ等すべての変速を確認

リフトテスト

①すべての変速の滑らかさを確認 ①暖機を充分に

②オイルの量の確認 ②良・否の選択

③オイルの汚れの確認 ③目視点検、金属粉の確認

④異音の有無 ④有・無の確認

⑤シフトレバーの動き ⑤良・否の選択

⑥インプットシャフトのガタ ⑥有・無の確認

⑦オイル漏れ ⑦にじみ含め有・無の確認

⑧オイルパンのへこみ ⑧有・無の確認

⑨外傷、欠品の確認 ⑨有・無の確認 ❼



２．準主要部品に関わる品質検討基準

準主要部品 測定条件 測定内容 測定上の留意点

スターターモーター／
セルモーター

車上作動テスト

①プル・イン（ピニオンギアの飛び出し確認） ①良・否の選択

②ホールディングコイルの維持（ピニオンギアのプレ） ②良・否の選択

③異音の有無 ③有・無の確認

単体テスト

①プル・イン（ピニオンギアの飛び出し確認） ①良・否の選択

②ホールディングコイルの維持（ピニオンギアのプレ） ②良・否の選択

③ピ二オンギアの状態 ③ギアの欠け等の有無確認

④無負荷点検 ④アンペア測定後、良・否の選択

⑤シャフトのガタ ⑤有・無の確認

⑥外傷、欠品の確認 ⑥有・無の確認

オルターネーター／
ダイナモ

車上作動テスト
及び検査機器チェック

①異音の有無 ①有・無の確認

②プーリーの振れ ②有・無の確認

③シャフトのガタ ③有・無の確認

④オイル漏れ ④にじみを含み有・無の確認

⑤無負荷試験 ⑤標準時１２．４Ｖ以上で可

⑥負荷試験 ⑥高回転時のボルト上昇は不可

クーラーコンプレッサー
車上作動テスト
及び検査機器チェック

①オイル漏れ ①にじみを含め有・無の確認

②オイルの汚れ ②有・無及び金属片等の確認

③マグネットクラッチの作動 ③良・否の確認

④異音の有無 ④有・無の確認

⑤シャフトのガタ ⑤有・無の確認

⑥クラッチの回転状態 ⑥良・否の確認

❽



準主要部品 測定条件 測定内容 測定上の留意点

パワステベーンポンプ 車上作動テスト

①オイルの量 ①良・否の確認、汚れ具合も確認

②オイルの漏れ ②にじみを含め有・無の確認

③ステアリングの重さ ③良・否の確認

④異音の有無 ④有・無の確認

⑤プーリーの振れ ⑤有・無の確認

⑥シャフトのガタ ⑥有・無の確認

⑦外傷、欠品の確認 ⑦有・無の確認

ターボチャージャー 車上作動テスト

①本体損傷の確認 ①有・無の確認

②スムーズな加速の確認 ②良・否の確認

③異音の有無 ③有・無の確認

④オイル漏れの有無 ④白煙が出る場合は漏れ箇所確認

⑤アクチュエーターの作動確認 ⑤良・否の確認

⑥インナープロペラの損傷、ガタ確認 ⑥良・否の確認

⑦ウォーターラインのさびの確認 ⑦有・無の確認

⑧オイルラインのスラッジの確認 ⑧有・無の確認

⑨本体エグゾースト側のクラック確認 ⑨有・無の確認

噴射ポンプ 車上作動テスト

①本体損傷の確認 ①有・無の確認

②パッキング等からの燃料漏れ確認 ②有・無の確認

③スロットル内のさび、汚れの確認 ③有・無の確認

④異音の有無 ④有・無の確認

⑤回転を上げての検査の状態 ⑤黒煙、白煙が出る場合は要確認

スロットル・ボディー
車上作動テスト

①本体損傷の確認 ①有・無の確認

②暖機前回転数と暖機後回転数確認

※回転数に変化のない場合、ＩＳＣＶの可能性異常、

またはウォーターライン目詰りの可能性あり

②良・否の確認

③吹きあがりの確認 ③良・否の確認

④試験後、冷却水の気化を行う ④再確認

※近年のスロットル・ボディーは学習機能が付いている場合もあり、リセットしないと不調の原因になる
❾



6. 今後の展望

⑴「品質検討基準」完成へのロードマップ

❿

作 業 行 程

2012（平成24）年 2013（平成25）年 2014（平成26）年

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬

９品目以外のアイテムの

品質検討基準策定

自動車電子化に伴う

アイテムへの対応の検討

自動車電子化に伴う

アイテムの品質検討基準策定



◆電子化の促進が「リユース部品」にもたらすもの

1997年、トヨタのハイブリッド車「プリウス」発売前後から「車両・車体制御」関連の電子化が急速に進んできた。エアバッグシステムの増強、

バックモニターの採用、電子制御ブレーキ、電動式リアゲート、パーキングアシスト、電子キーシステム等々である。電子キーシステムを例

にあげると、センターとなるECUはエンジンECU、ステアリングロックECUなど主要なECUと連動しており、キー持ち主の ID が判断できなけ

れば、全ての機能が作動しない、といった仕組みになっている。だが事故等に伴う「部品の再利用」の段階ではソフトウエアーのリセットを

含む複雑な対応が必要だ。簡単に取り出し「リユース部品」として再利用することは困難となり、今後の大きな課題とされる。

⑵ 増える「自動車電子制御」への対応

⓫

図・出典：経済産業省自動車課 講演資料抜粋

環境性能、安全性能、快適性を
追求する中で電子制御が拡大

今や、車内のいたるところに
電子制御ユニットが搭載



⓬

7.「循環型経済社会」構築への将来展望

⑴「グリーンポイントシステム」

◆CO2の削減を数値化(＝見える化)する画期的なシステムです。

各事業所毎にリサイクル部品の販売デー

タをサーバーへアップロードする。

一元管理でどのシステムからでも

同様のCO2データを算出します。

PDFまたはCSVファイルとし

て出力します。

③お客様毎にご利用分のCO2削減貢献レポートを作成します。

定型フォーマットにより、PDF出力やCSVファイル出力が可能ですので、そのままお客様にお渡しできます。

②早稲田大学環境総合研究センターとの約3年間の共同研究です。

会員各社の販売データとJAPRAの車両データと早稲田大学のCO2データにより、部品ごとの信頼性の高い統一された

CO2削減データが算出されます。

①会員各社のシステムとの連動が可能です。

NGPシステム・JAPRAシステム・スーパーラインシステム・JTPシステム・BIG WAVEシステム・ECO LINEシステ

ムと連動しています。

自動車リサイクル部品を使用することで「環境に対する負荷」をどれだけ削減しているかが

具体的に数値で分かります。

①会員各社の

端末
Web.

③CO2データの結果提出②早稲田CO2データベースと

JAPRA車両データベース



⑴整備工場へのアピール

①「保証付きグリーンポイント部

品」の安定供給

②「CO2削減貢献」で入庫促進へ

の支援

⑵消費者へのアピール

① リサイクル部品の認知度向上

② 修理への賢い選択肢の拡大

③「 CO2削減貢献」への役割認識

⑶３者の Win Win の関係が成立

⓭

一般消費者

保証付きの

リサイクル部品の

お届け

CO2削減

グリーンポイントの

提供

グリーンポイントで

満足度向上

修理の賢い選択肢の

拡大

保証付きの

リサイクル部品で

車を修理

CO2削減

グリーンポイントの

活用

部品供給業者

整備事業者

リサイクル部品供給業者の役割

⑵ 循環型構造による効果
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平成２８年６月２３日

第５回 情報発信の在り方等に関する検討会

愛知県

1

参考2-14



 ユーザーへの情報発信

✓ ホームページによる制度概要等の周知

✓ ポスター掲示等

✓ 映像の放映

 解体業者等への情報発信

✓ 許可（登録）申請時の情報提供

✓ 外国人事業者向け指導マニュアルの活用

✓ 情報管理センターの活用

2



3

✓ 県ホームページによる制度概要等の周知



4

✓ 窓口におけるポスターの掲示等



5

✓ 環境学習施設（あいち環境学習プラザ）における
映像の放映、DVD貸出



 許可（登録）申請時における情報提供

必要に応じて以下の内容を説明

✓ 自動車リサイクル制度

✓ 電子マニフェスト制度

✓ 作業時における注意点

✓ 指導事例紹介による注意喚起

6



 外国人事業者向け指導マニュアルの活用

✓ 独自に作成したマニュアルを外国人事業者の

指導等で活用

✓ 許可申請時、立入時で、確認項目を設定

✓ 項目ごとに、指導内容とその必要性について

日本語と英語を併記

✓ 指導票の様式についても英語を併記
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 情報管理センターの活用

✓ 県庁で遅延報告の受信

✓ 県庁から定期的に出先機関へ情報提供

✓ 情報をもとに出先機関が立入等を行い、

処理状況の確認及び電子マニフェスト制度

について指導

✓ 指導結果を県庁へ報告

8



JARC 情報発信等に係るこれまでの取組みと課題について 

《総括》 

●2004 年度から 2008 年度の活動 ：

（狙い） 幅広くユーザーに自動車リサイクル制度（以下、「自リ制度」という。）に対する認知度を高める

（実施内容） 自動車製造業者等、関係団体、関連事業者、自治体、国等と連携しながら情報発信 等

●2009 年度から 2011 年度の活動 ：

（狙い） 単なる認知から理解の深化へと活動をシフト

（実施内容） ユーザーの理解状況を確認するために、定期でアンケート調査を実施

ユーザー負担のリサイクル料金の使われ方及び自リ制度へのユーザーの関わり方を情報発信 等 

●2012 年度から 2014 年度の活動 ：

（狙い） これまでの JARC 情報発信等の振返り・改善計画、30 歳未満の若年層の認知度向上

（実施内容） 自リ制度指定法人 10 周年を機に、2014 年 5 月『消費者との懇談会』、2014 年 8 月『事業

者との意見交換会』などを通じてJARC情報発信等の現状確認を受け、また他リサイクル団体の

取組みと比較しながら振返りを実施 等 

●2014 年度下期以降の活動 ：

（狙い） これまでの JARC 情報発信等の振返りのもと、改善を実施中

（実施内容） 30 歳未満の若年層の認知度向上、映像制作、Web ページの全面見直し 等

１．自動車ユーザー向けの取組み 

（１）活動の概況 

04～08年度 09～13年度 14年度～ 

ターゲット 
・幅広いユーザー ・幅広く一般ユーザー 

・若者ユーザー 

・若者ユーザー 

・幅広く一般ユーザー 

力点 ・リサイクルを幅広く周知 
・リサイクル内容を周知 

・ユーザー意見の確認 

・若者ユーザーに周知 

・ユーザー意見を踏まえた活動 

活動 

概況 

・幅広くユーザーにリサイクル

を確認していただくために『広

報活動』を最重要課題と位置

づけ関係者と協力し活動 

・訴求力のあるマスメディアを

中心に大々的に宣伝・広報 

・アンケート調査など『広聴活

動』を強化、リサイクル料金の

使われ方等の情報発信を推進 

・若者の認知向上に向けた『教

育活動』の取組みを強化 

・若者の認知向上に向けた『教育

活動』の取組み強化を継続 

・ユーザーや関係者の確認を受

けながら、情報提供を推進 

（２）主な活動（一例） 

 ユーザーが負担するリサイクル料金の使われ方及び自リ制度へのユーザーの関わり方など訴求点と

し、2009年から2014年度までに取組んだ情報発信等は以下のとおり。 

また、JARC情報発信等の取組みにおける問題・課題を確認するため、『自動車リサイクルの広報のあ

り方』に関する消費者懇談会を開催した。その他、事業者ニーズを確認するためにヒアリングを実施した。 

①訴求点に係る情報発信

・自動車教習所学科教本に広告掲載、映像配信、自動車教習生向けの冊子に記事掲載 

・チラシ/ポスターを関連団体・自治体・各種イベントを通じて配付、NEXCO東日本SA/PAに掲示 

・記事に取上げられるような情報をマスメディアに発信、JAFメイトへの記事掲載、ラジオ/CM、映像制作、 

関係団体との共有 

・JARCホームページの改訂（「情報提供を意識し、資料・データ集専用ページ、若年層向けに特化した 

専用サイトを開設、情報提供間口を広げるためスマートフォンサイトを開設、他） 

②JARC情報発信等の課題把握、事業者ニーズの把握、これまでの活動の振返り

・『自動車リサイクルの広報のあり方』に係る消費者懇談会を開催し、そこで得られた問題・課題を整理

・新車/中古車販売事業者のニーズを引出すためのヒアリングを実施

・自動車ユーザーに対する自動車リサイクルに係るアンケート調査を実施

＊（要改善点） ユーザー、事業者等ニーズを引き出し、関係団体と情報共有・連携する仕組みが必要。 

この仕組みの中で、恒常的なJARC情報発信の振返りが行えるように改善が必要。 

（３）活動の具体例（一例） 

（４）JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等ﾃﾞｰﾀの情報発信の取組み 

自リ制度の指定３法人の活動実績を取りまとめ、下表情報を発信した。 

資金管理業務諮問委員会、並びに離島対策等検討会などでご審議いただいた資料・議事録を公開した。 

この他、ユーザー等に向けて活動実績を分かりやすく取りまとめた「JARCデータBook」を公開した。 

区分 項目 
主な 

発信先 

内容 

資金管理

業務 

預託額・払渡額等の状況 

ユーザー 

預託台数・預託金額、払渡台数・払渡額、輸出取戻台数・払

戻額、各年度で得た運用利益金、特預金出えん等額、再資

源化預託金等残高、他 

預託金等の運用状況 

預託金等キャッシュベース入金額・支出額・前期繰越額、運

用可能額に対する債券取得額、新規取得債券種別構成比、

新規取得債券評価指標利回・実績最終利回り、月末保有債

券年限別構成、保有債券全体最終利回り推移、他 

預託金等の利息計算利率 
利率推移、利率算式、各年度運用利益金総額、年度末預託

金等残高、等 

公益財団法人自動車リサイクル促進センター 

消費者懇談会 ｴｺﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ展 自動車教習学科教本 

参考2-15 

2014 年 5 月 『自動車リサイクルの広報のあり方』に関する消費者懇談会を開催。 

当日は、環境問題関連の NPO 等でご活躍される 15 名の女性の方から貴重なご意見を頂きました。 

１ 



 

再資源化

等業務 

自動車製造業者等か

らの受託業務、義務者

不存在車両の再資源

化等の実績、他 

ユーザー 

再資源化等の実績（使用済自動車台数、特定再資源化等物

品引取重量、エアバッグ類引取個数、再資源化収支状況、

再資源化率、他） 

離島対策支援事業の

実績 ユーザー 

自治体 

市町村別事業計画・実績（保有台数、台数、事業額、台あた

り単価、JARC団出えん額、執行率、他） 

不法投棄等対策支援

事業の実績 

市町村別事業実績（投棄物の種類、台数または重量、事業

額、JARC出えん額、返還額、他） 

情報管理

業務 

使用済自動車、解体

自動車の引取・引渡報

告件数 
自治体 

事業者 

ユーザー 

移動報告工程別の引取・引渡件数（引取工程、ﾌﾛﾝ類回収

工程、解体工程、破砕工程）、特定再資源化等物品の引取・

引渡報告件数（フロン類再利用・破壊、エアバッグ類ガス発

生器の回収・作動等、自動車残渣） 

フロン類年次報告 

都道府県・保健所設置市別フロン類年次報告集計値（自動

車製造業者等への引渡量、再利用量、再利用者台数、年度

末保管量、他） 

 

＊（要改善点） 発信する情報にメリハリがなく、アピールポイントが分かり難くい。 

また、リサイクルに関わる方の姿が見え難い。 

 

（５）認知度の推移 

現在、自動車ユーザーの約86％（2015年3月調査）が自ﾘ制度の存在を認知しており、 

リサイクル料金支払い、引取業者への使用済自動車引渡し等をご理解いただいている。 

30歳未満の若年層の認知度が低い傾向が観られることから、認知向上に向けて取組んでいる。 

 

 

100% 

95% 

90% 

85% 

80% 

75% 

70% 

65% 

60% 

04      05       06       07       08       09       10       11      12       13   (年度) 

92.3% 
94.1% 94.5% 

90.5% 89.8% 90.8% 91.2% 90.2% 

84.3% 
86.1% 

設問：あなたは 2005 年から施行された自動車ﾘｻｲｸﾙ法をご存知ですか。 知っている 30歳以上 30 歳未満 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ調査：調査は、3 ヶ月以内に自動車を購入した方を対象（ﾓﾆﾀｰ数 1,100 名） 

77.8% 76.3% 

68.9% 

81.1% 

86.0% 

93.2% 

87.5% 87.8% 

92.9% 
91.6% 

 

＊（要改善点） 30歳未満の若年層の認知度が30歳以上の一般層と比べて低いため、 

       若年層にターゲットを絞り、効果的な情報発信の取組みが必要。 

２．関連事業者向けの取組み 

 関連事業者による円滑な業務運用が行えるように、統一した窓口を設置し、自リシステムの操作や実務運用

に係る問い合わせ等に対応している。また、関連事業者に関係する様々な情報を主に Web ページを通じて発

信している。その他、事業者ニーズを確認するためにヒアリングを実施した。 

 

（１）主な活動 

①関連事業者による円滑な業務運用 

・コンタクトセンターとして、統一した問合わせ窓口及び事業者登録窓口を運営 

・マニフェスト誤発行防止の注意喚起、関連事業者の登録許可更新の手順を掲示 

・コンタクトセンターへの問合せをFAQ化・事例集を掲示 

・事業者向けの自リシステム利用規約・約款・実務マニュアルを掲示 

・中古車売買時におけるリサイクル料金の取扱いを周知 

・ページ数が多かった事業者向けマニュアルのページ数削減し、分かりやすく改訂し、掲示 

 

②関連団体等との連携・情報共有 

・日本ELVリサイクル機構が行う自動車リサイクル士に係る講師へのレクチャーを実施 

 

＊（要改善点） 関係団体との情報共有・連携を一層強化し、相手方ニーズに応じた情報発信・後方支援。 

 

（２）活動の具体例（一例） 

         
 
 

３．自治体向けの取組み 

 電子マニフェスト制度の安定運用が図られるように行政連絡会議や Web ページ等を通じて自治体関係者と情

報を共有している。また、JARC が自治体の後方支援が図れるように不法投棄等対策事案を共有し、JARC 不

法投棄対策支援事業の手引きを周知している。この他、離島対策支援事業をより活用いただけるよう離島地域

住民や自治体関係者に情報を発信した。 

 

（１）主な活動 

①電子マニフェスト制度の安定運用が図られるように自治体と情報共有 

・リサイクル工程における引取引渡遅延状況、マニフェスト発行取消状況、使用済自動車の 

エアバッグ類・フロン類装備の乖離状況、登録許可更新実務を行政連絡会で共有 

・コンタクトセンターへの入電が多い問合せを FAQ 化 

・電子マニフェストの遅延報告、年次報告関連のシステム操作・対応手引書を作成配付 

・東日本大震災による番号不明被災自動車の対応、他 

・自治体向けにアンケート調査を実施（JARC に対する報告徴収の運用について） 
 
 

○ △ 

○ 
○ ○ 

○ ○ 
△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

ﾏﾆﾌｪｽﾄ誤発行ﾁﾗｼ 特に多い問合せ週間ﾄｯﾌﾟ 10 事業者向け実務ﾏﾆｭｱﾙ 移動報告間違い事例集 

２ 



 
 

②不法投棄対策等の後方支援 

・自治体向け離島対策支援事業手引書、不法投棄対策支援事業手引書を作成配付/更新 

・不法投棄対策支援事業の各事案を行政連絡会で共有 

・不法投棄等対策支援事業にかかる手引書・マニュアル等を分かりやすく改訂し Web ページに掲示 

・離島対策支援事業の一環で離島住民向けのチラシを作成配布 

・自治体向け離島対策支援事業手引書、不法投棄対策支援事業手引書を作成配付・更新 

・東日本大震災による番号不明被災自動車の対応、他 

 

＊（要改善点） 自治体毎の地域ニーズを把握し、そのニーズに応じた柔軟な対応。 

  不法投棄等の未然防止の施策、使用済自動車の価値に係る情報発信等の取組み。 

  激甚災害への対応に係る関係自治体との情報共有・連携強化。 

 

（２）活動の具体例（一例） 

     
 

 

４．課題（現時点での課題認識）・・・前述の要改善点をまとめると次のとおり 

（１）活動の振返りによる課題（消費者懇談会、事業者意見交換、アンケート調査結果から引用） 

 

①チラシ・ポスター等の内容、Web ページに掲載する情報が相手に伝わっていない 

・チラシ・ポスターの閲覧者が限られており、幅広く自動車ユーザーが閲覧できる施策の検討が必要 

・誰向けの情報なのか区分が必要。消費者は何処を見るべきか、メリハリが必要 

・アピールポイントを分かりやすくし、自リ制度のコンセプト等を分かるようにする工夫が必要 

・自動車リサイクルに関わる方の姿が見えるように、その取組みの発信が必要 

 

②30 歳未満の若年層の認知度が低い点について対策が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）将来に向けた課題（凡例：●合同会議で示された課題、 ＊JARC が自己認識する課題） 

①ユーザー・関係事業者・自治体等との意見交換等を通じたシステム改善ニーズの把握 

●情報システムのユーザビリティの観点で自動車ユーザーを始めとした関連事業者、自治体などと 

いった自動車リサイクルシステム利用者視点での課題・ニーズを把握する必要がある 

＊中長期的に必要と思われる自動車ユーザー、関連事業者の情報提供ニーズの把握 

自治体における不法投棄・不適正処理等に対応するために必要となる情報提供ニーズの把握 

●合同会議でご議論いただいている情報システムのフレキシビリティを拡充する観点で、バンパー、 

ガラス、リチウム電池、水素ボンベなどといった品目追加に備える必要がある 

＊将来の大規模刷新における情報システムの要件への織込み必要 

②JARC の自動車ユーザー等への情報発信について 

   ●ユーザーへの情報発信とその効果検証、 

   ＊2014 年 5 月実施の「自動車リサイクルの広報の在り方に関する消費者懇談会」のような、 

     JARC 情報発信の取組みについて恒常的な確認を受け、改善していく仕組みが必要 

   ●関係主体間の情報共有の円滑化等 

   ＊この度発足した「情報発信の在り方等の検討会」のように関係主体間で情報を共有し、 

     連携を図っていく仕組みが必要 

   ●JARC が管理する使用済自動車の再資源化状況等データの更なる活用 

   ＊関係主体間の情報共有・連携を通じて、データ活用ニーズを把握し、使用済自動車の 

再資源化状況等データの発展的活用に繋げていく仕組みが必要 

    使用済自動車の再資源化状況等のデータ項目については、「参考」資料を参照 

以 上 

不法投棄対策事例集 離島対策支援事業手引書 番号不明被災自動車対応 

●自リ制度のｺﾝｾﾌﾟﾄ等の映像化 [2015 年度製作中] 

 

＊『映像』の方が、視覚・聴覚により伝えたい内容を絞ることができ、解説を加えることもできるため、文

字文書やプロセス図だけの内容より伝わりやすい。また、制度制定の背景やコンセプト等を伝えること

により体系的に理解が得られやすく、自らが負担するリサイクル料金の使われ方についても更にご理

解が得られやすい。 

●読み手を意識した Web ページへと全面刷新 [2016 年度実施予定] 

 

＊誰向けの情報であるかによって Web ページの入口を分け、同じ内容を説明するにしても、その読み

手を意識して言葉を平易にし、文章を短くするなど工夫する 

●若年層の認知向上に向けた活動を推進。 

特に運転免許取得中の教習生への情報発信に力点を置く [2012 年度から実施中] 

 

＊特に若者世代が多い自動車教習生を自動車ユーザー予備軍と位置づけ 

＊新規免許取得者約 100 万人の内、約 8 割が 18 歳から 25 歳の年齢を占める（2012 年度時点） 

 

振返りを踏まえた現在取組み中の施策 

●幅広く自動車ユーザーに自動車リサイクルを知っていただく活動を推進[2014 年度から実施中] 

・全国高速道路サービスエリア･パーキングエリアにポスター掲示 

・JAF メイト等、訴求力ある媒体を用いた広告活動を推進 

 

＊高速道路サービスエリア/パーキングエリアは集客数が多く（例 29 カ所で約 1,000 万人/月）、 

「JAFメイト」の購読者数は約1200万部。ターゲットを自動車ユーザーに絞ることができる媒体等を活用 

３ 



自動車リサイクルシステムで管理する情報について 

１．自動車リサイクルシステムの情報システムとは 

（１）自動車リサイクルシステムの情報システムにおける情報の流れ 

自動車リサイクルシステムの情報システム（以下、「情報システム」という）とは、自動車出荷時から使

用済自動車として引き渡しが行われ、特定再資源化等物品がリサイクル処理されるまでの工程を確実の

情報管理する仕組みで、約１．５億台の自動車情報と約９，０００億円のリサイクル品目毎の預託情報（２

０１４年度末時点）、年間約３，１００万件のリサイクル工程毎の移動報告、等々の多くの情報を管理し、そ

の情報量は日々増加しています。 

主な情報の流れは次のとおりであり、そのイメージは添付１の「図１ 自動車リサイクルシステムにおけ

る主な情報の流れ（概略図）」のとおりです。 

①資金管理法人は、リサイクル料金の預託情報を適切に管理するために必要な自動車情報等を、使用

済自動車として引き渡しがされるまでの間、資金管理システムで一元管理

②情報管理センターは、使用済自動車及び特定再資源化等物品のリサイクル処理状況を適切に管理す

るため、関連事業者による引取・引渡の移動報告(電子マニフェスト)として情報管理システムで一元管

理

③情報管理センターは、必要に応じて電子マニフェスト情報を行政機関(自治体等)に報告

④情報管理センターは、リサイクル処理が完了した自動車情報を国土交通省等に報告

⑤資金管理法人は、特定再資源化等物品がリサイクル処理された情報を情報管理センターから受取

⑥資金管理法人は、自動車製造業者等からの請求と先述⑤の情報を突合し、リサイクル料金を払渡す

⑦資金管理法人は、海外に輸出された預託済自動車について、自動車所有者からリサイクル料金の取

戻し請求を受けた場合、輸出の事実を確認した上でリサイクル料金を払戻す

（２）「金・物・情報」の関連付けイメージ 

情報システムの構築に当たっては、自動車出荷時に預託されるリサイクル料金の収受・支払いの管理

を資金管理法人が担い、使用済自動車等としての特定再資源化物品のリサイクル処理（電子マニフェス

ト）の管理を情報管理センターが担うこととしています。また、特定再資源化等物品の管理を引取窓口（自

動車製造業者等）が管理することとしています。 

これら「金・情報・物」の関連付けを行いながら、相互連携・相互牽制が働く仕組みとすることで、リサイ

クル処理の確実な管理を行うことができます。 

 情報システムにおける「金・情報・物」の関連付けイメージは添付１の「図２ 情報システムにおける

「金・物・情報」の関連付けイメージ（概略図）」のとおりです。 

２．情報システムにおけるデータ項目について 

情報システムで管理する全てのデータ項目の内、主要なものは添付２のとおりです。 

３．モニタリング情報例（一例） 

 電子マニフェストを管理する情報管理センター、特定再資源化等物品を管理する引取窓口（自動車製造

業者等）におけるモニタリング情報（５事例）は添付３のとおりです。 

参考2-15
参考 

以 上 
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図１ 自動車リサイクルシステムにおける主な情報の流れ（概略図） 
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自動車リサイクルシステムで管理するデータ項目の内、主要なものは次のとおりです。

１．自動車の基本情報（「参考１図２」における資金管理システムで管理する情報）

（１）自動車情報　(*1)

#

1 JARCが採番した自動車を特定する番号

2 リサイクル義務を負う自動車製造業者等

3 自動車の車台番号、自動車検査証等に記載の事項

4 自動車の車名

5 自動車の型式、自動車検査証等に記載の事項

6 自動車の用途、自動車検査証等に記載の事項（乗用、貨物、乗合、特種）

7 自動車の車両重量（単位：キログラム）、自動車の最大積載量（単位：キログラム）

8 自動車の車幅（単位：センチメートル）、自動車の長さ（単位：センチメートル）

9 自動車の登録番号／車両番号、自動車検査証等に記載の事項（未登録自動車については設定なし）

10 自動車の国交省・軽検協管理区分を示す

11 自動車製造業者等から取得した出荷情報の取得年月日

12 国交省等から登録情報等を取得した年月日

13 自動車の初度登録年月（リサイクル法施行前に出荷された自動車情報にのみ保有）

14 自動車検査証が交付・返付された日付

15 自動車の抹消登録の状況（滅失、用途廃止、輸出抹消等）

16 国土交通大臣により輸出抹消登録がなされた年月日

17 使用済自動車について預託確認完了通知を行った年月日

18 使用済自動車の装備確認を行った事業所情報

19 使用済自動車としてマニフェストが発行された年月日

(*1)自動車情報は、主に自動車製造業者等および国土交通省から提供いただいた情報

（２）装備情報　(*2)

#

1 ASR基準重量(単位：キログラム)

2 装備するリサイクル対象架装物の区分情報（リサイクル料金に架装物から発生するＡＳＲ処理費用を含むか否か）

3 サイドエアバッグ装備有無を示す

4 インフレータ個数

5 インフレータ個数

6 インフレータ個数

7 インフレータ個数

8 プリテンショナー個数

9 車種クラスを示す(自動車／小型バス／大型バス)

10 リサイクル法対象外の脱フロンエアコン搭載であるかどうかを示す

(*2)装備情報は、自動車製造業者等から提供いただいた情報

(*3)自動車製造業者等が各々自動車の材料組成データ等を基に算出したシュレッダーダストになりうる量

(*4)ＡＳＲ業者で処理されることが少なく、載替えや別用途での利用等により再利用されることが多い架装物については、自動車リサイクル法の対象外

（３）リサイクル料金情報

#

1 リサイクル対象品目を一意に識別するコード（ASR、エアバッグ類、フロン類、情報管理預託金）

2 当該品目のリサイクル料金額(単位：円)

3 当該品目のステータス(未預託、預託済、払渡済、特預金等）

4 当該品目の預託が行われた年月日

5 当該品目の利息計算における起算日

6 当該品目の利息金額(単位：円) 

7 当該品目の払渡について、JARCが承認を行った日付

8 ASR料金の割引料金額(単位：円)マイナス値を設定する   ： 一部のASRのみを割引ということは現情報システムではできない

9 当該割引料金を適用する特定期間の開始日、終了日

10 JARCが付与したリサイクル券番号

11 リサイクル券を発行した年月日

12 リサイクル料金を預託した事業所情報

(*5)リサイクル料金の払渡しが確定するまで利息額の計算は行われない

自動車リサイクルシステムで管理する主要なデータ項目について

登録番号・車両番号

登録自動車・軽自動車区分

初度登録年月

預託確認年月日

マニフェスト発行年月日

料金割引適用開始・終了年月日

割引料金額

項目

車両重量、最大積載重量

車幅長、車両長

サイドエアバッグ有無フラグ

ＡＳＲ基準重量　(*3)

運転席インフレータ個数

助手席インフレータ個数

情報の説明

情報の説明

情報の説明項目

プリテンショナー個数

フロン類車種クラス区分

脱フロンエアコンフラグ

車両管理番号

項目

義務者名

車台番号

車名

型式

用途

法対象架装物区分　(*4)

最終車検年月

自動車抹消区分

輸出抹消登録年月日

サイド用インフレータ個数

出荷情報取得年月日

登録情報等取得年月日

事業所情報（引取業者）

預託事業所情報

カーテン用インフレータ個数

品目コード

預託金額

品目別預託状況区分

払渡承認年月日

預託年月日

利息計算開始年月日

利息金額　（*5）

リサイクル券発行年月日

リサイクル券番号

添付2
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２．電子マニフェストにおける管理情報（「参考１図２」における情報管理システムで管理する情報）

（１）使用済自動車/解体自動車の情報

#

1 JARCが採番した自動車を特定する番号

2 「JARCが付与したリサイクル券番号」と同番号

3 リサイクル義務を負う自動車製造業者

4 自動車の車台番号、自動車検査証等に記載の事項

5 自動車の車名

6 自動車の型式、自動車検査証等に記載の事項

7 自動車の用途、自動車検査証等に記載の事項

8 自動車の登録番号／車両番号、自動車検査証等に記載の事項（未登録自動車については設定なし）

9 自動車の国交省・軽検協管理区分を示す

10 国土交通省等に記録された解体報告日

11 国土交通省等に記録された重量税還付起算日となる引取通知日

12 部品取外しを実施した解体業者の回次

13 引取業者が入力する使用済自動車の最終所有者名

14 引取業者が入力する使用済自動車の最終所有者の住所

（２）事業所情報

#

1 自治体のコード

2 自治体登録・許可番号

3 有効な事業所コード

4 自治体登録・許可番号に対する業区分(引取業、フロン類回収業、解体業、破砕業）

5 事業者の名称

6 事業者の住所

7 当該事業所における過去１年間の引取車台数

8 当該事業所における過去１ヶ月、３ヶ月の引取車台数

9 当該事業所における過去１年間の引取実施の最終月

10 当該事業所の最初の登録日

11 自治体登録・許可日

12 自治体登録・許可の満了日

13 当該事業所の自治体が情報を変更した日

14 事業者の更新申請の状況を示す区分

15 自治体の登録許可の事務処理状況

16 当該事業所に係る自治体登録・許可番号の状況

（３）工程別滞留日数管理

#

1 作業工程を示すコード　(引取業、フロン類回収業、解体業、破砕業）

2 「JARCが付与したリサイクル券番号」と同番号

3 指定３物品を識別するコード（フロン類、エアバッグ類、ＡＳＲ）

4 各工程の引渡報告実施年月

5 自治体のコード

6 引渡報告から引取報告までの経過日数、引取報告から引渡報告までの経過日数

（４）指定３物品引取遅延情報管理

#

1 荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

2 事業者が入力する「ボンベ・パレット番号」「ケース番号」「トラック登録番号」を指す

3 指定３物品（フロン類、エアバッグ類、ＡＳＲ）を識別するコード

4 荷姿詳細画面の振分けに使用する。

（フロン類に関する遅延情報を参照するときにのみ使用）

5 当該荷姿の引渡報告を実施した事業所名

6 当該荷姿を引取ることになっている事業所名

8 引渡報告を行った日付

9 当該荷姿に対し、初回の確認通知が行われた日

10 当該荷姿の移動報告が、省令の定める期間を経過しても実施されない場合、自治体に対して遅延報告を行う予定日

11 確認通知が発生している作業工程を示すコード(引取業、フロン類回収業、解体業、破砕業）

登録番号・車両番号

登録自動車・軽自動車区分

解体報告記録年月日

引取通知受領年月日

部品取外業者回次回数

車名

型式

用途

自治体コード

自治体登録・許可番号

事業所コード

項目

工程コード

最終所有者所在地

自治体更新年月日

最終所有者名

移動報告件数

事業者所在地

移動報告年月

最終移動報告月

自治体処理区分

登録区分

工程コード

自治体コード

滞留日数

事業者更新申請区分

移動報告番号

情報の説明

車両管理番号

移動報告番号

義務者名

車台番号

項目

引渡元事業所名

登録・許可満了年月日

項目 情報の説明

荷姿ＩＤ番号

各種番号

品目コード

回収連絡フラグ

引渡先事業所名

引渡報告年月日

遅延報告予定年月日

物品フラグ

情報の説明

事業所名

最新登録・許可年月日

１ヶ月、３ヶ月移動報告件数

初回登録年月日

工程コード

確認通知年月日

項目 情報の説明
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（５）フロン再利用報告

#

1 当該報告を実施する事業所の事業所コード

2 当該事業所が報告することになっている年度

3 当該事業所が年次報告を実施した日付


4 年度内に当該事業所が引取報告を行った車台のうち、CFC,HFCのフロン類を使用している車台の数

5 年度内に当該事業所が引取報告を行った車台のうち、CFC,HFCのフロン類を使用している車台の数

6 年度内に、メーカーが引取ったフロン類の量（CFC、HFC分）


7 年度内に、当該事業所がフロン類の再利用報告を実施した車台数（CFC、HFC分）

8 年度内に、当該事業所がフロン類の引渡報告、または再利用報告を実施しなかった車台数（CFC、HFC分）

9 年度内に、当該事業所がメーカーに引き渡したフロン類の量（CFC、HFC分）

10 年度内に、当該事業所が再利用したフロン類の量（CFC、HFC分）

11 当該事業所が引渡報告、または再利用連絡せずに保管しているフロン類の量（CFC、HFC分）

12 フロン類年次報告が業者によって実施されたか否かを示すフラグ

（６）特定再資源化等物品の管理情報

①ASR関連

#

1 引渡した事業所名称

2 引渡した年月日

3 引取った事業所名称

4 引取った年月日

5 市場の競争原理を働かせるために、メーカーをグループ分けした「チーム」  ([ART] , [TH]の２チーム)

6 自社運搬（引取先運搬含む）か他事業者運搬かを識別する区分


7 車台、または物品を運搬する事業者の名称

8 荷姿を作成した日（荷姿ＩＤを採番した日）

9 ＡＳＲの荷姿をユニークに識別するＩＤ

10 事業者が積載トラックを識別する為に入力する番号

11 破砕業者が引渡報告を行う際に、当該荷姿を秤にのせて計った重量


12 メーカー引取業者が引取報告を行う際に、当該荷姿を秤にのせて計った重量

②エアバッグ類

#

1 エアバッグの荷姿をユニークに識別するＩＤ

2 事業者が積載ケースを識別する為に入力する番号

3 引渡した事業所名称

4 引渡した年月日

5 引取った事業所名称

6 引取った年月日

7 自社運搬（引取先運搬含む）か他事業者運搬かを識別する区分


8 車台、または物品を運搬する事業者の名称

③フロン類

#

1 フロン類の荷姿をユニークに識別するＩＤ

2 引渡した事業所名称

3 引渡した年月日

4 引取った事業所名称

5 引取った年月日

6 自社運搬（引取先運搬含む）か他事業者運搬かを識別する区分


7 車台、または物品を運搬する事業者の名称

8 事業者が充填ボンベ、またはパレットを識別する為に入力する番号

9 フロン類の種別を表す区分(CFC、HFC、CFC/HFC)

10 当該荷姿に紐付いている車台数のうち、フロン類車種クラス別（乗用車、小型バス、大型バス）である車台の数

運搬事業者区分

引渡先事業所名

引取報告年月日

項目

引渡元事業所名

引渡報告年月日

引渡時ＡＳＲ実重量

引取時ＡＳＲ実重量

ＡＳＲ荷姿ＩＤ番号

トラック登録番号

引渡報告年月日

引渡先事業所名

引取報告年月日

ボンベ・パレット番号

自動車紐付車台数

フロン類種別区分

運搬事業者情報

運搬事業者区分

エアバッグ類荷姿ＩＤ番号

ケース番号

引取報告年月日

フロン類荷姿ＩＤ番号

運搬事業者情報

情報の説明

荷姿作成年月日

項目

ASRチーム区分（委託区分）

運搬事業者区分

運搬事業者情報

CFC、FHC車台引取報告数

CFC、HFCフロン類引渡報告数

情報の説明

情報の説明

引渡元事業所名

引渡報告年月日

引渡先事業所名

年次報告実施状況

CFC、HFCメーカー引取重量

項目

事業所コード

報告年

報告年月日

CFC、HFCフロン類再利用車台数

CFC、HFC繰越車台数

CFC、HFCフロン類再利用重量

CFC、HFCフロン類保管重量

項目 情報の説明

引渡元事業所名

CFC、HFCメーカー引渡重量
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３．使用済自動車/解体自動車の移動報告情報（「参考１図２」における情報管理システムで管理する情報）

（１）引取工程関連

#

1 使用済自動車を引取った事業所名称

2 使用済自動車の引取報告を行った日

3 自社運搬（引取先運搬含む）か他事業者運搬かを識別する区分（自社運搬、引渡先運搬、運搬委託）

4 車台、または物品を運搬する事業者の名称

5 引渡した事業所名称

6 使用済自動車の引渡報告を行った日

（２）フロン類回収工程関連

#

1 フロン類の荷姿をユニークに識別するＩＤ

2 事業者が充填ボンベ、またはパレットを識別する為に入力する番号（重複することあり）

3 フロン類の種別を表す区分(CFC、HFC、CFC/HFC)

4 引渡した事業所名称

5 フロン類引渡報告を行った日

6 引取った事業所名称

7 物品の引取報告を行った日

8 荷姿を作成した日（荷姿ＩＤを採番した日）

9 作成済の荷姿に対し、紐付車台の増減等の更新をかけた日。

10 当該荷姿に紐付いている車台数のうち、フロン類車種クラス別（乗用車、小型バス、大型バス）の車台の数

11 ボンベ・パレットの種類を識別するコード

12 該当ボンベ・パレットに充填されたフロン類の充填量（Kg）

（３）解体工程関連

#

1 使用済自動車/解体自動車を引取った事業所名称

2 使用済自動車／解体自動車の引取報告を実施した日

3 使用済自動車／解体自動車を引渡した事業所の事業所名称

4 使用済自動車／解体自動車を引渡した事業所が引渡報告を行った日

5 自社運搬（引取先運搬含む）か他事業者運搬かを識別する区分（自社運搬、引渡先運搬、運搬委託）

6 車台、または物品を運搬する事業者の名称

7 認定全部利用者へ渡されたのか、非認定全部利用者へ渡されたのかを識別する区分　（認定全部利用、非認定全部利用）

8 使用済自動車／解体自動車の引渡先となっている事業所名

9 非認定全部利用者に引渡す場合は非認定全部利用者の所在地を入力

10 使用済自動車／解体自動車の引渡報告を行った日

11 非認定全部利用者に引渡す場合、全部利用処理の内容を示す区分（電炉処理・転炉処理、解体自動車（廃車ガラ）の輸出）

12 荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

(*6)認定全部利用とは　：　自動車製造業者等と解体業者、プレス・せん断処理業者との間に委託契約関係があり、国内の電炉・転炉等に引渡す場合

     非認定全部利用とは　：　自動車製造業者等と解体業者、プレス・せん断処理業者との間に委託契約関係がなく、これらの事業者が独自のルートで

　　電炉・転炉等や製品原料として輸出する事業者（廃車
　　ガラ輸出業者）に引き渡す場合

（４）破砕工程関連

#

1 荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

2 荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

3 当該工程において、解体自動車の引取報告を行った事業所名

4 引取事業所が解体自動車の引取報告を実施した日

5 当該工程において、引取事業所に解体自動車を引渡した事業所名

6 当該工程において、引取事業所に解体自動車を引渡した事業所が引渡報告を実施した日

7 自社運搬（引取先運搬含む）か他事業者運搬かを識別する区分　（自社運搬、引渡先運搬、運搬委託）

8 車台、または物品を運搬する事業者名

9 認定全部利用者へ渡されたのか、非認定全部利用者へ渡されたのかを識別する区分（認定全部利用、非認定全部利用）

10 当該工程において、解体自動車の引渡先となっている事業所名

11 非認定全部利用者に引渡す場合は非認定全部利用者の所在地を入力

12 引取事業所が解体自動車の引渡報告を行った日

13 非認定全部利用者に引渡す場合、全部利用処理の内容を示す区分（電炉処理・転炉処理、解体自動車（廃車ガラ）の輸出）

引取事業所名

引取報告年月日

運搬事業者区分

運搬事業者情報

引渡先事業所名

引渡報告年月日

引渡元引渡報告年月日

項目

項目

全部利用処理区分

全部利用処理区分　（*6)

全部利用荷姿ＩＤ番号

引渡先事業所名

引渡先事業所所在地

引渡報告年月日

認定区分

引取報告年月日

引渡元事業所名

引取報告年月日

荷姿作成年月日

最終確定年月日

自動車紐付車台数

情報の説明

情報の説明

フロン類種別区分

引渡元事業所名

引渡元引渡報告年月日

認定区分

運搬事業者情報

項目

引渡元引渡報告年月日

運搬事業者区分

引渡先事業所所在地

引渡報告年月日

フロン類荷姿ＩＤ番号

ボンベ・パレット番号

情報の説明

フロン類引取重量

項目

引取事業所名

引取報告年月日

ボンベ・パレット種別コード

引渡元事業所名

引取事業所名

引渡先事業所名

ＡＳＲ荷姿ＩＤ番号

全部利用荷姿ＩＤ番号

運搬事業者区分

運搬事業者情報

引取事業所名

情報の説明
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（５）全部利用工程関連

#

1 全部利用の荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

2 事業者が積載トラックを識別する為に入力する番号

3 全部利用者に物品を引渡した事業所名

4 全部利用者への解体自動車引渡しの際に仲介者となる商社名

5 当該工程において、引取事業所に物品を引渡した事業所が引渡報告を実施した日

6 市場の競争原理を働かせるために、メーカーをグループ分けした「チーム」  ([ART] , [TH]の２チーム)

7 当該事業所コードに対する事業所の名称

8 荷姿を作成した日（荷姿ＩＤを採番した日）

４．引取窓口管理情報（「参考１図２」における引取窓口システムで管理する情報）

（１）エアバッグ類関連

#

1 自治体を一意に特定するコード

2 解体業者を一意に特定するコード

3 回収・作動処理を実施した車台数

4 一部回収／一部作動処理を実施した車台数

5 回収・作動処理を実施したエアバッグ類の個数

6 一部回収／一部作動処理を実施し回収したエアバッグ類の個数

7 当該解体業者が処理した車台の装備個数の合計

#

1 マニフェストを一意に特定する番号

2 情報管理センターから取得するエアバッグ類移動報告情報における「最終更新日時」を格納

3 メーカー引取時の義務者情報

4 当該車台が紐付く荷姿のメーカー引取報告日時

5 当該荷姿を一意に特定する番号

6 回収処理を行ったかどうかを示すフラグ

7 メーカー引取先で実際に引取ったエアバッグ類の個数

8 当該車台から回収したエアバッグ類の個数

9 当該車台にのエアバッグ類の回収個数において、装備個数を上回った個数

10 作動処理を行ったかどうかを示すフラグ

11 当該車台において作動処理を行ったエアバッグ類の個数

（２）フロン類関連

#

1 荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

2 情報管理センターから取得するフロン類移動報告情報における最終更新日時を格納

3 フロン類を充填したボンベ、もしくはボンベを積載したパレットの番号、ボンベもしくはパレットの種別

4 当該車台が紐付く荷姿のメーカー引取報告日時

5 事業所名

6 事業所名

7 荷姿に紐付くフロン類種別

8 当月全体のフロン法対象車台の数（乗用車、小型バス、大型バス）、当該に姿に引き取られたフロン重量

9 メーカー引取先が引取った当該フロン類車種クラス別（乗用車、小型バス、大型バス）の台あたり引取量（ｋｇ）

#

1 義務者コード

2 当月にメーカー引取先が引取ったＣＦＣ引取量、引取台数

3 当月にメーカー引取先が引取ったＨＦＣ引取量、引取台数

4 当月にメーカー引取先が引取ったＣＦＣ破壊重量、引取台数

5 当月にメーカー引取先が引取ったＨＦＣ破壊重量、引取台数

項目

商社

引渡元引渡報告年月日

ASRチーム区分（委託区分）

情報の説明

全部利用荷姿ＩＤ番号

トラック登録番号

引渡元事業所名

台あたり引取重量

メーカー引取工程報告日時

発送実施事業所名

メーカー引取先事業所名

フロン類種別区分

引取台数、引取重量

ＣＦＣ引取重量、引取台数

ＨＦＣ引取重量、引取台数

項目 情報の説明

回収・作動実施個数

項目

一部回収・一部作動実施個数

引渡先事業所名

荷姿作成年月日

項目

情報の説明

フロン類荷姿ＩＤ番号

情報取込日時

ボンベ・パレット番号、種別コード

項目

一部回収・一部作動実施台数

義務者コード

合計装備個数

メーカー引取工程報告日時

エアバッグ類荷姿ＩＤ番号

情報の説明

自治体コード

解体事業所コード

回収・作動実施台数

回収フラグ

ＣＦＣ破壊重量、引取台数

ＨＦＣ破壊重量、引取台数

移動報告番号

情報取込日時

按分前超過個数

作動個数

情報の説明

義務者コード

実回収個数

回収個数

作動フラグ
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（３）ASR関連

#

1 荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

2 西暦年月日時分秒を管理する

3 西暦年月日時分秒を管理する

4

5 市場の競争原理を働かせるために、メーカーをグループ分けした「チーム」  ([ART] , [TH]の２チーム)

6 事業所コード

7 事業所コード

8 運搬事業者の情報

9 1億単位の重量を管理する（kg）

10 1億単位の重量を管理する（kg）

#

1 全部利用の荷姿をユニークに識別する為のＩＤ

2 事業者が積載トラックを識別する為に入力する番号

3 全部利用者に物品を引渡した事業所名

4 全部利用者への解体自動車引渡しの際に仲介者となる商社名

5 当該工程において、引取事業所に物品を引渡した事業所が引渡報告を実施した日

6 市場の競争原理を働かせるために、メーカーをグループ分けした「チーム」  ([ART] , [TH]の２チーム)

7 当該事業所コードに対する事業所の名称

8 荷姿を作成した日（荷姿ＩＤを採番した日）

情報の説明

ＡＳＲ荷姿ＩＤ番号

情報取込日時

メーカー引取先事業所コード

運搬事業者情報

ＡＳＲ基準合計重量

引渡時、引取時ＡＳＲ実重量

メーカー引取報告日時

破砕工程引渡報告日時

委託チーム区分

事業所コード

項目

荷姿作成年月日

全部利用荷姿ＩＤ番号

項目 情報の説明

トラック登録番号

引渡元事業所名

商社

引渡元引渡報告年月日

ASRチーム区分（委託区分）

引渡先事業所名



*以下、標記データはダミーです。

１．引取後引渡報告遅延車台一覧

２．特定事業所の引取報告実績

３．事業所毎の移動報告実績

電子マニフェスト及び引取窓口におけるモニタリング例（一例）
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４．自動車製造業者等におけるエアバッグ類再資源化率

５．月別解体業者別処理実施個数



１．要旨       　　３．主なご意見

① 自動車リサイクルへの一般的なイメージ

・自動車リサイクル制度の内容は知らなかった。

・制度があることは知っていたが、クルマを購入するときにもあまり気にしていなかった。

・自動車リサイクル法ができたことにより不法投棄が減ってよかった。

・自動車メーカーを始めとした自動車関連産業が一丸となって取組んでおりすばらしいことだ。

・消費者はもっとクルマを長く使った方が良いと思う。

・部品のリユース情報がもっと知りたい。

② リサイクル料金(預託金)を管理･運用する本財団への一般的なイメージ

・リサイクル料金の使途がシュレッダーダストおよびエアバッグ類の適正処理、フロン類の破壊処理に

要する費用であることを知らなかった。

・大きなお金を預かっていることだけでなく、これを第三者目線で監視する仕組みにも驚いた。

・多額の預り金をしっかりと管理していることを知ってもらった方がよい。預り金の可視化はよいことだ。

・預り金は職員の人件費や福利厚生にも使われていると思っていたが、リサイクルや情報管理以外には

使われていないことがわかった。

・人件費を自動車メーカーが負担しているということを一般に広く知ってもらった方がよい。

２．開催概要 ・指定法人には天下りが多いと思っていたが、そうではないことがわかった。誤解しているひとが多い

（１）開催日時　：　2014年5月22日（木）13時30分から16時 と思うので、広く知ってもらった方がよい。

（２）環境問題関連のNPO等で活躍されている15名の女性

（３）テーマ　（懇談会では、次の３つのテーマについて意見を伺った） ③ 本財団ホームページによる消費者向けの情報提供のあり方

① 自動車リサイクルへの一般的なイメージ ・様々な関係者に向け多くの情報が発信され、大変充実している。

② リサイクル料金(預託金)を管理･運用する本財団への一般的なイメージ ・発信する情報が自動車メーカーや関係者サイドによってなく中立性を感じる。

③ 本財団ホームページによる消費者向けの情報提供のあり方 ・消費者もクルマの保有の有無に拘らず３Ｒの取り組み状況を知らなければならない。

・沢山の情報があるため最初に訪れる方が何処を見るべきか分かりにくい。

・消費者がまず何処をみるべきか、アピールポイントを分かるようにした方がよい。

・自動車リサイクルのコンセプトや制度ができたきっかけが分かるようにした方がよい

・子どもでも理解できる内容が大人にも丁度よくわかりやすい。

・消費者を貴団体ホームページに誘導する仕掛けが必要。

・直接、消費者と接点をもち、お互いの顔が見える形で広報に取組んだ方がよい。

・クルマを購入するタイミングで自動車販売店がきちんと説明するということが大事だ。

《その他》

・お金をかければよいというものではない。お金をかけない情報発信の仕方を考える必要がある。

・自動車業界によるがんばっている様々な取組みをもっと情報発信してほしい。

・自動車を持たない方もリサイクルの取組みを知らなくてはいけない。

・国にも協力してもらい、質のよい情報を学校教科書に掲載できるようにしてほしい。

・自身が買った自動車を長く乗るという観点だけでなく、一つの自動車を何人にも亘ってでも

長く使うということが大事。

『自動車リサイクルの広報のあり方』にかかる消費者懇談会の概況について

以　上

参考2-16

公益財団法人自動車リサイクル促進センターは、2014年5月22日に「『自動車リサイクルの広報

のあり方』にかかる消費者懇談会」を開催した。

本財団は2013年6月24日に自動車リサイクル法指定法人10周年を迎え、同年11月22日に基調

講演とパネルディスカッションで構成するシンポジウムを開催した。この際、パネルディスカッション

に参加いただいた鬼沢良子氏からの提言をもと当該懇談会を企画した。

《提言内容》

・自動車リサイクルやJARCの存在・活動が消費者、特に女性に知られていない

・消費者や社会に自動車リサイクル法や運用組織の透明性・公平性が知られることが大切

・もっと女性の方に知っていただくために、女性を集めて意見を聞いてはどうか

・集まっていただいた方を通じて情報発信をしてもらってはどうか

当日は、環境問題関連のNPO等で活躍されている15名の女性の方から活発な意見を頂き、大

変有意義な懇談会となった。

本財団は、当該懇談会で頂いた様々なご意見を参考にしながら、これまでの情報発信の振返り

を行い、そこで認識した課題に対応すべく、改善活動に取組んでいる。

・自動車リサイクル制度の内容は知らなかった。

・制度があることは知っていたが、クルマを購入するときにもあまり気にしていなかった。

・自動車リサイクル法ができたことにより不法投棄が減ってよかった。

・自動車メーカーを始めとした自動車関連産業が一丸となって取組んでおりすばらしいことだ。

・消費者はもっとクルマを長く使った方が良いと思う。

・部品のリユース情報がもっと知りたい。

①自動車リサイクルへの一般的なイメージ

・リサイクル料金の使途がシュレッダーダストおよびエアバッグ類の適正処理、フロン類の破壊処理に

要する費用であることを知らなかった。

・大きなお金を預かっていることだけでなく、これを第三者目線で監視する仕組みにも驚いた。

・多額の預り金をしっかりと管理していることを知ってもらった方がよい。預り金の可視化はよいことだ。

・預り金は職員の人件費や福利厚生にも使われていると思っていたが、リサイクルや情報管理以外に

は 使われていないことがわかった。

・人件費を自動車メーカーが負担しているということを一般に広く知ってもらった方がよい。

・指定法人には天下りが多いと思っていたが、そうではないことがわかった。誤解しているひとが多い

と思うので、広く知ってもらった方がよい。

②リサイクル料金(預託金)を管理･運用する本財団への一般的なイメージ

・様々な関係者に向け多くの情報が発信され、大変充実している。

・発信する情報が自動車メーカーや関係者サイドによってなく中立性を感じる。

・消費者もクルマの保有の有無に拘らず３Ｒの取り組み状況を知らなければならない。

・沢山の情報があるため最初に訪れる方が何処を見るべきか分かりにくい。

・消費者がまず何処をみるべきか、アピールポイントを分かるようにした方がよい。

・自動車リサイクルのコンセプトや制度ができたきっかけが分かるようにした方がよい 。

・子どもでも理解できる内容が大人にも丁度よくわかりやすい。

・消費者を貴団体ホームページに誘導する仕掛けが必要。

・直接、消費者と接点をもち、お互いの顔が見える形で広報に取組んだ方がよい。

・クルマを購入するタイミングで自動車販売店がきちんと説明するということが大事だ。

③本財団ホームページによる消費者向けの情報提供のあり方

・お金をかければよいというものではない。お金をかけない情報発信の仕方を考える必要がある。

・自動車業界によるがんばっている様々な取組みをもっと情報発信してほしい。

・自動車を持たない方もリサイクルの取組みを知らなくてはいけない。

・国にも協力してもらい、質のよい情報を学校教科書に掲載できるようにしてほしい。

・自身が買った自動車を長く乗るという観点だけでなく、一つの自動車を何人にも亘ってでも 長く使うと

いうことが大事。

《その他》
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本報告書について 

平成 17 年 1 月に施行された使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成十四年法律第

八十七号。以下「自動車リサイクル法」又は「法」という。）では、「施行後五年以内に、

この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる」こ

ととされており（法附則第 13 条）、これを受け、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイ

クル小委員会自動車リサイクルワーキンググループ及び中央環境審議会廃棄物・リサイク

ル部会自動車リサイクル専門委員会（以下「合同会議」という。）において、制度の施行状

況について評価・検討が行われ、平成 22 年 1 月に「自動車リサイクル制度の施行状況の評

価・検討に関する報告書」が取りまとめられた。 

同報告書においては、個別課題と具体的な対策が示されたが、その一つとして中古車と

使用済自動車の取扱いの明確化について下記のとおり指摘されたところである。 

＜中古車と使用済自動車の取扱いの明確化＞（抜粋） 

所有者からの使用済自動車の適正な引渡し、不法投棄や不適正処理への迅速な対応等

の観点から、中古車と使用済自動車の区別の容易化、引取業者の役割分担の徹底、一

般ユーザーへの情報提供や普及啓発を行う。 

一方で、使用済自動車か否かの判断は、個別の自動車の状況や条件、判断を行う場面等

により異なり、一律の基準によって切り分けられるものではない。このため、下取り、オ

ートオークション及び不法投棄に対する地方公共団体の対応等、場面毎の判断の際の拠り

所となるガイドラインを提示することが適当として、産業構造審議会及び中央環境審議会

において合同ワーキンググループを設置し、検討を行った。また、議論に対してパブリッ

クコメントを実施し、その内容を検討の際の参考材料とした。 

なお、検討の過程では、様々な意見が交わされたが、適正な流通の確保に関する内容と、

不法投棄等の処理の迅速化に関する内容とでは、その対象とする自動車の位置づけや環境

等の状況が著しく異なり、ガイドラインとしての性質も異なることから、第１部として「使

用を終えた自動車の適正な流通の確保に向けたガイドライン」、第２部として「不法投棄及

び不適正保管事案への対応に向けた使用済自動車判別ガイドライン」の二部に分けて整理

し、取りまとめることとした。 

今後は、これらのガイドラインの活用を通じ、使用を終えた自動車の適正な流通の確保

や、不法投棄等の処理の迅速化が期待されるとともに、国においては、引き続き、循環型

社会の構築に向けて、自動車リサイクルの一層の推進がなされるよう、自動車の所有者や

関連事業者への必要な情報提供や地方公共団体への援助に努めていくことが望まれる。 
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第２部 不法投棄及び不適正保管への対応に向けた使用済自動車判別ガイドライン 
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産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会 

使用済自動車判別ガイドラインワーキンググループ、 

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員会 

使用済自動車判別ガイドラインワーキンググループ 

委員名簿 

（敬称略・五十音順） 

座長 永田 勝也 早稲田大学理工学術院教授 

委員 大塚 直  早稲田大学法学部教授 

大橋 岳彦 一般社団法人日本ＥＬＶリサイクル機構副代表理事 

岡野 直樹  財団法人日本自動車査定協会理事・事務局長 

岡本 弘毅 三重県環境森林部廃棄物対策室長 

鬼沢 良子  ＮＰＯ法人持続可能な社会をつくる元気ネット事務局長 

久米 正一 社団法人日本自動車連盟専務理事 

下平 隆  社団法人日本自動車整備振興会連合会専務理事 

鈴木 渡  群馬県板倉町役場環境水道課長 

砂田 八壽子 ＮＰＯ法人関西消費者連合会消費者相談室長 

仁井 正夫   社団法人全国産業廃棄物連合会専務理事 

林  義高 社団法人日本自動車販売協会連合会業務部長 

宮嵜 拓郎 社団法人全国軽自動車協会連合会専務理事 

武藤 孝弘 社団法人日本中古自動車販売協会連合会専務理事 

森山 龍幸  一般社団法人日本オートオークション協議会事務局長 

横田 覚  川崎市環境局生活環境部長 
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使用済自動車判別ガイドラインワーキンググループ審議経過 

＜産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会使用済自動車判別ガイドラインワ

ーキンググループ、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会自動車リサイクル専門委員

会使用済自動車判別ガイドラインワーキンググループ 合同会議＞ 

第１回：平成２２年７月１日（木） １３：００～１５：００ 

◇使用済自動車判別ガイドライン検討にあたっての視点の整理 

◇使用済自動車及び中古車の判断の現状について 

・財団法人日本自動車査定協会 

・社団法人日本損害保険協会 

第２回：平成２２年９月１日（水） １４：００～１６：００ 

◇関係団体に対するヒアリング 

・社団法人日本自動車販売協会連合会 

・社団法人全国軽自動車協会連合会 

・社団法人日本中古自動車販売協会連合会 

・一般社団法人日本オートオークション協議会 

・一般社団法人日本ＥＬＶリサイクル機構 

第３回：平成２２年１０月２０日（水） １５：３０～１７：３０ 

◇地方公共団体に対するヒアリング 

・全国知事会 

・全国町村会 

・全国市長会 

◇使用済自動車判別ガイドラインに係るこれまでの論点について 

第４回：平成２２年１２月２２日（水） １３：３０～１６：００ 

◇「使用済自動車判別ガイドラインに係るこれまでの論点」に対する 

パブリックコメントの結果概要について 

◇使用済自動車判別ガイドライン素案（骨子案）について 

第５回：平成２３年２月１日（火） １３：００～１５：００ 

◇使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書（案）について 



◆引取業者からの必要な情報の提供

使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書ついて

使用済自動車か否かの判断は、個別の自動車の状況や条件、判断を行う場面等によ
り異なり、一律の基準によって切り分けられるものではない。そのため、様々な場
面毎の判断の手順や関係者の関不のあり方、実際の判断基準を整理し、判断の拠り
所とするガイドラインを策定。

所有者がその使用を終えた自動車は、以下のように多様なルートをたどり、使用
済自動車として適正処理される。

使用を終えた自動車の適正な流通の確保に向けたガイドライン

・経済的価値、損傷状態、走行距離、年式、預託金相当額、自動車諸税還付など
について、車両の状況と照らし合わせた判断材料の提供。

・「使用済自動車引取依頼書」や中古車の「譲渡証明書」など、書面による意思
確認・情報提供の実施。

・引取業務研修システム等を活用した、継続的な業務資質の向上。

・ＡＡ会場を通じた中古車取引が拡大する中、低年式車や多走行車等を扱う「低
価格車コーナー」を設置する会場も増加。

・会場毎に定めている出品を断る事例、流札した車両の取扱いに関する取り決め
等を関係者間で共有し、認識の共有化を図る。

・流札車両や使用済自動車と思われる車両の取扱いについては、定期的な各会員
会場等への周知徹底等自主的な取組が図られるべき。

◆オートオークション（ＡＡ）会場における取扱い

中古車販売
業者等

解
体
業
者

使用済自動車と
して引取依頼

中古車として
下取依頼

オ
ー
ト
オ
ー
ク

シ
ョ
ン
会
場

再販を目的
として出品

解体業者

フ
ロ
ン
類
回
収

解
体

破
砕

フロン類 エアバッグ類
シュレッダー
ダスト

再資源化

引取

自
動
車
ユ
ー
ザ
ー

中古車として再販

デ
ィ
ー

ラ
ー
等

自動車リサイクルルート

引取

預託金相当額を負担
し、使用済自動車として
処理

預託金相当額を負
担し、自ら引取る

所有権が譲渡されるた
め、落札者が次の所有
者として、預託金相当額
を負担

￥￥

預託金相当額は最終

所有者である自動車
ユーザーが負担

所有権が譲渡されるため、ディー
ラー等が次の所有者として、預
託金相当額を負担

￥￥

￥￥

￥￥

￥￥

使用済自動車として処理

デ
ィ
ー
ラ
ー
等

※一般的なフローであり、これに依らない
事例もある。

６



丌法投棄及び丌適正保管への対応に向けた使用済自動車判別ガイドライン

①占有者が確知されない丌法投棄疑い事案
【自動車としての本来の用に供する状態であるか】

主要部品の装備状況、車両の損傷状態

【継続使用の意思が認められるか】
（そもそも継続使用の意思がある可能性は低いが、補強材料として）
ナンバープレート、車台番号の存否、使用の形跡等

・また、燃料や廃油・廃液等の漏出など周辺への悪影響が想定される車両や、崖
下投棄など投棄の意図が明らかな車両は使用済自動車との判断が妥当。

②占有者が中古車の保管と主張している丌法投棄・丌適正保管疑い事案
【自動車としての本来の用に供する状態であるか】

主要部品の装備状況、車両の損傷状態

【継続使用または自動車として譲渡の意思が認められるか】
車台番号や車検証の存否、部品の取り外し状況等

【継続使用を前提とした管理がなされているか】保管方法、保管場所等

丌法投棄・丌適正保管の車両に対する地方公共団体による指導の迅速化・効率化
のため、判断に資する具体的な要件の設定が必要とされている。

◆丌法投棄等と疑われる事案における使用済自動車判断基準（総合判断）

※一般的なフローであり、これに依らない事例もある。

７
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  自動車のリサイクル部品の品質確保等に関する調査検討報告書の概要

使用済み自動車のリサイクル促進のためには、自動車ユーザーのニーズにあ

った良質なリサイクル部品が供給され、健全なリサイクル部品市場を育成して

いく必要がある。

しかしながら、リサイクル部品の安全性等の品質面で不安を抱く自動車ユー

ザーもいるのが現状である。リサイクル部品の利用を促進するためには、リサ

イクル部品を出荷する前の点検や万一のトラブルの際の保証の内容等について、

自動車整備事業や車体整備事業の方々（以下「自動車整備事業者等」という。）

とリサイクル部品供給事業者との間で共通認識を形成し、リサイクル部品に対

する信頼性を高めるとともに、自動車ユーザーへの情報提供やアフターサービ

スを充実させ、自動車ユーザーのリサイクル部品に対する評価を高めることが

必要である。

本報告書は、自動車ユーザー及び自動車整備事業者の方々に対してアンケー

ト調査を実施し、リサイクル部品の利用拡大に際しての課題を抽出するととも

に、「再生補修部品の品質確保等に関する調査検討会」（委員長：永田勝也早稲

田大学理工学部教授）を設置して、自動車整備事業者等とリサイクル部品供給

事業者の意見をとり入れ、自動車整備事業者等とリサイクル部品供給事業者と

の共通認識を形成するために、リサイクル部品利用時に、自動車整備事業者等

が確認すべきこと、リサイクル部品供給事業者にのぞむこと、自動車ユーザー

への対応をガイドラインとしてとりまとめたものである。報告書の概要は次の

とおりである。

１ リサイクル部品に対する意識や使用の状況

自動車ユーザー560名、自動車整備事業者 55工場にリサイクル部品の利用状
況や評価などについてのアンケート調査を実施してリサイクル部品の利用拡大

に際しての課題を抽出した。

２ リサイクル部品の利用促進のためのガイドラインの必要性

リサイクル部品の利用促進のためには、次のような課題が抽出された。

・ 自動車ユーザーのリサイクル部品の品質に対する不安感の払拭

・ 自動車ユーザーへの説明の充実

・ 自動車整備事業者等の不安感の払拭

上記のような課題に対応するためには、リサイクル部品の品質確保等のため

の事前点検や保証の内容について、自動車整備事業者等とリサイクル部品供給

事業者との間で、共通認識を持つことが必要であり、そのためのガイドライン

を策定する。

参考4
平成14年5月24日　公表
国土交通省 自動車交通局技術安全部 整備課

JARC9999
長方形

JARC9999
長方形
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３ 利用促進のためのガイドライン 

(１) ガイドラインの位置づけ 

個々の自動車整備事業者等がリサイクル部品を利用する際に、必要な確認を

適切に行うことにより、リサイクル部品市場がより健全に拡大することを期待

し、以下のことを自動車整備事業者等とリサイクル部品供給事業者の共通認識

とするためにとりまとめた。 
・ 自動車整備事業者等がリサイクル部品を調達する際に注意すべきこと 
・ リサイクル部品の品質確保のために確認すべきこと 
・ 自動車ユーザーへの対応について など 

(２) 本ガイドラインにおけるリサイクル部品の定義 

本ガイドラインにおけるリサイクル部品の定義は以下のとおりである。 
 

本ガイドラインにおけるリサイクル部品の定義 
リビルト部品 ・ 使用済み自動車から取り外した部品を修理し、新品と同

等の機能を持っているもの 
・ リビルト部品供給事業者の保証がついているもの 

リユース部品 ・ 使用済み自動車から取り外して、必要な点検をし、要件

を満たしたもの 
・ リユース部品供給事業者の保証がついているもの 

その他 ・ 使用済み自動車から取り外した部品で上記以外のもの 

(３) 発注時にリサイクル部品供給事業者に伝えるべき情報 

リサイクル部品を発注するときには、自動車検査証とコーションプレート（ネ

ームプレート、モデルナンバープレートとも呼ばれる）の記載事項を用意する

と正確な発注が可能になる。リサイクル部品の発注には、次のような情報が必

要である。 
 
リサイクル部品の発注の際にリサイクル部品供給事業者に伝えるべき情報 
自動車検査証記載事

項 
初度登録年月、メーカー名、型式、車台番号、 
原動機の型式、燃料の種類、型式指定番号、類別区分番号 

コーションプレート

記載事項 
カラーコード（外装部品の場合）、トリムコード（内装部

品の場合）、ミッション形式、アクスル形式 

(４) リビルト部品を利用するにあたり確認すべきリビルト作業の内容        

自動車備事業者等がリビルト部品を利用する際には、以下のリビルト部品供

給事業者のリビルト作業の内容を確認することが望ましい。 

・ 分解、清掃作業の実施状況 
・ コア（注）の検査の実施状況 
・ コア（注）の検査の基準 
・ 構成部品の交換や修正の内容 
・ 再組立作業の内容 
・ 完成品テストの実施状況 
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・ 保証及びアフターケアの内容 
など 
（注）コア：リビルト部品の材料となる、“使い古された部品”。 

(５) リユース部品を利用するにあたり必要な点検の内容 

自動車整備事業者等がリユース部品を利用するにあたり必要な事項は以下の

とおりである。 
・ エンジンやドアなどのアセンブリ（ＡＳＳＹ）の範囲を、原則統一し、万一

過不足があるときは事前に伝えること。 
・ 自動車整備事業者等が、安心して自動車ユーザーにリユース部品を勧めるた

めに最低限必要とする点検項目を示し、これらの点検を実施すること。ただ

し、リユース部品の価格がいたずらに高くならないようにするため、リサイ

クル部品供給事業者と自動車整備事業者等が相談し、点検項目や方法につい

て柔軟に対応すること。 
 

本ガイドラインにおいて点検項目を設定した部品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点検項目の例（スタータ） 
スタータのリユース部品に関して、点検をのぞむ標準的な項目は以下のとおりである。スター

タの劣化は、始動回数によるので走行キロはあまり意味をもたない。 
自動車整備事業者等が点検してもらいたいとする点検項目 備考 

項目 方法 標準項目かど

うか 

〔◎：標準、

○：推奨〕

点検結果の表示例  

エンジン始

動時テスト

の調子 

エンジンを実

際に始動して

行う 

◎ 正常／異常 

異常音 エンジンを実

際に始動して

行う 

◎ なし／あり 

シャフトの

ガタ 

目視 ◎ 正常／異常 

【外装・内装部品】 
パネル類（ドア、バンパを含む） 
ガラス・レンズ類 
ライト 
【機能部品】 
エンジン 
オートマチックトランスミッション〔AT／Ｍ〕 
マニュアルトランスミッション〔MT／Ｍ〕 
ディファレンシャル・ギヤ   ドライブシャフト   ラック＆ピニオン 
パワーステアリングポンプ   ターボチャージャ   ラジエータ 
コンデンサ          ショックアブソーバ  マフラ 
【電装品】 
スタータ   オルタネータ   コンプレッサ 
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(６) 保証 

リサイクル部品の保証期間、保証内容、免責事項は自動車整備事業者等とリ

サイクル部品供給事業者との間で、明確にする必要がある。 

① 保証期間 

期間または走行距離で表す。期間は、リサイクル部品供給事業者がそれぞれ

提示し、自動車整備事業者等が部品を選択する際の判断の材料とする。 

② 保証の対象 

リサイクル部品の保証の対象 
部品の種類 保証の対象 

・ リビルト部品 
・ 外装・内装部品以外のリユ

ース部品（エンジンなど） 

載せ換え工賃、運賃、代替品 

・ 外装・内装部品 運賃と代替品 

③ 免責事項 

保証の対象とならないのは、事故による破損や取り付け作業のミス、誤った

使用により不具合が発生した場合等であるが、免責事項があまりに細かいと、

自動車整備事業者等がリサイクル部品の利用を躊躇することにも繋がる。 
ただし、万が一トラブルが発生したときには、自動車整備事業者等とリサイ

クル部品供給事業者は、互いに連携し、自動車ユーザーの立場に立った円満な

解決を図ることが大切である。 

(７) 自動車ユーザーへの対応 

① 自動車整備事業者等の役割 

自動車整備事業者等が自動車ユーザーへの対応において果たす役割は以下の

とおりである。 
・ ユーザーに対し、新品の部品だけでなく、リビルト部品やリユース部品等の

リサイクル部品も紹介する。その際、それぞれの部品の特徴を説明する。 
・ 必要なリサイクル部品がすぐに見つからない場合でも、しばらく待つと部品

が入荷する可能性があることを自動車ユーザーに説明する。 
・ 部品に不具合があった場合はリサイクル部品供給事業者と連携し、自動車ユ

ーザーの満足度を高めるべく対応する。 

② リサイクル部品供給事業者の役割 

リサイクル部品供給事業者が自動車ユーザーへの対応において果たす役割は

以下のとおりである。 
・ 自動車整備事業者等にリサイクル部品の点検内容や保証について適切に伝

える 
・ 自動車整備事業者等の自動車ユーザーへの対応を支援する 
・ 万一不具合があったら、自動車整備事業者等をサポートし、現実的で円満な

解決を図る



 

5

 

リビルト部品を 
自動車に取り付けて納車 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

リサイクル部品 
供給事業者 

取り外し、点検、清

掃、保証 
リユース部品を利用するにあたり必要な点検内容 
・アセンブリ（ＡＳＳＹ）の範囲を原則統一し、過不足があると

きは事前に伝えること 
・あらかじめ最低限の点検を実施する、ただし、リユース部品の

価格がいたずらに高くならないように、リサイクル部品供給事

業者と自動車整備事業者等とが相談して、点検項目や方法につ

いて柔軟に対応すべき 

リユース部品を 
自動車に取り付けて納車 

分解、清掃、構成部品検査 
補修・部品交換、組み立て、

完成検査、保証 

コ
ア
（
リ
ビ
ル
ト
部
品
の
材
料
と

な
る
使
い
古
さ
れ
た
部
品
） 

リビルト部品を利用するにあたり確認すべきリビル

ト作業の内容 
分解、清掃作業の実施状況、コアの検査の実施状況、コアの検査

の基準、構成部品の交換や修正の内容、再組立作業の内容、完成

品テストの実施状況、保証及びアフターケアの内容 

自動車ユーザーへの対応 
（自動車整備事業者等） 
・リサイクル部品を紹介、それぞれ

の特徴も説明 
・部品が無い場合でもしばらく待つ

と部品が入荷される可能性があ

ることを説明 
・不具合があった場合はリサイクル

部品供給事業者と連携して自動

車ユーザーの満足度を高めるべ

く対応する 

保証 
保証期間は期間又は走行距離で表す 
部品の種類 保証の対象 

リビルト部品 
外装・内装部品以外のリユ

ース部品（エンジンなど） 

載せ換え工賃、運賃、 
代替品 

外装・内装部品 運賃と代替品 

ガイドラインの内容 

 内はガイドラインの内容 

リサイクル部品の発注時に伝えるべき情報 
自動車 
検査証 
記載事項 

初度登録年月、メーカー名、型式、 
車台番号、原動機の型式、燃料の種類、

型式指定番号、類別区分番号 
コーション 
プレート 
記載事項 

カラーコード（外装部品の場合）、 
トリムコード（内装部品の場合）、 
ミッション形式、アクスル形式 

部品の流れ 

自
動
車
整
備
事
業
者
等 

使
用
済
み
自
動
車 

自
動
車
ユ
ー
ザ
ー 

リビルト部品 

供給事業者 

 

リユース部品 

供給事業者 発注 

発注 

リビルト部品 

リユース部品 

リサイクル部品の定義 
リビルト部品 ・使用済み自動車から取り外した部品を修理し、新品と同等の機能を持っているもの 

・リビルト部品供給事業者の保証がついているもの 
リユース部品 ・使用済み自動車から取り外して、必要な点検をし、要件を満たしたもの 

・リユース部品供給事業者の保証がついているもの 
その他 ・使用済み自動車から取り外した部品で上記以外のもの 

自動車ユーザーへの対応 
（リサイクル部品供給事業者） 
・自動車整備事業者等にリサイクル部品の点検内

容や保証について適切に伝える 
・自動車整備事業者等の自動車ユーザーへの対応

を支援する 
・万一不具合があったら、自動車整備事業者等を

サポートし、現実的で円満な解決を図る 
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はじめに 

世界的な人口増加や新興国を中心とした経済成長によって、消費と生産の規模は拡大

する傾向にあり、それに伴う資源・エネルギー消費や環境負荷の増加は現代社会にとっ

て大きな課題になっています。また、金融市場のグローバル化と国際貿易の進展が地球

規模で地域間の複雑な相互依存関係を作り出しているために、この課題への対応には国

際的な連携や協調体制の確立が不可避な状況になっています。

また世界規模で広がる環境課題は、貧困などの社会的な課題とも密接に係わっている

ことがあります。そのため、これらの課題の解決には、環境・経済・社会の 3 つの側面

に配慮することが必要です。地球環境との調和が図られ、かつ安心して生活を営むこと

のできる社会を将来世代へ遺していくためにも、「環境と経済、社会の統合的な向上」

が図られた持続可能な社会を構築することが、重要な政策課題となっています。

こうした中で、事業者による環境配慮等の取組は、持続可能な社会の構築へ向けた大

きな牽引力として、その役割がますます重要性を増しています。環境負荷の抜本的な低

減には、事業者の自主的な取組による新技術の開発や環境配慮型製品・サービスの普及

が不可欠です。また、その取組範囲の拡大は、事業活動に伴う直接的な環境負荷の低減

だけでなく、グリーン調達の推進や環境配慮製品・サービスの提供を通じて、社会全体

における環境負荷の低減にも寄与しています。

そして、事業者による環境配慮等の取組範囲が拡大するに連れて、その内容は戦略的

な色彩を帯びるようになるのが一般的な傾向です。事業活動に伴うリスクやビジネス機

会を的確に認識し、経営資源を重要な環境課題に投入し、戦略的に対処することで、事

業者はビジネス上の成功を得ることができます。このような事業者の環境配慮への積極

的な取組は、結果として、グリーン・イノベーション*や経済・社会のグリーン化を加

速させ、持続可能な発展を推進する経済・社会システムへの移行をさらに促進させるこ

とにつながっていきます。

しかし、こうした環境と経済が好循環する社会基盤を円滑に機能させるためには、事

業者の環境情報開示が不可欠な要因となります。なぜなら、環境配慮に積極的な事業者

に成功をもたらすためには、より多くの経済主体が事業者の環境配慮行動を合理的に評

価して、事業者に経済的な便益をもたらすような社会的仕組みを構築することが必要で

すが、その仕組みを支える血脈として、環境情報がきわめて重大な役割を担うからです。 
ただし、開示された環境情報がその役割を果たすためには、利用者が抱く情報ニーズ

に合致し、品質が適切に担保され、また比較が可能であるなど、環境報告の有用性が確

保されたものであることが前提となります。

本ガイドラインは、事業者が環境を利用するものとしての社会に対する説明責任を果

たし、かつ環境報告が有用となるための指針です。これが、環境報告を実施する事業者

の有効な道標となり、また、環境報告の利用者が事業者の環境配慮行動を正しく理解す

るための手引きとして役立つことによって、環境と経済が好循環する持続可能な社会の

実現に貢献できることを期待しています。
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第一部 環境報告の考え方・基本指針 
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第１章 環境報告の考え方 

１．環境報告とは何か 

（１）環境報告の定義と環境報告ガイドライン 

環境報告とは、事業者が事業活動に関わる環境情報により、自らの事業活動に伴

う環境負荷及び環境配慮等の取組状況について公に報告するものです。

この環境報告を実施することにより事業者は、社会に対して自然資源を利用して

事業を行う者としての説明責任を果たし、またステークホルダーの判断に影響を与

える有用な情報を提供するとともに、環境コミュニケーションを促進することがで

きます。

なお、環境報告を実施するにあたっては、このガイドラインに記載した一般原則

等に則り、総合的かつ体系的に記述する必要があります。

解説：環境報告書の名称

環境報告は、その名称や環境以外の分野に関する情報の記載の有無、公表形式や公表

媒体に関わらず、上記定義に該当するすべての報告が含まれます。

現在、環境報告は「環境報告書」以外にも、社会や経済分野まで記載した「サステナビ

リティ（持続可能性）報告書」や「社会・環境報告書」、企業の社会的責任（CSR）に基づ

く取組の成果を公表する「CSR報告書」等、その内容や作成趣旨によりさまざまな公表形式

において実施されています。そのため、名称の如何を問わず環境報告が実施されている報

告書であれば、本ガイドラインで言うところの「環境報告書」とみなします。

解説：環境報告の公表媒体

環境報告の公表媒体には、冊子・印刷物、ウェブ（PDF、HTML、電子ブック等）等

さまざまなものがあります。形式・媒体は何であれ、その内容が本ガイドラインの定義

に合致し、事業者が自らの事業活動に伴う環境負荷の状況及び事業活動における環境配

慮等の取組状況を総合的に取りまとめ、公表するものであれば、環境報告となります。 

解説：環境報告の公表・報告

基本的には事業者の事業年度または営業年度に合わせ、少なくとも毎年（度）一回、

作成・公表することが望まれます。例えば、環境報告書は会計年度終了時や株主総会等、

ステークホルダーへの情報提供にふさわしい時期に作成・公表することが考えられます。

ウェブを活用する場合等、公表媒体によっては、その開示内容に応じて公表頻度を多く

することも有効です。 
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（２）環境報告の基本的機能 

環境報告には、事業者と社会とのコミュニケーションツールとしての外部（社会

的）機能と、事業者自身の事業活動における環境配慮等の取組を促進させる内部機

能の二つの基本的機能があります。これらにより、事業者の自主的な事業活動にお

ける環境配慮等の取組が推進されます。

外部機能には、次の三つの機能があります。

①事業者の社会に対する説明責任に基づく情報開示機能

②ステークホルダーにとって有用な情報を提供するための機能

③事業者の社会とのプレッジ・アンド・レビュー（誓約と評価）による環境活

動等の推進機能

内部機能には、次の二つがあります。

④自らの環境配慮等の取組に関する方針・目標・行動計画等の策定・見直しの

ための機能

⑤経営責任者や従業員の意識付け、行動促進のための機能

環境報告を行う際には、これらの機能を適切に果たすよう留意することが必要で

す。

解説：事業者と社会とのコミュニケーションツールとしての外部機能

環境報告は、「事業者が、社会に対して開いた窓であり、コミュニケーションの重要

なツールである」と言えます。ステークホルダーはその窓を通して、その事業者が環境

問題等についてどのように考え、どう対応しようとしているのかを知ることができます。

また、事業者はその窓を通して、ステークホルダーからのフィードバックを受けること

により、ステークホルダーが事業者に何を求め、どう感じているのかを知ることができ

ます。

また、幅広いステークホルダーの間で環境コミュニケーションが進むことにより、社

会全体の環境意識が向上するとともに、各主体の取組の状況と課題についての認識が深

まれば、それぞれの役割に応じたパートナーシップの下で社会全体での取組のレベルア

ップに役立つことが期待されます。

解説：①事業者の社会に対する説明責任に基づく情報開示機能

社会経済活動の主要な担い手である事業者は、その事業活動を通じて公共財である

｢環境｣を利用し、その結果として、｢環境｣に大きな負荷を発生させています。そのため、

「環境」をどのように利用して、どのような環境負荷を発生させているのか、また、こ

れを低減するためにどのような環境配慮の取組を行い、どのような成果を得たのか等に

ついて、社会に対して明確に説明する責任があります。環境報告は、その手段として最

も重要な地位を占めるものです。
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解説：②ステークホルダーにとって有用な情報を提供する機能

取引先や消費者、公共機関等による製品やサービスの選択、投資家や金融機関による

投融資先の選択等にあたっては、各種の製品情報や経営情報の開示が必要不可欠であり、

その際に環境面やリスク管理等に関する情報が重要な判断材料になると考えられます。事

業者はそのようなステークホルダーの意思決定の判断材料となる有用な情報を提供する

ことが求められています。

解説：③事業者の社会とのプレッジ・アンド・レビュー（誓約と評価）による環境活動

等の推進のための機能

事業者が社会に対して事業活動における環境配慮等の取組に関する方針や目標を誓

約し公表することにより、社会がその状況を評価するいわゆるプレッジ・アンド・レビ

ューの効果が働き、取組がより着実に進められると共に、より高い目標を設定していく

ことが期待されます。

また、このプレッジ・アンド・レビューの効果は、ステークホルダーとのコミュニケ

ーションを図り、様々な意見や要請を自らの活動にフィードバックすることによって、

確実なものとなります。

さらに、環境報告の実施にあたって、外部の目や同業他社との比較を意識し、より前

向きに取組を行っていくことにより、環境保全に向けて社会全体の取組が進展すること

にもつながると考えられます。

解説：④自らの環境配慮等の取組に関する方針・目標・行動計画等の策定・見直しのた

めの機能

環境負荷の実態や事業活動における環境配慮の取組状況を外部に報告することによ

り、事業者自身が報告の内容を充実させるため、事業活動における環境配慮の取組の内

容やレベルを自主的に高める効果があるとともに、社内的に環境情報の収集システムが

整備され、事業者自身の環境配慮の取組に関する方針、目標、行動計画等を見直し、新

たに策定する契機になります｡

解説：⑤経営責任者や従業員の意識付け、行動促進のための機能

自らの取組内容を従業員に理解してもらい、その環境意識を高めるために、環境報告

書は従業員の教育・研修のツールとしても活用でき、さらには自らの事業活動における

環境配慮等の取組状況を知るとともに、それらの取組を行うことにより従業員自身が、

自社に誇りを持つことにつながります。

また、環境報告書に経営責任者による誓約等を記載することにより、経営責任者自身

の意識付けも期待できます。
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２．環境報告と環境配慮経営 

（１）環境報告と環境配慮経営 

環境報告において、｢自らの事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取組状況｣

を記述することにより、環境配慮経営の状況を適切に利用者に伝えることが可能と

なります。

このガイドラインにおいて、環境配慮経営とは、事業活動に伴って直接的または

間接的に発生する環境への影響や関連する経済・社会的影響を削減・管理するため

に、事業者がバリューチェーン全体を視野に入れて行う取組を総称したものです。

解説：「環境配慮経営」という用語を使用する意義

そもそも経営を安定的に継続していくためには、経営の目的が社会のニーズに沿った

ものであり、社会の発展に貢献していくものである必要があります。

環境配慮等の取組は、経営が持続可能であるために必要不可欠な活動であり、経営の

社会的な存在意義や責任に包含される一つの要素となるべきものです。そのため、本来、

環境を経営から切り離すことは意味をなすべきものではありません。ただし、本ガイド

ラインが環境報告を対象としていることや、事業者による環境配慮等の取組を更に普及

促進することが環境政策の一つの目的であることから、敢えて強調して「環境配慮経営」

という用語を使用しています。

解説：環境配慮経営と環境への影響

環境配慮経営を行うには、事業活動において利用している自然資源やその利用等に関

連して発生する環境への影響を適切に把握することが必要となります。

事業活動に伴って発生する環境への影響には、自らが起因となって発生した環境負荷

による外部への影響、及び社会全体で発生した環境負荷による自らへの影響が含まれま

す。また、環境への影響は直接的なものと、例えば、使用段階における環境負荷など他

者等を介して発生する間接的なものがあります。さらに、配慮される影響は環境的側面

のみならず、環境に関連する経済的側面や社会的側面の影響も含まれることが望まれま

す。

そして、事業者による環境配慮が、経済・社会のグリーン化やグリーン・イノベーシ

ョンを創出し、地球環境の保全と持続可能な発展に寄与するものであることを踏まえる

と、事業者の事業活動に伴って発生するそれらの影響は、社会経済と事業者との間の正

と負の両面にわたる相互影響であると考えることもできます。

そのため、環境配慮経営の実践においては、原料の調達から廃棄に至るバリューチェ

ーン全体を広く視野に入れて、環境への影響及び関連する経済・社会的影響を削減・管

理することで、社会経済の持続可能な発展に貢献していくことが肝要です。
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解説：環境報告と環境配慮経営

環境配慮経営は、事業活動のうち環境の視点から抽出される活動の集合体であるとも

言えます。つまり、実際に認識・測定された環境負荷（自然資源の利用を含む）に対し

て、事業上の課題となり得る影響を把握し、重要な課題を特定して、その課題に経営活

動の中で目標・指標等を設定し、計画的にPDCA（Plan-Do-Check-Act）サイクルにて対

応していく、この一連の行為がまさに環境配慮経営であると考えられます。

また、序章で説明したとおり、環境情報は事業者の事業活動に関わる情報から、環境

の視点により抽出された情報です。この環境情報には、環境配慮経営の状況を説明する

ために必要な情報、すなわち事業活動における環境的側面の影響や削減・管理などの活

動、及び関連する経済・社会的側面の影響や活動に関する情報が含まれます。

事業者は、本ガイドラインに則り、これらの環境情報に基づく環境報告を実施するこ

とにより、「自らの事業活動に伴う環境負荷及び環境配慮等の取組状況」を説明するこ

とによって、環境配慮経営における一連の行為の状況を利用者に伝えることができるよ

うになります。

図 2 環境配慮経営と環境報告の関係イメージ 

社会的 

側面 

経済的 

側面

環境的 

側面 

事業活動に関連する情報の集合体 

環境情報 

環境 

報告 

【環境配慮経営の状況】 

環境負荷の認識・測定 

↓ 

課題となる影響の把握 

↓ 

重要な課題の特定 

↓ 

方針・経営目標の設定 

↓ 

事業戦略・計画の立案 

↓ 

PDCA サイクルにて対応 
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（２）環境配慮経営の方向性 

環境配慮経営は、環境問題が世界的に深刻化するにつれ、事業活動のリスクと収

益獲得の機会に密接に関わることから、事業活動に一体的に組み込まれて戦略的に

展開される傾向が強くなっています。各事業者が環境配慮経営を実践して行く上で、

今後の重点事項としては、以下の 5 つが挙げられます。 
① 経営責任者のリーダーシップ 
② 環境と経営の戦略的統合 
③ ステークホルダーへの対応 
④ バリューチェーンマネジメントとトレードオフ回避 
⑤ 持続可能な資源・エネルギー利用 

なお、事業者が従業員や取引先の協力を得ながら、これらの重要事項を継続的か

つ確実に実践していくためには、そのための「組織体制とガバナンス」の構築が必

要です。 

※①～⑤の各項目の説明は、次ページに記載しています。 

 

 

解説：環境配慮経営の重点事項 
事業者が配慮すべき環境課題は、今後、社会的な課題との関連が強まるなど複雑化かつ

多様化することが予想されます。また、事業者に課せられる責任範囲も、自社の活動範囲

のみならず、より広範囲に渡って行くこと可能性もあります。 
この環境課題に的確に対応するためには、より中長期の時間軸で予防的に対応し、また

より広範囲なバリューチェーンを視野に入れ、さらに戦略的に経営資源を配分し、環境配

慮経営を効率的に実践する必要があります。また、関連して発生するリスクや機会に的確

に対処できれば、自らの持続可能性を高めることにつながります。 
なお、上記の5つの重点事項うち①～④及び組織体制とガバナンスは、環境的側面に

限定されたものではなく、経済的側面及び社会的側面の課題に対しても同様に重要な事

項として位置付けられます。そのため、経営全般の重要事項とも考えられます。また、

⑤は環境保全と経済成長の両立を図る上で、ますます取組が重要になってくる課題であ

ると考えられます。 
 

参考：環境配慮経営の発展ステップ 
環境配慮経営を進める上での参考として発展の移行ステップを時間軸・範囲・戦略性で

モデル化すれば、以下のようになります。事業者が環境配慮経営を展開するに当たっては、

より上位のレベルとなるように努めていくことが望まれます。 
 

レベル Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

類型 外部の要請等、事業上の

必須事項を実施 

短期かつ限定された範

囲で重点的に実施 

中長期かつ広い範囲で戦

略的に実施 

内容例 水・大気、化学物質など

法令遵守や取引先要請

等により、自社の狭い範

囲で環境配慮行動を実

施 

省エネ・省資源・廃棄物

削減など短期的の効果

を得やすい環境配慮行

動を事業活動内に限定

して実施 

中長期かつバリューチェ

ーン全体にて重要な課題

を特定し、経営戦略に組み

込み、かつ取引先とも協力

して実施 
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解説：環境配慮経営の重要な事項 

 

① 経営責任者のリーダーシップ 

事業者が解決困難な様々な社会変化と対峙し、同時に自らの持続可能な成長を遂げるために

は、経営責任者のリーダーシップが一層不可欠となります。環境配慮経営には期間の異なる組

織的課題が多く含まれ、中長期に渡る全社的かつ抜本的な取組を必要とします。そのため、経

営責任者には将来に渡る社会変化への対応と自社の社会的責任への認識を反映した明確な経

営ビジョンを全社で共有し、強いリーダーシップによって環境配慮経営に取り組むことが求め

られます。 
 

② 環境と経営の戦略的統合 

持続可能な社会への移行が進めば、持続可能な消費と生産が市場の基調となります。企業が

そうした事業環境で持続的に成長しようとすれば、事業活動そのものを環境配慮志向へ変容さ

せる必要があり、その結果、環境配慮的な原材料調達や環境配慮型製品・サービスの市場供給

等によって、社会全体の環境負荷低減に貢献することが可能になります。そのためには、事業

戦略に環境配慮の考え方を組み込んで、経営活動と環境配慮行動を戦略的に統合した環境配慮

経営を遂行していくことが必要になります。 
 

③ ステークホルダーへの対応 

事業が安定的に営まれるためには、事業者を取り巻くステークホルダーへの期待に的確に応

える必要がありますが、今後は事業者を取り巻く経営環境の変化がより複雑化して、事業に影

響する課題を特定することが困難になる状況が想定されます。そのため、事業者は特定のステ

ークホルダーの意見や要請に偏重し過ぎることなく、様々なステークホルダーからの要請を真

摯に理解するように努め、何が重要な課題であるかを的確に判断し、誠実に対応していくこと

で、その要請を経営に活かしていくことが必要です。 
 

④ バリューチェーンマネジメントとトレードオフ回避 

社会からの監視の強化、拡大生産者責任の増大、化学物質*などの規制強化などに伴い、原

材料の採掘から製品の廃棄に至るまでライフサイクルのすべての段階で、資源消費と環境負荷

の実態を把握し、それらを一元的に削減管理することが重要となります。また、特定の環境負

荷を削減する活動が、異なったライフサイクル段階で別の環境負荷を発生させないことにも配

慮が必要です。このような課題に的確に対応し、リスク回避と収益獲得を実現していくために

は、バリューチェーン全体を視野に入れ、かつ総合的に全体最適となるような方法で環境配慮

経営を実践することが不可欠です。 
 

⑤ 持続可能な資源・エネルギー利用 

世界的な人口増加や経済成長に伴って増大する環境制約・資源制約は、事業者の持続可能性

にとって深刻なリスク要因にもなる可能性があります。また、社会全体としても、経済成長が

資源・エネルギー利用と環境負荷の増大に結びつかないようにすることが、持続可能な社会に

向けて大きな課題になっています。そのため、事業者は事業活動において、自然資源の持続可

能な利用と、より少ない資源の利用と消費で多くの付加価値を生み出す、いわゆる資源生産性

の向上に抜本的に取り組み、持続可能な成長を目指していく必要があります。 
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３．ステークホルダーと環境報告 

ステークホルダーとは、事業者やその活動に影響を与えたり、またはそれらに影

響を受ける個人又はグループであり、事業者にとって利害関係を有する個人又はグ

ループをいいます。これらの利害関係者としては、消費者、投資家、取引先、従業

員、地域社会、行政機関等が考えられます。 
事業者は説明責任を果たすため、環境報告により環境情報をステークホルダーに

提供します。また、ステークホルダーは環境報告を利用することにより、さまざま

な意思決定や判断に必要な情報を入手することができます。 
 
 
解説：ステークホルダーと環境報告の利用者 

環境報告により、事業者は多くのステークホルダーに対して、事業活動に伴う環境負荷

の状況や環境配慮等の取組状況を説明することが可能となります。また、環境報告に関し

てステークホルダーからのフィードバックを受けることにより、事業者とステークホルダ

ーの相互理解や環境配慮経営を進展させることが期待されます。 
しかし、個々のステークホルダーが必要とする情報内容や開示水準、さらに冊子やウェ

ブといった公表媒体に対する要望は極めて多様であり、すべてのステークホルダーの満足

を得ることは困難です。例えば、投資家であれば経営全体に関連する事項に関心があり、

地域住民であれば近隣の工場等に関連する事項に関心があります。また、全事業所を集約

した情報だけではなく、地区や事業別の詳細情報も、適切な理解のためには必要となる場

合があります。 
このように表示の仕方や開示する媒体等には複数の選択肢があります。事業者が説明責

任を適切に果たしていくためには、環境報告の利用者であるステークホルダーの要請を勘

案して、利用者のニーズに合った最適な形で情報提供していくことが期待されます。 
 

図 3 ステークホルダーとの関係イメージ 
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解説：ステークホルダーの種類と事業者との関係 
事業者を取り巻くステークホルダーには、例えば以下のような個人やグループがあり、

それぞれが事業者と関わりを持っています。また、例示したステークホルダー以外にも、

生態系を含む社会全体との関わりもあります。 

 

消費者・消費者団体  株主・金融機関・投資家 

消費者は、環境に配慮した製品・サービス等を

購入する主体となります。とくに、製品情報に

関心を持ちます。また、消費者団体は、製品・

サービス等や事業者の環境配慮等に関する情報

を消費者に提供することにより、消費行動にお

ける注意喚起や環境に良い製品・サービス等を

斡旋したりしています。 

 株主、金融機関、投資家は、事業者にとって資

金提供者となり、何らかの形で経営に関与する

主体となります。近年、企業を環境・社会など

複合的に評価し、投融資を行おうとする動きが

広がりつつあり、「環境」が財務に及ぼす影響

について関心を強く持ちます。 

 

取引先  従業員・その家族 

取引先は、バリューチェーンマネジメントの必

要性から、グリーン調達等による環境配慮評価、

環境配慮製品・サービスの購入等によって共に

環境配慮経営を推進するパートナーとなりま

す。とくに化学物質等の規制対応や温室効果ガ

ス排出の状況等、環境配慮経営や環境リスクに

関する情報に関心を持ちます。 

 従業員は、環境配慮経営を組織的に進めていく

主体となり、その家族も環境配慮行動の理解者

かつ推進者となります。従業員は、経営者の考

えや環境配慮の取組などに関心があります。ま

た、従業員の環境意識の向上は、継続的な環境

配慮等の取組につながります。 

 

地域住民・地域社会  政府・行政機関 

地域住民は、工場等からの汚染の有無、公害防

止対策、そして災害事故時の地域への影響等に

ついて、生活環境の保全の観点から関心を持っ

ています。事業者は、これらの情報を分かりや

すく提供することにより、地域社会から信頼さ

れ、かつ地域の一員として円滑なコミュニケー

ションを図ることができます。 

 政府は、国として環境課題に対する行政の方向

性や対策等を決定します。また、国または地方

公共団体などの行政機関は、事業者への環境

配慮等の取組促進策を施行すると共に、規制

等の設定主体となります。いずれも、事業者

の事業活動に大きく影響を及ぼし得る主体と

なります。 

 

教育研究機関・学識経験者･学生  環境 NGO／NPO・市民団体 

教育研究機関は、環境に関する新技術の開発や

将来世代への環境教育を協働で行うパートナー

です。学識経験者は、知見に基づいて事業者に

助言等を行うほか、客観的な立場から環境配慮

等の取組を評価する役割も担います。学生は、

とくに就職を希望する事業者の環境配慮等の取

組に関心を持ちます。 

 環境 NGO などの団体は、環境・社会問題に関

するオピニオンリーダーとして、また世間に分

かりやすく伝えるインタープリター（通訳者）

として、社会的な役割を果たします。これらの

団体等は、事業者の環境配慮経営の監視役でも

あり、また事業者と協働で環境問題の解決に当

たる協力者でもあります。 
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第２章 環境報告の基本指針 

環境報告の開示内容は、事業者の組織形態、業種、規模、事業内容によって、それぞ

れ異なるのが一般的です。そのため、環境報告の公表媒体、様式、記載事項は、事業者

が自らの判断で決定しなければなりません。その判断の規準となるのが環境報告の基本

指針です。この基本指針は、一般原則、重要な視点、基本事項から構成されています。 
一般原則は、「利用者にとって有用な環境報告が備える情報の特性」を示しており、

これらの原則に従って作成することが環境報告の基礎的な前提条件となります。

重要な視点は、「環境配慮経営の実態を開示する上で欠かせない情報要素」を示して

おり、事業者が環境報告の記載事項を決定する際に考慮すべき重要な参照ポイントを提

示しています。

また、環境報告を実施する上での基本事項は、「環境報告に際してとくに注意を払う

べき手順とそのあり方」を示しています。

図 4 環境報告の基本指針 

一般原則

環境報告

重要な視点

基本事項

経営責任者の
主導的関与

戦略的対応

ガバナンス
ステークホル
ダーへの対応

バリュー
チェーン志向

対象範囲
対象期間

公表媒体 KPI
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１.環境報告の一般原則

環境報告は、事業者の説明責任の観点及びステークホルダーの意思決定に有用な

情報を提供する観点から、環境コミュニケーションのツールとして実施されるもの

です。

以下に示す「環境報告の一般原則」は、環境報告の基礎的な前提条件となるものであ

り、これらの一般原則に合致しない場合は、環境報告に期待される機能を果たすこ

とができません。

一般原則は、目的適合性、表現の忠実性、比較可能性、理解容易性、検証可能性、適

時性から構成されています。環境報告が有用な情報を提供するために基本的な原則は

「目的適合性」と「表現の忠実性」であり、その他の原則は情報の有用性をさらに高め

るために必要な補完的な原則となります。

原則１ 目的適合性 

環境報告は、事業者が利用者の意思決定に影響を与える可能性があると判断した

情報を、提供しなければなりません。とくに、具体的な記載事項の決定にあたって

は、重要な情報をすべて網羅する必要があります。 

［１］利用者の意思決定に影響を与える可能性がある情報

環境報告の利用者は、それぞれの目的を達成するために、環境報告が提供する情報に基

づいて何らかの意思決定を行うことがあります。この場合、一般的に、利用者が知ってい

るか否かで意思決定に違いが出ると考えられる情報は、「利用者の意思決定に影響を与え

る可能性がある情報」になります。

例えば、環境パフォーマンス指標は、利用者が環境配慮経営を評価する際に不可欠な情

報なので、「利用者の意思決定に影響を与える可能性がある情報」であると考えられます。

［２］重要性の判断による記載事項の決定（p.31解説を参照） 
環境報告の記載事項は、事業活動に伴って発生する環境への影響や関連する経済的・社

会的影響及び環境配慮等の取組状況に関して、重要な情報をすべて網羅する必要がありま

す。

重要な情報とは「利用者の意思決定に影響を与える情報」です。特定の情報が開示され

なかったり、または元の「事象」の規模が適切に表示されていないことで「利用者の意思

決定に実際に影響を与える」ならば、その情報は重要な情報に該当します。

しかし、どの情報が具体的に重要な情報に該当するかは、各事業者がそれぞれの環境報

告において伝えようとする個々の情報ごとに異なっており、あらかじめ一律に定めること

ができません。

そのため、特定の情報が重要な情報に該当するか否かは、情報が表現している元の「事

象」の内容や規模を勘案して、事業者が個別に判断しなければなりません。

事業者は、環境報告の記載事項を決定する際に、自らが重要であると判断した事項と、

ステークホルダーにとって重要であると考えられる事項の双方を勘案しながら、「利用者

の意思決定に影響を与える可能性がある情報」の範囲を総合的に判断します。

ステークホルダーにとって何が重要な情報かは、事業者がステークホルダーへの対応を

通じて、自らの責任で判断します。この場合、ステークホルダーという対象は、ステーク
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ホルダー個人というよりも、消費者、株主、取引先、従業員、地域社会、社会全体等のス

テークホルダー・グループであり、事業者は、それぞれにとって重要と考えられる情報の

範囲を、ステークホルダー全体のバランスに配慮しながら決定します。 
 
［３］記載事項の決定プロセスの開示 

環境報告では、記載事項をどのような方法や方針で決定したかについて、報告方針等で

説明する必要があります。 
 
［４］本ガイドラインで示した記載事項との関係 

本ガイドラインの第二部で示した５分野40項目の記載項目は、環境報告の代表的な情

報・指標を、事業者が記載事項を決定する際の指針として列挙したものです。 
しかし、これらのうち、各項目における「記載する情報・指標」は、事業者が説明責任

を果たす上で、全ての事業者に共通して「重要な情報」に該当すると考えられる事項です。

そのため、もし、その中に「該当しない」「存在しない」等の理由で記載しない事項があ

る場合には、その旨を開示することが求められます。 
また、これら以外にも事業活動やステークホルダーとの関係から「重要な情報」が存在

する場合は、その事項を開示することが必要です。 
 

 

原則２ 表現の忠実性 

環境報告は、事業活動に伴って発生する環境への影響や関連する経済的・社会的

影響及び環境配慮等の取組状況を、忠実に表現しなければなりません。そのために

は、忠実な表現に不可欠な情報が網羅されていること（完全性）、それらの情報に

偏りがないこと（中立性）、情報の作成方法が適切に選択され、その適用に誤りが

ないこと（合理性）が必要です。 

 

［１］「表現の忠実性」の考え方（p.31解説を参照） 
環境報告は、報告対象となる「事象」を文章、指標、図・表・グラフ等の情報に加工

して利用者に伝える手段であり、利用者はこれらの情報から元の「事象」を正しく理解

できるようにしなければなりません。 
そのため、環境報告の開示情報には元の「事象」を正しく伝えられる特性が必要です。

この特性のことを「表現の忠実性」といいます。 
開示情報に「表現の忠実性」が備わっているためには、その情報に完全性、中立性、

合理性の3つの特性が必要です。 
 

［２］完全性 
完全性とは、環境報告が「表現の忠実性」に不可欠な情報を網羅することであり、完

全性のある環境報告を作成するためには、利用者に環境報告の対象事象について正しく

理解させるのに必要な情報をすべて開示しなければなりません。 
例えば、国際展開する環境配慮経営の実態を伝えるためには、全社的な状況を集合的

に報告するだけでなく、地域別のセグメント情報が必要になる場合もあります。 
また、環境パフォーマンス指標等の算定において、複数の算定方法や係数の適用が可

能な状況では、算定した指標だけを開示すると、利用者はその指標から元の「事象」を
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特定することができないので、採用した算定方法や係数についても説明することが必要

です。 
さらに、個々の指標の集計範囲が環境報告全体の対象範囲と異なる場合は、その指標

の集計範囲や捕捉率についても開示が求められます。 
 

［３］中立性 
中立性のある情報とは、偏りのない情報です。記載事項の決定において重要と判断さ

れた情報は、良い情報も悪い情報も、意図的に選別することなく、同じ様に開示しなけ

れば、偏りのない情報にはなりません。 
また、情報を強調したり、歪めたり、意図的に改変することで、利用者の印象を変え

ないようにしなければなりません。 
 

［４］合理性 
合理性とは、環境報告の対象事象を表現する情報に誤りや漏れがないように、情報の

作成プロセスを適切に選択し、それを誤りなく定められた手順通りに適用することを求

める要請です。 
表現の忠実性は、必ずしもすべての情報が正確であることを意味するわけではありま

せん。なぜなら、環境パフォーマンス指標等の中には一定の算定方法を適用して推計し

なければならないものがあり、その場合、算定結果が環境パフォーマンス等を正確に表

現しているか否かは判断が困難だからです。 
しかし、適切な算定方法が選択され、定められた手順通りに適用されているならば、

その算定結果と算定方法を開示することによって、表現の忠実性を確保することができ

ます。 
 

 

原則３ 比較可能性 

環境報告は、事業活動の各期間を通じて比較可能であり、かつ異なる事業者間に

おいても一定の範囲で比較可能であるために、その基礎となる情報を提供すること

が望まれます。 

 

［１］比較の方法 
利用者に開示情報の意味を理解させる上で「比較」は重要な手段です。環境配慮経営の

成果や実績は単年度で見るよりも、経年的な推移を見たり、事業特性や業態の類似した他

の事業者と比較することで、より一層理解が容易になるからです。 
また、何の取組も行わない状態をベースラインとして、これとの比較で取組等の進捗度

を伝える工夫も役に立つ場合があります。 
 

［２］比較の基礎情報 
比較を容易にするためには、比較の基礎となる情報が必要です。 
そうした基礎情報として、経年比較では過去の一定期間にわたる取組の実績値、また、

事業者間比較ではガイドラインや業界で一般的に使われている指標等の採用が有効です。 
また、目標と実績によって取組の進捗度を管理している場合は、中・長期的目標の併記

も望まれます。 
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［３］算定方法等の変更 
数値データが事業者の各期間を通じて比較可能であるためには、算定方法や算定範囲等

が各期間にわたって一貫していなければなりません。それゆえ、算定方法や算定範囲及び

係数等を変更した場合は、その旨、理由、変更による影響について記載することが必要で

す。 
 

［４］事業者間の比較 
環境報告で開示された情報により事業者間比較を適切に行うには、指標等の数値が算定

される前提条件等の正しい理解が必要となります。各事業者の環境報告は必ずしも対象組

織の範囲が同一ではなく、事業活動の諸条件が異なるなど、数値そのものが完全に比較可

能な状態にはない場合が多いからです。 
環境報告では、指標等の事業者間比較が行われることにも配慮して、そのような算定条

件の違いが利用者に伝わるように補足情報等を記載することが望まれます。 
 

 

原則４ 理解容易性 

環境報告は、特別な専門知識がなくても理解できるように、情報を適切に分類し、

他の情報と関連付け、または表現方法を工夫して、簡潔かつ明瞭に提供することが

望まれます。 

 

［１］分類・区分表示 
環境報告は、広範囲な種類の情報を提供するので、特別な専門知識のない利用者でも理

解が容易になるように、それらの情報を適切に分類したり、区分表示して、簡潔かつ明瞭

に伝える工夫が求められます。 
環境報告の対象範囲が地域的・業種的に広い場合には、地域セグメント情報や事業セグ

メント情報等の提供も、利用者の理解を助ける有用な方法の一つです。 
 
［２］他の情報との関連付け 

環境配慮経営が事業活動と戦略的に一体化している状況では、環境配慮等の取組状況を

事業戦略や財務数値と関連付けて説明したり、中・長期的な目標と関連付けて将来見通し

を提供することも、環境報告の理解容易性を高めます。 
 
［３］数値情報の活用 

環境報告では、できる限り数値情報を活用することが望まれます。環境配慮等の取組に

おける目標や実績を評価する上で、数値情報は環境報告の利用者の理解を助け、文章によ

る記述情報の信頼性を高める効果があります。 
特に、KPI（p.30｢KPIの開示｣の項を参照）のように、環境配慮経営における取組成果を

的確に伝える指標を決定し、それを開示することが重要です。 
なお、関係比率や指数等の加工した数値情報を開示する場合は、基礎となる実数値の併

記が求められます。 
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［４］表現方法の工夫 
わかりやすい環境報告を作成する上で、簡潔で平易な文章や文体の使用、グラフや写真

等による説明の視覚化、難解な用語や専門的な数値について解説または用語集の開示は、

きわめて有効な方法です。しかし、それ以外にも事業者の創意によって、環境報告の理解

容易性を高める方法を工夫することが望まれます。 
 
 
原則５ 検証可能性 

環境報告は、記載事項について、その前提条件、作成方法、算定根拠等を明らか

にし、記載事項が対象事象を忠実に表現していることを、客観的に検証できるよう

にする工夫が望まれます。 

 

［１］検証可能な開示方法 
記載事項が対象となる事象を忠実に表現しているかどうか客観的に検証できなければ、

利用者にとって環境報告を信頼できなくなるリスクが高まり、環境報告の有用性は著しく

低下します。 
それを防ぐためには、記載事項について、前提条件、集計範囲、算定方法、原データ等

の作成プロセスに関する情報を開示し、前提条件からの論理的な推論や再計算等によって、

作成結果の妥当性を検証できるようにすることが必要です。 
 

 

原則６ 適時性 

環境報告は、利用者の意思決定に間に合うタイミングで、公表することが望まれ

ます。 

 

［１］望ましいタイミング 
利用者の意思決定に役立つためには、できる限り早いタイミングで情報開示することが

求められます。 
例えば、環境報告の対象期間後に発生した出来事が重要な情報である場合、対象期間の

環境報告に間に合わせて開示したり、またはウェブ等で適宜開示することは、望ましい工

夫です。 
なお、環境負荷等の状況について経年変化を観察する利用者のために、すでに適時開示

した重要な情報を、その後の期間も繰り返して開示することが有用な場合もあります。 
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